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Ⅰ 法人の概要
（１）法人の目的

中小機構は、中小企業者その他の事業者の事業活動に必要な助言、研修、資金の貸付

け、出資、助成及び債務の保証、地域における施設の整備、共済制度の運営等の事業を

行い、もって中小企業者その他の事業者の事業活動の活性化のための基盤を整備するこ

とを目的としております（独立行政法人中小企業基盤整備機構法第 4条）。

（２）業務内容（平成 26 年 3 月末現在）

当法人は、独立行政法人中小企業基盤整備機構法第 4 条の目的を達成するため以下の

業務を行います。

【主な業務】

ア．都道府県が行う中小企業支援法（昭和 38 年法律第 147 号）第 3 条第 1 項に掲げる

事業（中小企業者への経営に関する診断、助言、研修等）の実施に関し必要な協力

を行い、及び中小企業者の依頼に応じて、その事業活動に関し必要な助言を行うこ

と。

イ．中小企業支援担当者並びに中小企業に対する助言、情報の提供その他中小企業の振

興に寄与する事業を行うものとして設立された法人（中小企業団体中央会、商工会

議所、信用保証協会等）の役員及び職員の養成及び研修を行い、並びに都道府県が

行うことが困難な中小企業者及びその従業員の経営方法又は技術に関する研修を行

うこと。

ウ．次のａからｄまでのいずれかに掲げる事業を行う都道府県に対し、当該事業を行う

のに必要な資金の一部の貸付けを行うこと。

ａ．創業又は中小企業の経営の革新を支援する事業を行う者に対し、当該事業を行う

のに必要な資金の貸付け

ｂ．中小企業者に対し、他の事業者との連携若しくは事業の共同化（以下「連携等」

という。）を行い、又は中小企業の集積の活性化に寄与する事業を行うのに必要な

資金の貸付け

ｃ．中小企業者の行う連携等又は中小企業の集積の活性化を支援する事業を行う者に

対し、当該事業を行うのに必要な資金の貸付け

ｄ．大規模な火災、震災その他の災害により被害を受けた中小企業者を支援する事業

を行う者に対し、当該事業を行うのに必要な資金の貸付け

エ．都道府県から必要な資金の一部の貸付けを受けて、前記ウのａからｄまでに掲げる

業務を行うこと。

オ．次のａからｃまでに掲げる者に対し、その事業を行うのに必要な資金の出資（キま

たはケに該当するものを除く。）を行うこと。

ａ．創業を行う者又は経営の革新を行う中小企業者

ｂ．創業又は中小企業の経営の革新を支援する事業を行う者

ｃ．中小企業者の行う連携等又は中小企業の集積の活性化を支援する事業を行う者

カ．前記オのａからｃまでに掲げる者に対し、その事業を行うのに必要な助成を行うこ

と。

キ．中心市街地の活性化に関する法律（平成 10 年法律第 92 号）第 38 条第 1 項の規定
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による特定の地域における施設の整備、出資等及び同条第 2 項の規定による出資を

行うこと。

ク．中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成 11 年法律第 18 号）第 21 条

の規定による協力及び第34条第1項の規定による特定の地域における工場又は事業

場の整備等を行うこと。

ケ．企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平

成 19 年法律第 40 号）第 9 条第 1 項の規定による特定の地域における工場又は事業

場の整備等を行うこと。

コ．商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律（平

成 21年法律第 80 号）第 10 条の規定よる貸付けを行うこと。

サ．東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成 23 年

法律第 40号）第 130 条第 1 項の規定による特定の地域における工場又は事業場の整

備等を行うこと。

シ．総合特別区域法（平成 23年法律第 81 号）第 30 条及び第 58条の規定による貸付け

を行うこと。

ス．産業競争力強化法 （平成 25 年法律第 98 号）第 13 条、第 19 条、第 38 条及び第

53 条の規定による債務の保証、同法第 107 条第 1項の規定による協力並びに同法第

133 条の規定による出資その他の業務を行うこと。

セ．小規模企業共済法（昭和 40 年法律第 102 号）の規定による小規模企業共済事業を

行うこと。

ソ．中小企業倒産防止共済法（昭和 52 年法律第 84 号）の規定による中小企業倒産防止

共済事業を行うこと。

タ．中小企業支援法第 18条の規定による協力を行うこと。

チ．アからタに掲げる業務に関連して必要な情報の収集、調査及び研究を行い、並びに

その成果を普及すること。

ツ．アからチに掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

【経過措置業務】

テ．工業の再配置等及び産炭地域経過業務に係る工場用地等の造成、整備、管理及び譲

渡等

ト．旧輸入・対内投資法に基づく出資に係る株式の管理及び処分
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（３）沿革

当法人は、平成 16 年 7月に中小企業総合事業団（信用保険業務を除く。）、地域振興

整備公団（地方都市開発整備等業務を除く。）、産業基盤整備基金（省エネ・リサイクル

業務を除く。）の業務を統合し、発足した組織です。

なお、平成 16年 7月の統合までの沿革は、以下のとおりです。

（４）設立根拠法

独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成 14年法律第 147 号）

（５）主務大臣

経済産業大臣（経済産業省中小企業庁長官官房参事官室）

なお、一部の業務については財務大臣と共管

年月

S37.7
産炭地域振興事業団

設立

S38.8
日本中小企業指導センター

設立

S40.12
小規模企業共済事業団

設立

S42.8
中小企業振興事業団

設立

S42.9
繊維工業構造改善事業協会

設立

S47.10
工業再配置･産炭地域振興公団

に改組、発足

S49.8
地域振興整備公団

に改組、発足

S53.4
中小企業共済事業団

に改称

S53.7
特定不況産業信用基金

設立

S55.10

S61.9
産業基盤信用基金

設立

S62.5
産業基盤整備基金

に名称変更

H6.4
繊維産業構造改善事業協会

に名称変更

H11.7

H16.7

中小企業事業団
設立

中小企業総合事業団 設立
＜中小企業信用保険公庫も統合＞

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 設立
＜地域振興整備公団（地方都市開発整備等業務を除く）、産業基盤整備基金及び中小企業総合事業団（信用保険業務を除く）の業務を統合＞
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（６） 組織図（平成 26 年 3 月末現在）

＜ 本部 ＞ ＜ 地域本部 ＞

事業再生支援センター

理
事

長

副

理

事

長

理

事

監査統括室

総務部

経営診断統括室

共済事業推進部

国際交流センター

監

事

コンプライアンス統括室 東北本部

監事室

中小企業大学校仙台校財務部

関東本部

中小企業大学校三条校

企画部

中部本部

北海道本部

人事グループ 中小企業大学校旭川校

ファンド事業部

共済事業グループ

共済資金グループ

四国本部

九州本部

中小企業大学校瀬戸校

北陸本部

近畿本部

経営支援情報センター

中小企業大学校関西校

中国本部

中小企業大学校広島校

中小企業大学校東京校

沖縄事務所

産業用地部

中小企業大学校直方校、人吉校

販路支援部

高度化事業部

震災復興支援部

広報統括室

情報システム基盤センター

経営支援部

人材支援グループ

ハンズオン支援統括室
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（７）本社・支社等の住所（平成 26 年 3 月末現在）

本 部 東京都港区虎ノ門 3‐5‐1 虎ノ門 37森ビル

北海道本部 北海道札幌市中央区北 2 条西 1‐1‐7 ORE 札幌ビル

東 北 本 部 宮城県仙台市青葉区一番町 4‐6‐1 仙台第一生命タワービル

関 東 本 部 東京都港区虎ノ門 3‐5‐1 虎ノ門 37森ビル

中 部 本 部 愛知県名古屋市中区錦 2‐2‐13 名古屋センタービル

北 陸 本 部 石川県金沢市広岡 3‐1‐1 金沢パークビル

近 畿 本 部 大阪府大阪市中央区安土町 2-3-13 大阪国際ビルディング

中 国 本 部 広島県広島市中区八丁堀 5‐7 広島 KS ビル

四 国 本 部 香川県高松市サンポート 2‐1 高松シンボルタワー タワー棟

九 州 本 部 福岡県福岡市博多区祗園町 4‐2 サムティ博多祇園 BLDG.

沖縄事務所、中小企業大学校 9 箇所

（８）資本金の状況

（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 1,113,491 1,000 4515 1,109,976

日本政策投資

銀行出資金
1,000 － － 1,000

資本金合計 1,114,491 1,000 4515 1,110,976

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計が一致しない場合がある。
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（９）役員の状況（平成 26 年 3 月末現在）

役職 氏名
任 期

（括弧内は前任就任日）
担 当 経 歴

理事長 高田 坦史
自 H24.7.1（H20.7.1）

至 H28.6.30

S44 年 4 月 トヨタ自動車販売㈱入社

H17 年 6 月 トヨタ自動車㈱専務取締役（海外企画本部、商品企画部等担当）

H21 年 6 月 トヨタアドミニスタ㈱代表取締役会長

H21 年 10 月 ㈱トヨタマーケティングジャパン代表取締役社長

H21 年 12 月 ㈱トヨタモーターセールス＆マーケティング代表取締役社長

H24 年 7 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構理事長

副理事長 塩田 誠
自 H24.7.1（H22.10.1）

至 H28.6.30

S57 年 4月 通商産業省入省

H18 年 10月 内閣官房教育再生会議担当室参事官

H20 年 7月 経済産業省大臣官房審議官（国際地域政策担当）

H23 年 7月 独立行政法人中小企業基盤整備機構理事 【役員出向】

H24 年 7月 同 副理事長 【役員出向】

理事 岸本 吉生
自 H24.7.1（H22.7.31）

至 H26.6.30

監査統括室及び総務部に関する

業務

S60 年 4月 通商産業省入省

H19 年 8月 中小企業庁経営支援部経営支援課長

H22 年 8月 愛媛県警察本部長

H24 年 7月 独立行政法人中小企業基盤整備機構理事 【役員出向】

理事 青木 一郎
自 H24.7.16（H22.7.16）

至 H26.7.15
財務部に関する業務

S54 年 4 月 大蔵省入省

H21 年 7 月 大阪税関長

H22 年 7 月 内閣審議官（内閣官房副長官補付）［兼］国土交通省大臣

官房審議官

H24 年 7 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構理事 【役員出向】
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役職 氏名
任 期

（括弧内は前任就任日）
担 当 経 歴

理事 船矢 祐二
自 H24.7.1（H23.7.16）

至 H26.6.30

企画部、広報統括室、国際交流

センター、事業再生支援センター

、震災復興支援部及び情報システ

ム基盤センターに関する業務

S60 年 4 月 通商産業省入省

H22 年 7 月 内閣府参事官（市場システム担当）（政策統括官（経済社会

システム担当）付）

H23 年 9 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構新事業支援部長

H24 年 7 月 同 理事 【役員出向】

理事 嘉村 潤
自 H24.7.1（H22.7.31）

至 H26.6.30

経営支援部及びファンド事業部

に関する業務

S58 年 4月 通商産業省入省

H20 年 8月 原子力安全・保安院鉱山保安課長

H23 年 7月 独立行政法人中小企業基盤整備機構総務部長

H24 年 7月 同 理事 【役員出向】

理事 粟屋 幸夫
自 H24.7.1（H22.7.1）

至 H26.6.30

経営支援情報センター及び人材

支援グループに関する業務

S53 年 4 月 中小企業振興事業団入団

H19 年 4 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構企画部国際統括室審議役

H21 年 4 月 同 九州支部長

H24 年 7 月 同 理事

理事 陣山 繁紀
自 H25.7.24（H23.7.16）

至 H27.7.23
高度化事業部に関する業務

S57 年 4 月 通商産業省入省

H17 年 8 月 中国経済産業局総務企画部長

H24 年 5 月 独立行政法人情報処理推進機構参事［兼］戦略企画部長

H25 年 7 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構理事 【役員出向】

理事 羽田 讓
自 H25.7.1（H23.7.16）

至 H26.7.5
共済事業推進部に関する業務

S51 年 4 月 小規模企業共済事業団入団

H22 年 9 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構経営安定推進部長

H23 年 7 月 同 中国支部長

H25 年 7 月 同 理事
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役職 氏名
任 期

（括弧内は前任就任日）
担 当 経 歴

理事 宮地 正巳
自 H24.7.1（H22.7.1）

至 H26.6.30

産業用地部及び販路支援部に

関する業務

S50 年 4 月 地域振興整備公団入団

H19 年 7 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構企画部審議役

H21 年 7月 同 北海道支部長

H24 年 7月 同 理事

監事 中本 皓三
自 H25.7.1（H23.7.1）

至 H26.6.30

S52 年 4 月 地域振興整備公団入団

H23 年 7 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構総務部審議役

H24 年 8 月 同 経営安定推進部長

H25 年 7 月 同 監事

監事 大槻 一公男
自 H25.7.1（H23.7.1）

至 H26.6.30

S51 年 4 月 中小企業振興事業団入団

H22 年 4 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構総務部経理グループ長

H25 年 4 月 同 財務部審議役

H25 年 7 月 同 監事

監事

（非常勤）
筒井 司

自 H24.7.1（H22.7.1）

至 H26.6.30

S47 年 4 月 中小企業振興事業団入団

H19 年 4 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構九州支部長

H21 年 4 月 財団法人中小企業総合研究機構参与［兼］地域産業支援部長

H24 年 7 月 独立行政法人中小企業基盤整備機構監事
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（１０）常勤職員の状況

常勤職員は、平成 25 年度において 777 人（前期比 8 人減少、1.0％減）、平均年齢は 44.0 歳

（前期 43.8 歳）です。このうち、国等からの出向者は 30 人、民間からの出向者は 32人です。

（注）各期とも時点は 1月 1 日現在。
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Ⅱ 第二期中期目標の達成状況

１．中期目標の期間

中期目標の期間は、５年（平成２１年４月～平成２６年３月）

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置

（１）新たな価値を創造する事業展開の促進

１）売れる商品づくりや市場開拓等への挑戦に対してプラン策定の段階からの一貫した支援

［中期目標の内容］

機構は、広域的な販路開拓や（独）日本貿易振興機構等の関係機関との連携による国際展開、

株式公開等の高度な専門性を有する経営課題への対応を行うとともに、全国的視点に立った技術

開発や企業間連携による新事業展開の事業化等の支援を行い、他の中小企業のモデルとなる成功

事例を創出する。

なお、支援に際しては、企業の創業からその成長に合わせた支援を行うことが出来る仕組みを構

築し、一貫した支援を行うことにより、事業化に向けた取組みの着実な達成を目指す。

［事業の実績］

■専門家継続派遣事業

【２１年度】

■支援企業のニーズに対応した経営支援の実施

・新規性・優位性のある商品・サービスの開発や新分野・新市場の開拓に取り組む中小企業等、

新たな事業展開に挑戦する中小企業に対して、企業ニーズや経営課題に応じた支援を実施。

・新事業展開に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業の支援企業数５２社、支援回数７

３０回

※専門家継続派遣事業全体（「経営基盤の強化」に係る専門家継続派遣事業を含む）：支援企業

数３０７社、支援回数３，４３５回

■専門家継続派遣事業の成果

・こうした支援への取組みの結果、１８年度支援先企業の売上高平均伸び率は２８．１％（支援

前と支援から２年経過後の比較）。

・２１年度派遣終了後の支援先のうち、支援前に抱えていた経営課題が解決されたとする企業の

割合は１００．０％

※専門家継続派遣事業全体の経営課題が解決されたとする企業の割合は９４．５％

【２２年度】

■支援企業のニーズに対応した経営支援の実施

・新規性・優位性のある商品・サービスの開発や新分野・新市場の開拓に取り組む中小企業等、

新たな事業展開に挑戦する中小企業に対して、経営課題を適確に把握し、ニーズに応じた支援

を実施。

新事業展開に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業の支援企業数８７社、支援回数１，

１８４回
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※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業

を含む）：支援企業数３６７社、支援回数４，６８５回

・新事業創出支援事業によるプロジェクト支援と専門家派遣による経営支援の連携支援により企

業の成長促進を図るための総合支援に注力。

新事業創出支援事業（新連携、地域資源活用、農商工連携）と専門家派遣（専門家継続派遣事

業、販路開拓コーディネート事業、経営実務支援事業、戦略的ＣＩＯ育成支援事業）の連携支

援実績７４社、１，０００回

■専門家継続派遣事業の成果

・こうした支援への取組みの結果、１９年度支援先企業の売上高平均伸び率は２５．１％（支援

前と支援から２年経過後の比較）。

・２２年度に派遣終了した「新事業展開」に取り組む支援先のうち、支援前に抱えていた経営課

題が解決されたとする企業の割合は９７．７％。

※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業

を含む）：９７．３％

【２３年度】

■支援企業のニーズに対応した経営支援の実施

・新規性・優位性のある商品・サービスの開発や新分野・新市場の開拓に取り組む中小企業等、

新たな事業展開に挑戦する中小企業に対して、経営課題を適確に把握し、ニーズに応じた支援

を実施。

新事業展開に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業の支援企業数８１社、支援回数１，

０１３回

※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業

を含む）：支援企業数３１９社、支援回数４，１３６回

・新事業創出支援事業によるプロジェクト支援と専門家派遣による経営支援の連携支援により企

業の成長促進を図るための総合支援を推進。

新事業創出支援事業（新連携、地域資源活用、農商工連携）と専門家派遣（専門家継続派遣事

業、販路開拓コーディネート事業、経営実務支援事業、戦略的ＣＩＯ育成支援事業）の連携支

援実績８５社、１，１１６回

■専門家継続派遣事業の成果

・こうした支援への取組みの結果、２０年度支援先企業の売上高平均伸び率は１３．４％（支援

前と支援から２年経過後の比較）。

・リーマンショック等中小企業の経営環境が著しく悪化し、多くの企業が業績を悪化させる中、

支援企業は利益を大幅に向上。また、地域の雇用確保に寄与。

（参考指標）

・２０年度支援企業の事業効果（支援後２年経過後との比較）

経常利益平均伸び率 ４５百万円 →８９百万円

（９９．５％増）

従業員数平均 ７３．０人 →８３．５人

（１４．５％増）

・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁調べ）結果による中小企業(法人）の売上高等の状況（２

０年度調査と２３年度調査の比較）

売上高平均 ３．６億円→２．９億円

（▲１８．３％）

経常利益平均 ８．５百万円→５．７百万円

（▲３２．４％）

従業員数平均１６．８人→１５．１人

（▲１０．１％）

・２３年度に派遣終了した「新事業展開」に取り組む支援先のうち、支援前に抱えていた経営課
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題が解決されたとする企業の割合は９５．８％。

※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業

を含む）：９５．７％

【２４年度】

■支援企業のニーズに対応した経営支援の実施

・新規性・優位性のある商品・サービスの開発や新分野・新市場の開拓に取り組む中小企業等、

新たな事業展開に挑戦する中小企業に対して、経営課題を的確に把握し、ニーズに応じた支援

を実施。

新事業展開に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業の支援企業数８２社、支援回数１，

０００回

※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業

を含む）：支援企業数３０４社、支援回数３，５６５回

・新事業創出支援事業によるプロジェクト支援と専門家派遣による経営支援の連携支援により企

業の成長促進を図るための総合支援を推進。

新事業創出支援事業（新連携、地域資源活用、農商工連携）と専門家派遣（専門家継続派遣事

業、販路開拓コーディネート事業、経営実務支援事業、戦略的ＣＩＯ育成支援事業）の連携支

援実績８２社、７９９回

■専門家継続派遣事業の成果

・こうした支援への取組みの結果、２１年度支援先企業の売上高平均伸び率は９．１％（売上高

平均２，１９４．５百万円→２，３９４．３百万円）（支援前と支援から２年経過後の比較）。

・リーマンショック以降、経済環境が低迷し、多くの中小企業が売上を減少させる中、支援企業

は売上を増加させるとともに利益を大幅に増加させ、地域の雇用確保に寄与。

（参考指標）

・２１年度支援企業の事業効果（支援後２年経過後との比較）

経常利益平均伸び率５８．０百万円 →８６．１百万円

（４８．３％増）

従業員数平均８４．１人 →８７．１人

（３．６％増）

・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁調べ）結果による中小企業（法人）の売上高等の状況（２

１年度調査と２４年度調査の比較）

売上高平均３１０百万円→２９４百万円

（５．４％減）

経常利益平均４．９百万円→６．９百万円

（４１．５％増）

従業員数平均１４．７人→１５．２人

（３．０％増）

・２４年度に派遣終了した「新事業展開」に取り組む支援先のうち、支援前に抱えていた経営課

題が解決されたとする企業の割合は９６．２％。

※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業

を含む）：９６．３％

【２５年度】

■支援企業のニーズに対応した経営支援の実施

・新規性・優位性のある商品・サービスの開発や新分野・新市場の開拓に取り組む中小企業等、

新たな事業展開に挑戦する中小企業に対して、経営課題を的確に把握し、ニーズに応じた支援

を実施。

新事業展開に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業の支援企業数６９社、支援回数８

３０回

※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業
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を含む）：支援企業数３０３社、支援回数３，９２１回

・新事業創出支援事業によるプロジェクト支援と専門家派遣による経営支援の連携支援により企

業の成長促進を図るための総合支援を推進。

新事業創出支援事業（新連携、地域資源活用、農商工連携）と専門家派遣（専門家継続派遣事

業、販路開拓コーディネート事業、経営実務支援事業、戦略的ＣＩＯ育成支援事業）の連携支

援実績８６社、８６６回

■専門家継続派遣事業の成果

・専門家継続派遣事業の活用による支援の結果、２２年度支援企業の売上高平均伸び率は１４．

２％（売上高平均１，１４７．６百万円→１，３１０．２百万円）（支援前と支援から２年経過

後の比較）。

・我が国の経済環境が低迷し、多くの中小企業が売上を減少させる中、支援企業は売上の増加を

実現。

（参考指標）

・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁調べ）結果による中小企業（法人）の売上高等の状況（２

２年度調査と２５年度調査の比較）

売上高平均２９６百万円→２８２百万円

（４．９％減）

・２５年度に派遣終了した「新事業展開」に取り組む支援先のうち、支援前に抱えていた経営課

題が解決されたとする企業の割合は９６．８％。

※専門家継続派遣事業全体（経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業

を含む）：９７．３％

■新連携支援事業

○新連携認定事業への一貫した支援

・本部及び地域本部等にマーケティング等に精通したプロジェクトマネージャー等を配置し、新

連携による新商品・新サービスの開発等に取り組む中小企業に対して、計画認定に至るまでの

ブラッシュアップから、計画認定後におけるフォローアップまでの一貫したハンズオン支援を

実施。

【２１年度】

・相談等件数 ７，６７０件

・法律認定件数 １１９件（累計 ７０２件）

・事業化件数 １０６件（累計 ５１７件）

・１８年度認定企業の支援後３年における事業化率８６．０％

・販売達成金額累計 ８９３億円

【２２年度】

・相談等件数 ５，１０９件

・法律認定件数 ４６件（累計７４０件）

・事業化件数 ５５件（累計５６３件）

・１９年度認定企業の事業化率 ８０．７％（認定後３年経過後）

・販売達成金額累計 １，１４６億円

（注）東北地方の認定企業の２３年１～３月における事業化の状況、販売達成金額については、

東日本大震災の影響により未調査のため、上記実績には含まれていない。

○新連携支援と経営支援との連携支援

・新連携支援先に対して、専門家派遣による経営支援の連携支援を行い、企業の成長促進を図る

ための総合支援を実施。

※専門家継続派遣事業の活用企業２７社、販路開拓コーディネート事業の活用企業１１社、経

営実務支援事業の活用企業６社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業２社
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【２３年度】

・相談等件数 ４，８９８件

・法律認定件数 ５３件（累計 ７８８件）

・事業化件数 ６８件（累計 ６２８件）

・２０年度認定企業の事業化率 ８６．３％（認定後３年経過後）

・販売達成金額累計額 １，３３２億円

○新連携支援と経営支援との連携支援

・新連携支援先に対して、専門家派遣による経営支援の連携支援を行い、企業の成長促進を図る

ための総合支援を実施。

＊専門家継続派遣事業の活用企業２９社、販路開拓コーディネート事業の活用企業１１社、経営

実務支援事業の活用企業６社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業３社

【２４年度】

・相談等件数 ４，７００件

・法律認定件数 ７１件（累計８５９件）

・事業化件数 ５６件（累計６８５件）

・２１年度認定企業の事業化率 ８１．６％（認定後３年経過後）

・販売達成金額累計額 １，５１３億円

○新連携支援と経営支援との連携支援

・新連携支援先に対して、専門家派遣による経営支援の連携支援を行い、企業の成長促進を図る

ための総合支援を実施。

＊専門家継続派遣事業の活用企業１８社、販路開拓コーディネート事業の活用企業９社、経営実

務支援事業の活用企業８社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業６社

【２５年度】

・相談等件数 ４，３８９件

・法律認定件数 ６９件（累計９２７件）

・事業化件数 ５０件（累計７３４件）

・２２年度認定企業の事業化率 ８４．４％（認定後３年経過時点）

・販売達成金額累計額 １,６４７億円

○新連携支援と経営支援との連携支援

・新連携支援先に対して、専門家派遣による経営支援との連携支援を行い、企業の成長促進を図

るための総合支援を実施。

＊専門家継続派遣事業の活用企業１６社、販路開拓コーディネート事業の活用企業３社、経営実

務支援事業の活用企業８社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業４社

２）市場動向や経営・技術環境の変化に即応した質の高い支援

［中期目標の内容］

機構は、中小企業者の大都市圏への販路開拓を支援する。多種多様な情報、販路、技術、人材

等を持つ大企業、技術シーズや知見・ノウハウ等を有する大学・研究機関等との全国ベースのネ

ットワークを構築、活用し、中小企業と大企業等との連携による新たな商品開発や事業化等を支

援する。

［事業の実績］

■販路開拓コーディネート事業

○大都市圏への販路開拓を目指す中小企業を支援
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・新規性の高い優れた新製品・新技術・新サービスを持ちながら販路開拓が困難な中小企業に対

し、各地域本部でマーケティング企画のブラッシュアップ支援を行った後、関東本部、近畿本

部で首都圏若しくは近畿圏市場を舞台とした支援を実施。

【２１年度】

・支援企業数１１２社

・２０年度の支援終了先９３社に係る１年以内における具体的な商談に至った割合８０．４％

【２２年度】

・支援企業数 １２１社

・２１年度の支援終了先６１社に対する１年以内に具体的な商談に至った割合 ７８．７％

【２３年度】

・支援企業数１１９社

・２２年度の支援終了先６８社に対する１年以内に具体的な商談に至った割合７５．０％

【２４年度】

・支援企業数１２６社

・２３年度の支援ｓ終了先６６社に対する１年以内に具体的な商談に至った割合７１．２％

【２５年度】

・支援企業数１２６社

・２４年度の支援終了先６８社に対する１年以内に具体的な商談に至った割合 ７２．１％

【２１年度】

■中小企業の産学官連携支援の仕組みと体制づくり

・キーマン会議（全国各地で活躍する連携コーディネーター１０人を招聘）を開催し、産学官連

携の現状と成功要因について分析・検討（２回）。

・日本政策金融公庫と連携し、産学官連携融資を紹介（成立２件、総額２０百万円）。

・産業技術総合研究所の協力のもと作成した「公設試験研究機関現況」を中小企業支援機関等約

１５０先に提供。

・全国イノベーション推進機関ネットワークが支援機関向けに行ったセミナーにおいて、企画・

講師派遣等により協力。

■産学官連携を起点とした経営支援案件の発掘と専門家派遣の検討

・科学技術振興機構及び各地の連携コーディネーターを通じ、経営支援を要する企業へのハンズ

オン支援を検討（８社にヒアリング調査を実施）。

■新事業展開のためのネットワークの充実

○証券市場等との連携

・地域の証券市場、支援機関と連携の上、成長性の高い新事業展開に取り組む中小企業をグルー

プ化し、株式公開レベルの収益力・経営体制の構築に向けた支援の仕組みを構築し、新事業展

開のためのネットワークを充実。

○ベンチャーキャピタルとの連携

・支援ネットワークの一層の強化のため、日本ベンチャーキャピタル協会役員との連絡会議を開

催。

○地銀・信金との連携

・関東支部において、新たに４機関の地銀、信金と業務連携・協力に関する覚書を締結し、連携

したビジネスマッチングイベント等を開催したほか、業務連携金融機関連絡会議で情報交換を

実施。

・北陸支部において、２機関の地銀、信金と業務連携・協力に関する覚書を締結し、共催でセミ
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ナーを開催（４回）。

・中部支部において、地銀と共催でセミナーを開催（１回）したほか、地銀、信金に対し機構事

業の説明会を実施（２２回）。

・近畿支部において、業務連携先の４信金と、販路開拓支援拠点構築プロジェクトに係るワーキ

ンググループを開催（３回）し、新たな連携事業の検討を開始。

・中国支部において、５機関の地銀、信金に対して機構事業の説明会を実施（３回）。

・中国支部において、４機関の地銀、信金と連携してシンポジウム、国際展開相談会、大手メー

カーとの商談会を開催（８回）。

・四国支部において、３機関の地銀、信金と連携してマッチング商談会、セミナーを開催（３回）。

・九州支部において、地銀と連携して、百貨店バイヤーとの商談会を開催。

・九州支部において、７機関の地銀、信金と連携してセミナー等を開催（７回）。

・インキュベーション施設３施設（北大ビジネススプリング、浜松イノベーションキューブ、岡

山大インキュベータ）において、地銀・信金の職員がインキュベーションマネージャーとして

機構へ出向し、連携を強化。

【２２年度】

■産学官連携の支援

・日刊工業新聞社、新エネルギー・産業技術総合開発機構との共催で、モノづくり連携大賞を企

画・実施。産学官連携を活用した成功事例を発掘し、中小企業部門賞を授与するとともに、「第

６回中小企業産学官連携推進フォーラム」を開催し、セミナー等で取組みを紹介（参加者１１

３人）。

・技術に明るく、中小企業と大学等との間で、産学連携のニーズを調査し、連携コーディネート

を支援することができる人材を１人配置。北陸支部エリア内（石川県、富山県、福井県）で活

動を実施した結果（中小企業２０社を訪問）、連携事例を１件構築。

■新事業展開のためネットワークの充実

○証券市場等との連携

・地域の証券市場、支援機関と連携の上、成長性の高い新事業展開に取り組む中小企業をグルー

プ化し、株式公開レベルの収益力・経営体制の構築に向けた支援の仕組みを構築し、新事業展

開のためのネットワークを充実。

○ベンチャーキャピタルとの連携

・支援ネットワークの一層の強化のため、日本ベンチャーキャピタル協会役員との連絡会議を開

催。

また、経済産業省とも連携して、同協会会長との定例的な意見交換会（計５回開催）を実施す

るとともに、国内主要ベンチャーキャピタルの経営陣による情報交流会にも参画（２回）する

など、業界全体の課題把握とファンド出資事業のより有効な活用に向けた取組みを積極的に推

進。

・ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏの実施にあたり、日本ベンチャーキャピタル協会との連携を強化し、

ベンチャーキャピタル等投資家の来場を促進。

○地銀・信金との連携

・北海道支部において、地銀、信金と連携し、事業承継に係る相談会や研修会を実施。また、地

銀との連携により専門家派遣等に係る案件を発掘。

・東北支部において、地銀との共催によりセミナーと個別相談会を実施。

・関東支部において、地銀、信金が主催するマッチングイベントへ出展（６回）。また、連携活動

を推進するため、業務連携金融機関連絡会議（対象は３８機関）を開催し情報交換を実施（２

グループに分けて開催、参加機関３２、参加者数３７人）。

・北陸支部において、地銀、信金（計５機関）と連携して事業承継等の相談会を実施（４回）。ま

た、マッチングイベントにおいて、機構ＰＲブースの出展、セミナー講師を派遣。

・中部支部において、東海地区信用金庫協会が主催するビジネスマッチングに機構支援先（１３

社）の出展を支援。

・近畿支部と関西の４信用金庫がビジネスマッチング事業「信金ＰＬＵＳ＋」として大企業と中
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小企業を結びつける新たな取組みを実施。同事業には大和ハウス工業等大企業２社が参加、製

品開発に必要な技術や課題を信金に提示し、ニーズに応えられる取引先企業を選定、大手と中

小が共同開発等を進めるもの。２２年度は大手２社から１１８の課題が提示され、信金から３

０件の提案があり、うち２件は製品化に向けて共同開発に着手。

・中国支部において、新しいビジネスの創出・成長・発展を目指し、岡山大インキュベータと地

銀が連携して推進チームを結成。地銀が「地域の優れた研究開発テーマ」の発掘係の役割を担

い、機構と地銀の連携の下、事業化支援を行う。

・九州支部において、地銀と共催により「中国・ベトナムビジネス」セミナーや海外ビジネス個

別相談会を実施。

・インキュベーション施設３施設（北大ビジネススプリング、浜松イノベーションキューブ、岡

山大インキュベータ）において、地銀・信金の職員がインキュベーションマネージャーとして

常駐。

○大企業との連携

・近畿支部と関西の４信用金庫がビジネスマッチング事業「信金ＰＬＵＳ＋」として大企業と中

小企業を結びつける新たな取組みを実施。同事業には大和ハウス工業等大企業２社が参加、製

品開発に必要な技術や課題を信金に提示し、ニーズに応えられる取引先企業を選定、大手と中

小が共同開発等を進めるもの。２２年度は大手２社から１１８の課題が提示され、信金から３

０件の提案があり、うち２件は製品化に向けて共同開発に着手（再掲）。

【２３年度】

■産学官連携の支援

・九州支部において、新連携等認定企業、相談窓口対応企業の産学官連携に係る相談に応じ、九

州管内の大学、高等専門学校へ照会等働きかけを行い、マッチングを実施。

■新事業展開のためのネットワークの充実

（証券市場等との連携事例）

・近畿支部において、ＩＰＯ志向のアーリーステージにある企業を株式公開に向けて支援するプ

ロジェクト「近畿一番星ベンチャークラブ」を運営。２３年度入会企業は１０社（入会企業累

計（正会員）１５８社うちＩＰＯ１社、ＶＣ等の協力会員は３０社）。

・近畿支部において、大阪証券取引所と連携して、同取引所上場企業と中小企業をマッチングさ

せる取組みである「平成社中北浜」を実施。２３年度は、上場企業３社のニーズプレゼン会に

中小企業１９社が参加、うち５社が提案。

・九州支部において、福岡県産業・科学技術振興財団、九州ニュービジネス協議会、福岡証券取

引所と連携し、株式公開を目指す九州・沖縄・山口の企業を支援するためのサポート組織「九

州ＩＰＯ挑戦隊」を運営。機構は企業の課題に応じて専門家を随時投入するほか、専門家継続

派遣等、機構支援ツールを効果的に活用。２３年度入会企業は４社（入会企業累計２５社）。各

機関が連携して専門家派遣、資金調達支援、販路開拓支援等、株式公開準備に向けた支援を実

施。九州支部は入会企業２５社に対して定期的に訪問し支援を実施。さらに、１６社に対して

専門家継続派遣等により企業の課題解決に向けた支援を実施。

○ベンチャーキャピタルとの連携

・支援ネットワークの一層の強化のため、日本ベンチャーキャピタル協会役員との連絡会議を開

催（１回）したほか、投資事業有限責任組合モデル契約（経済産業省作成）の見直しに関する

勉強会を同協会等と共同で開催（機構出資ファンドのＧＰ、同協会会員ＶＣ等１３１人が出席）。

・ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏの実施にあたり、日本ベンチャーキャピタル協会との連携を強化し、

ベンチャーキャピタル等投資家の来場を促進。

○地銀・信金との連携

・北海道支部において、信金との連携により専門家派遣に係る案件を発掘（１社）。

・東北支部において、地銀等との共催により復興支援セミナーを実施（１３回）。

・関東支部において、地域金融機関等と一体となって中小企業支援を推進。これまで３９金融機

関と業務提携を締結。山梨中央銀行とは「山梨連携ソリューション会議」を開催（３回）し、
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支援案件の対応等を協議。県内経済を担う有望中小企業への専門家継続派遣事業による新規支

援（３社）、継続支援（１社）、ニーズ調査（３社）を実施。

・近畿支部と関西の１２信用金庫がビジネスマッチング事業「信金ＰＬＵＳ＋」として大企業と

中小企業を結びつける取組みを実施。同事業には大和ハウス工業等大企業２社が参加、製品開

発に必要な技術や課題を信金に提示し、ニーズに応えられる取引先企業を選定、大手と中小が

共同開発等を進めるもの。２３年度は大手２社からの課題に対し、信金から７５件の提案（紹

介）があり、うち２８件がマッチング。

・中国支部において、地銀、信金の支援先企業へ専門家継続派遣事業を実施（２社）。

・四国支部において、トモニホールディングス、銀座農園と連携し、東京・銀座に地域資源活用

事業に取り組む中小企業の新商品開発、販路開拓を支援する常設販売スペースの開設を支援。

また、お客様の声などのマーケティング情報をトモニホールディングス、銀座農園の協力によ

り出品企業へフィードバック。

○大企業との連携

・近畿支部と関西の１２信用金庫がビジネスマッチング事業「信金ＰＬＵＳ＋」として大企業と

中小企業を結びつける新たな取組みを実施。同事業には大和ハウス工業等大企業２社が参加、

製品開発に必要な技術や課題を信金に提示し、ニーズに応えられる取引先企業を選定、大手と

中小が共同開発等を進めるもの。２３年度は２社からの課題に対し、信金から７５件の提案（紹

介）があり、うち２８件がマッチング。

【２４年度】

■産学官連携の支援

・北陸本部において、北陸先端科学技術大学院大学等と連携し、マッチングセミナーを実施（出

展企業数２８社、来場者数１５４名）。

・九州本部において、新連携の認定を受けた企業（３社）の要望に基づき、九州大学、福岡大学、

産業医科大学の教授への技術相談の機会を設けた。

■新事業展開のためのネットワークの充実

（証券市場等との連携事例）

・近畿本部において、ＩＰＯ志向のアーリーステージにある企業を株式公開に向けて支援するプ

ロジェクト「近畿一番星ベンチャークラブ」を運営。２４年度入会企業は１５社（入会企業累

計（正会員）１８８社うちＩＰＯ１社、ＶＣ等の協力会員は３９社）。

・近畿本部において、大阪証券取引所と連携して、同取引所上場企業と中小企業をマッチングさ

せる取組みである「平成社中北浜」を実施。２４年度は、上場企業５社のニーズプレゼン会に

中小企業２３社が参加、うち８社が提案。

○ベンチャーキャピタルとの連携

・支援ネットワークの一層の強化のため、日本ベンチャーキャピタル協会役員との連絡会議を開

催（１回、出席者１４人）。

・日本ベンチャーキャピタル協会と連携し、同協会の会員向け勉強会に講師派遣を行い、制度紹

介等を実施（１回、出席者３５人）。

○地銀・信金との連携

・東北本部において、地銀との共催により復興支援における事業計画策定支援等説明会を実施（３

回）。

・関東本部において、地域金融機関等と一体となって中小企業支援を推進。これまで４０金融機

関と業務提携を締結。山梨中央銀行とは「山梨連携ソリューション会議」を開催（３回）し、

支援案件の対応等を協議。県内経済を担う有望中小企業への専門家派遣事業による新規支援（１

社）、継続支援（５社）、ニーズ調査（２社）を実施。

・近畿本部と関西の１３信用金庫がビジネスマッチング事業「信金ＰＬＵＳ＋」として大企業と

中小企業を結びつける取組みを実施。同事業には大和ハウス工業等大企業２社が参加、製品開

発に必要な技術や課題を信金に提示し、ニーズに応えられる取引先企業を選定、大手と中小が

共同開発等を進めるもの。２４年度は大手２社からの課題に対し、８信金から１００件の提案
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（紹介）があり、うち３信金１４件がマッチング。

○大企業との連携

・北海道本部において、北海道との共催により、ダイハツ工業（株）と連携し、「平成２４年度北

海道新工法・新技術展示商談会」を開催。同社の本社（大阪府）において、同社及び関連企業

等に対し、道内企業等が持つ自動車に関連した新工法・新技術を具体的に提案（参加企業等１

７社・機関、商談予定１４件、見積１件、サンプル提出１件）。

【２５年度】

■産学官連携の支援

・北陸本部において、石川県立大学等と連携し、セミナーを実施（計１２回、来場者数５７５名）。

■新事業展開のためのネットワークの充実

（証券市場等との連携事例）

・近畿本部において、ＩＰＯ志向のアーリーステージにある企業を株式公開に向けて支援するプ

ロジェクト「近畿一番星ベンチャークラブ」を運営。２５年度入会企業は１６社（入会企業累

計（正会員）１６８社うちＩＰＯ１社、ＶＣ等の協力会員は３９社）。

・近畿本部において、東京証券取引所及び日本政策金融公庫と連携して、同取引所上場企業と中

小企業をマッチングさせる取組みである「平成社中北浜」を実施。２５年度は、上場企業５社

のニーズプレゼン会に中小企業２８社が参加、その後延べ１１社が提案。

○地銀・信金との連携

・東北本部において、地銀との共催により復興支援における事業計画策定支援等説明会を実施（２

回）。

・関東本部において、地域金融機関等と一体となって中小企業支援を推進。これまで４３金融機

関と業務提携を締結。山梨中央銀行とは「山梨連携ソリューション会議」を開催（２回）し、

支援案件の対応等を協議。県内経済を担う有望中小企業への専門家派遣事業による新規支援（１

社）、継続支援（２社）、ニーズ調査（２社）を実施。また当行が主催したタイへの食品輸出を

テーマとしたセミナーに講師を派遣。

○大企業との連携

・北海道本部において、北海道との共催により、トヨタ自動車株式会社と連携し、「北海道新技術・

新工法展示商談会」を開催。同社の本社（愛知県）において、同社及び関連企業等に対し、道

内企業等が持つ自動車に関連した新技術・新工法を具体的に提案（参加企業７社、来場者１，

０２０名、成約１件、試作・見積等６件、商談予定７件）。

３）マッチング機会の提供やファンド組成を通じた資金提供等の多様な支援

［中期目標の内容］

機構は、全国的視点に立ったマッチングの場の提供を通じて、新たな販路の開拓や業務提携等、

ビジネスチャンスの拡大や新事業の取り組みを支援する。

また、成長初期段階や新事業展開等に取り組む中小企業者に投資を行うファンドの組成について、

適切な事業運営に配慮しつつ、組成を促進し、新事業展開等に挑戦する中小企業者に対する資金

供給を円滑化する。

インキュベーション事業による創業・新事業展開等の支援を行う観点から、インキュベーショ

ン施設の適切な運営を行うとともに、インキュベーションマネージャー等の事業化支援要員を配

置する等の入居者支援により、事業化を促進する。

［事業の実績］

①販路、資金等のマッチング機会の提供

■マッチングイベントの実施
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・事業化や販路拡大等を目指す中小企業に対して、販売先・業務提携先・資金提供者等の開拓を

支援するマッチングの場として、中小企業総合展、ベンチャープラザ、 ファンド ｉｎ Ｔｏｋ

ｙｏ等を開催。

【２１年度】

（ベンチャーフェア、中小企業総合展）

■マッチングの成果

・ベンチャーフェア及び中小企業総合展における２０年度出展企業のマッチング率 ５０．０％

※２０年度計画目標 ３０％以上

○ベンチャーフェア

・出展応募倍率 １．３倍

・出展企業数 １９６社

・来場者数 ２９，６１０人

・マッチング率（２０年度） ５５．５％

○中小企業総合展

（東京会場）

・出展応募倍率 １．７倍

・出展企業数 ５１４社

・来場者数 ４６，４３７人

・マッチング率（２０年度） ４４．４％

（大阪会場）（２０年度事業を２１年５月に開催）

・出展応募倍率 ２．７倍

・出展企業数 ２５０社

・来場者数 ２９，４２７人

・マッチング率（２０年度） ５５．１％

（ベンチャープラザ、ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

■マッチングの成果

・ベンチャープラザ、ベンチャープラザ ファンド in Tokyo、ベンチャープラザ ファンド in

Kansai における２０年度発表企業のマッチング率 ３９．６％

※２０年度計画目標 ３０％以上

・ベンチャーキャピタルやファンド等による投資が大幅に落ち込み、資金調達マッチングは厳し

い状況下にあったが、日本ベンチャーキャピタル協会と連携し、ベンチャーキャピタルに来場

を働きかけるなどしてマッチングを推進。

※(参考)日本ベンチャーキャピタル協会の会員に対する調査によると、２１年は前年と比較し

年間投資金額が約３１％減、年間投資件数は約３４％減で、ベンチャー投資そのものが不調。

○ベンチャープラザ

・３回開催

・発表企業数 １７社

・来場者数 １８４人

・マッチング率（２０年度） ３７．５％

○ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ

・４回開催

・発表企業数 ２１社

・来場者数 １７１人

・マッチング率（２０年度） ３０．０％

○ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｋａｎｓａｉ

・マッチング率（２０年度） １００．０％
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（販路ナビゲーター創出支援事業）

■事業の成果

○販路ナビゲーター・マッチングプレゼンテーション

・新たな販路を求める中小企業に対し、販路開拓に関する豊富な経験とネットワークを有する販

路ナビゲーターとのマッチングの場を提供。

・７回開催、発表企業数 ３０社

・販路開拓提案書提出件数 ２２０件

・２０年度発表企業のマッチング率 ８８．５％

○販路ナビゲーター・マッチングイベント派遣

・都道府県等の支援機関が主催する中小企業を支援するマッチングイベントにおいて、主催者の

要請に応じ、販路ナビゲーターを派遣。

・イベントへの販路ナビゲーター派遣者数 ９７人（１２箇所）

・参加企業数 １０１社

・販路開拓提案書提出件数 １４７件

【２２年度】

（中小企業総合展）

■マッチングの成果

・２１年度マッチング率（具体的な商談に至った割合）

５５．５％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

８４．１％

（中小企業総合展東京会場）

・出展応募倍率 １．１倍

・出展企業数 ６２１社

・来場者数 ４７，００４人

・２１年度マッチング率（具体的な商談に至った割合）

４９．４％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

７９．９％

（中小企業総合展大阪会場）

※２１年度事業を２２年５月に開催

・出展応募倍率 １．７倍

・出展企業数 ４４７社

・来場者数 ５４，５３３人

・２１年度マッチング率（具体的な商談に至った割合）

５８．８％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

８６．９％

（ベンチャーフェアＪａｐａｎ）

・２１年度マッチング率（具体的な商談に至った割合）

６４．２％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

８８．４％

（ベンチャープラザ、 ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

■マッチングの成果

・ベンチャーキャピタルやファンド等による投資が大幅に落ち込み、資金調達マッチングは厳し

い状況下にあったが、発表企業に対して事前にプレゼン資料作成に係るアドバイスを実施する
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などしてマッチング率を向上（前年度実績３９．６％）。

・ベンチャープラザ、ファンドｉｎ Ｔｏｋｙｏにおける２１年度発表企業のマッチング率 ５２．

８％

（ベンチャープラザ）

・開催回数 ２回（関東・東北支部、近畿支部）

・発表企業数 １５社

・来場者数 １９２人

・２１年度マッチング率（具体的な交渉に至った割合）

６６．７％

※一次マッチング率（発表後に接触があった割合）

６６．７％

（ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

・開催回数 ４回

・発表企業数 １７社

・来場者数 １１４人

・２１年度マッチング率（具体的な交渉に至った割合）

４２．９％

※一次マッチング率（発表後に接触があった割合）

１００．０％）

■マッチング率の合計（中小企業総合展、ベンチャープラザ、 ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

・マッチング率（２１年度） ５５．３％

■販路ナビゲーター・マッチングプレゼンテーション

○事業の成果

・マッチングプレゼンテーション ４回開催、

発表企業数 ６社

・商品評価及び販路先に係る情報提供数 １９件

・マッチング率（２１年度） ８３．３％

※一次マッチング率（事業実施直後に接触があった件数） １００．０％

■販路ナビゲーター・マッチングイベント派遣

○事業の成果

・イベントへの販路ナビゲーター派遣者数 ６６人

（９箇所）

・参加企業数 ９９社

・販路開拓提案書提出件数 １１８件

【２３年度】

■マッチングの成果（中小企業総合展、ベンチャープラザ、 ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

・マッチング率（２２年度） ５３．４％

（中小企業総合展）

■マッチングの成果

・２２年度マッチング率（具体的な商談に至った割合）

５３．７％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

８７．１％

（中小企業総合展東京会場）

・出展応募倍率 １．０７倍
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・出展企業数 ５１４社

・来場者数 ３１，２２８人

・２２年度マッチング率（具体的な商談に至った割合）

５１．０％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

８６．３％

（中小企業総合展大阪会場）

※２２年度事業を２３年５月に開催

・出展応募倍率 １．７倍

・出展企業数 ４８５社

・来場者数 ６３，５００人

・２２年度マッチング率（具体的な商談に至った割合）

５６．４％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

８８．１％

（ベンチャープラザ、 ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

■マッチングの成果

・ベンチャープラザ、ファンドｉｎ Ｔｏｋｙｏにおける２２年度発表企業のマッチング率

４６．９％

（ベンチャープラザ）

・開催回数 ２回（関東・東北支部、近畿支部）

・発表企業数 １３社

・来場者数 １６６人

・２２年度マッチング率（具体的な交渉に至った割合）

６０．０％

※一次マッチング率（発表後に接触があった割合）

１００．０％

（ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

・開催回数 ４回

・発表企業数 １３社

・来場者数 ９２人

・２２年度マッチング率（具体的な交渉に至った割合）

３５．３％

※一次マッチング率（発表後に接触があった割合）

１００．０％）

■販路ナビゲーター・マッチングプレゼンテーション

○事業の成果

・マッチングプレゼンテーション ４回開催、

発表企業数 １０社

・商品評価及び販路先に係る情報提供数 ２５件

・マッチング率（２２年度） １００．０％

※一次マッチング率（事業実施直後に接触があった件数） １００．０％

■販路ナビゲーター・マッチングイベント派遣

○事業の成果

・イベントへの販路ナビゲーター派遣者数 ４７人

（８箇所）

・参加企業数 ５１社
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・販路開拓提案書提出件数 ９１件

・その他、中小企業総合展東京会場における被災地の企業４８社に商品評価等を実施。

【２４年度】

■マッチングの成果

・事業実施後、１年以内に具体的な商談やマッチングに至った割合（２３年度開催）

（中小企業総合展）

・東京会場

マッチング率（具体的な商談に至った割合）

５２．３％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

８９．７％

・大阪会場

マッチング率 ５６．４％

※一次マッチング率 ８３．６％

・中小企業総合展（全体）

マッチング率 ５４．２％

※一次マッチング率 ８７．２％

（ベンチャープラザ、ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

・ベンチャープラザ

マッチング率（具体的な交渉に至った割合）

６９．２％

※一次マッチング率（発表後に接触があった割合）

１００．０％

・ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ

マッチング率 ８４．６％

※一次マッチング率 １００．０％

・ベンチャープラザ、ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ（全体）

マッチング率 ７６．９％

※一次マッチング率 １００．０％

（マッチングイベント全体）

・中小企業総合展、ベンチャープラザ、ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ

マッチング率 ５５．０％

◆中小企業総合展東京会場

出展応募倍率 １．１倍

出展企業数 ７２８社

来場者数 ４８，３４６人

◆中小企業総合展大阪会場

※２４年度事業を２５年５月に開催

出展応募倍率 １．１倍

出展企業数 ５１４社

来場者数 ６６，８８２人

（ベンチャープラザ、 ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

・ベンチャープラザについて、地域支援機関から出展企業の推薦を受けるなど、連携して実施。

・有望な発表企業を募るため、支援対象を「ＩＰＯを目指す企業」、「資本政策に係る資金調達が

必要な企業」と明確化。

・ベンチャーキャピタル等投資家の来場促進について、日本ベンチャーキャピタル協会、ベンチ

ャー学会等関係機関との連携を強化。
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・来場者であるベンチャーキャピタル等のニーズを踏まえたプレゼンテーションを効果的に行え

るよう、ベンチャーキャピタル経験者などによる事前アドバイスを発表予定企業に実施。

◆ベンチャープラザ

開催回数 ２回（関東本部・近畿本部）

発表企業数 １４社

来場者数 １２０人

◆ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ

開催回数 ３回

発表企業数 １７社

来場者数 ９６人

■販路ナビゲーター・マッチングプレゼンテーション

○事業の成果

・マッチングプレゼンテーション ４回開催、

発表企業数 １１社

・商品評価及び販路先に係る情報提供数 ５６件

・事業実施後、１年以内に具体的な商談やマッチングに至った割合（２３年度開催）

マッチング率（２３年度） ９０．０％

※一次マッチング率（事業実施直後に接触があった件数） １００％

■販路ナビゲーター・マッチングイベント派遣

○事業の成果

・イベントへの販路ナビゲーター派遣者数 １１１人

（１４箇所）

・参加企業数 １５９社

・販路開拓提案書提出件数 ３７０件

（うち、地域支援機関が主催する中小企業支援マッチングイベント６箇所（４２社）へ派遣。）

【２５年度】

■マッチングの成果

・事業実施後、１年以内に具体的な商談やマッチングに至った割合（２４年度開催）

（中小企業総合展）

・中小企業総合展東京２０１３－１４

マッチング率（具体的な商談に至った割合）

５５．６％

※一次マッチング率（出展後に接触があった割合）

９２．５％

・中小企業総合展２０１３ ｉｎ Ｋａｎｓａｉ

マッチング率 ５３．３％

※一次マッチング率 ８９．８％

・中小企業総合展（全体）

マッチング率 ５４．７％

※一次マッチング率 ９１．０％

（ベンチャープラザ、ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

・ベンチャープラザ

マッチング率（具体的な交渉に至った割合）

７０．０％

※一次マッチング率（発表後に接触があった割合）

１００．０％

・ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ
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マッチング率 ８２．４％

※一次マッチング率 ９４．１％

・ベンチャープラザ、ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ（全体）

マッチング率 ７７．８％

※一次マッチング率 ９６．８％

（マッチングイベント全体）

・中小企業総合展、ベンチャープラザ、ベンチャープラザファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ

マッチング率 ５５．４％

◆中小企業総合展①

出展企業数 ３７９社

来場者数 ５４，１１９人

◆中小企業総合展②

出展企業数 １９２社

来場者数 ２９,１０５人

◆中小企業総合展③

出展企業数 １０８社

来場者数 １９６，３７８人

◆中小企業総合展④

出展企業数 ７４社

来場者数 ７５，７６６人

◆中小企業総合展２０１３ ｉｎ Ｋａｎｓａｉ

出展企業数 ５８５社

来場者数 ７０，１９４人

（ベンチャープラザ、 ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ）

◆ベンチャープラザ

開催回数 ２回（関東本部、近畿本部）

発表企業数 １１社

来場者数 １６５人

◆ベンチャープラザ ファンド ｉｎ Ｔｏｋｙｏ

開催回数 ３回

発表企業数 １９社

来場者数 １０３人

■販路ナビゲーター・マッチングプレゼンテーション

○事業の成果

・マッチングプレゼンテーション ５回開催、

発表企業数 １７社

・商品評価及び販路先に係る情報提供数 ８０件

・事業実施後、１年以内に具体的な商談やマッチングに至った割合（２４年度開催）

マッチング率（２４年度） ８１．８％

※一次マッチング率（事業実施直後に接触があった件数） １００．０％

■販路ナビゲーター・マッチングイベント派遣

○事業の成果
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・イベントへの販路ナビゲーター派遣者数 １５６人

（１４箇所）

・参加企業数 ４０８社

・販路開拓提案書提出件数 ５２７件

（うち、地域支援機関等が主催する中小企業支援マッチングイベント４箇所（３９社）へ派遣。）

■Ｗｅｂマッチングシステム「Ｊ-ＧｏｏｄＴｅｃｈ（ジェグテック）」

・２６年度のサイト公開に向けて、掲載中小企業９２９社を採択。買い手（大手企業等）は５４

社を登録。国内外のメディア等を活用したプロモーションを実施。

②資金供給の円滑化により中小企業者のチャレンジを推進

【２１年度】

■厳しい金融環境が続く中、政策的意義の高いファンドの組成に引き続き注力。大型ベンチャー

ファンドへ２件出資し、中小企業へのリスクマネー供給の下支えに貢献。

○ベンチャーファンド

・東京大学発ベンチャーを主対象とした産学連携ファンドと、独立系ＧＰが運営するファンド２

件／総額１１８億円に対し、計５０億円を出資。

・出資ファンド数累計 ８５ファンド

・ファンド総額累計 １,４４０億円

・機構出資約束額累計 ５７０億円

・２１年度投資先企業数 ６０社（累計 ２，１０５社）

・２１年度公開企業数 ６社（累計 ９８社）

・２１年度にＩＰＯした６社のうち３社は医療分野（２０年度は３社で全て医療分野）。政府が「新

成長戦略」で示した戦略分野に位置づけられている医療等に携わる企業の成長支援に貢献。

○がんばれ！中小企業ファンド

・大阪府、大手製薬企業等と連携した総額１１.２億円のバイオ産業育成ファンドに５.２億円の

出資を決定（契約は２２年度）。

・出資ファンド数累計 ２５ファンド

・ファンド総額累計 ４４５億円

・機構出資約束額累計 ２１８億円

・２１年度投資先企業数 ５３社（累計３２６社）

・２１年度公開企業数 ２社（累計 ３社）（※）

（※）うち２社はベンチャーファンドとの重複投資先

■投資先企業に対する支援

・バイオベンチャーから寄せられた営業強化、資本・業務提携拡大ニーズに対し、専門家継続派

遣を行うなど機構も経営支援を実施（２１年度専門家継続派遣１０社）。

・ベンチャーファンド運営者より投資先の高品質動画再生ソフト開発事業者に対する営業支援ニ

ーズの相談を受け、企業ＯＢ人材派遣を行うなど機構も経営支援を実施（２１年度企業ＯＢ人

材派遣８社）。

・機構が運営するインキュベーション施設に入居するファンド投資先は６社増加（累計７４社）。

■投資先企業の成長

○投資先企業の売上高、従業員数の伸び率

・１８年度のファンド投資先の投資後２年経過後の売上高平均伸び率 ４７．１％

・１８年度のファンド投資先の投資後２年経過後の従業員数平均伸び率 １２．３％

【２２年度】

■ベンチャー・中小企業の成長を支援するファンドの組成促進

・ベンチャー・中小企業に対する投資環境が依然として厳しい中、政策的意義の高いファンドの
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組成に引き続き注力。２２年７月には制度改正（再編）を実施して市場ニーズへの対応も強化。

制度改正（再編）前と合わせ３件のファンドへ新たに出資し、中小企業へのリスクマネー供給

の下支えに貢献。

【再編前の事業種類】

○がんばれ！中小企業ファンド

・大阪府、大手製薬企業、金融機関等と共同で関西におけるバイオ産業振興を目的としたファン

ド（総額１１.２億円）に対して５.２億円の出資契約。

○がんばれ！中小企業ファンド（事業継続ファンド）

・大手銀行と連携した既往事業承継支援ファンドの後継ファンド（総額６０億円）に対して３０

億円の出資契約。

【再編後の事業種類】

○中小企業成長支援ファンド

・新事業展開、事業の再編・承継等により新たな成長・発展を目指す中小・中堅企業に投資を行

う大型バイアウトファンド（契約時総額５４億円、目標総額２００～３００億円）に対して１

３億円の出資契約（最大６０億円まで出資予定）。

■出資実績累計

【再編前の事業種類】

○ベンチャーファンド

・出資ファンド数累計 ８５ファンド

（うち清算結了済１ファンド）

・ファンド総額累計 １,４２１億円

・機構出資契約額累計 ５６５億円

・２２年度投資先企業数 ５５社（累計 ２,１６０社）

・２２年度公開企業数 ２社（累計 １００社）

○がんばれ！中小企業ファンド

・出資ファンド数累計 ２６ファンド

（うち清算結了済１ファンド、清算手続中１ファンド）

・ファンド総額累計 ４５６億円

・機構出資契約額累計 ２２３億円

・２２年度投資先企業数 ３６社（累計 ３６２社）

・２２年度公開企業数 ０社（累計 ３社）（※）

（※）うち２社はベンチャーファンドとの重複投資先

○がんばれ！中小企業ファンド（事業継続ファンド）

・出資ファンド数累計 ６ファンド

・ファンド総額累計 ２４３億円

・機構出資契約額累計 １２１億円

・２２年度投資先企業数 １社（累計 １５社）

■投資先企業に対する支援

・モニタリングを通じて投資先企業の実態把握を強化。成長期待先の中から支援候補先を抽出し、

支部等との情報共有と連携支援への取組みを推進。

※ファンド投資先に対する２２年度専門家継続派遣事業の活用企業１６社、経営実務支援事業

の活用企業７社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業１社

・機構が運営するインキュベーション施設に入居するファンド投資先は１社増加（累計７４社）。

■投資先企業の成長

○投資先企業の売上高、従業員数の伸び率
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・１９年度のファンド投資先の投資後２年経過後の売上高平均伸び率 ２２．０％

・１９年度のファンド投資先の投資後２年経過後の従業員数平均伸び率 １３．１％

○株式公開企業数（ＩＰＯ数）

・機構出資ファンドから投資を受けて上場を果たした企業は累計で１００社超。

・株式公開企業数（ＩＰＯ数） ２社（累計 １０１社）

【２３年度】

■ベンチャー・中小企業の成長を支援するファンドの組成促進

・ベンチャー・中小企業に対する投資環境が依然として厳しい中、２２年度に実施した制度改正

を踏まえ、政策的意義の高いファンドの組成に引き続き注力。１０件のファンドへ新たに出資

し、ベンチャー・中小企業へのリスクマネー供給の下支えに貢献。

○起業支援ファンド

・兵庫県内の先端技術を基盤とする分野のアーリーステージのベンチャー・中小企業を支援する

ファンドやインターネットビジネス分野のスタートアップ・アーリーステージのベンチャー企

業を支援するファンド（２ファンド／総額３０億円）に対して１４億円の出資契約を実施。

○中小企業成長支援ファンド

・ＩＴ、環境エネルギー、バイオ等の「新成長戦略」対象分野のベンチャー・中小企業を支援す

るファンドや東日本大震災の被災地域の中小企業に安定資本を供給するファンド、優先株や劣

後債などの「メザニン（中二階）」と言われる資金供給に特化したファンド（８ファンド／総額

５９４億円）に対して２０６億円の出資契約を実施。

■出資実績累計

○起業支援ファンド（ベンチャーファンドを含む）

・出資ファンド数累計 ８７ファンド

（うち清算結了済９ファンド）

・ファンド総額累計 １,４３９億円

・機構出資契約額累計 ５７５億円

・２３年度投資先企業数 ５９社（累計 ２,２１９社）

・２３年度公開企業数 １２社（累計 １１２社）

○中小企業支援ファンド（がんばれ！中小企業ファンド、事業継続ファンドを含む）

・出資ファンド数累計 ４１ファンド

（うち清算結了済４ファンド、清算手続中２ファンド）

・ファンド総額累計 １，３３７億円

・機構出資契約額累計 ５５８億円

・２３年度投資先企業数 ４０社（累計 ４１７社）

・２３年度公開企業数 ３社（累計 ６社）（※）

（※）うち５社はベンチャーファンドとの重複投資先

■投資先企業に対する支援

・モニタリングを通じて投資先企業の実態把握を強化。ファンド運営者との情報共有と連携支援

への取組みを推進。

※ファンド投資先に対する２３年度専門家継続派遣事業の活用企業１５社、経営実務支援事業

の活用企業３社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業１社、販路開拓コーディネート事業

の活用企業４社

・「中小企業総合展」に出展したファンド投資先１０社。

・機構が運営するインキュベーション施設に入居するファンド投資先は６社増加（累計８０社）。

■投資先企業の成長

○投資先企業の売上高、従業員数の伸び率
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・２０年度のファンド投資先の投資後２年経過後の売上高平均伸び率 ４４．５％

・２０年度のファンド投資先の投資後２年経過後の従業員数平均伸び率 ２４．０％

○株式公開企業数（ＩＰＯ数）

・機構出資ファンドから投資を受けて上場を果たした企業は累計で１００社超。

・株式公開企業数（ＩＰＯ数） １２社（累計 １１３社）

【２４年度】

■ベンチャー・中小企業の成長を支援するファンドの組成促進

・ベンチャー・中小企業に対する投資環境が依然として厳しい中、政策的意義の高いファンドの

組成に引き続き注力。１０件のファンドへ新たに出資し、ベンチャー・中小企業へのリスクマ

ネー供給の下支えに貢献。

○起業支援ファンド

・実績あるベンチャーキャピタリストがシード・スタートアップ及び若手ベンチャーキャピタリ

ストへの育成投資を行うファンドやインターネットビジネス分野のスタートアップベンチャー

企業等にインキュベーションオフィスを提供しつつハンズオン支援するファンド（総額３６億

円）に対して１５億円の出資契約を実施。

○中小企業成長支援ファンド

・テクノロジー・ものづくり、環境エネルギー分野のベンチャー・中小企業を支援するファンド

や九州や山陰といた地域を対象に地域経済の活性化に貢献するベンチャー・中小企業に投資す

るファンド、株式シェアの過半数を取得する手法により新事業展開・事業の再編・承継等によ

り新たな成長・発展を目指す中小・中堅企業に投資を行うファンド（総額６８３億円）に対し

て１８４億円の出資契約を実施。

・このうち、海外展開に取り組む中小企業を支援する新たな予算措置を受け、成長著しいアジア

をはじめとする海外市場への展開を通じて新たな成長・発展を目指す中小企業を支援するファ

ンドの公募を行い、グローバル市場に通用する商品・サービスを有する中小企業に投資を行う

ファンド（総額１２億円）に対して６億円の出資契約を実現。

■出資実績累計

○起業支援ファンド（ベンチャーファンドを含む）

・出資ファンド数累計 ８９ファンド

（うち清算結了済１５ファンド、清算手続中４ファンド）

・ファンド総額累計 １，４７０億円

・機構出資契約額累計 ５８８億円

・２４年度投資先企業数 ５２社（累計 ２，２７１社）

・２４年度公開企業数 １１社（累計 １２３社）

○中小企業成長支援ファンド（がんばれ！中小企業ファンド、事業継続ファンドを含む）

・出資ファンド数累計 ５０ファンド

（うち清算結了済６ファンド、清算手続中１ファンド）

・ファンド総額累計 ２，２３８億円

・機構出資契約額累計 ８１５億円

・２４年度投資先企業数 ５５社（累計 ４７２社）

・２４年度公開企業数 ９社（累計 １５社）（※）

（※）うち８社はベンチャーファンドとの重複投資先

○起業支援ファンド、中小企業成長支援ファンド 合計

・出資ファンド数累計 １３９ファンド

（うち清算結了済２１ファンド、清算手続中５ファンド）

・ファンド総額累計 ３，７０８億円

・機構出資契約額累計 １，４０２億円
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・２４年度投資先企業数 １０７社（累計 ２，７４３社）

・２４年度公開企業数 １７社（累計 １３０社）

■投資先企業に対する支援

・モニタリングを通じて投資先企業の実態把握を強化。ファンド運営者との投資先企業に係る情

報共有と連携支援への取組みを推進。

※ファンド投資先に対する２４年度専門家継続派遣事業の活用企業１２社、経営実務支援事業

の活用企業４社、販路開拓コーディネート事業の活用企業２社

・「中小企業総合展」に出展したファンド投資先８社。

・機構が運営するインキュベーション施設に入居するファンド投資先は２社増加（累計９０社）。

■投資先企業の成長

○投資先企業の売上高、従業員数の伸び率（起業支援ファンド、中小企業成長支援ファンド）

・２１年度のファンド投資先の投資後２年経過後の売上高平均伸び率 ４６．２％

・２１年度のファンド投資先の投資後２年経過後の従業員数平均伸び率 ２８．７％

・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁調べ）結果による中小企業(法人）の売上高等の状況（２

１年度調査と２４年度調査の比較）

売上高平均３１０百万円→２９４百万円

（５．４％減）

従業員数平均１４．７人→１５．２人

（３．０％増）

○株式公開企業数（ＩＰＯ数）

・株式公開企業数（ＩＰＯ数） １７社（累計 １３０社）

２４年度の国内新興市場ＩＰＯ企業数は４２社となっており、そのうち、機構出資ファンドか

ら投資を受けて上場を果たした企業数は１３社。国内新興市場における機構出資ファンドの投

資先の割合は３１．０％。

【２５年度】

■ベンチャー・中小企業の成長を支援するファンドの組成促進

・ベンチャー・中小企業に対する投資環境が依然として厳しい中、政策的意義の高いファンドの

組成に引き続き注力。１３件のファンドへ新たに出資し、ベンチャー・中小企業へのリスクマ

ネー供給の下支えに貢献。

○起業支援ファンド

・大手製薬会社との協働により国内の大学等の将来有望な創薬基盤技術となりうる研究成果を切

り出してベンチャー企業を設立し全面的に支援・育成するファンド（総額１０億円）に対して

５億円の出資契約を実施。

○中小企業成長支援ファンド

・ＩＴ、インターネット、ライフサイエンス、グリーンテクノロジー等の成長分野のベンチャー・

中小企業を支援するファンドや本来のポテンシャルが活かしきれていないベンチャー企業の再

成長を支援するファンド、株式シェアの過半数を取得する手法により新事業展開・事業の再編・

承継等により新たな成長・発展を目指す中小・中堅企業に投資を行うファンド（総額８６３億

円）に対して３１０億円の出資契約を実施。

・このうち、成長著しいアジアをはじめとする海外市場への展開や経営資源の融合を通じて新た

な成長・発展を目指す中小企業を支援するファンドについて、昨年度の新たな予算措置を受け

て公募を継続し、下記２件の出資契約を実現。

（中小企業海外展開支援出資事業）

・著しい成長が期待されるマレーシアを中心にＡＳＥＡＮ及びその他イスラム・マーケットへの

海外展開支援をテーマにした、日本初のイスラム教の戒律に沿って投資するシャリア（イスラ
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ムの教義・思想）に適格なファンド（総額５０億円）に対して２４億円の出資契約。海外輸出

を目指す日本の食品企業などに投資し、製品のハラル認証取得をはじめイスラム圏での事業に

不可欠なノウハウも提供。

（中小企業経営資源融合促進出資事業）

・事業承継や企業グループからの独立等を支援すべく、日本経済を支える固有の事業基盤やきら

りと光る技術やサービスを有する中小・中堅企業に対して投資を行い、Ｍ＆Ａによる経営資源

の融合や経営管理体制の高度化等、投資先企業が直面する様々な経営課題を克服するためハン

ズオンで経営支援を実施し、企業価値の向上を目指すファンド（総額１１１億円）に対して５

０億円の出資契約。

■出資実績累計

○起業支援ファンド（ベンチャーファンドを含む）

・出資ファンド数累計 ９０ファンド

（うち清算結了済２９ファンド、清算手続中２ファンド）

・ファンド総額累計 １，４５２億円

・機構出資契約額累計 ５８０億円

・２５年度投資先企業数 ５６社（累計 ２，３２７社）

・２５年度公開企業数 ８社（累計 １３１社）

○中小企業成長支援ファンド（がんばれ！中小企業ファンド、事業継続ファンドを含む）

・出資ファンド数累計 ６２ファンド

（うち清算結了済８ファンド、清算手続中１ファンド）

・ファンド総額累計 ３，２９４億円

・機構出資契約額累計 １，１４４億円

・２５年度投資先企業数 １２２社（累計 ５９４社）

・２５年度公開企業数 １社（累計 １６社）（※）

（※）うち８社はベンチャーファンドとの重複投資先

○起業支援ファンド、中小企業成長支援ファンド 合計

・出資ファンド数累計 １５２ファンド

（うち清算結了済３７ファンド、清算手続中３ファンド）

・ファンド総額累計 ４，７４６億円

・機構出資契約額累計 １，７２５億円

・２５年度投資先企業数 １７８社（累計 ２，９２１社）

・２５年度公開企業数 ９社（累計 １３９社）

■投資先企業に対する支援

・モニタリングを通じて投資先企業の実態把握を強化。ファンド運営者との投資先企業に係る情

報共有と連携支援への取組みを推進。

※ファンド投資先に対する２５年度専門家継続派遣事業の活用企業６社、経営実務支援事業の

活用企業３社、販路開拓コーディネート事業の活用企業２社

・「中小企業総合展」に出展したファンド投資先１５社。

・機構が運営するインキュベーション施設に入居するファンド投資先は１２社増加（累計１０２

社）。

■投資先企業の成長

○投資先企業の売上高、従業員数の伸び率（起業支援ファンド、中小企業成長支援ファンド）

・２２年度のファンド投資先の投資後２年経過後の売上高平均伸び率 ４７．８％

・２２年度のファンド投資先の投資後２年経過後の従業員数平均伸び率 ７２．１％

・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁調べ）結果による中小企業（法人）の売上高等の状況（２

２年度調査と２５年度調査の比較）
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売上高平均２９６百万円→２８２百万円

（４．９％減）

従業員数平均１５．２人→１６．０人

（５．０％増）

（参考）

○投資先企業の売上高、従業員数の伸び率（起業支援ファンド、中小企業成長支援ファンド、地

域中小企業応援ファンド）

・２２年度のファンド投資先の投資後２年経過後の売上高平均伸び率 ５０．１％

・２２年度のファンド投資先の投資後２年経過後の従業員数平均伸び率 ７２．４％

○株式公開企業数（ＩＰＯ数）

・株式公開企業数（ＩＰＯ数）９社（累計１３９社）

２５年度の国内新興市場ＩＰＯ企業数は４５社となっており、そのうち、機構出資ファンドか

ら投資を受けて上場を果たした企業数は８社。国内新興市場における機構出資ファンドの投資

先の割合は約２割。

③インキュベーションマネージャー等による事業化支援

【２１年度】

■入居者のニーズ・課題に対応した支援

○インキュベーションマネージャーによる支援実績

・施設数 ３２施設

・入居者数 ５４６社（２０年度 ５３９社）

・インキュベーションマネージャー等による相談応対件数２４，５２９件（２０年度 １９，２

９３件）

・インキュベーション施設における支援活動の一環として のセミナー、ワークショップ、勉

強会等を開催（２４１回、参加者数延８，０４４人）。

・機構が運営するインキュベーション施設で活動するインキュベーションマネージャーを対象と

して、支援レベルの向上を目的とした「ＩＭ研修」を実施（２回）。

○機構の支援ツール等の活用

・２１年度入居企業に対して、専門家継続派遣、機構出資ファンドからの投資、マッチングイベ

ントへの出展等、機構の支援ツールを活用して支援（専門家継続派遣・ＯＢ人材派遣・販路開

拓コーディネート事業の活用企業 １６社、ファンドの投資先企業 ４７社、ビジネスマッチ

ングへの出展企業 ４８社）。

○事業化達成企業の輩出

・事業化達成企業数 ４７社、事業化率 ５８．０％。

■平均入居率の確保

・地方公共団体等と連携した企業誘致活動の強化、マスコミを活用した施設ＰＲ等情報発信を展

開した結果、９０％程度の平均入居率を確保（年間平均入居率８８．９％、２１年度末入居率

８９．８％）。

【２２年度】

■入居者のニーズ・課題に対応した支援

○インキュベーションマネージャーによる支援実績

・施設数 ３２施設

・入居者数 ５４０社

・インキュベーションマネージャー等による相談対応件数２８，９００件

・インキュベーション施設における支援活動の一環として、セミナー、ワークショップ、勉強会

等を１８２回開催、延べ５，７９９人参加。
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・インキュベーションマネージャーを対象に、ケーススタディやグループ演習を通じて企業支援

及び入居者誘致に係るスキルの向上を図る「ＩＭ研修」を実施（２回）。

○機構の支援ツールの活用

・入居企業に対して、専門家継続派遣、機構出資ファンドからの投資、マッチングイベントへの

出展等、機構の支援ツールを活用して支援。

※専門家継続派遣・経営実務支援・販路開拓コーディネート事業の活用企業１４社、ファンド

の投資先企業４３社、中小企業総合展等ビジネスマッチングへの出展企業４９社

○事業化達成企業の輩出

・事業化達成企業数 ５１社、事業化率 ６０．０％

■平均入居率の確保

・施設運営は厳しい環境下にあるが、地方公共団体等と連携した企業誘致活動の強化、マスコミ

を活用した施設ＰＲ等により入居の促進を図り、概ね９０％程度の入居率を確保。

なお、特に入居率が低い施設については、本部、支部及び各施設のインキュベーションマネー

ジャーをメンバーとした「入居促進会議」を定期的に開催し、入居促進策を検討・実施。

・年間平均入居率 ８８．０％

（２２年度末入居率 ８８．３％）

【２３年度】

■入居者のニーズ・課題に対応した支援

○インキュベーションマネージャーによる支援実績

・施設数 ３２施設。

・入居社数 ５５４社（２２年度 ５４０社）。

・インキュベーションマネージャー等による相談応対件数２７，０７７件（２２年度 ２８，９

００件）。

・インキュベーション施設における支援活動の一環として、セミナー、ワークショップ、勉強会

等を１７３回開催、延べ６，９９５人参加（２２年度 １６５回開催、延べ５，６７８人参加）。

○機構の支援ツール等の活用

・入居企業に対して、専門家継続派遣、機構出資ファンドからの投資、マッチングイベントへの

出展等、機構の支援ツールを活用して支援（専門家継続派遣・経営実務支援・販路開拓コーデ

ィネート事業の活用企業１５社、ファンドの投資先企業４３社、中小企業総合展等ビジネスマ

ッチングへの出展企業２０社）。

■平均入居率の確保

・地方公共団体等と連携した企業誘致活動の強化、マスコミを活用した施設ＰＲ等情報発信や、

特に入居率の低い施設については、本部・支部が一体となった「入居促進会議」を設置した結

果、９０％程度の平均入居率を確保。年間平均入居率８８．７％、２４年３月末８９．９％

【２４年度】

■入居者のニーズ・課題に対応した支援

○インキュベーションマネージャーによる支援実績

・施設数 ３２施設。

・入居社数 ５５９社 （２３年度 ５５４社）。

・インキュベーションマネージャー等による相談応対件数２９，０２６件 （２３年度 ２７，０

７７件）。

・インキュベーション施設における支援活動の一環として、セミナー、ワークショップ、勉強会

等を３２９回開催、延べ１０，６１４人参加（２３年度 １７３回開催、延べ６，９９５人参

加）。

○機構の支援ツール等の活用
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・入居企業に対して、専門家継続派遣、機構出資ファンドからの投資、マッチングイベントへの

出展等、機構の支援ツールを活用して支援（専門家継続派遣・経営実務支援・販路開拓コーデ

ィネート事業の活用企業１１社、ファンドの投資先企業４１社、中小企業総合展等ビジネスマ

ッチングイベントへの出展企業４６社）。

○事業化達成企業の輩出

・事業化達成企業数７３社、事業化率７６．０％。（２３年度 ６３社、６２．４％）

■平均入居率の確保

・地方公共団体等と連携した企業誘致活動の強化 、マスコミを活用した施設ＰＲ等情報発信や、

特に入居率の低い施設については、本部・地域本部が一体となった「入居促進会議」を設置し

た結果、９０％以上の平均入居率を確保。年間平均入居率９０．３％、２５年３月末９１．５％。

【２５年度】

■入居者のニーズ・課題に対応した支援

○インキュベーションマネージャーによる支援実績

・施設数 ３２施設。

・入居社数 ５７１社 （２４年度 ５５９社）。

・インキュベーションマネージャー等による相談応対件数３１，６５１件 （２４年度 ２９，０

２６件）。

・インキュベーション施設における支援活動の一環として、セミナー、ワークショップ、勉強会

等を２８３回開催、延べ１１，０３１人参加（２４年度 ３２９回開催、延べ１０，６１４人

参加）。

○機構の支援ツール等の活用

・入居企業に対して、専門家継続派遣、機構出資ファンドからの投資、マッチングイベントへの

出展等、機構の支援ツールを活用して支援（専門家継続派遣・経営実務支援・販路開拓コーデ

ィネート事業の活用企業４社、ファンドの投資先企業３９社、中小企業総合展等ビジネスマッ

チングイベントへの出展企業５４社）。

○事業化達成企業の輩出

・事業化達成企業数６０社、事業化率７０．６％。

■平均入居率の確保

・地方公共団体等と連携した入居者誘致活動の強化 、マスコミを活用した施設ＰＲ等の情報発信

等に取り組んだ結果、９０％以上の平均入居率を確保。

年間平均入居率９０．０％、２６年３月末９０．５％。

（２）経営基盤の強化

１）多様な支援機関・人材の「つながり力」を強化し連携により相乗効果を向上

［中期目標の内容］

機構は、経済産業局と緊密に連携しながら、地域中小企業の支援の拠点となる地域支援機関間

における情報・ノウハウの共有化を行い、高度なノウハウを有する専門家を確保し、派遣するこ

と等を通じて、地域支援機関等の支援体制を強化する。

また、中小企業経営者や支援担当者から現場の情報を収集し、中小企業の実態、支援事例や支援

ニーズ等の調査・分析や具体的な支援ノウハウまでを体系化できる調査・研究機能を強化し、連

絡会議や研修会等の実施を通じ、地域支援機関等に支援のノウハウを提供・移転する。

［事業の実績］
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①地域支援機関などの支援機能の向上支援

１）地域支援機関等のサポート体制の整備

【２１年度】

■地域力連携拠点事業、新現役チャレンジ支援事業、事業再生支援における支援担当者等に対す

る研修

研修回数 ３４回、受講者数 １，６０５人、

役立ち度 ９６．２％

■地域力連携拠点に対する支援

○全国３２７箇所の地域力連携拠点への支援

・機構内に全国拠点本部、全国１０箇所に全国拠点支部を設置し、各拠点に対して専門家による

助言等の支援を行ったほか、機構の事業や専門人材・施策情報を紹介するなど、拠点の円滑な

事業推進を支援。

相談（面談）対応件数 １，５３５件

・中小企業大学校東京校と協力して研修教材等を作成し、支部とともに応援コーディネーター研

修（レベルアップコース）、新任応援コーディネーター研修を各中小企業大学校等で実施。

研修回数 レベルアップコース １１回、新任コース ３回、受講者数 ６０１人、

受講者の役立ち度 ９５．９％

○関係機関の連携による海外市場開拓支援

・全国拠点本部事業の一つとして、関係機関の連携の下、海外市場開拓支援を通じた小規模企業

等の経営力の向上を目的とし、パブリックリレーション、リーフレットの作成・配布を実施す

るとともに、海外市場開拓支援アドバイス事業、海外市場開拓セミナー及び応援コーディネー

ター研修会の開催支援を実施。

・海外市場開拓セミナーの開催実績

開催回数 １８回、参加者数 １，１２０人、

・応援コーディネーター研修会の開催実績

開催回数 １０回、参加者数 ３１５人

・海外市場開拓支援アドバイス事業の実施実績

相談件数 ９５件

■新現役人材（豊富な技術・ノウハウを持つ大企業等の退職者及び近く退職を控えるシニア人材）

と新事業展開を図る中小企業等とのマッチング機会の提供

○全国の地域事務局（４７機関）への支援

・機構内に全国事務局（本部）、ブロック事務局（８支部）を設置し、全国の地域事務局（４７機

関）の取組みを支援することにより、新現役人材と新事業展開を図る中小企業等とのマッチン

グを促進。

・全国事務局、ブロック事務局では機構職員に加え、プロジェクトマネージャー等１７人の支援

体制で、地域事務局等への助言等を日常的に実施。

・地域事務局に訪問しての対面による助言件数 ７８６件

・全体会議（６回）、マネージャー会議（５回）を開催し、全国事務局とブロック事務局の機構関

係者が集合して各事務局の事業評価を行い、状況に応じた支援方針を随時策定。

○地域事務局に配置されるナビゲーター等への研修等

・ナビゲーター研修を実施。

研修回数 １１回、受講者数 ３６２人、

受講者の役立ち度 ９３．６％

○新現役モデル事業

・新現役人材について「大都市から地方へ」、「国際レベルの高度専門人材を国内へ」という新た

な潮流を作り出すためのモデル事業を実施（１１箇所、マッチング件数４５２件、新規新現役
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登録者数２９４人）。

■中小企業再生支援協議会に対する支援

・協議会プロジェクトマネージャー及び新任サブマネージャー等を対象に、私的整理における協

議会の立ち位置や事業実施基本要領に基づく支援業務の流れを体得する実務研修を東京校にて

実施（研修回数４回、受講者数１２１人）

・地域金融機関担当者、公認会計士等の専門家を対象にした財務デューデリジェンス研修を全国

で実施（研修回数５回、受講者数５２１人）

・協議会事業に関与する会計士等外部専門家、金融機関担当者及び協議会事業新任従事者等への

研修実績合計

研修回数 ９回、受講者数 ６４２人、

受講者の役立ち度９８．１％

【２２年度】

■中小企業応援センターに対する支援

○全国８４箇所の中小企業応援センターへの支援

・機構本部、支部等に中小企業応援センター総合支援本部を設置し、各応援センターに対して専

門家による助言を行うとともに、機構事業の紹介や専門人材・施策情報の提供を行うなど、各

応援センターの円滑な事業推進を支援。

・中小企業応援センターに対する支援件数 ２，４５１件（新現役マッチング支援に係る支援件

数７９８件を含む）

・コーディネーター向け研修については、機構本部において基本教材等を作成し、着任研修・レ

ベルアップ研修を実施。

・研修回数 着任研修６回（東京、大阪各３回）、

レベルアップ研修１１回（関東支部２回、各支部等１回） 受講者数 ９２０人、受講者の役

立ち度 ９９．０％

・中小企業応援センターが行う新現役マッチング支援については、各支部の新現役マネージャー

が各応援センターに対し、新現役マッチング支援を円滑に実施するために必要な制度の活用方

法や新現役人材の選定における助言等を実施。

・新現役マッチング支援に係る支援件数 ７９８件

【２３年度】

■中小企業支援ネットワーク強化事業に対する支援

○中小企業支援ネットワーク強化サポート事業の実施

・中小企業支援ネットワーク強化事業の円滑な実施を支援するために、「中小企業支援ネットワー

ク強化サポート事業」を立ち上げ、体制整備や事業実施計画を策定し、中小企業支援ネットワ

ーク強化事業で配置された巡回対応相談員や支援機関指導員等に対して情報提供等を行うとと

もに、巡回対応相談員からの相談に対して助言や支援ノウハウを提供。

巡回対応相談員に対する支援件数 ２，９８４件

・巡回対応相談員の支援スキル向上のため、講習会の企画、カリキュラムの立案、プログラムや

教材を開発し、着任講習会、レベルアップ講習会を実施。

開催回数

着任講習会１１回（経済産業局の管轄区域単位 関東、九州は各２回、その他は各１回）

レベルアップ講習会１２回（関東３回、九州２回、その他は各１回）

受講者数 １，０５４人

役立ち度 ９６．４％

・巡回対応相談員が行う新現役マッチング支援については、各支部の地域支援ネットコーディネ

ーターが各巡回対応相談員に対し、新現役マッチング支援を円滑に実施するために必要な制度

の活用方法や新現役人材の選定における助言等を実施。

【２４年度】

■中小企業支援ネットワーク強化事業に対する支援

・中小企業支援ネットワーク強化事業の円滑な実施を支援するために、「中小企業支援ネットワー
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ク強化サポート事業」を実施。中小企業支援ネットワーク強化事業で配置された巡回対応相談

員や支援機関指導員等に対して情報提供等を行うとともに、巡回対応相談員からの相談に対し

て助言や支援ノウハウを提供。

巡回対応相談員に対する支援件数２，０２５件

・巡回対応相談員の支援スキル向上のため、講習会の企画、カリキュラムの立案、プログラムや

教材を開発し、着任講習会、レベルアップ講習会を実施。

開催回数

着任講習会１０回

レベルアップ講習会１４回 計２４回実施

受講者数 ５９３人

役立ち度 ９８．１％

・巡回対応相談員が行う新現役マッチング支援については、各地域本部の地域支援ネットコーデ

ィネーターが各巡回対応相談員に対し、新現役マッチング支援を円滑に実施するために必要な

制度の活用方法や新現役人材の選定における助言等を実施。

・新現役人材データベースについては、データベースの利用を希望する巡回対応相談員に対する

パスワード等の発行や操作に必要なマニュアルの提供を行うなど、データベース利用環境整備

を実施。なお、当該データベースについては、中小企業支援ネットワーク強化事業の終了に伴

い、中小企業庁に返還し、同データベースの管理業務も終了。

■認定支援機関向け経営改善・事業再生研修の実施

○経営改善・事業再生が必要な中小企業者に対し、専門能力を強化した認定支援機関を通じて、

再生・経営改善計画の策定支援を強力に推進することを目的として実施。

・実施場所 ４１都市

・実施回数 ８０回

・受講者数 ３，３８９人

・役立ち度 ９５．２％

【２５年度】

■地域支援機関等への支援

・地域支援機関等への訪問、情報交換等を通じて把握した支援機関のニーズを基に地域支援機関

等の担当者向けに講習会等を２２３回実施（参加者数７，０４５人、役立ち度９７．８％）。

・全国商工会連合会、日本商工会議所等地域支援機関の全国組織が主催する研修会等への講師派

遣、情報提供等の協力。（２７回）

・地域支援機関等の優れた支援事例を収集し、整理分析して１８件の事例をホームページに掲載

し提供するとともに、経営課題に応じた支援ナビ１１件、支援に活用できる支援ツール９件作

成し、ホームページで公開するとともに、上記講習会等で提供。

・４１都道府県の連合会毎に商工会等の経営指導員等を対象に中小企業支援力レベルアップ講習

会を実施（４１回、参加者数１，２１５人、役立ち度９９．２％）。

・中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づき認定を受けた経営革新等支援機関(以下

「認定支援機関」という。)に対し、中小企業の経営改善・事業再生計画の策定能力の向上を目

的に、基礎的な知識習得を目指す【基礎編】から計画策定、フォローアップ等まで実務能力を

高める５段階の「認定支援機関向け経営改善・事業再生研修」を実施。

・実施回数 ４５５回

・受講者数 ２０，７４２人

・役立ち度 ９５．１％

■高度実践型支援人材育成事業

・経営支援に優れた実績等を有する支援機関を１７機関選定し、これらの機関を通じて地域に密

着し経営支援に取り組む地域金融機関職員、税理士等に対して長期実践型の研修を実施（９６

３日、１７５人）。

■統合データベース

・２６年度中のデータベース構築に向けて、内部体制の整備のほか、導入にあたっての情報収集、

概念設計、調達手続等の準備を実施。
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２）支援ノウハウの提供等

【２１年度】

■支援ノウハウの共有化の推進

・都道府県等の施策情報データベースを作成し、機構内の共有化だけでなく、経済産業局・都道

府県・政令市等へのフィードバック、中小企業者への情報提供に資するため、Ｊ－Ｎｅｔ21に

「支援情報ナビ」として公開。

・本部及び全国９支部のプロジェクトマネージャー等が、支援モデルとして相応しい支援事例を

取り上げ、支援のポイントや成果を分かりやすくまとめた事例集を作成し、都道府県等中小企

業支援センター、地域中小企業支援センター、政府系金融機関等４６０先に提供してノウハウ

の共有化を推進。

■全国会議とブロック会議の開催

・本部及び全国９支部に配置するプロジェクトマネージャー等がプロジェクト管理に係るノウハ

ウや支援手法等の共有化を図る全国会議を開催。これらの成果を基に全国９支部がブロック内

における中小企業支援体制の結節点としての機能向上に取り組んだ。

・支部は、ブロック内の都道府県等中小企業支援センターと連携した会議等を開催。支援事例を

通じた機構のプロジェクト管理に係るノウハウの共有化や、有望支援先の発掘に取り組んだ。

・高度化事業について、都道府県新任担当者の研修等を目的とした全国会議を機構本部で開催。

また、都道府県担当者への情報提供を行うブロック会議を各支部で開催。

・事業承継に係る支援情報や成功事例を共有するため、事業承継支援ネットワーク推進会議を各

支部４回開催。

・地域力連携拠点事業について、各地域力連携拠点に対して模範的な支援モデルの共有化につな

がる情報提供や交流を目的とした全国会議を開催。また、応援コーディネーター意見交換会を

各支部で開催。

■調査研究

○政策課題や施策の有効性に関する調査研究

・機構の支援事例等を分析し、その成果を機構内外の支援現場や中小企業者に幅広く普及するナ

レッジリサーチ事業として、政策課題型やスポット型の調査研究を実施。また、中小企業診断

士養成課程向けのケース教材を開発し、中小企業診断士養成研修で活用。

○中小企業景況調査

・約１９，０００社の中小企業を対象に四半期ごとに業況判断、売上高、経常利益等の動向を産

業別・地域別等に把握する「中小企業景況調査」を実施し、全国及び地域別の結果を公表。ま

た、景況調査の特別調査として、中小企業の雇用とデフレに関する緊急調査を実施し、その成

果をインターネット等により広く提供。

・調査結果は、中小企業白書や月例経済報告に活用されたほか、日本銀行、東京学、日本経済新

聞社等合計１１先に提供。

【２２年度】

■支援ノウハウの共有化の推進

・都道府県等の施策情報データベースを作成し、機構内の共有化だけでなく、経済産業局・都道

府県・政令市等へのフィードバック、中小企業者への情報提供に資するため、Ｊ－Ｎｅｔ２１

に「支援情報ナビ」として公開。

・本部及び全国９支部のプロジェクトマネージャー等が、支援モデルとして相応しい支援事例を

取り上げ、支援のポイントや成果を分かりやすくまとめた事例集を作成し、都道府県等中小企

業支援センター、地域中小企業支援センター、政府系金融機関等４６０先に提供。

・新連携事業、地域資源活用事業、農商工連携事業について、４６件の支援事例を取りまとめ、

中小企業や中小企業支援機関等に提供。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１において、「施策活用企業事例」、「元気印中小企業」等、企業事例を取材・収集

して掲載（年間６８７件）。
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■全国会議とブロック会議の開催

・本部及び全国９支部に配置するプロジェクトマネージャー等が一堂に会し、プロジェクト管理

に係るノウハウや支援手法等の共有化を図る全国会議を開催し、全国９支部がブロック内にお

ける中小企業支援体制の結節点としての機能向上への取組みを実施。

・各支部ではブロック内の都道府県等中小企業支援センターと連携した会議等を開催（全国で３

０回）し、機構の支援事例を通じたプロジェクト管理に係るノウハウの共有化や、有望支援先

の発掘への取組みを実施。

・高度化事業について、都道府県担当者への情報提供を行うブロック会議を開催（５ブロック）。

・事業承継に係る支援情報や成功事例を共有するため、事業承継支援会議を開催（開催回数１９

回）。

■調査研究

○政策課題や施策の有効性に関する調査研究

・機構の支援事例等を分析し、中小企業の経営課題に関する最新の情報や支援ノウハウ、経営ノ

ウハウ等に関する調査研究を実施。併せて、機構の業務に関する政策課題や、施策の有効性に

関する調査研究を実施。また、中小企業診断士養成課程向けのケース教材を開発し、中小企業

診断士養成研修で活用。

○中小企業景況調査

・約１９，０００社の中小企業を対象に四半期毎に業況判断、売上高、経常利益等の動向を産業

別・地域別等に把握する「中小企業景況調査」を実施し、全国及び地域別の結果を公表。また、

景況調査の特別調査として、中小製造業の業況と円高の影響に関する調査を実施し、その成果

をインターネット等により広く提供。

・調査結果は、中小企業白書に活用されたほか、日本銀行、日本経済新聞社等合計１０先に提供。

【２３年度】

■支援ノウハウの共有化の推進

・本部及び全国９支部のプロジェクトマネージャー等が、支援モデルとして相応しい支援事例を

取り上げ、支援のポイントや成果を分かりやすくまとめた事例集を作成し、都道府県等中小企

業支援センター、地域中小企業支援センター、政府系金融機関等４３０先に提供するとともに、

Ｊ－Ｎｅｔ２１においても提供。

■ブロック会議等の開催

・支部がブロック内における中小企業支援体制の結節点としての機能向上が図られるよう、本部

及び全国９支部に配置するプロジェクトマネージャー及び担当職員を対象に支援プロセスやプ

ロジェクト管理に係る情報やノウハウの共有化等を図る会議を開催。

・各支部ではブロック内の都道府県等中小企業支援センターと連携した会議等を開催し、機構の

支援事例を通じたプロジェクト管理に係るノウハウの共有化や、有望支援先の発掘への取組み

を実施。

■調査研究

○政策課題や施策の有効性に関する調査研究

・機構の支援事例等を分析し、中小企業の経営課題に関する最新の情報や支援ノウハウ、経営ノ

ウハウ等に関する調査研究を実施。また、機構の業務に関する政策課題や、施策の有効性に関

する調査研究を実施。加えて、中小企業診断士養成課程向けのケース教材を開発し、中小企業

診断士養成研修で活用。

○中小企業景況調査

・約１９，０００社の中小企業を対象に四半期毎に業況判断、売上高、経常利益等の動向を産業

別・地域別等に把握する「中小企業景況調査」を実施し、全国及び地域別の結果を公表。

・調査結果は、中小企業白書に活用されたほか、日本銀行、総務省統計局、地方公共団体等合計

１，５４１先に提供。

・中小機構の支援先企業２，０００社を対象に「東日本大震災に関わる影響調査」を実施し、そ
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の結果をインターネット等により広く提供。

○データベース関係

・都道府県等の施策情報についてデータベースを作成し、機構内の共有化だけでなく、経済産業

局、都道府県、政令市等へフィードバック。また、中小企業者への情報提供に資するためＪ－

Ｎｅｔ２１に「支援情報ナビ」として公開。

【２４年度】

■支援ノウハウの共有化の推進

・本部及び全国９地域本部のプロジェクトマネージャー等が、支援モデルとして相応しい支援事

例を取り上げ、支援のポイントや成果を分かりやすくまとめた事例集を作成し、都道府県等中

小企業支援センター、地域中小企業支援センター、政府系金融機関等４３１先に提供するとと

もに、Ｊ－Ｎｅｔ２１においても提供。

■ブロック会議等の開催

・地域本部がブロック内における中小企業支援体制の結節点としての機能向上が図られるよう、

本部及び全国９地域本部に配置するプロジェクトマネージャー及び担当職員を対象に支援プ

ロセスやプロジェクト管理に係る情報やノウハウの共有化等を図る会議を開催。

・各地域本部ではブロック内の都道府県等中小企業支援センターと連携した会議等を開催し、機

構の支援事例を通じたプロジェクト管理に係るノウハウの共有化や、有望支援先の発掘への取

組みを実施。

■調査研究

○政策課題や支援のあり方に関する調査研究

・中小企業の経営課題に関する最新の情報や支援ノウハウ、経営ノウハウ等に関する調査研究を

実施。また、機構の業務に関する政策課題や、施策の有効性に関する調査研究を実施。加えて、

中小企業診断士養成課程向けのケース教材を開発し、中小企業診断士養成研修で活用。

○中小企業景況調査

・約１９，０００社の中小企業を対象に四半期毎に業況判断、売上高、経常利益等の動向を産業

別・地域別等に把握する「中小企業景況調査」を実施し、全国及び地域別の結果を公表。

・調査結果は、中小企業白書に活用されたほか、日本銀行、総務省統計局、地方公共団体等合計

１，５２７先に提供。

○データベース関係

・都道府県等の施策情報が検索できるデータベースを作成し、中小企業者及び中小企業支援機関

への情報提供に資するためＪ－Ｎｅｔ２１に「支援情報ナビ」として公開。

【２５年度】

■支援ノウハウの共有化の推進

・本部及び全国９地域本部のプロジェクトマネージャー等が、支援モデルとして相応しい支援事

例を取り上げ、支援のポイントや成果を分かりやすくまとめた事例集を作成し、都道府県等中

小企業支援センター、政府系金融機関等４３２先に提供するとともに、Ｊ－Ｎｅｔ２１におい

ても提供（再掲）。

■ブロック会議等の開催

・地域本部がブロック内における中小企業支援体制の結節点としての機能向上が図られるよう、

本部及び全国９地域本部に配置するプロジェクトマネージャー及び担当職員を対象に支援プ

ロセスやプロジェクト管理に係る情報やノウハウの共有化等を図る会議を開催。

・各地域本部ではブロック内の都道府県等中小企業支援センターと連携した会議等を開催し、機

構の支援事例を通じたプロジェクト管理に係るノウハウの共有化や、有望支援先の発掘への取

組みを実施。
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■調査研究

○政策課題や支援のあり方に関する調査研究

・中小企業の経営課題に関する最新の情報や支援ノウハウ、経営ノウハウ等に関する調査研究を

実施。また、機構の業務に関する政策課題や、施策の有効性に関する調査研究を実施。

○中小企業景況調査

・約１９，０００社の中小企業を対象に四半期毎に業況判断、売上高、経常利益等の動向を産業

別・地域別等に把握する「中小企業景況調査」を実施し、全国及び地域別の結果を公表。

・調査結果は、中小企業白書に活用されたほか、日本銀行、総務省統計局、地方公共団体等に提

供。

提供先数 １，５７４機関

○データベース関係

・都道府県等の施策情報が検索できるデータベースを作成し、中小企業者及び中小企業支援機関

への情報提供に資するためＪ－Ｎｅｔ２１に「支援情報ナビ」として公開。

・地域支援機関等の優れた支援事例を収集し、整理分析して１８件の事例をホームページに掲載

し提供するとともに、経営課題に応じた支援ナビ１１件、支援に活用できる支援ツール９件作成

し、ホームページで公開するとともに、上記講習会等で提供。

②地域支援機関職員等に対する研修の実施

［中期目標の内容］

地域支援機関、地域金融機関、士業団体を始めとする多様な民間支援機関等の支援人材に対し、

高度かつ専門的な支援能力を修得する機会を提供するため､機構は､創業・経営革新、事業再生、

知的財産、まちづくり等の政策課題への解決に資する研修等を実施する。

また、中期目標期間中に中小企業大学校各校の地域支援機関等向け研修に係る業務のうち、研

修企画に係るものを除いた業務について官民競争入札等を導入し、民間事業者の創意と工夫を活

かした効率的な研修を実施する。

［事業の実績］

【２１年度】

■地域支援機関担当者向け研修

○新政策課題に対応した研修の実施

・有望な地域資源の発掘の仕方、地域産品の販路、需要開拓の進め方等を内容とした新事業活動

支援研修を実施。

○研修企画力を活かし、それぞれの研修ニーズに即した研修を積極的に実施（オーダーメイド型

研修を企画し実施）。

・地域金融機関職員等を対象に、リレーションシップバンキングを推進する人材の育成を目的と

した研修を実施（６回、受講者数１１８人）。

・税理士や公認会計士を対象に中小企業の経営計画策定を支援するため、地元税理士会と連携し

ながら全国主要都市で実施（１６回、受講者数７２３人）。

○教材・研修プログラムの開発

・地域支援機関職員が中小企業の BCP 作成を支援するために必要な知識、支援手法について、現

場ですぐに活用できるプログラムを開発するとともに、災害発生時の事業への影響、組織活動

のあり方、事前対策のあり方を実践的に習得できるケース教材を開発。

○地域支援機関担当者向け研修の成果

研修回数 １４９回、受講者数 ４，９７０人、
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受講者の役立ち度 ９６．９％

【２２年度】

■地域支援機関担当者向け研修

○新政策課題、中小企業支援施策等に対応した研修

・ＣＯ２削減の方法とＥＭＳ（環境マネジメントシステム）導入の要点について、ケース事例や

演習を交えて実践的に学ぶ研修を実施。

○オーダーメイド型研修の実施

・都道府県の信用保証協会職員を対象に、階層別の能力開発研修や企業への目利き力向上などを

目指した課題別研修を実施（研修回数２４回、受講者数７９０人）。

○研修企画力を活かし各地域の支援機関それぞれの研修ニーズに即した研修の実施

・地域金融機関職員等を対象に、リレーションシップバンキングを推進する人材の育成を目的と

した研修を実施（研修回数５回、受講者数１１７人）。

・税理士や公認会計士を対象に中小企業の経営計画策定を支援するため、地元税理士会と連携し

ながら全国主要都市で実施（研修回数１４回、受講者数６１２人）。

○教材・研修プログラムの開発

・中小企業応援センターのコーディネーター向け研修については、機構本部において基本教材等

を作成し、着任研修・レベルアップ研修を実施。

○地域支援機関担当者向け研修の成果

研修回数 １２０回、受講者数 ３，６４２人、

受講者の役立ち度 ９７．１％

【２３年度】

■地域支援機関担当者向け研修

○地域支援機関担当者向け研修の成果

研修回数 １１６回、受講者数 ４，７９４人、

受講者の役立ち度 ９８．０％

○新たな政策課題、中小企業支援施策等に対応した研修

・中小企業のＩＴ化支援に関する相談対応能力を向上させるため、ＩＴ関連の相談対応事例の作

成から発表まで演習を交えて実践的に学ぶ研修を実施。

○オーダーメイド型研修の実施

・都道府県の信用保証協会職員を対象に、階層別の能力開発研修や企業への目利き力向上などを

目指した課題別研修を実施（研修回数２４回、受講者数８１３人）。

○研修企画力を活かし各地域の支援機関それぞれの研修ニーズに即した研修の実施

・地域金融機関職員等を対象に、リレーションシップバンキングを推進する人材の育成を目的と

した研修を実施（研修回数 ４回、受講者数 １１７人）。

・税理士や公認会計士を対象に中小企業の経営計画策定を支援するため、地元税理士会と連携し

ながら全国主要都市で実施（研修回数 １４回、受講者数 ５９０人）。

○教材・研修プログラムの開発

・商工会，商工会議所向けの基礎研修において、多様化した業種業態への対応，より実践的な講

義とするため，標準カリキュラムの見直しの検討を行い，ケース教材を開発。

【２４年度】

■地域支援機関担当者向け研修

○地域支援機関担当者向け研修の成果
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研修回数 １０１回、受講者数 ３，５７１人、

応募率 １１３．８％、受講率 １０５．４％

受講者の役立ち度 ９８．３％

○新たな政策課題、中小企業支援施策等や支援機関のニーズ等に対応した研修の実施

・海外展開を計画する中小企業者に対し、適切なアドバイスを行うため、異文化対応や契約実務

等の必要な知識を身につけ、海外展開支援の事例や演習を交えて支援手法を学ぶ研修を実施。

○経営革新等支援機関として認定を受けるための研修の実施

・中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律における経営革新等支援機関として認定を受け

るために必要な専門的知識や実務経験に関する認定申請の資格要件を付与するための中小企業

経営改善計画策定支援研修を実施（研修回数５回、受講者数２４３人）。

○研修企画力を活かし支援機関それぞれの研修ニーズに即した研修の実施

・地域金融機関職員等を対象に、リレーションシップバンキングを推進する人材の育成を目的と

した研修を実施（研修回数５回、受講者数１３１人）。

・税理士や公認会計士を対象に中小企業の経営計画策定を支援するため、地元税理士会と連携し

ながら全国主要都市で実施（研修回数１４回、受講者数７０３人）。

・都道府県の信用保証協会職員を対象に、階層別の能力開発研修や企業への目利き力向上などを

目指した課題別研修を実施（研修回数２５回、受講者数８８７人）。

○教材・研修プログラムの開発

・中小企業経営改善計画策定支援研修の標準カリキュラムと演習用教材を開発。

【２５年度】

■地域支援機関担当者向け研修

○地域支援機関担当者向け研修の成果

研修回数 １１６回、受講者数 ３，９９７人、

応募率 １１５．２％、受講率 １０３．７％

受講者の役立ち度 ９７．８％

○新たな政策課題、中小企業支援施策等や支援機関のニーズ等に対応した研修の実施

・中小企業の再生支援を推進する上で必要な財務改善や経営改善等の企業再生の基本的な知識お

よび手法を演習を交えて学ぶ研修を実施。

○経営革新等支援機関として認定を受けるための研修の実施

・中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律における経営革新等支援機関として認定を受け

るために必要な専門的知識や実務経験に関する認定申請の資格要件を付与するための中小企業

経営改善計画策定支援研修を実施（研修回数１７回、受講者数６３４人）。

・経営革新等支援機関の今後の支援力向上の方向性を探ることを目的に、経営革新等支援機関を

対象に中小企業の海外展開支援、事業承継支援、創業支援等の研修を実施。（研修回数４回、受

講者１３５人）

○研修企画力を活かし支援機関それぞれの研修ニーズに即した研修の実施

・地域金融機関職員等を対象に、リレーションシップバンキングを推進する人材の育成を目的と

した研修を実施（研修回数５回、受講者数１４７人）。

・都道府県の信用保証協会職員を対象に、階層別の能力開発研修や企業への目利き力向上などを

目指した課題別研修を実施（研修回数２５回、受講者数８５３人）。

○教材・研修プログラムの開発

・経営指導員等の支援担当者からの研修ニーズである多種多様な業種業態からの経営相談への対

応力の強化を目的に、従来の経営診断基礎（商業コース）に加え、ものづくり現場の基本的視

点から基礎的な製造業診断スキルの修得を目的とした経営診断基礎（ものづくりコース）を新
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設。カリキュラムとケース教材を開発し、東京校の研修で活用。

・地域支援機関等向け研修に係る業務のうち、研修企画に係るものを除いた業務について、民間

競争入札による民間委託を実施。

旭川校、三条校、東京校、瀬戸校、関西校、広島校、直方校、人吉校については、２５年３月

６日契約締結（事業実施期間：２５年４月１日～２６年３月３１日）。

仙台校については、２５年３月１５日契約締結（事業実施期間：２５年４月１日～２６年３月

３１日）。

・企業及び中小企業支援担当者向け研修に係る業務並びに施設の運営等業務のうち研修企画に係

るものを除いた業務について、２６年４月から市場化テストによる民間委託を実施することと

し、官民競争入札等監理委員会の審議等を経て定めた実施要項に基づき民間競争入札を実施（東

京校を除く）。

旭川校、仙台校、三条校、瀬戸校、関西校、広島校、直方校、人吉校については、２６年２月

１９日契約締結。三条校については、２６年２月２５日契約締結。

（事業実施期間：２６年４月１日～２９年３月３１日）。

２）中小企業の経営力強化に役立つノウハウや情報の提供

① 経営情報等の提供機能の充実

［中期目標の内容］

機構は、中小企業支援の施策情報、活用事例、地方公共団体等が独自に実施する施策情報を収

集し、わかりやすく提供する素材を作成し、中小企業施策を広く効果的に周知させるための施策

情報サイトを運営するほか、相談機能や関係機関の活用など、中小企業施策を広く効果的に周知

させるために情報を提供する。

また、各種政策課題フォーラムの開催を通じ、地域中小企業等への支援施策を浸透させる。

［事業の実績］

【２１年度】

■Ｊ－Ｎｅｔ２１による情報提供

○Ｊ－Ｎｅｔ２１のコンテンツの充実

・日次で中小企業支援関連機関のサイトより情報収集し掲載（年間２２，７９１件掲載、１日平

均６０件前後）。

・資金調達ナビに、国、都道府県等の公的な補助金、助成金、融資、利息補給制度等を３，３９

３件掲載、また、ニーズの高い施策等を分かりやすく紹介した「農商工連携パーク」、「中小企

業地域資源活用チャンネル」、「ここに注目！中小企業支援施策」を拡充したほか、「人材・就活

サポートステーション」、「中小企業向けファンド事例」、「技術開発を支援するＳＢＩＲ」等を

新設。

○メールマガジンの配信による支援情報の提供

・ｅ－中小企業ネットマガジンを毎週配信（１回の配信数 ６６，１４３件）。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１新着情報メールマガジンを毎週配信（１回の配信数 １０，３７９件）。

○アクセス実績

３，５６４万件（中期計画最終年度における年間アクセス件数目標２，５００万件に対し既に

１．４２倍の実績を達成）

・Ｊ－Ｎｅｔ２１の利用状況について、平均２９７万ページビュー／月に拡大。

・ユーザーに対する役立ち度調査の結果

上位２段階を得る割合の合計 ９７．４％

■経営相談

・窓口相談等の経営相談において、利用者に対して支援施策等の情報を提供。
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・関係機関との連携、セミナー等の開催に合わせた出張相談を実施。

■虎ノ門セミナーの開催

・２１年度は、世界的な経済環境の変化に対する対応策を迫られたこと、中小企業白書のテーマ

が「イノベーションと人材育成」であったため、「イノベーション」、「海外戦略」、「人材育成」

を中心に情報を提供（開催数１４回、参加者数８１１人、参加者の役立ち度 ９５．４％）。

【２２年度】

■Ｊ－Ｎｅｔ２１による情報提供

○Ｊ－Ｎｅｔ２１のコンテンツの充実

・日次で中小企業支援機関等のサイトより支援情報を収集し掲載（年間２３，４３３件掲載、１

日平均６４件）。

・資金調達ナビに、国、都道府県等の公的な補助金、助成金、融資制度等を３，７９９件掲載。

また、重点施策やニーズの高い施策等を分かりやすく紹介した「ここに注目！中小企業支援施

策」、「施策活用企業事例」、「農商工連携パーク」、「地域資源活用チャンネル」等について充実

させたほか、「人材活用の決め手」、「飲食品でヒット商品をつくる」等を新設。

さらに、逆引きＱ＆Ａ方式による施策情報等に関する内容も充実。

・

○メールマガジンの配信による支援情報の提供

・ｅ－中小企業ネットマガジンを毎週配信（１回の配信数 ６８，４５０件）。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１新着情報メールマガジンを毎週配信（１回の配信数 １０，４７１件）。

○アクセス実績

４，３４７万件（中期計画最終年度における年間アクセス件数目標２，５００万件に対し既に

１．７４倍の実績を達成）

・Ｊ－Ｎｅｔ２１の利用状況について、平均３６２万ページビュー／月に拡大。

・利用者に対する役立ち度調査の結果

利用者の役立ち度 ９６．５％

■経営相談

・窓口相談や、地域支援機関等と連携したセミナー等の開催に合わせた出張相談等において、利

用者に対して公的支援施策等の情報を提供。

■虎ノ門セミナーの開催

・日本経済がグローバル経済に移行するための対応を迫られていること、ＣＯ２削減など国内環

境の制約の中で成長する必要があることをベースに、①環境対策、②海外戦略、③ＩＴを中心

に虎ノ門セミナーを開催（開催回数１８回、参加者数９４９人、参加者の役立ち度９６．８％）。

■日本弁理士会との連携研修の実施

・日本弁理士会との連携により、中小企業の知的資産経営に係る支援事業の一環として、弁理士

会会員に対して、知的資産経営を支援できる人材の充実を図るための研修を実施（受講者７７

人、受講者の役立ち度９１．５％）。

【２３年度】

■Ｊ－Ｎｅｔ２１による情報提供

○Ｊ－Ｎｅｔ２１のコンテンツの充実

・日次で中小企業支援機関等のサイトより支援情報を収集し掲載（年間２４，１９４件掲載、１

日平均６５件前後）。

・資金調達ナビに、国、都道府県等の公的な補助金、助成金、融資制度等を４，２５５件掲載、

また、重点施策やニーズの高い施策等を分かりやすく紹介した「ここに注目！中小企業支援施

策」や「施策活用企業事例」、「農商工連携パーク」、「地域資源活用チャンネル」等について充

実させたほか、「事業継続マネジメント」や「中小企業の海外展開入門」等を新設。

・マッチングイベント「中小企業総合展」終了後、Ｊ－Ｎｅｔ２１上で出展商品等の紹介を継続。



- 47 -

また、バーチャルの場で企業紹介する「にぎわい広場」（登録利用者数約１２，０００社）、商

品紹介する「バーチャル展示会」（登録利用者約１，１５０件）にて販路開拓の場を提供。

○メールマガジンの配信による支援情報の提供

・ｅ－中小企業ネットマガジンを毎週配信（１回の配信数 ７０，８６６件）。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１新着情報メールマガジンを毎週配信（１回の配信数 １１，７０５件）。

○アクセス実績

・４，２８９万件（中期計画最終年度における年間アクセス件数目標２，５００万件に対し既に

１．７倍の実績を達成）

・Ｊ－Ｎｅｔ２１の利用状況については、平均３５７万ページビュー／月。

・ユーザーに対する役立ち度調査の結果

上位２段階を得る割合の合計 ９６．０％

■経営相談

・窓口相談や、地域支援機関等と連携したセミナー等の開催に合わせた出張相談等において、利

用者に対して公的支援施策等の情報を提供。

■虎ノ門セミナーの開催

・震災復興支援に役立つテーマを中心に虎ノ門セミナーを開催（開催回数１６回、参加人数７７

５人、参加者の役立ち度９４．７％）。

■日本機械学会との連携事業の実施

・日本機械学会との連携により、中小企業の技術者と工学系の学生とが一緒に参加する合宿型の

視察研修事業を実施（中小企業参加者７社１５人、学生参加者８校２０人）。

【２４年度】

■Ｊ－Ｎｅｔ２１による情報提供

○Ｊ－Ｎｅｔ２１のコンテンツの充実

・日次で中小企業支援機関等のサイトより支援情報を収集し掲載（年間２２，９４５件掲載、１

日平均６０件前後）。

・資金調達ナビに、国、都道府県等の公的な補助金、助成金、融資制度等を４，７８３件掲載、

また、震災復興支援、海外展開支援等重点施策やニーズの高い施策等を分かりやすく紹介した

「ここに注目！中小企業支援施策」や「施策活用企業事例」、「中小企業の海外展開入門」、「事

業継続マネジメント」等について事例を追加するなど内容を充実させたほか、「農業ビジネスに

挑む」等を新設。

・「ビジネスＱ＆Ａ」の追加・見直しを継続的に実施（８３６件掲載）。

○メールマガジンの配信による支援情報の提供

・ｅ－中小企業ネットマガジンを毎週配信（１回の配信数 ７４，３４８件）。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１新着情報メールマガジンを毎週配信（１回の配信数 １２，３６１件）。

○アクセス実績

・５，５３９万件

・Ｊ－Ｎｅｔ２１の利用状況については、平均４６２万ページビュー／月。

・ユーザーに対する役立ち度調査の結果

上位２段階を得る割合の合計 ９３．８％

■経営相談

・窓口相談や、地域支援機関等と連携したセミナー等の開催に合わせた出張相談等において、利

用者に対して公的支援施策等の情報を提供。

■虎ノ門セミナーの開催
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・中小機構のＰＲ及び経営に役立つ情報の提供を目的に虎ノ門セミナーを開催（開催回数１３回、

参加人数６８７人、参加者の役立ち度９５．８％）。

【２５年度】

■Ｊ－Ｎｅｔ２１による情報提供

○Ｊ－Ｎｅｔ２１のコンテンツの充実

・日次で中小企業支援機関等のサイトより支援情報を収集し「支援情報ヘッドライン」にて掲載

（年間２６，００６件掲載、１日平均７０件前後）。

・「資金調達ナビ」に、国、都道府県等の公的な補助金、助成金、融資制度等を掲載（５，０２８

件）。

・震災復興支援、海外展開支援等重点施策やニーズの高い施策等を分かりやすく紹介した「ここ

に注目！中小企業支援施策」、「中小企業の海外展開入門」等について事例を追加するなど内容

を充実させたほか、「ＪＡＰＡＮブランドで新市場に臨む」、「中小企業の税金と会計（会社を強

くする実務編）」、「絶対申請しておきたい！創業補助金」や「成長分野への参入を目指す！」等

を新設。

○メールマガジンの配信による支援情報の提供

・ｅ－中小企業ネットマガジンを毎週配信（１回の配信数 ８２，５２６件）。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１新着情報メールマガジンを毎週配信（１回の配信数 １４，６４５件）。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１新着情報メールマガジン登録者獲得のため、大型イベントへの出展や、広報活

動を実施した結果、年間で約２，２８４件の登録者増（２４年度は年間で６５６件）。

○アクセス実績

・６，２０１万件

・Ｊ－Ｎｅｔ２１の利用状況については、平均５１７万ページビュー／月。

・ユーザーに対する役立ち度調査の結果

上位２段階を得る割合の合計 ９６．５％

■がんばる中小企業・小規模事業者・商店街フォーラム開催

・経済産業省中小企業庁と連携し、「がんばる中小企業・小規模事業者３００社」及び「がんばる

商店街３０選」の選定事業者や商店街による取組みの啓蒙普及や情報発信、ビジネスマッチン

グの実現等を目的として、「がんばる中小企業・小規模事業者・商店街フォーラム」を開催。

来場者数 １，７００人

■虎ノ門セミナーの開催

・新たな経営手法や国の支援施策等の最先端の情報提供を目的に虎ノ門セミナーを実施（開催回

数１３回、参加人数７２０人、役立ち度９７．１％）。

■経営相談

・窓口相談や、地域支援機関等と連携したセミナー等の開催に合わせた出張相談等において、利

用者に対して公的支援施策等の情報を提供。

②経営課題への円滑な対応

［中期目標の内容］

機構は、中小企業が円滑に事業活動を推進し、経営上で直面する様々な課題に適切に対応でき

るよう、地域支援機関等との連携を強化し、迅速かつ効率的に活用可能な支援ツールを提供する。

［事業の実績］

■専門家・経営実務者の派遣

（専門家継続派遣事業）

○生産性の向上、知的資産経営、知的財産経営、国際化など、経営基盤の強化に取り組む中小企
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業に対して、経営課題を的確に把握し、ニーズに応じた支援を実施。

・経営基盤の強化に取り組む中小企業に対する専門家継続派遣事業の支援企業数及び支援回数

（２１年度）支援企業数２５５社、支援回数２，７０５回

（２２年度）支援企業数２８０社、支援回数３，５０１回

（２３年度）支援企業数２３８社、支援回数３，１２３回

（２４年度）支援企業数２２２社、支援回数２，５６５回

（２５年度）支援企業数２３４社、支援回数３，０９１回

※専門家継続派遣事業全体（「新事業展開」に係る専門家継続派遣事業を含む）

（２１年度）支援企業数３０７社、支援回数３，４３５回

（２２年度）支援企業数３６７社、支援回数４，６８５回

（２３年度）支援企業数３１９社、支援回数４，１３６回

（２４年度）支援企業数３０４社、支援回数３，５６５回

（２５年度）支援企業数３０３社、支援回数３，９２１回

・派遣終了の支援先のうち、支援前に抱えていた経営課題が解決されたとする企業の割合

（２１年度）９３．７％

（２２年度）９７．２％

（２３年度）９５．６％

（２４年度）９６．３％

（２５年度）９７．４％

※専門家継続派遣事業全体の経営課題が解決されたとする企業の割合

（２１年度）９４．５％

（２２年度）９７．３％

（２３年度）９５．７％

（２４年度）９６．３％

（２５年度）９７．３％

（戦略的ＣＩＯ育成支援事業）

○比較的高度なＩＴシステム導入による経営課題の解決・経営改革を計画的に実現するため、経

営戦略に基づくＩＴ化計画の策定及びその実施に取り組む中小企業に対して専門家によるアド

バイスを行うとともに、企業内ＣＩＯ候補者の育成を支援。

（２１年度）支援企業数５１社、支援回数９６５回

（２２年度）支援企業数８０社、支援回数１，１１７回

（２３年度）支援企業数７２社、支援回数１，１３２回

（２４年度）支援企業数４８社、支援回数８５７回

（２５年度）支援企業数３９社、支援回数５９２回

・派遣終了の支援先のうち、支援前に抱えていた経営課題が解決されたとする企業の割合

（２１年度）１００．０％

（２２年度）９５．０％

（２３年度）９５．１％

（２４年度）１００．０％

（２５年度）９５．７％

（経営実務支援事業）※２１年度は、企業等ＯＢ人材派遣事業

・中小企業の経営課題の解決を図るため、大企業・中堅企業で豊富な実務経験を積んだ経営実務

支援アドバイザーを派遣して支援を実施。
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（２１年度）支援企業数１１８社、支援回数８５７回

（２２年度）支援企業数１２５社、支援回数８８８回

（２３年度）支援企業数１２５社、支援回数７８６回

（２４年度）支援企業数１２０社、支援回数８７１回

（２５年度）支援企業数１５８社、支援回数１，０１６回

・支援先のうち、支援前に抱えていた経営課題が解決されたとする企業の割合

（２１年度）９７．１％

（２２年度）９７．３％

（２３年度）１００．０％

（２４年度）９６．２％

（２５年度）９５．７％

【２１年度】

■経営相談

・経営相談件数 １４，４５８件

・関係機関との連携、セミナー等の開催に合わせた出張相談を実施。

・支部における経営相談件数

（北海道支部１，６３０件、東北支部７９７件、関東支部３，７０５件、中部支部１，１８７

件、北陸支部６０８件、近畿支部２，０６８件、中国支部１，８９１件、四国支部１，０５

１件、九州支部１，２６４件）

・利用者の役立ち度 ９９．４％

・なんでも相談ホットラインについては、平日夜間及び土曜日の時間外相談を継続（２５７件）。

■中小企業の海外事業展開の支援

○国際化に係る助言・相談

・中小企業が経営課題として抱える海外展開、国際取引等に関するアドバイスを実施。

アドバイス件数 ２，１５７件

支援企業の役立ち度 ９９.９％

○国際展開ワークショップの開催支援

・中小企業の国際化に係る諸問題（海外展開、国際取引の留意点等）について、都道府県等中小

企業支援センター、金融機関、ＪＥＴＲＯ等が主催するワークショップの開催支援として専門

家を派遣し、海外展開を目指す中小企業等に対する情報提供を実施。

開催支援回数 ３２回、参加者数 １，４８６人

ワークショップ参加者の役立ち度 ９０.６％

■中小企業のものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、切削、めっき等）の高度化に資する革新的かつ

ハイリスクな研究開発等の促進に向けた支援

・１８年度に機構が採択した戦略的基盤技術高度化支援事業２６件について、研究開発プロジェ

クト等の進捗管理・フォローアップ支援を実施。また、大学教授等外部評価委員延べ７８人に

より、２６件の成果についての最終評価を実施（「かなり評価できる」２１件、「評価できる」

５件、「評価できない」０件）し、実施機関に評価結果を伝えるとともに、今後の取組みのポイ

ント等を示唆。

・研究開発目標については、２６件のうち２３件が達成、うち２件については商品化に到達し実

際の取引に至ろうとするなどの具体的な成果が実現。

・各プロジェクトの最終成果については、機構ホームページにて公表。

・各経済産業局の新規採択案件の戦略的基盤技術高度化支援事業についての書面審査７１０件を

実施。また、中小ものづくり高度化法の技術指針適合の事前審査４２３件を実施。

■川上中小企業者と川下製造業者等のコミュニケーションの円滑化を目指す川上・川下ネットワ

ーク構築支援事業
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・川上中小企業と川下製造業者等のネットワークの構築を支援するため、全国で自動車、半導体

分野等におけるネットワーク構築プロジェクト１６件を採択。

・川上・川下フォーラムを設置し、交流会・展示会・ビジネス商談会（開催回数９４６回、参加

者数９，７５６人）やシーズ・ニーズ調査等を通じ、研究開発やビジネスマッチングへの取組

み、フォローアップを支援。

・これらの取組みを通じて、川上・川下のマッチングを達成（６２３件）。

・「ベンチャーフェアＪａｐａｎ２０１０」のプログラムのひとつとして川上・川下事業の成果報

告会を実施し、本事業の活用・効果について広報・啓発。

■中小企業の事業承継の円滑化への対応

・各支部に事業承継コーディネーター４４人（２０年度は４２人）を設置し、全国１０３箇所に

設置された事業承継支援センターをはじめ、商工団体、金融機関等を定期的に訪問して情報交

換や事業承継に関する情報提供やアドバイス等を実施。

アドバイス件数 １，２０６回（センター３９８回、センター以外８０８回）

・専門家である士業団体とは事業承継支援ネットワーク推進会議を各支部に設置し、積極的な情

報交換等を実施（１３回開催）。

・中小企業経営者や後継者等を対象とした事業承継シンポジウムを全国９箇所で開催（参加者数

１，４２４人）。

・中小企業経営者等向けの小規模なセミナーを全国４９箇所で開催（参加者数１，７５０人）。

・各支部において、事業承継の専門家を育成するために実務家を対象とした研修を実施（研修回

数４７回、参加者数２，８６３人）。

・中小企業大学校において、中小企業の後継者を育成する経営後継者研修を実施。

・事業承継支援センターが活用する事業承継マッチングデーターベースを構築し、応援コーディ

ネーター（１８１人）をＩＤ登録。

・事業承継協議会については、協議会事務局として会員情報のメンテナンス等を実施。

■がんばれ！中小企業ファンド（事業継続ファンド）による資金提供

○がんばれ！中小企業ファンド（事業継続ファンド）

・大手銀行と連携した総額６０億円の事業継続ファンドに３０億円の出資を決定（契約は２２年

度）。

・出資ファンド数累計 ５ファンド

・ファンド総額累計 １８３億円

・機構出資約束額累計 ９１億円

・２１年度投資先企業数 ６社（累計１４社）

■知的資産経営に取り組む中小企業の支援

・中小企業経営者や税理士・中小企業診断士等の支援者を対象とした知的資産経営フォーラムや

セミナーを東京・大阪にて開催（参加者数２３５人）。また、士業団体、大学等からの知的資

産経営に関する講演依頼に積極的に対応し、成果を普及。

・士業団体等が開催する知的資産経営に関するセミナーで使用するテキストとして、１９年度に

策定した「中小企業のための知的資産経営マニュアル」、２０年度に策定した「中小企業のた

めの知的資産経営実践の指針」等を３６，６７０部（知的資産経営マニュアル５，６８４部、

知的資産経営の実践の指針６，２０５部、知的資産経営の実践の指針ファイナンス編６，３２

９部、経営資産レポート作成マニュアル１２，７６０部、知的資産経営評価の秘訣５，６９２

部）を配布して啓発・普及を促進。

■環境・省エネ等の経営課題に取り組む中小企業の支援

・廃棄物処理法、労働安全衛生法、省エネ法、化学物質管理規制、環境管理・監査制度（ＩＳＯ）

等中小企業が直面する環境関連の法律・制度に関する情報提供、経営支援等を実施（６２７件）。

・中小企業者の省エネ対策を促進させるため、ＥＳＣＯ（Energy Service Company）を活用した

省エネルギーへの設備投資を行う中小企業者に対し資金的支援を実施。

（助成先数 ３８先、助成額 ６４８,３２１千円）

・助成先の省エネルギー効果
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ＣＯ２削減量８，５３１ｔ／年

（原油換算３，６８１ｋｌ／年）

平均省エネルギー率 １６．６％／年

■合宿型基礎力養成研修（「新・若者挑戦塾」）の実施

・中小企業大学校を活用し、若年求職者を対象に、就職ノウハウや社会人基礎力等に関する長期

合宿型研修を実施し、中小企業の即戦力人材を養成（研修回数５回、受講者数１５８人）。

・研修に加えリクルート支援を実施。会社説明会を研修コースごとに２回実施（参加企業数６０

社）。このほか就活情報交換会、メールマガジンによるリクルート情報の提供等を実施。

【２３年度】

■経営相談

・全国９支部にて日常的に経営相談を実施しているほか、地域支援機関等との連携やセミナー等

の開催に合わせて出張相談を実施。

・経営相談件数 １３，５５６件

・本部・支部別経営相談件数

本部２５１件、北海道支部１，８７８件、東北支部８４４件、関東支部３，１７２件、中部支

部１，０２５件、北陸支部６５１件、近畿支部２，０６４件、中国支部１，７２３件、四国支

部８０５件、九州支部１，１４３件

・利用者の役立ち度 ９９．４％

・経営相談のうち電話相談については、平日夜間及び土曜日の時間外相談を継続するとともに、

２日間の年末延長対応を実施（２５１件）。

■中小企業の海外事業展開の支援

○国際化に係る助言・相談

・中小企業が経営課題として抱える海外展開、国際取引等に関し、専門家によるアドバイスを実

施。

アドバイス件数 ２，６４４件

支援企業の役立ち度 ９９．８％

○国際展開ワークショップの開催

・中小企業の国際化に係る諸問題（海外展開、国際取引の留意点等）について、都道府県等中小

企業支援センター、金融機関、日本貿易振興機構等との共催によるワークショップを開催し、

海外展開を目指す中小企業等に対して情報提供を実施。

開催回数 ６７回

参加者数 ２,５８８人

ワークショップ参加者の役立ち度 ９３．０％

■国内外の展示会等を活用したマッチング機会の提供

○経営支援の観点から一貫した支援の実施

・国内外展示会を活用した海外展開等に取り組む中小企業に対し、出展前の国内準備段階から、

出展時の海外現地展示会場でのサポート、出展後の契約に向けたフォローアップまで経営支援

の観点から一貫した支援を実施。専門家によるアドバイスを実施するとともに、展示会開催国

の現地情報、海外販路開拓の進め方、展示会出展にあたっての留意点等の情報を提供する海外

販路開拓研修による支援を実施（研修回数５回、受講者数１０１名）。

○海外展示会への出展支援

・海外展開等に取り組む中小企業に対して、機構と日本貿易振興機構が連携して支援するための

連絡体制を整備。日本貿易振興機構が日本企業の出展を支援する海外の展示会のうちアジアで

開催される１２の展示会に、機構が海外販路開拓に取り組む中小企業を募集して３９社の出展

を支援。複数の現地販売代理店の開拓に成功するなど、新たな市場開拓への足がかりを提供。

・バイヤーとの接触件数 ４，０４４件

・商談件数 ４４５件
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○国内展示会への出展支援

・海外バイヤーが多数来場する国内の展示会（東京インターナショナル・ギフト・ショー、フー

デックス・ジャパン等）に、機構が海外販路開拓に取り組む中小企業を募集して８８社の出展

を支援。日本貿易振興機構や展示会主催者が招聘した海外バイヤーと出展企業との商談機会を

提供。

（東京インターナショナル・ギフト・ショー）

出展社数 ２５社

海外バイヤーとの接触件数 １１３件

海外バイヤーとの商談件数 ３７件

（参考）国内バイヤー等との接触件数 ４，１８１件

国内バイヤー等との商談件数 １，３２５件

（フーデックス・ジャパン）

出展社数 ２１社

海外バイヤーとの接触件数 ３８０件

海外バイヤーとの商談件数 １４７件

（参考）国内バイヤー等との接触件数 ２，３３２件

国内バイヤー等との商談件数 ９９６件

○ネット市場に係るテストマーケティング実証調査

・経営資源に限りがある中小企業にとって、海外展示会への出展や現地店舗出店よりも、リスク

面やコスト面で有利なインターネットを活用した海外販路開拓の可能性について検証する実証

調査を検討。

具体的には、機構が海外向けの日本製品販売Ｗｅｂサイト内に運営しているオンラインショッ

プ「Ｒｉｎ」を活用し、中国及びその他アジア諸国を対象にネット市場におけるテストマーケ

ティング実証調査の実施を検討。

■中小企業のものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、切削、めっき等）の高度化に資する革新的かつ

ハイリスクな研究開発等の促進に向けた支援

・１８年度に機構が採択した戦略的基盤技術高度化支援事業（以下「サポイン事業」という。）２

６件について、研究開発終了後の事業化に向けて経営支援専門員が、受託企業の研究開発の事

業化状況を調査し、必要に応じて支援情報の提供を行うなどフォローアップを実施。

・研究開発目標について、２６件のうち２３件が達成。１１件のプロジェクトについて、研究開

発終了後、合計約４．３億円の売上実績がある。

・各経済産業局の２２年度の新規採択サポイン事業に関連して、中小ものづくり高度化法の技術

指針適合に係る事前審査を６３０件実施（新規採択４３３件）。

■川上中小企業者と川下製造業者等のシーズ・ニーズのマッチング円滑化を目指す川上・川下ネ

ットワーク構築支援事業

・全国で自動車、環境、半導体、エネルギー等の分野を対象としたネットワーク構築プロジェク

ト１６件を採択。

・プロジェクトごとに川上・川下フォーラムを設置し、交流会・展示会・ビジネス商談会（開催

回数１１８回、参加者数１３８，５０４人）やシーズ・ニーズ調査等を実施。

・これらの取組みを通じて、川上・川下のマッチングを達成（４８９件）。

・その活動成果を、２３年２月１８日に開催された「先進ものづくり企業フォーラム」（関東経済

産業局主催）にて発表し、活動の広報・普及を実施。

・また、１８年度から２１年度に実施した川上・川下ネットワーク構築事業のその後の成果につ

いてフォローアップ調査を実施したところ、６．１億円の投入額を大きく上回る、５６．８億

円の契約成立金額の達成を確認。

■ものづくり中小企業の先端的な技術シーズ、サポイン事業の成果・制度普及を目的としたフォ

ーラム開催事業

・全国の各支部が経済産業局等との連携により標記フォーラムを開催（開催回数８回）。
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■中小企業の事業承継の円滑化への対応

・本部・支部に事業承継コーディネーター３８人を配置し、全国８４箇所に設置された中小企業

応援センターをはじめ、商工団体、金融機関等に対して、事業承継に関する情報提供やアドバ

イス等を実施。

・情報提供・アドバイス件数 １，６９０回

※中小企業応援センター１，２５７回、中小企業応援センター以外（コンソーシアム構成機関

を含む）４３３回）

・専門家である士業団体とは事業承継支援会議を各支部に設置し積極的な情報交換等を実施（開

催回数１９回）（再掲）。

・中小企業経営者、支援者及び専門家を対象とした事業承継フォーラムを東京で開催（参加者数

４０４人）。

・中小企業経営者や後継者等を対象とした事業承継セミナーを全国で開催（開催回数９回、参加

者３５７人）。

・地域支援機関の担当者を対象とした研修を各支部において開催（研修回数３７回、受講者数１，

３０７人、受講者の役立ち度９７．１％）

・事業承継の専門家を育成するために実務家を対象とした研修を各支部において開催（研修回数

１９回、受講者数１，１９３人、受講者の役立ち度９８．５％）。

・中小企業大学校において、中小企業の後継者を育成する経営後継者研修を実施。

・事業承継の支援について、中小企業支援機関等が実施した２３件の支援事例を事例集として取

りまとめ、中小企業や中小企業支援機関等５，２３５先に提供（再掲）。

・中小企業応援センター等が活用する事業承継マッチング支援データベースを運営。応援コーデ

ィネーター（４３７人）のＩＤを登録。

■がんばれ！中小企業ファンド（事業継続ファンド）による資金提供（再掲）

○がんばれ！中小企業ファンド（事業継続ファンド）

・大手銀行と連携した既往事業承継支援ファンドの後継ファンド（総額６０億円）に対して３０

億円の出資契約。

・出資ファンド数累計 ６ファンド

・ファンド総額累計 ２４３億円

・機構出資契約額累計 １２１億円

・２２年度投資先企業数 １社（累計 １５社）

■知的資産経営に取組む中小企業を支援

・中小企業経営者や税理士・中小企業診断士等の支援者を対象とした知的資産経営フォーラムを

東京で開催（参加者１５０人）。

また、士業団体、大学等からの知的資産経営に関する講演依頼に積極的に対応し、成果を普及。

・士業団体等が開催する知的資産経営に関するセミナーで使用するテキストとして、１８年度に

策定した「中小企業のための知的資産経営マニュアル」、１９年度に策定した「中小企業のため

の知的資産経営実践の指針」などを１３，５１３部配布して普及・啓発を促進。

※知的資産経営マニュアル１，８７８部、知的資産経営の実践の指針作成支援調査研究編１，

８７３部、知的資産経営の実践の指針ファイナンス調査研究編１，１８９部、事業価値を高

める経営レポート作成マニュアル７，０１２部、知的資産経営評価融資の秘訣１，５６１部

■環境・省エネ等の経営課題に取り組む中小企業の支援

・廃棄物処理法、労働安全衛生法、省エネ法、化学物質管理規制、環境管理・監査制度（ＩＳＯ）

等中小企業が直面する環境関連の法律・制度に関する情報提供、経営支援等を実施（６９５件）。

・技術的・資金的な要因により省エネルギー対策が困難な中小企業を対象に、エネルギー消費量

を「見える化」する計測監視システムの導入及び省エネルギー診断経費について資金的支援を

実施。

助成先数 ５１先、助成額 ３６１,５６８千円

・助成先の省エネルギー効果

エネルギー削減量（原油換算） ３,８９３ｋｌ／年
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平均省エネルギー率 ６.３％

【２３年度】

■経営相談

・全国９支部にて日常的に経営相談を実施しているほか、地域支援機関等との連携やセミナー等

の開催に合わせて出張相談を実施。

・経営相談件数１１，７３２件

・支部別経営相談件数

北海道支部１，７２７件、東北支部５６０件、関東支部２，９７５件、中部支部１，４１２件、

北陸支部６９４件、近畿支部１，３１３件、中国支部１，４５４件、四国支部８６３件、九州

支部７３４件

・利用者の役立ち度９９．５％

※上記の経営相談のほか、震災に係る経営相談を実施。

・震災に係る経営相談件数２，５３４件

・支部別経営相談件数（震災対応）

東北支部２，４８１件、関東支部５３件

○日本貿易振興機構との連携事業を推進

・これまで機構で経営支援を行ってきた中小企業が、海外展示会に出展するにあたり、日本貿易

振興機構の海外展示会事業を活用（１２展示会、３７社）。

・専門家のアドバイス等により、出展前の国内準備段階から、現地展示会場でのサポート、出展

後のフォローアップまで経営支援の観点から一貫した支援を実施。複数の現地販売代理店の開

拓に成功するなど、新たな市場開拓への足がかりを提供。

＜出展した海外展示会＞

・中国国際環境保護展、韓国環境テクノロジー展、台北国際食品展、香港フードエキスポ、ニュ

ーヨーク国際ギフトフェア夏展、国際グリーンテック・エコプロダクツ・マレーシア、メディ

カルフェア・タイランド、マニファクチャリング・インドネシア、上海オートメカニカ、ニュ

ーヨーク国際ギフトフェア冬展、中国華東輸出入商品交易会

■被災地商談会と国内展示会への出展支援

・海外販路開拓に取り組む中小企業、また東日本大震災により被災した中小企業や風評被害を受

けた中小企業等を支援するため、海外バイヤー等が多数訪れる国内の展示会への出展７回、海

外販路開拓のための商談会を６回開催（青森、宮城、福島など）。専門家のアドバイス等により、

出展前の準備段階から、出展時の展示会場でのサポート、出展後の契約に向けたフォローアッ

プまで経営支援の観点から一貫した支援を実施。日本貿易振興機構や展示会主催者が招聘した

海外バイヤーと出展企業との商談機会を提供。

・出展支援企業数 ４１８社（１３展示会）

・中小企業の海外出展に際しては、海外バイヤーとの商談が円滑に行えるよう中小企業大学校を

活用して、アジア市場への進出と戦略や海外取引の契約実務とプレゼンテーションに関する研

修を実施（研修回数１０回、受講者数１８０人 前年比１．８倍）。

■出展の成果（事業全体）

・海外企業と商談を行った企業数６０１社

（中小企業海外展開支援会議での目標：１６０社を大きく超える実績）

■都道府県等中小企業支援センター、金融機関等との連携

・国際取引や海外展開における留意点などについて、都道府県等中小企業支援センター、金融機

関等との共催によるワークショップ等を開催し、海外展開を目指す中小企業等に対して情報提

供を実施。

・参加企業数 ５，５２８社 前年度比２．１倍

（中小企業海外展開支援会議での目標：１，９００社を大きく超える実績）

○海外経験は少ないが海外展開の可能性を有する中小企業への助言等
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１，５１２社（中小企業海外展開支援会議での目標：１，０００社）

○国際化に係る助言・相談

・中小企業が経営課題として抱える海外展開、国際取引等に関し、専門家によるアドバイスを実

施。

アドバイス件数 ４，７７６件（前年度比１．８倍）

支援企業の役立ち度 ９９．０％

■中小企業のものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、めっき等）の高度化に資する研究開発等の促進

に向けた支援

・１８年度に機構が採択した戦略的基盤技術高度化支援事業（以下「サポイン事業」という。）２

６件について、研究開発終了後の事業化に向けて研究開発支援専門員が委託先企業の研究開発

の事業化状況を調査し、必要に応じて支援情報の提供、各種助言を行うなどプロジェクトのフ

ォローアップを実施。２６件のうち１６件が事業化を達成し、合計約８．１億円（累計約１３．

９億円）の売上実績を確保。

・各経済産業局の新規採択サポイン事業に関連して、中小ものづくり高度化法に基づく技術指針

適合に係る事前確認・助言を４５９件実施。

・支部にモノ作り支援チーフアドバイザー等を配置し、中小ものづくり高度化法に基づく認定申

請およびサポイン事業の提案申請に係る計画書のブラッシュアップ、採択後の研究開発の推進

および研究開発終了後の事業化に向けた助言・情報提供まで一貫した支援を実施。

支援件数１，６３５件

■中小企業の事業承継の円滑化への対応

・本部・支部に事業承継コーディネーター３４人を配置し、商工団体、金融機関等に対して、情

報交換や事業承継に関する情報提供やアドバイス等を実施（１，７９８件）。

・支援機関等で構成する事業承継支援会議を各支部に設置し積極的な情報交換等を実施（１７回）。

・中小企業経営者、支援者及び専門家を対象とした事業承継フォーラムを開催（東京）（参加者数

１９３人）。

・事業承継支援者（中小企業支援機関、士業団体、地域金融機関等の職員）を対象とした研修を、

各支部において開催（８６回、参加者数２，７７６人、受講者の役立ち度９７．３％）

・事業承継の専門家を育成するために実務家を対象とした研修を、各支部において開催（８回、

参加者数４８６人、受講者の役立ち度９９．２％）

・事業引継ぎ支援センター等に対して、専門家による助言（事業承継円滑化支援のアドバイス実

績に含む。）、情報交換会（１回、参加者数６７人）、セミナー等協力（４回）を実施。

・中小企業大学校において、中小企業の後継者を育成する経営後継者研修を実施

■知的資産経営に取組む中小企業を支援

・中小企業経営者や税理士・中小企業診断士等の支援者を対象とした知的資産経営フォーラムを

開催（東京）（参加者数１９８人）。

・２０年度に策定した「事業価値を高める経営レポート作成マニュアル」について、中小企業経

営者が知的資産経営に容易に取り組めるよう改訂。

・士業団体等が開催する知的資産経営セミナー等において、「中小企業のための知的資産経営マニ

ュアル」、「中小企業のための知的資産経営実践の指針」などを７，０１２部【知的資産経営マ

ニュアル３７３部、知的資産経営実践の指針（調査研究編）２６８部、知的資産経営実践の指

針（ファイナンス調査・研究編）２２２部、事業価値を高める経営レポート作成マニュアル３，

０８６部、知的資産経営評価融資の秘訣１４９部、知的資産経営リーフレット２，９１４部】

配布して普及・啓発。

■環境・省エネ等の経営課題に取り組む中小企業の支援

・廃棄物処理法、労働安全衛生法、省エネ法、化学物質管理規制、環境管理・監査制度(ＩＳＯ)

等中小企業が直面する環境関連の法律・制度に関する情報提供、経営支援等を実施（７７２件）。

・技術的・資金的な要因により省エネルギー対策が困難な中小企業を対象に、エネルギー消費量

を「見える化」する計測監視システムの導入及び省エネルギー診断経費について資金的支援を
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実施。

助成先数 ６６先、助成額 ３４８百万円

計画平均省エネルギー率 ５.８％

【２４年度】

■経営相談

・全国９地域本部にて日常的に経営相談を実施しているほか、地域支援機関等との連携やセミナ

ー等の開催に合わせて出張相談を実施。

・経営相談件数 １２，２９０件

・地域本部別経営相談件数

北海道本部１，４０６件、東北本部７７０件、関東本部３，４１６件、中部本部１，４７４件、

北陸本部７４７件、近畿本部１，２７７件、中国本部１，４７３件、四国本部９５９件、九州

本部７６８件

・利用者の役立ち度 ９９．６％

※上記の経営相談のほか、震災に係る経営相談を実施。

・震災に係る経営相談件数 ２，９６９件

・地域本部別経営相談件数（震災対応）

東北本部２，９６７件、関東本部２件

■経営改善支援対策に基づく相談窓口の設置

・「経営改善支援対策」（２５年３月６日「中小企業・小規模事業者経営改善支援対策本部」決定）

に基づき、地域本部等（全国１０箇所）に「経営改善・資金繰り相談窓口」を設置し、対応（相

談件数 ６０２件）。

○認定支援機関支援協力業務

・認定支援機関が抱える支援上の課題等に対して、専門家による助言、情報提供等を実施。

・窓口相談件数 １９件

・出張相談件数 １１件

・利用者の役立ち度 １００．０％

■海外企業との商談会を積極的に開催

海外企業と日本企業の双方から事業計画や商談目的等をヒアリングし、中小機構のコーディネ

ートにより商談会を開催。

○世界初の規模となる中小企業向け商談会をミャンマーで開催

ミャンマー商工会議所と連携し、日本企業５０社とミャンマー企業５５社との商談会をヤンゴ

ンで開催。ミャンマーで３００件を超える中小企業向け商談会は、世界で「初」の試み。商談

件数３１６件。合弁会社設立や代理店契約など、日本企業５０社中１５社、４０件の商談が成

立見込み。成約額は９億円を超える見込み。

○自動車生産が加速するインドネシア企業との商談会を国内で開催

インドネシア商工会議所と連携し、自動車部品や金型など、成長が加速するインドネシア企業

との商談会を、東京、福岡で開催。日本企業との合弁会社設立や代理店契約、日本製品の取り

扱いを希望するインドネシア企業（２０社）を中小機構が選定し、日本企業（８８社）との商

談会を実施。商談件数３２２件。代理店契約や日本製品の輸出など、約１３億円が成約見込み。

○設備投資が相次ぐベトナム企業との商談会を国内で開催

ベトナム商工会議所と連携し、産業用機械、農業機械、インフラ関連企業の中で、日本企業（４

６社）との連携を模索するベトナム企業（２０社）を国内に招聘し、商談会を開催。商談件数

１６４件、代理店設置や合弁会社設立など、約５億円が成約見込み。

○商談の場として中小企業総合展を積極的に活用

ベトナム計画投資省、香港貿易発展局など、ＭＯＵ機関等と連携し、中小企業総合展（東京、
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大阪）に、海外企業１６５社を招聘。日本企業とのビジネスマッチングを図った。商談件数は

２，１２８件。

■ＷＥＢを活用した販路開拓支援

○中国へのゲートウェイ香港ＷＥＢサイトの活用

ＭＯＵ先である香港貿易発展局のＷＥＢマッチングサイトに、支援企業３９社（うち被災地域

企業２６社）の情報を掲載。国内にいながら、中国、東南アジア地域のバイヤーとの商談が実

現。販路開拓や特許戦略に係る研修や専門家によるアドバイスを実施。

○世界最大級のデータベースを活用

被災地域の東北ものづくり企業３０社の情報をＷＥＢサイトに掲載。世界最大級データベース、

コンパスを活用。欧米を中心に見積などの問い合わせを受けた。

■海外事業可能性調査（Ｆ／Ｓ）等の支援

自社の海外展開計画の検証、マーケット・生産拠点・投資環境等の調査に対する企業ニーズに

応え、海外事業の実現可能性、採算性確保の可能性等の調査（Ｆ／Ｓ）を実施。１２８社の企

業を支援。

・当初計画にあげている目的を達成した割合（課題解決率）９８．１％

■専門家による助言

・海外投資や国際取引等の海外ビジネスに悩みを持つ中小

企業に対して豊富な実務経験等を有する海外ビジネス

の専門家が経営支援の観点からアドバイスを実施。

アドバイス件数 ５，８７８件

役立ち度 ９９．２％

海外現地同行アドバイス ４件

■都道府県等中小企業支援センター、金融機関等との連携

・国際取引や海外展開における留意点等について、都道府県等中小企業支援センター、金融機関

等との共催で海外展開セミナーを開催し、海外展開を目指す中小企業等に対して情報提供を実

施。

セミナー回数 ２０５件

参加企業数 ４，６８３社

参加人数 ６，２０４人

■日本貿易振興機構と連携した海外展示会出展支援

・これまで機構で経営支援を行ってきた中小企業が、海外展示会に出展するにあたり、日本貿易

振興機構の海外展示会事業を活用（１４展示会、１１９社）。

・専門家のアドバイス等により、出展前の国内準備段階から、現地展示会場でのサポート、出展

後のフォローアップまで経営支援の観点から一貫した支援を実施。複数の現地販売代理店の開

拓に成功するなど、新たな市場開拓への足がかりを提供。

＜出展した海外展示会＞

タイ国際総合食品見本市、台北国際食品展、ベトナム総合工作機械展示会、香港フードエク

スポ、ニューヨーク国際ギフトフェア夏展、中国国際漁業博覧会、デュッセルドルフ国際医

療機器展、上海国際食品飲料見本市、バンコク工作機械・工具見本市、マニファクシャリン

グ・インドネシア、上海オートメカニカ、ニューヨーク国際ギフトフェア冬展、バルセロナ

モバイルサービス展示会、シカゴホーム＆ハウスウェアショー

■被災地商談会と国内展示会への出展支援

・海外販路開拓に取り組む中小企業、また東日本大震災により被災した中小企業や風評被害を受

けた中小企業等を支援するため、海外バイヤー等が多数訪れる国内の展示会への出展や海外販

路開拓のための展示・商談会を１５回開催。専門家のアドバイス等により、出展前の準備段階

から、出展時の展示会場でのサポート、出展後の契約に向けたフォローアップまで経営支援の
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観点から一貫した支援を実施。日本貿易振興機構や展示会主催者が招聘した海外バイヤーと出

展企業との商談機会を提供。

・出展支援企業数 ６５８社（１５展示・商談会）

○海外展示会・国内展示会等における商談件数

６，４７０件

■中小企業のものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、めっき等）の高度化に資する研究開発等の促進

に向けた支援

・各地域本部にものづくり支援チーフアドバイザー、本部に研究開発支援専門員を配置し、中小

ものづくり高度化法に基づく認定申請および戦略的基盤技術高度化支援事業（以下「サポイン

事業」という。）の提案申請に係る計画書のブラッシュアップ、採択後の研究開発の推進および

研究開発終了後の事業化に向けた助言・情報提供まで一貫した支援を実施。

支援件数１，８９６件

・各経済産業局の新規採択サポイン事業に関連して、中小ものづくり高度化法に基づく技術指針

適合に係る事前確認・助言を３８７件実施。

・１８年度に機構が採択したサポイン事業２６件について、研究開発終了後の事業化に向けて研

究開発支援専門員が委託先企業の研究開発の事業化状況を調査し、必要に応じて支援情報の提

供、各種助言を行うなどプロジェクトのフォローアップを実施。２６件のうち１９件が事業化

を達成し、累積約３４億円の売上実績を確保。

■ものづくり中小企業が取り組む研究開発の成果普及や事業化の推進を目的としたフォーラム等

開催事業

・各地域本部が経済産業局等と連携しながら上記の内容を目的としたフォーラムやビジネスマッ

チング等を主催。ビジネスＥＸＰＯ、中部ものづくり基盤技術展、モノ作り中小企業関西フォ

ーラムなど、北海道、中部、近畿、北陸、九州等の地域本部において計２５回開催。

■中小企業の事業承継の円滑化への対応

・本部・地域本部に事業承継コーディネーター３７人を配置し、商工団体、金融機関等に対して、

情報交換や事業承継に関する情報提供やアドバイス等を実施（２，３７５件）。

・支援機関等で構成する事業承継支援会議を各地域本部に設置し積極的な情報交換等を実施（３

４回）。

○普及、啓発を図るための取組

・中小企業経営者、支援者及び専門家を対象とした事業承継フォーラムを開催（東京）（参加者数

４７６人）。

・事業承継支援者（中小企業支援機関、士業団体、地域金融機関等の職員）を対象とした研修を、

各地域本部において開催（１６８回、参加者数５，９５３人、受講者の役立ち度９８．６％）。

・事業承継の専門家を育成するために実務家を対象とした研修を、各地域本部において開催（１

６回、参加者数１，１５６人、受講者の役立ち度９７．７％）。

・中小企業大学校、商工会議所、金融機関等での研修で事業承継テキストを配付するなど、より

一層の広報を実施（事業承継支援マニュアル３，２６７部、中小企業経営者のための事業承継

対策１４，０２２部、事業承継ガイドリーフレット２，０３２部を配付）。

・事業引継ぎ支援センター等に対して、専門家による助言（事業承継円滑化支援のアドバイス実

績に含む。）、情報交換会（２回、参加者数７２人）を実施。

・中小企業大学校において、中小企業の後継者を育成する経営後継者研修を実施。

■知的資産経営に取組む中小企業を支援

・中小企業経営者や税理士・中小企業診断士等の支援者を対象とした知的資産経営フォーラムを

開催（東京）（参加者数３７６人）。

・普及・啓発の新たな取組みとして、金融機関と連携した知的資産経営報告書作成支援セミナー

をモデル事業として開催（埼玉）（参加企業数８社）。

・知的資産経営リーフレットについて、より分かりやすい

内容に改訂。
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・支援機関が開催する知的資産経営セミナー等において、「事業価値を高める経営レポート作成マ

ニュアル改訂版」などを２５，６５８部【事業価値を高める経営レポート作成マニュアル改訂

版１２，２１６部、事業価値を高める経営レポート事例集８，３４６部、知的資産経営リーフ

レット４，１１８部、知的資産経営マニュアル３９２部、知的資産経営実践の指針（調査研究

編）２１８部、知的資産経営実践の指針（ファイナンス調査・研究編）１９４部、知的資産経

営評価融資の秘訣１７４部】配布して普及・啓発。

■環境・省エネ等の経営課題に取り組む中小企業の支援

・廃棄物処理法、労働安全衛生法、省エネ法、化学物質管理規制、環境管理・監査制度（ＩＳＯ）

等中小企業が直面する環境関連の法律・制度に関する情報提供、経営支援等を実施（相談６７

４件）。

・技術的・資金的な要因により省エネルギー対策が困難な中小企業を対象に、エネルギー消費量

を「見える化」する計測監視システムの導入及び省エネルギー診断経費について資金的支援を

実施した２３年度助成先（６６件）について省エネルギー効果を確認。

助成先の省エネルギー効果

平均エネルギー削減量（原油換算）９９．４ｋｌ／年

平均省エネルギー率 ７.８％

【２５年度】

■経営相談

・全国９地域本部にて日常的に経営相談を実施しているほか、地域支援機関等との連携やセミナ

ー等の開催に合わせて出張相談を実施。

・経営相談件数 １２，３９７件

・地域本部別経営相談件数

北海道本部１，３４７件、東北本部７７９件、関東本部３，６４５件、中部本部１，５４７件、

北陸本部７２５件、近畿本部１，１６５件、中国本部１，３９７件、四国本部１，０２３件、

九州本部７６９件

・利用者の役立ち度 ９９.７％

※上記の経営相談のほか、震災に係る経営相談を実施。

・震災に係る経営相談件数 ２，０３１件

・地域本部別経営相談件数（震災対応）

東北本部２，０２８件、関東本部３件

■経営改善支援対策に基づく相談窓口の設置

・「経営改善支援対策」（２５年３月６日「中小企業・小規模事業者経営改善支援対策本部」決定）

に基づき、地域本部等（全国１０箇所）に「経営改善・資金繰り相談窓口」を設置し、対応。

○経営者保証に関するガイドライン

・「経営者保証に関するガイドライン」を利用する事業者に適切なアドバイスを行う派遣専門家を

本部に設置。

○認定支援機関支援協力業務

・認定支援機関が抱える支援上の課題等に対して、専門家による助言、情報提供等を実施。

・窓口相談件数 ５８件

・出張相談件数 ６１件

・利用者の役立ち度 １００．０％

■専門家による助言

・海外投資や国際取引等の海外ビジネスに悩みを持つ中小企業に対して豊富な実務経験等を有す

る海外ビジネスの専門家が経営支援の観点からアドバイスを実施。

アドバイス件数 ５，２３０件

役立ち度 ９９．８％

海外現地同行アドバイス １４件
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■都道府県等中小企業支援センター、金融機関等との連携

・国際取引や海外展開における留意点等について、都道府県等中小企業支援センター、金融機関

等との共催で海外展開セミナーを開催し、海外展開を目指す中小企業等に対して情報提供を実

施。

セミナー回数 １５９件

参加企業数 ３，９２３社

参加人数 ５，２２９人

■海外事業可能性調査（Ｆ／Ｓ）等の支援

・自社の海外展開計画の検証、マーケット・生産拠点・投資環境等の調査に対する企業ニーズに

応え、海外事業の実現可能性、採算性確保の可能性等の調査（Ｆ／Ｓ）を実施。１８０社の企

業を支援。

・当初計画にあげている目的を達成した割合（課題解決率）９７．８％

■インターネットを活用した販路開拓支援

○世界最大級のデータベースを活用

・海外におけるビジネスチャンスを求める日本全国のものづくり企業６０社の情報を特設ＷＥＢ

サイトに掲載。世界最大級データベース、コンパスを活用し、海外企業とのマッチングを支援。

掲載に当たっては、英語への翻訳を併せて実施。海外企業からの問い合わせ件数６９件、海外

企業との商談件数１５件、海外企業との商談成約件数（見込みを含む）１１件。

■ＩＴを活用した海外販路の構築・拡大支援

○パッケージ型による海外展開支援に着手

・小規模事業者等に対し、機構が専門家を派遣し海外向けの販路の構築を支援するとともに、ホ

ームページの外国語化、代金決済システム構築費用の一部を補助し、併せて物流企業とのマッ

チングを実施する一連のパッケージによる支援に着手。二度に分けて参加中小企業を募集し、

一次採択分、２５社を採択。二次採択及び採択企業への具体的支援は２６年度に実施。

○小規模事業者向けＩＴセミナー

・小規模事業者に対して実施する、ｅコマースの活用、ネットを介した流通・決済手法等に関す

るセミナー（２６年４月以降順次実施）の企画を立案。４月実施分のセミナーの参加企業を募

集。

■海外企業との商談会を積極的に開催

・日本の中小企業のパートナーとなるような海外企業を招聘し、国内にいながら海外企業経営者

と商談できる機会を創出。

○ベトナム企業との商談会を国内で開催

・ベトナム計画投資省企業開発庁、ベトナム商工会議所と連携し、日本企業との連携を希望する

産業用機械、輸送機器部品、インフラ関連企業の経営者等２０社を招聘。日本企業９７社との

商談会を東京と石川で各 1 回開催。商談件数３６０件、代理店設置や合弁会社設立など、約１

３億円が成約見込み。

○ミャンマー企業との商談会を国内で開催

・ミャンマー商工会議所連盟と連携し、日本企業との連携を希望するインフラ関連、エネルギー、

電気・情報通信、機械関連企業の経営者等を招聘。日本企業１２０社とミャンマー企業２２社

との商談会を東京で２回、大阪で１回開催。商談件数３７０件。合弁会社設立や代理店契約な

ど、成約額は１９億円を超える見込み。

○インドネシア企業との商談会を国内で開催

・インドネシア商工会議所と連携し、自動車部品や金型など、成長が加速するインドネシア企業
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との商談会を、東京で２回、福岡で１回開催。日本企業との合弁会社設立や代理店契約、日本

製品の取り扱いを希望するインドネシア企業２０社と日本企業１００社との商談会を実施。商

談件数２９０件。代理店契約や日本製品の輸出など、約１８億円が成約見込み。

○タイ企業との商談会を国内で開催

・タイ工業省と連携し、日本企業との連携を希望する航空機、鉄道、医療機器部品分野の経営者

等を招聘。日本企業１２０社とタイ企業２２社との商談会を東京で２回、広島で１回開催。商

談件数３８８件、代理店設置や合弁会社設立など約２９億円が成約見込み。

○ＡＳＥＡＮ地域各国の企業との商談会を国内で開催

・ミャンマー、ラオス、タイ、ベトナム、フィリピン、ブルネイ、カンボジア、シンガポール、

マレーシア、インドネシアの各国から、日本企業２８０社との連携を模索する企業５０社を国

内に招聘。商談会を東京で２回、大阪で１回開催。招聘企業の分野は光輝部品、自動車部品、

金型、情報通信、インフラ、食品用機械・農業機械と多岐に渡る。商談件数は８６０件、代理

店の設置や合弁会社設立など、約３８億円が成約見込み。

○中小企業総合展を積極的に活用

・ベトナム計画投資省、香港貿易発展局など、ＭＯＵ機関等と連携、中小企業総合展２０１３ ｉ

ｎ Ｋａｎｓａｉに、海外企業４２社を招聘し、日本企業とのビジネスマッチングを実施。商

談件数は５１９件。

■日本貿易振興機構と連携した海外展示会出展支援

・これまで機構で経営支援を行ってきた中小企業が、海外展示会に出展するにあたり、日本貿易

振興機構の海外展示会事業を活用した支援を５回実施。

・専門家のアドバイス等により、出展前の国内準備段階から、現地展示会場でのサポート、出展

後のフォローアップまで経営支援の観点から一貫した支援を実施。新たな市場開拓への足がか

りを提供。

＜支援を実施した海外展示会＞

ニューヨークＮｏｗ夏展、バンコク工作機械・工具見本市、マニファクチャリング・インドネ

シア、メゾン・エ・オブジェ、ニューヨークＮｏｗ冬展

*支援企業数４４社、商談件数２，４６０件、成約件数（含む見込み）５２２件

■ＭＯＵ機関と連携した海外展示会

・ＭＯＵを締結している海外支援機関が主催する展示会において、各海外支援機関と連携の上、

機構支援企業用に出展ブースを確保。日本貿易振興機構との連携展示会と同様、出展前の国内

準備段階でのアドバイス、現地展示会場でのサポート、出展後のフォローアップなどの支援を

２回実施し、出展企業の海外販路開拓を支援。

＜支援を実施したＭＯＵ機関主催の展示会＞

ＳＭＩＤＥＸ（マレーシア中小企業振興公社主催）、

世界中小企業エキスポ（香港貿易発展局主催）

*支援企業数２２社、商談件数３３９件、成約件数（含む見込み）１０４件

■国内展示会への出展支援

・海外販路開拓に取り組む中小企業を支援するため、海外バイヤー等が多数訪れる国内の展示会

への出展支援を７回実施。

・専門家のアドバイス等により、出展前の準備段階から、出展時の展示会場でのサポート、出展

後の契約に向けたフォローアップまで経営支援の観点から一貫した支援を実施。日本貿易振興

機構や展示会主催者が招聘した海外バイヤーと出展企業との商談機会を提供。

＜支援を実施した国内展示会＞

東京インターナショナル・ギフト・ショー２０１３秋、ＢｉｏＪａｐａｎ２０１３、ｎａｎｏ
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ｔｅｃｈ ２０１４、第２５回国際宝飾展、東京インターナショナル・ギフト・ショー２０１

４春、ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ ２０１４、ＪＦＷ ＴＲＡＤＥ ＳＨＯＷ

*支援企業数１９６社、商談件数７７９件、成約件数（含む見込み）１８６件

■ＳＭＥワールドビジネスサポートの構築

・中小企業の円滑な海外展開を促進することを目的に、「ＳＭＥワールドビジネスサポート懇談会

（ビジネスマッチング・プラットフォーム）」を機構内（販路支援部）に発足。

機構が有する国内外の様々な機関とのネットワークを活用し、海外志向の中小企業とこれを推

進・サポートする組織とのビジネスマッチングの場を構築。

・国際化支援アドバイス、Ｆ／Ｓ支援、国際展示会出展サポート等の支援ツールとの連携、ある

いは海外の業務協定締結機関等と連携した支援の展開を予定。

■中小企業のものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、めっき等）の高度化に資する研究開発等の促進

に向けた支援

・各地域本部にものづくり支援チーフアドバイザー、本部に研究開発支援専門員を配置し、中小

ものづくり高度化法に基づく認定申請および戦略的基盤技術高度化支援事業（以下、「サポイン

事業」という）の提案申請に係る計画書のブラッシュアップから採択後の研究開発の推進およ

び研究開発終了後の事業化に向けた助言・情報提供までの一貫した支援を実施。

支援件数２，３４４件

・各経済産業局の新規採択サポイン事業に関連して、中小ものづくり高度化法に基づく技術指針

適合に係る事前確認・助言を３８２件実施。

・１８年度に機構が採択したサポイン事業２６件について、研究開発終了後の事業化に向けて研

究開発支援専門員が委託先企業の研究開発の事業化状況を調査し、必要に応じて支援情報の提

供、各種助言を行うなどプロジェクトのフォローアップを実施。２６件のうち２０件が事業化

を達成し、累積７１億円の売上実績を確保。

・三井化学株式会社や一般社団法人首都圏産業活性化協会等の大企業等と連携し、大手企業の技

術ニーズとものづくり中小企業の技術シーズのマッチング会を３回開催。

参加中小企業数 ２７４社

商談件数 ４１３件

■ものづくり中小企業が取り組む研究開発の成果普及や事業化の推進を目的としたフォーラム等

開催事業

・各地域本部が経済産業局等と連携しながら上記の内容を目的としたフォーラムやビジネスマッ

チング等を開催。中部ものづくり基盤技術展、モノ作り中小企業関西フォーラムなど北海道、

中部、近畿、北陸、九州等の地域本部において計１６回開催。

■中小企業の事業承継の円滑化への対応

・本部・地域本部に事業承継コーディネーター３８人を配置し、商工団体、金融機関等に対して、

情報交換や事業承継に関する情報提供やアドバイス等を実施（２，７４９件）。

・支援機関等のネットワークの強化を目的として、事業承継支援者会議を各地域本部で開催（３

０回）。

・中小企業大学校において、中小企業の後継者を育成する経営後継者研修を実施。

○普及・啓発を図るための取組み

・中小企業経営者、支援者及び専門家を対象とした事業承継/知的資産経営フォーラムを開催（東

京）（参加者数４０７人）。

・事業承継支援者（中小企業支援機関、士業団体、地域金融機関等の職員）を対象としたセミナ

ーを、各地域本部において開催（１４５回、参加者数６，１９７人、参加者の役立ち度９７.

７％）。

・事業承継の専門家を育成するために実務家を対象としたセミナーを、各地域本部において開催

（２５回、参加者数２，４９２人、参加者の役立ち度９６．４％）。

・商工会議所、金融機関等でのセミナーで事業承継テキストを配付するなど、より一層の普及・

啓発活動を実施（事業承継支援マニュアル４，９１１部、中小企業経営者のための事業承継対
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策１２，３０５部、事業承継ガイドリーフレット１，５６８部を配付）。

○事業引継ぎ支援センター等への支援

・事業引継ぎ支援センター等に対して、専門家による助言（事業承継円滑化支援のアドバイス実

績に含む。）を行うほか、情報交換会（２回、参加者数７４人）を実施。

・事業引継ぎ支援全国本部の機能強化の一つとして、事業引継ぎ支援統括プロジェクトマネージ

ャーを配置し、都道府県事業引き継ぎ支援センター等からの情報収集や助言等を実施。

■知的資産経営に取り組む中小企業を支援

・中小企業経営者や税理士・中小企業診断士等の支援者を対象とした事業承継／知的資産経営フ

ォーラムを開催（東京）（参加者数４０７人）。

・普及・啓発の取組みとして、金融機関と連携した知的資産経営報告書作成支援セミナーをモデ

ル事例として開催（福井）（参加企業数５社）。

・支援機関が開催する知的資産経営セミナー等において、「事業価値を高める経営レポート作成マ

ニュアル改訂版」などを３３,３３６部（事業価値を高める経営レポート作成マニュアル改訂版

１１,６１５部、事業価値を高める経営レポート事例集８,２８１部、知的資産経営リーフレッ

ト１０,０７２部、知的資産経営マニュアル１,３１５部、知的資産経営実践の指針（調査研究

編）７１７部、知的資産経営実践の指針（ファイナンス調査・研究編）６６４部、知的資産経

営評価融資の秘訣６７２部）を配布して普及・啓発活動を実施。

■環境・省エネ等の経営課題に取り組む中小企業の支援

・廃棄物処理法、労働安全衛生法、省エネ法、化学物質管理規制、環境管理・監査制度（ＩＳＯ）

等中小企業が直面する環境関連の法律・制度に関する情報提供、経営支援等を実施（相談５１

２件）。

■消費税転嫁対策

・「消費税転嫁対策特別措置法」の周知をはかるため、フォーラム及び認定支援機関と連携した講

習会を開催。中小企業者向けの講習会に先立ち、認定支援機関向けに講師養成のための研修会

を開催。あわせて、パンフレット等による周知を実施。

・講師養成研修会（認定支援機関向け）

（研修回数：２４回、受講者数：２，５０７名）

・講習会（中小企業者向け）

（開催回数：８８８回、受講者数：１６，５７２名）

・フォーラム

（開催回数：５回、受講者数：３２２名）

・２５年３月８日付で開設した４７都道府県の経営改善支援センターにおいて、経営改善計画の

策定支援に係る利用申請を２，２８１件受け付け、そのうち４９６件については計画策定が完

了。

■地域の中小企業・小規模事業者の活性化の推進

・経済産業省からの要請に基づき、地域の中小企業・小規模事業者の活性化を図るため、年度末

に助成制度を迅速に創設し、実施。

・全国商工会連合会に対して１０億円を助成（商工会等の小規模事業者への経営指導の事例を収

集・分析・共有するためのシステム開発等を実施）。

・全国中小企業団体中央会に対して１０億円を助成（新製品開発や新規受注に向け連携するもの

づくり企業グループの形成等を支援）。

・公益財団法人全国中小企業取引振興協会に対して２.４億円を助成（下請中小企業・小規模事業

者等の活性化に必要な調査・研究事業等を実施）。
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③経営者等の知見の充実等

［中期目標の内容］

機構は、中小企業の経営者や管理者等を育成するため、経営課題に円滑に対応できる実践的研

修を実施する。

研修の実施にあたっては､利用者のニーズを踏まえた研修内容等を提供する。

また、中期目標期間中に中小企業大学校各校の企業向け研修について官民競争入札等を導入し、

民間事業者の創意と工夫を活かした質の高い研修を実施する。

［事業の実績］

１）実践的な研修の実施

■新政策課題への円滑な対応と地域の課題に対応した研修の実施

・各大学校において、研修ニーズ調査や大学校運営会議（学識経験者、経済産業局、地方公共団

体、商工会議所・商工会、中小企業等により構成）等から吸い上げられた地域のニーズを取り

込んだ研修を実施。

・全受講者数

［北海道本部（旭川校）］

２１年度 １,９７９人、２２年度 ２，５１７人、２３年度 １，９９１人、２４年度 １，

７９１人 、２５年度１，７３２人

［東北本部（仙台校）］

２１年度 １,４５５人、２２年度 １，７０５人、２３年度 ８４７人、２４年度 １，２５

３人、２５年度 １，６０８人

［関東本部（三条校）］

２１年度 １,６２８人、２２年度 １，５２３人、２３年度 １，１８９人、２４年度 １，

４７８人、２５年度 １，４３３人

［東京校］

２１年度 ４,８３３人、２２年度 ４，７１５人、２３年度 ４，４４９人、２４年度 ４，

７７５人、２５年度 ５，０７９人

［中部本部（瀬戸校）］

２１年度 １,７９０人、２２年度 １，８１０人、２３年度 １，２９７人、２４年度 １，

４７２人、２５年度 １，３７７人

［近畿本部（関西校）］

２１年度 ２,１４８人、２２年度 ２，２１３人、２３年度 １，８６６人、２４年度 ２，

０９７人、２５年度 ２，０６１人

［中国本部（広島校）］

２１年度 １,６８７人、２２年度 １，７４９人、２３年度 １，７３５人、２４年度 １，

９９４人、２５年度 １，８７１人

［九州本部（直方校）］

２１年度 ２,０３９人、２２年度 ２，３１３人、２３年度 １，９５２人、２４年度 １，

８７５人、２５年度 １，６５８人

［九州本部・人吉校］

２１年度 １,４３５人 ２２年度 １，０９３人、２３年度 ９１３人、２４年度 １，１９

７人、２５年度 １，１３５人

■研修の成果

（２１年度）

・全受講者：研修回数１，０１２回、受講者数２９，４８２人、役立ち度９６．７％

・中小企業者等研修：研修回数８６３回、受講者数２４，５１２人、役立ち度９６．７％
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（２２年度）

・全受講者：研修回数９６６回、受講者数２８，４１５人、役立ち度９７．２％

・中小企業者等研修：研修回数８４６回、受講者数２４，７７３人、役立ち度９７．２％

（２３年度）

・全受講者：研修回数８７３回、受講者数２４，８０３人、役立ち度９７．２％

・中小企業者等研修：研修回数７５７回、受講者数２０，００９人、役立ち度９７．１％

（２４年度）

・全受講者：研修回数９８７回、受講者数２６，５２１人、役立ち度９７．５％

・中小企業者等研修：研修回数８８６回、受講者数２２，９５０人、役立ち度９７．４％

（２５年度）

・全受講者：研修回数１，１６２回、受講者数２９，１７４人、役立ち度９７．７％

・中小企業者等研修：研修回数１，０４６回、受講者数２５，１７７人、役立ち度９７．６％

【２１年度】

■各校の創意工夫を活かしつつ、顧客ニーズや政策課題を踏まえた多様な研修の実施

○中小企業政策と密接に連携した重要課題を研修テーマとする研修（成長志向型研修）の実施

研修回数 ３１０回、受講者数 ９，４３５人

・「中小企業会計啓発・普及セミナー」では、法人税法の軽減税率の改定といった税制改正に対応

しつつ、資金計画を自社で実際に作られるよう実務的な研修内容を見直し充実。実施にあたっ

ては商工団体、金融機関、特に法人会、経営士会等との連携を強化して実施。

○中小企業者が当面する経営課題の対応策、解決を促進するための研修（課題解決型研修）の実

施

研修回数 ４３７回、受講者数 １１，５８５人

・モノ作り中小企業向け研修を拡充（政策と密接に連携した研修を積極的に実施）。

■大学、大学院との連携により共同講座等を開設

・東北大学、明治大学大学院、愛知学院大学、茨城大学大学院、酪農学園大学、九州大学大学院

の学生に対し単位認定となる連携講座を開設（中小企業者も受講可能）。

【２２年度】

■各校の創意工夫を活かしつつ、顧客ニーズや政策課題を踏まえた多様な研修の実施

○経営の中枢を担う人材を育成するための研修（長期研修）の実施

研修回数 １８回、受講者数 ４５８人

・中小企業の経営者等が直面する経営課題の解決策を見出す力を習得するための長期研修（経営

後継者研修、経営管理者養成コース、工場管理者養成コース等）を実施。長期研修では、自社

の課題解決に取り組むゼミナールや課題研究を実施。

○中長期研修における具体的な研修成果

（中長期研修受講企業に対するフォローアップ調査結果）

・受講企業の役立ち度 ９８．１％

・ゼミナール等で取り上げた自社の課題研究テーマについて

実施済、実施中、準備中 ９２．０％

調査時点で実施の効果あり ８６．６％

○中小企業者が抱える経営課題の解決を促進するための研修（課題解決型研修）の実施

研修回数 ４４６回、受講者数 １２，５８７人

・知的財産権活用や事業承継、地域資源活用、農商工連携、ＢＣＰ（緊急時事業存続計画）、環境

経営等の政策課題等に即応した研修を実施。
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■大学、大学院との連携による共同講座等の開設

・明治大学大学院、愛知学院大学、九州大学大学院の学生に対し単位認定となる連携講座を開設

（中小企業者も受講可能）。

■中小企業会計啓発・普及セミナーの実施

・「中小企業会計啓発・普及セミナー」では、法人税法の軽減税率の改定といった税制改正に対応

しつつ、自社で資金計画を実際に作られるよう実務的な研修内容へと見直しを実施。実施にあ

たっては商工団体、金融機関、法人会、経営士会等との連携強化に加え、新たにＮＰＯ法人と

の連携を試みで実施。

研修回数 ２７２回、受講者数 ８，２５４人、受講者の役立ち度 ９５．７％

【２３年度】

■各校の創意工夫を活かしつつ、顧客ニーズや政策課題を踏まえた多様な研修の実施

○経営の中枢を担う人材を育成するための研修（長期研修）の実施

・中小企業の経営者等が直面する経営課題の解決力向上を図る長期研修（経営後継者研修、経営

管理者研修、工場管理者研修等）を実施。長期研修では、自社の課題解決に取り組むゼミナー

ルや課題研究を取り入れ、実践的な研修を実施。

研修回数 １８回、受講者数 ４５８人

○中長期研修における具体的な研修成果

（中長期研修受講企業に対するフォローアップ調査結果）

・受講企業の役立ち度 ９８．８％

・ゼミナール等で取り上げた自社の課題研究テーマについて

実施済、実施中、準備中 ９０．６％

調査時点で実施の効果あり ８７．３％

○新たな政策課題への円滑な対応と地域の課題に対応した研修、中小企業者が抱える経営課題の

解決を促進するための研修（課題解決型研修等）の実施

研修回数 ４２０回、受講者数 １０，４１１人

・海外展開を志向する中小企業の経営者及び管理者等に対する国際化対応研修、ＩＴ経営化を目

指す中小企業の経営者及び管理者等に対するＩＴ経営研修等政策要請の高い研修を実施。

○教材・研修プログラムの開発

・政策要請テーマである中小企業のＩＴ化を題材に、従来の講義，ゼミナール形式の講義と現地

アドバイスをミックスした新たな研修スタイルの研修のカリキュラムを開発。

■大学、大学院との連携による共同講座等の開設

・九州大学大学院と連携し、企業経営者による講義や開発したケース教材を用いた研修を実施。

次世代を担う産業人へと成長するために必要な素養を付与する講座を開設。

・北九州市立大学大学院と連携して、企業経営者、後継者等を対象に経営力強化をテーマとした

講座を開設

・電気通信大学及び関東経済局と連携して、地方公共団体や支援機関の職員を対象に地域産業振

興のプロデューサー育成を目指した講座を開設。

■「中小企業会計啓発・普及セミナー」では法人税法の軽減税率の改正といった税制改正に対応

しつつ、資金の流れ、事業計画書を自社で実際に作る重要性を理解してもらいながら実務的な

研修内容で実施。実施に当たっては商工団体、金融機関、法人会、中小企業支援機関等との連

携を強化して実施。

開催回数：２６０回、参加者：７，０３０人、役立ち度：９５．９％
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【２４年度】

■中小企業者が抱える経営課題の解決を促進するための研修の実施

○経営の中枢を担う人材を育成するための研修（長期研修）の実施

研修回数 １９回、受講者数 ５０７人

・中小企業の経営者等が直面する経営課題の解決策を見出す力を習得するための長期研修（経営

後継者研修、経営管理者研修、工場管理者研修等）を実施。長期研修では、自社の課題解決に

取り組むゼミナールや課題研究を取り入れ、実践的な研修を展開。経営管理者研修・工場管理

者研修では、前年度に開発した標準カリキュラムにより実施。

○中長期研修における具体的な研修成果

（中長期研修受講企業に対するフォローアップ調査結果）

・受講企業の役立ち度 ９７．２％

・ゼミナール等で取り上げた自社の課題研究テーマについて

実施済、実施中、準備中 ９２．５％

調査時点で実施の効果あり ９２．７％

○顧客ニーズや政策課題を踏まえた多様な研修（短期研修）の実施

研修回数 ５１５回、受講者数 １１，８８７人

・モノ作り中小企業向け研修のほか、知的財産権活用や事業承継、地域資源活用、農商工連携等

の政策課題等に即応した研修を実施。

○教材・研修プログラムの開発

・政策要請テーマである中小企業のＩＴ課題対応研修において、ＩＴ活用事例等を取り入れた新

たなケース演習教材を開発。

■大学、大学院との連携による共同講座等の開設

・九州大学大学院と連携し、企業経営者による講義や開発したケース教材を用いた研修を実施。

次世代を担う産業人へと成長するために必要な素養を付与する講座を開設。

・電気通信大学及び関東経済産業局と連携して、地方公共団体や支援機関の職員を対象に地域産

業振興のプロデューサー育成を目指した講座を開設。

・「中小企業の会計に関する基本要領」に基づき作成する決算書を財務・管理会計に活用する必要

性・重要性を理解してもらうため、中小企業会計啓発・普及セミナーを実施。実施に当たって

は商工団体、金融機関、特に法人会等との連携を強化。

開催回数 ２９４回、参加者 ８，３８０人、役立ち度 ９５．７％

【２５年度】

■中小企業者が抱える経営課題の解決を促進するための研修の実施

○経営の中枢を担う人材を育成するための研修（長期研修）の実施

研修回数 ２０回、受講者数 ５３４人

・中小企業の経営者等が直面する経営課題の解決策を見出す力を習得するための長期研修（経営

後継者研修、経営管理者研修、工場管理者研修等）を実施。長期研修では、自社の経営課題抽

出と解決策の策定を少人数ゼミナールや課題研究を通じて検討し、講師によるきめ細かい指導

を通して、自社の経営革新を実現する実践力を身に付けることに重点を置いた研修を展開。経

営管理者研修・工場管理者研修では、機構が開発した標準カリキュラムにより実施。

○中長期研修における具体的な研修成果

（中長期研修受講企業に対するフォローアップ調査結果）

・受講企業の役立ち度 ９６．６％

・ゼミナール等で取り上げた自社の課題研究テーマについて

実施済、実施中、準備中 ９２．５％

調査時点で実施の効果あり ８９．９％
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○顧客ニーズや政策課題を踏まえた多様な研修（短期研修）の実施

研修回数 ５０７回、受講者数 １２，００５人

・海外展開を志向する中小企業の経営者及び管理者等に対する国際化対応研修、ＩＴ経営化を目

指す中小企業の経営者及び管理者等に対するＩＴ経営研修、成長戦略にも強調されている女性

活躍推進をテーマとした研修等、国の政策に基づいた研修を実施。

○教材・研修プログラムの開発

・政策要請テーマである中小企業の国際化対応研修において、企業が自社の海外展開事業計画書

を作成する際のポイント等を示した演習教材を開発。

■大学、大学院等との連携による共同講座等の開設

・九州大学大学院と連携し、企業経営者による講義や開発したケース教材を用いた研修を実施。

次世代を担う産業人へと成長するために必要な素養を付与する講座を開設。

・電気通信大学及び関東経済産業局と連携して、地方公共団体や支援機関の職員を対象に地域産

業振興のプロデューサー育成を目指した講座を開設。

・地域自治体や関係機関等が主催する創業塾や勉強会等に対し、カリキュラム作成支援や職員の

講師登壇を実施。

・「中小企業の会計に関する基本要領」に基づき作成する決算書を財務・管理会計に活用する必要

性・重要性を理解してもらうため、中小企業会計啓発・普及セミナーを実施。実施にあたって

は商工団体、金融機関、経営革新等支援機関、法人会等と連携して実施。

開催回数 ４７２回、参加者 １１，０３３人、役立ち度 ９６．９％

２）官民競争入札等の導入

【２１年度】

○市場化テストの実施

・中小企業大学校旭川校及び直方校における企業向け研修に係る業務及び施設の管理・運営業務

について、２０年度に民間競争入札により委託業者を決定し、２１年度から業務を実施。

○市場化テストのモニタリング

・業務の質の維持・向上を図るため、旭川校及び直方校において実施している研修運営や施設運

営について、適切に行われているかモニタリングや受講者、関係者へのヒアリング調査等を行

い、改善点等が生じた時はその都度委託業者と協議し対処した。

○研修実績

［旭川校］

・要求水準値（①受講者数８３０人、②研修回数３２回、③役立ち度９０％以上）に対して、

実績：①受講者数１，２７２人、②研修回数５６回、③役立ち度９８．３％

［直方校］

・要求水準値（①受講者数８５０人、②研修回数３１回、③役立ち度９０％以上）に対して、

実績：①受講者数１，４２０人、②研修回数６０回、③役立ち度９７．２％

○見直し・効率化に向けた検討

・中小企業に対するアンケート調査や民間研修機関に対するヒアリング調査等を行うなど、中小

企業大学校の見直しや効率化に向けた検討に着手。

・旭川校、直方校以外の残り７校における企業向け短期研修に係る業務及び施設の管理・運営業

務の市場化テストの導入等について検討を実施。

【２２年度】

○市場化テストの実施

・市場化テストを導入した旭川校及び直方校において実施している研修運営や施設運営が適切に
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行われているかについて、モニタリングや受講者、関係者へのヒアリング調査等を行い、改善

点が生じた時はその都度委託業者と協議し対処。また、３ヶ月毎の定例会議で委託業者と協議

し改善点について対応を要求。

○研修実績

（旭川校）

・要求水準値が①受講者数８３０人、②研修回数３２回、③役立ち度９０％以上に対して、

実績は①受講者数１，５６９人、②研修回数６４回、③役立ち度９８．１％

（直方校）

・要求水準値が①受講者数８５０人、②研修回数３１回、③役立ち度９０％以上に対して、

実績は①受講者数１，５９９人、②研修回数６４回、③役立ち度９７．９％

【２３年度】

○市場化テストの導入

・企業向け短期研修に係る業務及び施設の管理・運営業務について、民間競争入札を実施。

瀬戸校、関西校、広島校については、５月９日に契約締結（事業実施期間：２３年７月１日～

２６年３月３１日）。

三条校、東京校、人吉校については、８月４日に契約締結（事業実施期間：２３年１０月１日

～２６年３月３１日）。

仙台校については、１２月１５日に契約締結（事業実施期間：２４年４月１日～２６年３月３

１日）。

○市場化テストのモニタリング及び業務実施状況の把握

・市場化テストを導入した８校において実施している研修業務や施設運営が適切に行われている

かについて、受講者、関係者へのヒアリング調査等を含むモニタリングや民間事業者から提出

される報告（月次、四半期、年度）に基づき実施状況を把握。改善点が生じた時はその都度民

間事業者と協議し対処。また、３ヶ月毎の定例会議で民間事業者と協議し改善点について対応

を要求。

○業務実績評価

・先行２校および２３年度導入６校の業務実績の評価を実施。官民競争入札等評価委員会及び官

民競争入札等監理委員会へ報告予定（２４年５月以降）。

【２４年度】

○市場化テストの導入

・企業向け短期研修に係る業務及び施設の管理・運営業務について、民間競争入札による民間委

託を実施。

仙台校については、２４年４月１日より民間委託による事業開始（２３年１２月１５日に契約

締結。事業実施期間：２４年４月１日～２６年３月３１日）。

・企業向け長期研修に係る業務のうち、研修企画に係るものを除いた業務について、各種委員会

での審議等を経て実施要項を定め、民間競争入札に向けた手続きを進めた。

旭川校、三条校、東京校、瀬戸校、関西校、広島校、直方校、人吉校については、２５年３月

６日契約締結（事業実施期間：２５年４月１日～２６年３月３１日）仙台校については、２５

年３月１５日契約締結（事業実施期間：２５年４月１日～２６年３月３１日）

○市場化テストのモニタリング

・市場化テストを導入した９校において実施している研修業務や施設運営が適切に行われている

かについて、受講者、関係者へのヒアリング調査等を含むモニタリングや民間事業者から提出

される報告（月次、四半期、年度）に基づき実施状況を把握。改善点が生じた時はその都度民

間事業者と協議し対処。また、３ヶ月毎の定例会議で民間事業者と協議し改善点について対応

を要求。

○業務実績評価



- 71 -

各大学校の業務実績の評価を実施。官民競争入札等評価委員会（２５年４月）へ報告。また、

官民競争入札等監理委員会へ報告予定（２５年６月以降）。

【２５年度】

○市場化テストの導入

・企業向け短期研修に係る業務及び施設の管理・運営業務について、民間競争入札による民間委

託を実施。

・企業向け長期研修に係る業務のうち、研修企画に係るものを除いた業務について、民間競争入

札による民間委託を実施。

・企業及び中小企業支援担当者向け研修に係る業務並びに施設の運営等業務のうち研修企画に係

るものを除いた業務について、２６年４月から市場化テストによる民間委託を実施することと

し、官民競争入札等監理委員会の審議等を経て定めた実施要項に基づき民間競争入札を実施（東

京校を除く）。

○市場化テストのモニタリング

・研修業務や施設運営が市場化テストにより適切に行われているかについて、受講者、関係者へ

のヒアリング調査等を含むモニタリングや民間事業者から提出される報告（月次、四半期、年

次）に基づき実施状況を把握。改善点が生じた時はその都度民間事業者と協議し対処。また、

３ヶ月毎の定例会議で民間事業者と協議し改善点について対応を要求。

○業務実績評価

・各大学校の業務実績の評価を実施。官民競争入札等評価委員会（２６年４月予定）へ報告。ま

た、官民競争入札等監理委員会へ報告予定。

（参考：市場化対象事業における研修実績 Ａ:短期、Ｂ:長期・支援）

（旭川校）

・実績Ａ①研修回数６０回、②受講者数１，２０１人、③役立ち度９８．５％

・実績Ｂ①研修回数１３回、②受講者数３０３人

（仙台校）

・実績Ａ①研修回数４４回、②受講者数１，２４１人、③役立ち度９８．１％

・実績Ｂ①研修回数９回、②受講者数２３６人

（三条校）

・実績Ａ①研修回数４４回、②受講者数１，２４８人、③役立ち度９８．４％

・実績Ｂ①研修回数４回、②受講者数８６人

（東京校）

・実績Ａ①研修回数４１回、②受講者数１，２８９人、③役立ち度９７．２％

・実績Ｂ①研修回数５４回、②受講者数２，０２５人

（瀬戸校）

・実績Ａ①研修回数４１回、②受講者数９６２人、③役立ち度９８．７％

・実績Ｂ①研修回数６回、②受講者数２００人

（関西校）

・実績Ａ①研修回数４９回、②受講者数１，４４２人、③役立ち度９８．５％

・実績Ｂ①研修回数９回、②受講者数３１１人

（広島校）

・実績Ａ①研修回数５７回、②受講者数１，４５７人、③役立ち度９６．７％

・実績Ｂ①研修回数８回、②受講者数２９９人

（直方校）

・実績Ａ①研修回数６９回、②受講者数１，３００人、③役立ち度９８．６％

・実績Ｂ①研修回数７回、②受講者数１２０人

（人吉校）

・実績Ａ①研修回数６０回、②受講者数８７７人、③役立ち度９８．８％

・実績Ｂ①研修回数６回、②受講者数１３０人
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３）未来志向の地域経済の活性化への取組み

① 中小企業者の連携・共同化の推進及び集積の活性化

［中期目標の内容］

機構は、中小企業者の連携・事業の共同化､中小企業の集積の活性化を図るため、リニューアル

や機能強化を含めた工場団地や商店街等の施設整備に対する支援を地方公共団体と連携して行う。

また、中小企業者等のニーズや新たな政策課題に的確に対応するため、制度運営の見直し等を

実施する。

［事業の実績］

１）助言・診断と一体となった施設整備のための資金支援等

【２１年度】

■利用者ニーズに対応した高度化事業の積極的展開

・２１年度実績

２１年度貸付決定額 ８１億円、貸付決定先 ２７先

２１年度交付額 ９６億円、交付先 ３０先

・制度のＰＲ活動を継続的に実施。

・全支部及び沖縄事務所に配置した高度化担当者及び６支部に配置した高度化マネージャーが、

組合、関係機関等を訪問し、ＰＲ活動、ニーズの把握等を実施。

・都道府県及び商工３団体等との連携による組合等に対する現地支援等（制度説明、助言、診断）

を積極的に実施（６９６件／本部１９６件、支部５００件）。

・地域商店街活性化法に基づく市町村の高度化事業新設に係る制度説明会を開催（１０ブロック

計１１回、参加者数５０７人／２４３市町村及び関係機関等）。

■事業実施へ向けた積極的支援（都道府県等と連携した的確な診断助言を実施）

・実施計画作成等についての診断・助言を実施（支援先２６先、支援日数２５３人日）。

■高度化貸付先へのフォローアップ体制の充実（３カ年経過後の事業実施目標達成率８０％を目

指したフォローアップの強化）

・貸付先の経営課題解決のため、職員、アドバイザーによる経営支援を実施。

支援先 １５０先、支援日数 ９４９．５人日

・貸付後一定期間経過した利用者に対する事業目的の達成度、有効度、満足度に関する高度化成

果調査を実施。

・１７年度貸付先に対するアンケート調査結果

目的達成度 １００．０％、有効度 ９５．０％、

満足度 ９５．０％

■地域における産業集積の形成及び活性化の支援

・（財）日本立地センターとの協働により全国１０ブロックに専門家を配置した企業立地支援セン

ターを開設し、企業、地方公共団体等から立地情報・手続き等に関する相談に対して各種情報

の提供及びアドバイスを実施（対応件数２，４３８件）。

【２２年度】

■利用者ニーズに対応した高度化事業の積極的展開

・２２年度実績

２２年度貸付決定額 ２７億円、貸付決定先 １７先

２２年度交付額 ２９億円、交付先 １８先
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・制度のＰＲ活動を継続的に実施。

全支部及び沖縄事務所に配置した高度化担当者及び８支部に配置した高度化マネージャーが、

組合、関係機関等を訪問し、ＰＲ活動、ニーズの把握等を実施。

・都道府県及び商工３団体等との連携による組合等に対する現地支援等（制度説明、助言、診断）

を積極的に実施（６８８件／本部２０５件、支部４８３件）。

■事業実施へ向けた積極的支援（都道府県等と連携した的確な診断助言を実施）

・実施計画作成等についての診断・助言を実施（支援件数４９件、支援先３０先、支援日数４５

８人日）。

■高度化貸付先へのフォローアップ体制の充実（３ヶ年経過後の事業実施目標達成率８０％を目

指したフォローアップの強化）

・貸付先の経営課題解決のため、職員、アドバイザーによる経営支援を実施。

支援先 １２１先、支援日数 ６０９人日

・貸付後一定期間経過した利用者に対する事業目的の達成度、有効度、満足度に関する高度化成

果調査を実施。

・１８年度貸付先に対するアンケート調査結果

目的達成度 ８２．４％、満足度 ８７．５％、

役立ち度 ９４．１％

【２３年度】

■利用者ニーズに対応した高度化事業の積極的展開

・２３年度実績

２３年度貸付決定額 ５５．６億円、貸付決定先２４先

２３年度資金交付額 ５１．７億円、資金交付先２５先

・制度のＰＲ活動を継続的に実施。

全支部及び沖縄事務所に配置した高度化担当者及び８支部に配置した高度化マネージャーが、

組合、関係機関等を訪問し、ＰＲ活動、ニーズの把握等を実施。

・都道府県及び支援機関との連携による組合等に対する現地支援等（制度説明、助言、診断）を

積極的に実施（６６３件／本部２２３件、支部４４０件）。

■事業実施へ向けた積極的支援（都道府県等と連携した的確な診断助言を実施）

・実施計画作成等についての診断・助言を実施（支援件数６０件、支援先２９先、支援日数４８

５人日）。

■高度化貸付先へのフォローアップ体制の充実（３ヶ年経過後の事業実施目標達成率８０％を目

指したフォローアップの強化）

・貸付先の経営課題解決のため、職員、アドバイザーによる経営支援を実施。

支援先 １１９先、支援日数 ６３０．５人日

・貸付後一定期間経過した利用者に対する事業目的の達成度、有効度、満足度に関する高度化成

果調査を実施。

・１９年度貸付先に対するアンケート調査結果

目的達成度 １００％、満足度 １００％、

役立ち度 １００％

【２４年度】

■利用者ニーズに対応した高度化事業の積極的展開

・２４年度実績

貸付決定額 ４６．９億円、貸付決定先１６先

交付額 ５３．４億円、交付先 １９先

・制度のＰＲ活動を継続的に実施。

全地域本部及び沖縄事務所に配置した高度化担当者及び８地域本部に配置した高度化マネージ

ャーが、組合、関係機関等を訪問し、ＰＲ活動、ニーズの把握等を実施。
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・都道府県及び支援機関との連携による組合等に対する現地支援等（制度説明、助言、診断）を

積極的に実施（６６２件／本部２３１件、地域本部４３１件）。

■事業実施へ向けた積極的支援（都道府県等と連携した的確な診断助言を実施）

・実施計画作成等についての診断・助言を実施（支援件数５３件、支援先２８先、支援日数３４

８人日）。

・診断助言に活用するため、「高度化ハンドブック 共同店舗経営指標（概要編・データ編）」を

作成。

■高度化貸付先へのフォローアップ体制の充実（３ヶ年経過後の事業実施目標達成率８０％を目

指したフォローアップの強化）

・貸付先の経営課題解決のため、職員、アドバイザーによる経営支援を実施。

支援先 １０６先、支援日数 ５２４人日

・貸付後一定期間経過した利用者に対する事業目的の達成度、有効度、満足度に関する高度化成

果調査を実施。

・２０年度貸付先に対するアンケート調査結果

目的達成度 １００％、満足度 １００％、

役立ち度 １００％

【２５年度】

■利用者ニーズに対応した高度化事業の積極的展開

・２５年度実績

貸付決定額 ６３．０億円、貸付決定先２２先

交付額 ５０．３億円、交付先 １９先

・制度のＰＲ活動を継続的に実施。

全地域本部及び沖縄事務所に配置した高度化担当者及び８地域本部に配置した高度化マネージ

ャーが、組合、関係機関等を訪問し、ＰＲ活動、ニーズの把握等を実施。

・都道府県及び支援機関との連携による組合等に対する現地支援等（制度説明、助言、診断）を

積極的に実施（７２３件／本部２３４件、地域本部４８９件）。

■事業実施へ向けた積極的支援（都道府県等と連携した的確な診断助言を実施）

・実施計画作成等についての診断・助言を実施（支援件数４８件、支援先２９先、支援日数３１

６人日）。

■高度化貸付先へのフォローアップ体制の充実（３ヶ年経過後の事業実施目標達成率８０％を目

指したフォローアップの強化）

・貸付先の経営課題解決のため、職員、アドバイザーによる経営支援を実施。

支援先 ８８先、支援日数 ３８５人日

・貸付後一定期間経過した利用者に対する事業目的の達成度、有効度、満足度に関する高度化成

果調査を実施。

・２１年度貸付先に対するアンケート調査結果

目的達成度 ９５.０％、満足度 ９５.０％、

役立ち度 １００.０％

２）制度運営における改善等

【２１年度】

■制度普及への取組み

・限度額連帯保証制度の導入促進を都道府県に引き続き働きかけるとともに、都道府県にヒアリ

ング等を実施の上、商店街のアーケード施設等に係る限度額連帯保証制度の適用要件を一部緩

和（２２年度施行）。

・過度の連帯保証の徴求を抑制するため、都道府県にヒアリング等を実施の上、第三者保証を廃

止（２２年度施行）。
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■貸付先に対する支援体制の強化

・経営支援が必要な貸付先を早期に把握し、支援するため、新たな部署「事業支援室」を設置し、

経営情報の整理・分析を実施。

・償還状況や財務状況に応じたきめ細かな貸付先の管理を実施。

・経済情勢を踏まえた返済猶予（返済期限延長の要件緩和・単年度猶予の特例等）に弾力的に対

応。

・高度化資金利用者６２４先の決算書等の経営データを整理分析し、経営状況を把握早めの経営

支援策として、外部専門家派遣による巡回・調査助言を実施（支援先数１４先、支援日数１５．

５日）。

■貸付後のモニタリングの強化

・新たな不良債権の未然防止のため、正常償還先について、本部・支部をあげて３０６先（貸付

残高ベースでは９割程度）を訪問等ヒアリング調査、４６３先にアンケート調査を実施。

【２２年度】

■制度普及への取組み

・都道府県に対する意向調査結果により、２２年度に適用期限を迎える「都道府県の貸付割合の

特例措置」について、３年間（２５年度まで）の延長を決定。

■貸付先に対する支援体制の強化

・正常償還先５０１先の決算書等の経営情報を整理分析し、経営状況を把握の上、１６４先に対

してフォローアップを実施。早めの経営支援策が必要な先に対して外部専門家派遣による巡

回・調査助言を実施（支援先数６先、支援日数５日）。

・債権区分が要注意債権･貸倒懸念債権に分類される貸付先で償還猶予先を重点支援先として位置

づけ、経営改善計画の策定又は実行支援を５１先に対して開始。そのうち３２先が経営改善計

画策定を完了。

【２３年度】

■制度普及への取組

・中小企業者等の省エネ・新エネ等の設備導入を促進し、電力需給対策を支援するため、「電力需

給対策貸付」制度を創設。

・条件変更制度の見直しに係る都道府県に対するアンケート調査、都道府県向けのブロック会議

における意見聴取を踏まえ、最終償還期限の延長の要件である「貸付債権の１／２が償還済み」

を削除し、個々の状況ごとに応じて柔軟に条件変更を行う考え方に変更し、都道府県に周知。

・都道府県や工場団地組合等からのニーズを受け、集団化事業・集積区域整備事業の設備に係る

要件、設備リース事業の借受者に係る要件を緩和。

・東日本大震災で被害を受けた中小企業等を支援するため、震災直後から被災地域の貸付先に職

員（３５人）を派遣し、被害状況等の調査を実施（４月５日～２８日、８４先）。本調査を踏ま

え、貸付割合の特例措置、貸付手続きの簡素化、無条件の償還猶予などを措置。

災害復旧貸付特例措置の利用：４先 ６億５千万円

償還猶予の特例措置の利用 ：２８先

■貸付先に対する支援体制の強化

・正常償還先４４７先の決算書等の経営情報を整理分析し、経営状況を把握の上、１４９先に対

してフォローアップを実施。早めの経営支援策が必要な先に対して外部専門家派遣による経営

支援を実施（支援先数２先）。

・債権区分が要注意債権･貸倒懸念債権に分類される貸付先で償還猶予先を重点支援先として位置

づけ、経営改善計画の策定又は実行支援を昨年度からの継続も含め３９先に対して開始。その

うち３１先が経営改善計画策定を完了。

【２４年度】

■制度普及への取組
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・中小企業者等の省エネ・新エネ等の設備導入を促進し、電力需給対策を支援する「電力需給対

策貸付」制度の利用促進のため、ニーズに係るアンケートを実施。

・東日本大震災で被害を受けた中小企業等の復旧の支援のための貸付割合の特例措置、貸付手続

きの簡素化、無条件の償還猶予などの措置を継続して実施。

災害復旧貸付特例措置の利用：２先 ４．９億円

（償還猶予の特例措置は、申込みなし）

■貸付先に対する支援体制の強化

・正常償還先３７７先の決算書等の経営情報を整理分析し、経営状況を把握の上、フォローアッ

プを実施（２０先）。

・債権区分が要注意債権･貸倒懸念債権に分類される貸付先で償還猶予先を重点支援先として位置

づけ、経営改善計画の策定又は実行支援を昨年度からの継続も含め４５先に対して開始。その

うち２５先が経営改善計画策定を完了。

・上記を含めフォローアップ、経営改善計画策定・実行支援を２２３先に対し実施。

【２５年度】

■制度普及への取組み

・設備導入の促進を図るため、全国団体の傘下の組合が貸付けを受けて事業を実施することを可

能とする措置を実施。

・東日本大震災で被害を受けた中小企業等の復旧の支援のための貸付割合の特例措置、貸付手続

きの簡素化、無条件の償還猶予などの措置を継続して実施。

■貸付先に対する支援体制の強化

・正常償還先３２５先の決算書等の経営情報を整理分析し、経営状況を把握の上、フォローアッ

プを実施（１８３先）。

・債権区分が要注意債権･貸倒懸念債権に分類される貸付先で、償還猶予先・予定先を中心に重点

支援先を選定し、経営改善計画の策定又は実行支援を昨年度からの継続も含め３３先に対して

開始。そのうち２０先が経営改善計画策定を完了。

・上記を含めフォローアップ、経営改善計画策定・実行支援を２３１先に対し実施。

②地域の経営資源の活用等による事業化支援

［中期目標の内容］

高度なノウハウを有する専門家の確保等を通じ、地域の経営資源の活用等による新商品開発等

の取組みに対する支援を推進する。

［事業の実績］

■事業化に向けたハンズオン支援

○地域資源活用支援事業に対する支援

・本部及び地域本部にマーケティング等に精通したプロジェクトマネージャー等を配置し、中小

企業者が地域に埋もれている資源（農林水産物、鉱工業品又はその技術、観光資源）の活用に

より、新たな商品等を開発し、大都市圏等の域外へ販売する事業活動に対して、その構想段階

の相談から事業計画のブラッシュアップ、事業化のフォローアップまで一貫したハンズオン支

援を実施。

（２１年度）

・相談案件数 １０，５９２件

・法律認定件数 ２４０件（累計８２３件）

・事業化件数 ２２８件（累計４９０件）

・事業化率 ７６．１％（１９年度認定企業／認定後２年経過後）
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・販売達成金額累計 ２５９億円

（２２年度）

・相談案件数 ９，８８９件

・法律認定件数 ９５件（累計９０５件）

・事業化件数 １８１件（累計６６４件）

・２０年度認定企業の事業化率 ８３．３％（認定後２年経過後）

・販売達成金額累計 ４５４億円

（２３年度）

・相談等件数 ９，５２８件

・法律認定件数 ９５件（累計 ９９２件）

・事業化件数 １１４件（累計 ７７６件）

・２１年度認定企業の事業化率 ７７．１％（認定後２年経過後）

・販売達成金額累計 ６２５億円

（２４年度）

・相談等件数 ８，６７２件

・法律認定件数 １１１件（累計 １，０９６件）

・事業化件数 １０３件（累計 ８７９件）

・２２年度認定企業の事業化率 ７７．２％（認定後２年経過後）

・販売達成金額累計 ７８２億円

（２５年度）

・相談等件数 ８，２９６件

・法律認定件数 １１８件（累計 １，２１４件）

・事業化件数 １１９件（累計 ９９８件）

・２３年度認定企業の事業化率 ７９．６％（認定後２年経過時点）

・販売達成金額累計 ８５９億円

○農商工連携支援事業に対する支援

・本部及び地域本部にマーケティング等に精通したプロジェクトマネージャー等を配置し、中小

企業者と農林漁業者との有機的な連携による新商品・新サービスの開発等に取り組む中小企業

者等に対し、構想段階の相談から事業計画のブラッシュアップ、事業化達成までのフォローア

ップによる一貫した支援を実施。

（２１年度）

・相談案件数 ６，６２４件

・法律認定件数 １８７件（累計３７０件）

・事業化件数 １２６件（累計１５７件）

・販売達成金額累計 ３３億円

（２２年度）

・相談案件数 ４，７５２件

・法律認定件数 ６６件（累計４３４件）

・事業化件数 １０１件（累計２５３件）

・２０年度認定企業の事業化率 ７０．２％（認定後２年経過後）

・販売達成金額累計 １１４億円

（２３年度）

・相談等件数 ５，１８６件

・法律認定件数 ６０件（累計 ４９０件）

・事業化件数 ８９件（累計 ３４０件）
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・２１年度認定企業の事業化率 ７８．５％（認定後２年経過後）

・販売達成金額累計 ２１１億円

（２４年度）

・相談等件数 ５，３４５件

・法律認定件数 ６０件（累計５４６件）

・事業化件数 ８８件（累計 ４２３件）

・２２年度認定企業の事業化率 ８６．２％（認定後２年経過後）

・販売達成金額累計 ３４７億円

（２５年度）

・相談等件数 ５，７５３件

・法律認定件数 ６７件（累計 ６１２件）

・事業化件数 ４６件（累計 ４６８件）

・２３年度認定企業の事業化率 ８１．７％（認定後２年経過時点）

・販売達成金額累計 ４８５億円

○地域資源活用支援と経営支援との連携支援

・地域資源活用支援先に対して、専門家派遣による経営支援の連携支援を行い、企業の成長促進

を図るための総合支援を実施。

（２２年度）

*専門家継続派遣事業の活用企業１３社、販路開拓コーディネート事業の活用企業５社、経営実

務支援事業の活用企業５社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業４社

（２３年度）

＊専門家継続派遣事業の活用企業２４社、販路開拓コーディネート事業の活用企業５社、経営

実務支援事業の活用企業５社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業５社

（２４年度）

＊専門家継続派遣事業の活用企業１９社、販路開拓コーディネート事業の活用企業２社、経営

実務支援事業の活用企業７社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業４社

（２５年度）

＊専門家継続派遣事業の活用企業２２社、販路開拓コーディネート事業の活用企業７社、経営

実務支援事業の活用企業１１社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業３社

○農商工連携支援と経営支援との連携支援

・農商工連携支援先に対して、専門家派遣による経営支援の連携支援を行い、企業の成長促進を

図るための総合支援を実施。

（２２年度）

*専門家継続派遣事業の活用企業８社、経営実務支援事業の活用企業２社、戦略的ＣＩＯ育成支

援事業の活用企業１社

（２３年度）

＊専門家継続派遣事業の活用企業７社、経営実務支援事業の活用企業１社、戦略的ＣＩＯ育成

支援事業の活用企業１社

（２４年度）

＊専門家継続派遣事業の活用企業６社、経営実務支援事業の活用企業２社、戦略的ＣＩＯ育成

支援事業の活用企業１社
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（２５年度）

＊専門家継続派遣事業の活用企業７社、販路開拓コーディネート事業の活用企業１社、経営実

務支援事業の活用企業３社、戦略的ＣＩＯ育成支援事業の活用企業１社

■販路開拓支援

【２１年度】

○地域活性化パートナー企業との連携

・大手百貨店、スーパー、商社等の地域活性化パートナーとの連携により、地域資源の活用や農

商工連携に係る新商品・新サービスの首都圏等における販売機会等（小売店でのイベント会場

の確保、展示会・商談会の開催等）を提供。

○アンテナショップの運営

・最先端の流行に敏感な２０～４０代女性、国内外のバイヤー等を主なターゲットとし、地域資

源の認定企業等の商品（常時約１，６００アイテム）を東京表参道のアンテナショップ「Ｒｉ

ｎ」において展示・販売し、顧客の商品に対する評価および生の声を事業者にフィードバック。

※来店者数 ７５，０３７人／年

○認定企業へのフォローアップ支援

・新連携支援事業、地域資源活用支援事業、農商工連携支援事業の認定事業を商品分野に応じて

「産業材」「食品」「ファッション・雑貨」の３つに大別し、以下により商品評価・アドバイス、

販路先とのマッチング等、販路開拓支援を重点的に実施。

①メーカー・商社のＯＢ、バイヤー等が商品・市場等について評価し、改良点、市場見直し等

をアドバイス。

②販路開拓重点支援企業を選定し、販路開拓の専門家を派遣し、プロジェクトマネージャー、

企業とともに販路開拓計画を策定。

③販路開拓計画に基づき、専門家が個別企業との商談、展示会・販売会等、具体的なマッチン

グを支援。

・産業財分野：支援対象企業数１７２社、販路開拓重点支援企業数８２社、マッチング件数２５

５件

・食品分野：支援対象企業数１３７社、販路開拓重点支援企業数５０社、マッチング件数６７件

・ファッション・雑貨分野：支援対象企業数１３９社、展示会出展企業数８１社、百貨店等の販

売会参加企業数６０社、マッチング件数１，１７３件

■農商工連携型地域中小企業応援ファンド（スタート・アップ応援型）の組成

・都道府県等と連携してファンド（基金）を組成、その運用益を活用して農商工連携による新た

な事業の発掘活動を支援。

・組成ファンド数 １６ファンド、貸付額 ２８７億円（ファンド総額３６７億円）

・組成ファンドの累計（２０～２１年度）

・組成ファンド数 ２４ファンド、貸付額 ４４７億円（ファンド総額 ５７６億円）

■地域中小企業応援ファンド（チャレンジ型）

○地域中小企業応援ファンド

・出資ファンド数累計 ３ファンド

・ファンド総額累計 ４０億円

・機構出資約束額累計 ２０億円

・２１年度投資先企業数 ５社（累計２３社）

【２２年度】

○各種販路開拓イベント

・食品関係の事業者の首都圏等での販路開拓の機会として、「地域資源セレクション２０１１」を
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計２回開催。小売系バイヤー向けに東京ビッグサイトにて実施（出展者数７５社、来場者数１

８,７７４人）。また、フードサービス系バイヤー向けに東京都立産業貿易センター浜松町館で

実施（出展者数３３社、来場者数４６６人）。

・非食品系の事業者の販路開拓の機会として、「ＮＩＰＰＯＮ ＭＯＮＯ ＩＣＨＩ」展示商談会を

東京国際フォーラムにて開催（出展者数５０社、来場者数１０，２８８人）。

○地域活性化パートナー企業との連携

・大手百貨店、スーパー、商社等の地域活性化パートナーとの連携により、地域資源の活用や農

商工連携に係る新商品・新サービスの首都圏等における販売機会等（小売店でのイベント会場

の確保、展示会・商談会の開催等）を提供。

・小田急グループ、㈱東武百貨店、㈱東急ストア、楽天㈱等と連携し、消費者への販売イベント

を展開（９回、出店企業数９１社）。

・食品卸売業（国分㈱、伊藤忠食品㈱）と連携し、百貨店・ＳＭ等の小売業バイヤー等とのマッ

チングを図る商談会を開催（３回、出展企業数５０社、来場者数９，０００人）。

・㈱紀ノ国屋、㈱成城石井等のＳＭバイヤーへの個別商談を実施（８回、延べ商談企業数５３４

社）。

・ステイラー㈱等と連携し、雑誌通販を実施（掲載者数４社

・㈱ファミマ・ドット・コムと連携し、Ｗｅｂ販売を実施（２９社６４品）。２２年度からは新た

に中国向けＷｅｂ販売企業（東洋シップス／シナモール日本館）、欧米向けＷｅｂ販売企業（イ

ンターフュージョン／Ｊａｐａｎ Ｂｒａｎｄ Ｏｎｌｉｎｅ）と連携し、海外市場の販路開

拓支援を実施（５社１９０品） 。

また、成田空港内外国人旅行者向け専門店（成田エアポートブティック天正堂）と連携し、外

国人を対象とした販路開拓支援を実施。

○アンテナショップの運営

・最先端の流行に敏感な２０～４０代女性、国内外のバイヤー等を主なターゲットとし、地域資

源の認定企業等の商品（常時約１，６００アイテム）を東京・表参道のアンテナショップ「Ｒ

ｉｎ」において展示・販売し、顧客の商品に対する評価および生の声を事業者にフィードバッ

ク。

※来店者数 ７５，９１８人／年

・同アンテナショップ内のイベントスペースにおいて、支部等と連携を図りながら、各地の地域

資源商品を紹介する展示会等を開催（開催回数６１回、出展者数５３８社、来場者数７，５４

７人）。

・東日本大震災で被災した中小企業者を応援するため、３月１６日から１階ショップにて「東北

支援特集」として被災地域の商品を割引販売し、売上の一部を義援金として寄付。その後も、

被災地域の商品に係る販売促進イベントを積極的に企画。

・Ｒｉｎオンラインショップは、海外専門の通販サイトと提携し、同サイトを通じて中小企業者

の海外への販売を支援（２３年３月末約７０商品２００アイテム）。

■農商工連携型地域中小企業応援ファンド（スタート・アップ応援型）の組成

・都道府県等と連携してファンド（基金）を組成、その運用益を活用して農商工連携による新た

な事業の発掘活動を支援。

・組成ファンド数 ２ファンド、貸付額 ４０億円（ファンド総額 ５１億円）

・組成ファンドの累計（２０～２２年度）

・組成ファンド数 ２６ファンド、貸付額 ４８７億円（ファンド総額 ６２７億円）

■地域中小企業応援ファンド（チャレンジ型）

○地域中小企業応援ファンド

・出資ファンド数累計 ３ファンド

・ファンド総額累計 ４０億円

・機構出資契約額累計 ２０億円
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・２２年度投資先企業数 ５社（累計２８社）

【２３年度】

○各種販路開拓イベント

・食品関係の事業者の首都圏等での販路開拓の機会として、「地域資源セレクション 特選！！味

わい横町」を幕張メッセにて開催（出展者数５０社）。非食品事業者の販路開拓の機会として、

「ＮＩＰＰＯＮ ＭＯＮＯ ＩＣＨＩ おくりものニッポン市」展示商談会を東京ビッグサイ

トにて開催（出展者数３０社）。

○地域活性化パートナー企業等と連携した販路開拓等支援

・大手百貨店、スーパー、商社等の地域活性化パートナーとの連携により、地域資源の活用や農

商工連携に係る新商品・新サービスの首都圏等における販売機会等（小売店でのイベント会場

確保、展示会・商談会の開催等）を提供。

＊２３年度末地域活性化パートナー企業登録数 ９４社（初年度（１９年度）２１社）

＊パートナーとのマッチングによる取引開始実績

五味商店…４社、シャディ…３社、セブンネットショッピング…５社、ＪＦＲオンライン…２

社 ほか

＊利用者満足度調査（企画別）

販路開拓支援企画…７７％、商品化支援企画…８８％、セミナー＆相談会…８８％

○アンテナショップの運営

・最先端の流行に敏感な２０～４０代女性、国内外のバイヤー等を主なターゲットとし、地域資

源の認定企業等の商品（常時約１，６００アイテム）を東京・表参道のアンテナショップ「Ｒ

ｉｎ」において展示・販売し、顧客の商品に対する評価および生の声を事業者にフィードバッ

ク。

※来店者数 ５４，６９６人／年

・Ｒｉｎオンラインショップは、海外専門の通販サイトと提携し、同サイトを通じて中小企業者

の海外への販売を支援（２４年３月末 商品約１５３０アイテム）。

○販路開拓・販路拡大に向けたフォローアップ支援

（地域資源活用）

・フォローアップ支援として、機構主催のマッチングイベントや各種展示会への出展支援等を実

施。

＊「中小企業総合展（東京）」２９社、「中小企業総合展（大阪）」１６社、「ＮＩＰＰＯＮ ＭＯＮ

Ｏ ＩＣＨＩ おくりものニッポン市」２４社、「地域資源セレクション 特選！！味わい横町」

２７社

（農商工連携）

・フォローアップ支援として、機構主催のマッチングイベントや各種展示会への出展支援等を実

施。

＊「中小企業総合展（東京）」１１社、「中小企業総合展（大阪）」３社、「ＮＩＰＰＯＮ ＭＯＮＯ

ＩＣＨＩ おくりものニッポン市」３社、「地域資源セレクション 特選！！味わい横町」２２

社、「びわ湖環境ビジネスメッセ」１社

【２４年度】

■地域活性化パートナー企業等と連携した販路開拓等支援

○地域活性化パートナー連携企画（全体）

・実施回数 ２３回

・参加者数 ３８１社

・満足度 ９０％

＊パートナーとのマッチングによる取引開始実績
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シャディ…２０社、三越伊勢丹百貨店…５社、五味商店…５社

＊利用者満足度調査（企画別）

展示会ブース出展…８９％、商談会…９７％、販売会…１００％

■地域資源商品等の情報をバイヤーに向けて発信

○中小企業者の自発的な販路開拓・情報発信力の向上を目的とした事業（Ｒｉｎ ｃｒｏｓｓｉ

ｎｇ）を創設。支援企業（メーカー）と会員バイヤーの間に入り、市場ニーズのマッチングの

場となるＷＥＢサイトや商談会等を提供し、地域資源商品等の販路開拓を以下のとおり支援（２

５年３月末 会員バイヤー１００名、支援企業７３社）。

・国内外において、テーマ別、カテゴリー別に支援企業、会員バイヤーを対象とした商談会を実

施（開催数３回、商談件数１１３件）。

○販路開拓・販路拡大に向けたフォローアップ支援

（地域資源活用）

・フォローアップ支援として、上記の販路開拓コーディネート事業等専門家派遣の活用のほか、

販路ナビゲーターとのマッチング支援、機構主催のマッチングイベント出展支援、各種展示会

への出展支援等を実施。

＊「中小企業総合展（東京）」１９社、「中小企業総合展（大阪）」２０社、ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰ

ＡＮ２０１３ 全国食品博内にて開催の地域資源セレクション「美味食館」３２社、「びわ湖環

境ビジネスメッセ２０１３」１社、第７４回東京インターナショナル・ギフト・ショー秋２０

１２内 にて開催の「Ｎｉｐｐｏｎ ＨＥＡＲＴ ＧＩＦＴ」７社、第７５回東京インターナシ

ョナル・ギフト・ショー春２０１３内にて開催の「ＮＩＰＰＯＮ ＭＯＮＯＩＣＨＩおくりもの

畑」３１社

（農商工連携）

・フォローアップ支援として、機構主催のマッチングイベントや各種展示会への出展支援等を実

施。

＊「中小企業総合展（東京）」１３社、「中小企業総合展（大阪）」７社、ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡ

Ｎ２０１３ 全国食品博内にて開催の地域資源セレクション「美味食館」」２１社、「びわ湖環

境ビジネスメッセ」１社、第７４回東京インターナショナル・ギフト・ショー秋２０１２内に

て開催の 「Ｎｉｐｐｏｎ ＨＥＡＲＴ ＧＩＦＴ」」１社、第７５回東京インターナショナル・

ギフト・ショー春２０１３内にて開催の「ＮＩＰＰＯＮ ＭＯＮＯＩＣＨＩおくりもの畑」３社

○新事業創出支援事業の各種販路開拓イベント（合計）

・ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ２０１３ 全国食品博内にて開催の地域資源セレクション「美味食

館」５３社。

・「テクニカルショウヨコハマ２０１３」２９社。

・「びわ湖環境ビジネスメッセ」９社。

・第７４回東京インターナショナル・ギフト・ショー秋２０１２内にて開催の「Ｎｉｐｐｏｎ Ｈ

ＥＡＲＴ ＧＩＦＴ」」１０社。

・第７５回東京インターナショナル・ギフト・ショー春２０１３内にて開催の「ＮＩＰＰＯＮ Ｍ

ＯＮＯＩＣＨＩおくりもの畑」３９社。

【２５年度】

■地域活性化パートナー企業等と連携した販路開拓等支援

○大手百貨店、スーパー、商社等の地域活性化パートナーとの連携により、地域資源活用や農商

工連携に係る新商品・新サービスの首都圏等における販売機会等（小売店でのイベント会場確

保、展示会・商談会の開催等）を提供。

・２５年度末地域活性化パートナー企業登録数１０８社（初年度（１９年度）２１社）

○地域活性化パートナー連携企画（全体）

・実施回数 ２６回

・参加社数 ３２８社
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・満足度 ８２．４％

・パートナーとのマッチングによる取引開始実績

繊研新聞社、ビジネスガイド社、スペースメディアジャパンとの連携による展示会出展直後の

成約見込み２８０件

・利用者満足度調査

展示会ブース出展…８６．０％、商談会…９１．４％、

■地域資源商品等の情報をバイヤーに向けて発信

○中小企業者の自発的な販路開拓・情報発信力の向上を目的とした事業であるＲｉｎ ｃｒｏｓ

ｓｉｎｇは、支援企業（メーカー）と会員バイヤーの間に入り、市場ニーズのマッチングの場

となるＷＥＢサイトや商談会等を提供し、地域資源商品等の販路開拓を以下のとおり支援（会

員バイヤー３２８名、支援企業１３７社）。

・国内外において、テーマ別、カテゴリー別に支援企業、会員バイヤーを対象とした商談会等を

実施（国内：４回、商談１２５件、海外：２回、テスト販売およびショールーム展示）。

○販路開拓・販路拡大に向けたフォローアップ支援

（地域資源活用）

・フォローアップ支援として、上記の販路開拓コーディネート事業等専門家派遣事業の活用のほ

か、販路ナビゲーターとのマッチング支援、機構主催のマッチングイベント出展支援、各種展

示会への出展支援等を実施。

＊「中小企業総合展①」８社、「中小企業総合展②」２社、「中小企業総合展③」３０社、「中小企

業総合展④」１７社、「中小企業総合展２０１３ ｉｎ Ｋａｎｓａｉ」１０社、「第２５回 国

際宝飾展」１社

（農商工連携）

・フォローアップ支援として、上記の販路開拓コーディネート事業等専門家派遣事業の活用のほ

か、販路ナビゲーターとのマッチング支援、或いは、機構主催のマッチングイベントや各種展

示会への出展支援等を実施。

＊「中小企業総合展①」１社、「中小企業総合展②」１社、「中小企業総合展③」５社、「中小企業

総合展④」１５社、「中小企業総合展２０１３ ｉｎ Ｋａｎｓａｉ」２社、「第２５回国際宝

飾展」１社

○新事業創出支援事業の各種販路開拓イベント（合計）

・「中小企業総合展①」３３社

・「中小企業総合展②」１５社

・「中小企業総合展③」４２社

・「中小企業総合展④」３３社

・「中小企業総合展２０１３ ｉｎ Ｋａｎｓａｉ」４１社

・「びわ湖環境ビジネスメッセ２０１３」９社

・「ｎａｎｏ ｔｅｃｈ ２０１４」１４社

・「第２５回国際宝飾展」２社

③中心市街地、商店街等における商業機能強化支援

［中期目標の内容］

機構は、中心市街地が地域社会・経済に果たす役割、商店街が地域コミュニティに果たす役割

の重要性を踏まえ、地方公共団体をはじめとする関係機関と連携を図りつつ、調査研究、人材育

成、資金面で中心市街地や商店街等の活性化の支援等を行うとともに、中心市街地活性化協議会

や商店街振興組合等の商工団体に対する助言、調査等を通じて商店街等の商業機能及びマネジメ

ント能力の向上を支援する。

また、中心市街地の活性化に資する施設の適切な運営管理及び積極的活用を図る。
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［事業の実績］

○協議会等に対する職員・外部専門家の派遣

・基本計画等に関して地域住民のニーズ、組織・運営体制、都市機能における位置づけ等の観点

からヒアリング・調査や必要な助言等を実施（支援地域数 ２１年度：２０５地域、２２年度：

１７４地域、２３年度：１７２地域、２４年度：１７２地域、２５年度：１８５地域）。

○中心市街地商業活性化アドバイザー（協議会）派遣事業

・中心市街地活性化協議会の抱える様々な課題に対応するため、機構登録の専門家を中心市街地

活性化協議会等に対して派遣。

（２１年度）

支援先数 ７２地域、支援日数 １，５５１．５日

アドバイスの役立ち度 １００．０％

（２２年度）

支援先数 ４３地域、支援日数 ６４８．５日

アドバイスの役立ち度 １００％

（２３年度）

支援先数 ４６地域、支援日数 ７２６日

アドバイスの役立ち度９９．７％

（２４年度）

支援先数 ４４地域、支援日数 ７７３．０日

アドバイスの役立ち度 ９９．４％

（２５年度）

支援先数 ３１地域、支援日数 ５３０．５日

アドバイスの役立ち度 １００.０％

○商店街活性化のための支援

・商店街の活性化を支援するため、機構登録の専門家である中心市街地商業活性化アドバイザー

（商店街）、商業活性化アドバイザーを商店街に対して派遣。

（２１年度）

支援先数 ２０９先、支援日数 ６７３．５日

アドバイスの役立ち度 １００．０％

（２２年度）

支援先数 ２２４先、支援日数 ６１８．０日

アドバイスの役立ち度 ９９．８％

（２３年度）

支援先数 １８４先、支援日数 ５３１日

アドバイスの役立ち度 ９９．７％

（２４年度）

支援先数 ２１９先、支援日数 ６８１．５日

アドバイスの役立ち度 １００．０％

（２５年度）

支援先数 ２４１先、支援日数 ７１２．５日

アドバイスの役立ち度 ９９．６％
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【２１年度】

○中心市街地活性化協議会支援センターによる支援

・中小企業庁、日本商工会議所、全国商店街振興組合連合会等関係機関と連携し、中心市街地活

性化支援センターを設置・運営し、中心市街地活性化協議会の設立、運営、情報交流、ネット

ワーク化等を支援。

①商工会議所、地方公共団体、民間企業等からの相談受付（相談対応件数１，９０８件、公式

ホームページのビュ－数２９０，８９１件）

②協議会の設立や運営に関し専門的な知見を有する「まちづくりサポーター」による支援（①

の内数、１５地域、参加者数１，１５５人）

③ネットワーク形成促進

ⅰ）ブロック交流会

自立的な協議会活動に資するため、各地域の協議会が課題や問題点を共有し解決に向けた意

見交換を行うとともに、協議会間のネットワークの形成を促進するため、各地域においてブ

ロック交流会を全国で実施（１５回開催、参加者数３３８人）。

ⅱ）全国交流会

各地域の協議会の取組みや中心市街地活性化に係る支援策等の情報共有に加え、相互のネッ

トワ－クづくりを目的に、全国交流会を実施（街元気シンポジウムと合同開催）。

ⅲ）ワークショップ（まちづくりのノウハウを学ぶ）

先進事例の研究や実際のまちづくりを研究することを目的に、全国の中心市街地活性化協議

会の関係者を対象に実施（１０月開催（長浜市）、参加者数２８人）。

ⅳ）ホームページの機能強化

インターネットを利用して、協議会活動やまちづくりに関心を持つ者が自由に情報発信や情

報交換ができる仕組みを構築。

○中心市街地商業活性化診断・サポート事業

・中心市街地活性化に向けた各種取組みに対して、勉強会、ミニシンポジウム等の開催支援（Ａ、

Ｂ型）、また、商業活性化の観点から、活性化の方向性、商業施設整備等に関する計画策定等の

支援（Ｃ型）を実施。

①支援地域数（Ａ、Ｂ、Ｃ型）６５地域

②サポート事業（Ａ，Ｂ型）実施回数７６回、参加者数３，３１７人

③サポート事業（Ｃ型）１７地区（うち診断型１地区）

○中心市街地活性化を推進する人材の育成（経済産業省、地方公共団体、関連機関との連携によ

る人材の育成）

・教材提供、現地研修、実践高度化研修、セミナー等の実施により、まちづくりの中核的推進役

となる街元気リーダーを育成。

登録会員数 ４，１４９人

現地研修（１５都市）、実践高度化研修（３都市）、セミナー（３都市）、講座（８都市）を開催

（参加者数合計５０７人）、参加者の役立ち度 ９９．６％

■中心市街地活性化法に基づく債務保証

・経済産業省と定期的な情報交換を行うとともに、中心市街地活性化法に基づく基本計画の認定

を受けた地方公共団体等に対してフォローアップを積極的に実施。個別案件が具体化し相談に

対応。

・地方公共団体、まちづくり会社、金融機関、中心市街地活性化協議会、商工会議所等に対して、

説明会（２回）、個別面談(７回) を実施。

・各種イベントへの参加を通じてパンフレットを配布し情報発信を行うなど、積極的な制度普及

活動を実施（合計５０先）。

【２２年度】

○中心市街地活性化協議会支援センターによる支援

・中小企業庁、日本商工会議所、全国商店街振興組合連合会等関係機関と連携し設置した中心市

街地活性化支援センターにより、中心市街地活性化協議会の設立、運営を支援。
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①相談対応

中心市街地活性化協議会、商工会議所、地方公共団体、まちづくり会社等からの相談受付（相

談対応件数１，６１４件）

②情報提供

ⅰ）ホームページ等による情報提供

協議会支援センターホームページやメールマガジンの配信等により、中心市街地活性化協

議会の運営や中心市街地活性化に資する情報を提供（公式ホームページのビュ－数２９４，

３６３件）。

ⅱ）情報検索機能の拡充

事例検索機能が付与されたまちづくり活性化事例紹介サイトを作成。

ⅲ）調査事業

「空き店舗対策」・「タウンマネージャー」に関する調査を実施（調査結果を情報提供）。

③ネットワーク構築支援

ⅰ）ブロック交流会

自立的な協議会活動に資するため、各地域の協議会が課題や問題点を共有し解決に向けた

意見交換を行うとともに、協議会間のネットワークの形成を促進するため、各地域におい

てブロック交流会を実施。

（１８回開催、参加者数６１３人）。

ⅱ）全国交流会

各ブロック交流会の成果を持ち寄ることで、各地域の協議会活動の促進を図るために、全

国交流会を実施（街元気シンポジウムと合同開催）。

○中心市街地商業活性化診断・サポート事業

・中心市街地商業活性化に向けた各種取組みに対して、勉強会・ミニシンポジウム等の開催支援

（Ａ、Ｂ型）、個別事業計画等に関するプロジェクト型の継続支援（Ｃ型）を実施。

①支援地域数（Ａ、Ｂ、Ｃ型）５１地域

②サポート事業（Ａ、Ｂ型）実施回数５８回、参加者数２，１４１人

③サポート事業（Ｃ型）１６地区

○中心市街地活性化を推進する人材の育成（経済産業省、地方公共団体、関連機関との連携によ

る人材の育成）

・教材提供、現地研修、実践高度化研修、街元気講座等の実施により、まちづくりの中核的推進

役となる街元気リーダー及び彼らを支える人材を育成。

登録会員数 ４，４９４人

現地研修（１４都市）、実践高度化研修（２都市）、街元気講座（４都市）を開催（参加者数合

計２４８人）、参加者の役立ち度 ９９．２％

・中心市街地活性化法に基づく債務保証業務については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの

基本方針」（２２年１２月７日閣議決定）等を踏まえて、新規受付を停止。

【２３年度】

○中心市街地活性化協議会支援センターによる支援

・中小企業庁、日本商工会議所、全国商店街振興組合連合会等関係機関と連携し、中心市街地活

性化支援センターを設置・運営し、中心市街地活性化協議会の設立、運営を支援。

① 相談対応

中心市街地活性化協議会、商工会議所、地方公共団体、まちづくり会社等からの相談受付

（相談対応件数１，６７５件）

② 情報提供

ⅰ）ホームページ等による情報提供

協議会支援センターホームページ並びにメールマガジンの配信等により、中心市街地活性化

協議会の運営

や中心市街地活性化に資する情報を提供。（公式ホームページのビュ－数３２２，２１０件）

ⅱ）情報検索機能の拡充
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協議会支援センターのホームページにサイト内検索・人口規模別検索機能を付与。

ⅲ）調査事業

認定計画終了地域（２３年度及び２４年度）の事業成果に関わるアンケート調査の実施。

ⅳ）支援策ハンドブックの作成

「中心市街地活性化支援策ハンドブック」を作成・配布し、電子媒体版ホームページに掲載。

③ ネットワーク構築支援

ⅰ）ブロック交流会

自立的な協議会活動に資するため、各地域の協議会が課題や問題点を共有し解決に向けた意

見交換を行うとともに、協議会間のネットワークの形成を促進するため、各地域においてブ

ロック交流会を実施

（１４回開催、参加者数５５３人）。

ⅱ）全国交流会

各ブロック交流会の成果を持ち寄ることで、各地域の協議会活動の促進を図るために、全国

交流会を実施

ⅲ）メーリングリストの管理・運営

協議会関係者同士情報交換できるように、協議会関係者限定のメーリングリストを管理・運

営。

○中心市街地商業活性化診断・サポート事業

・中心市街地商業活性化に向けた各種取組みに対して、勉強会・セミナー等の開催支援（セミナ

ー型）、及び、個別事業計画等に関するプロジェクト型の継続支援（プロジェクト型）を実施。

① セミナー型・プロジェクト型の支援地域数３８地域

② セミナー型実施回数４３回、参加者数１，０６４人

③ プロジェクト型支援地域数１８地域

【２４年度】

■中心市街地活性化協議会支援センターによる支援

○中小企業庁、日本商工会議所、全国商店街振興組合連合会等関係機関と連携し、中心市街地活

性化支援センターを設置・運営し、中心市街地活性化協議会の設立、運営を支援。

・相談等対応

中心市街地活性化協議会、商工会議所、地方公共団体、まちづくり会社等からの相談受付（相

談等対応件数１，２３２件）。

・情報提供

ⅰ）ホームページ等による情報提供

協議会支援センターホームページ並びにメールマガジンの配信等により、中心市街地活性化

協議会の運営

や中心市街地活性化に資する情報を提供（公式ホームページのビュ－数３９０，２７４件）。

ⅱ）支援策ハンドブックの作成

「中心市街地活性化支援策ハンドブック」を作成・配布し、電子媒体版ホームページに掲載。

・ネットワーク構築支援

ⅰ）ブロック交流会

自立的な協議会活動に資するため、各地域の協議会が課題や問題点を共有し解決に向けた意

見交換を行うとともに、協議会間のネットワークの形成を促進するため、各地域においてブ

ロック交流会を実施（１４回、参加者数３８２人）。

ⅱ）全国交流会

各地域の協議会活動の促進を図るために、全国交流会を実施。

ⅲ）メーリングリストの管理・運営

協議会関係者同士情報交換できるように、協議会関係者限定のメーリングリストを管理・運

営。

■中心市街地商業活性化診断・サポート事業

○中心市街地商業活性化に向けた各種取組みに対して、勉強会・セミナー等の開催支援（セミナ

ー型）、及び、個別事業計画等に関するプロジェクト型の継続支援（プロジェクト型）を実施。
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・支援地域数１５１地域

・セミナー型実施回数５２回、参加者数１，４７９人

・プロジェクト型支援地域数１７地域

【２５年度】

■中心市街地活性化協議会支援センターによる支援

○中小企業庁、日本商工会議所、全国商店街振興組合連合会等関係機関と連携し、中心市街地活

性化協議会支援センターを設置・運営し、中心市街地活性化協議会の設立、運営を支援。

・相談等対応

中心市街地活性化協議会、商工会議所、地方公共団体、まちづくり会社等からの相談受付（相

談等対応件数１，１２２件）

・情報提供

１）ホームページ等による情報提供

協議会支援センターホームページでの掲載並びにメールマガジンの配信等により、中心市街

地活性化協議会の運営

や中心市街地活性化に資する情報を提供（公式ホームページのビュー数６００，６５１件）。

２）支援策ハンドブックの作成

「中心市街地活性化支援策ハンドブック」を作成・配布し、電子媒体版をホームページに掲

載。

・ネットワーク構築支援

１）ブロック交流会

自立的な協議会活動に資するため、各地域の協議会が課題や問題点を共有し解決に向けた意

見交換を行うとともに、協議会間のネットワークの形成を促進するため、各地域においてブ

ロック交流会を実施（１３回、参加者数５１２人）。

２）全国交流会

各地域の協議会活動の促進を図るために、全国交流会を実施。

３）メーリングリストの管理・運営

協議会関係者同士で情報交換できるように、協議会関係者限定のメーリングリストを管理・

運営（登録者数２８７人）。

■中心市街地商業活性化診断・サポート事業

○中心市街地商業活性化に向けた各種取組みに対する勉強会・セミナー等の開催支援（セミナー

型）及び個別事業計画等に関するプロジェクト型の継続支援（プロジェクト型）

・セミナー型・プロジェクト型の支援地域数３９地域

・セミナー型実施回数３９回、参加者数１，０３０人

・プロジェクト型支援地域数１７地域

・中心市街地活性化に資する施設については、適切な運営管理、積極的な活用を推進し、９０％

以上の年間平均入居率を確保。

（２１年度）年間平均入居率９４．３％

（２２年度）年間平均入居率 ９４．３％

（２３年度）年間平均入居率９３．２％

（２４年度）年間平均入居率９１．９％。

（２５年度）年間平均入居率９０．９％。

【２１年度】

■債務保証についての迅速な対応

・事業再構築円滑化等債務保証について、４社１９件から債務保証の申込あり、迅速かつ的確な

審査により３社１６件の保証の応諾を決定（１,５４０百万円、平均審査期間４９日）し、残る

１社３件は２２年４月に応諾を決定（７５０百万円、審査期間５８日）。

応諾した案件のうち２社１２件（１，３２０百万円）の保証を実行。

残る１社４件（２２０百万円）と２２年４月に応諾した１社３件（７５０百万円）は、２２年
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４月及び５月に保証を実行。

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）について２社２件から債務保証の申込あり、迅速

かつ的確な審査により１社１件の保証の応諾を決定（５００百万円、審査期間３０日）。残る１

社 1 件は、２２年５月に応諾（５００百万円、審査期間６３日）。

・審査期間１００日以内に諾否決定した案件の割合

１００％（４４．５日）

【２２年度】

■債務保証についての迅速な対応

・事業再構築円滑化等債務保証について、迅速かつ的確な審査により９社・３１件、５，５００

百万円（２１年度申込の１社・３件を含む）の諾否を決定。

・２２年度事業再構築円滑化等債務保証実績

保証先数 １０社、保証件数 ３０件、

保証額 ４，９７０百万円

平均審査期間 ６０日

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）について、２１年度申込の１社に対し、迅速かつ

的確な審査により１件、５００百万円の諾否を決定。

・２２年度事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）実績

保証先数 １社、保証件数 １件、

保証額 ５００百万円

審査期間 ６３日

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 ９０．０％

平均審査期間 ６０日

【２３年度】

■債務保証についての迅速な対応

・事業再構築円滑化等債務保証について、収支計画を踏まえた事業リスクの合理的分散を図り、

迅速かつ的確な審査により７社・２４件、２，８４１百万円（２４年度実行の１社・１２件を

含む）の諾否を決定。

平均審査期間 ４８日

・２３年度事業再構築円滑化等債務保証実績

保証先数 ７社、保証件数１７件、

保証額 ２，６４１百万円

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）については申込みなし。

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 １００％

【２４年度】

■債務保証についての迅速な対応

・事業再構築円滑化等債務保証について、収支計画を踏まえた事業リスクの合理的分散を図り、

迅速かつ的確な審査により３社・１０件、２，３５０百万円の諾否を決定。

・２４年度事業再構築円滑化等債務保証実績

保証先数 ４社、保証件数２２件、

保証額 ３，３００百万円

平均審査期間 ５５日

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）については申込みなし。

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 １００％

・体制整備を実施（担保評価基準等の規程等の制定・改正）。

【２５年度】

■債務保証についての迅速な対応

○事業再構築円滑化等債務保証について、収支計画を踏まえ、迅速かつ的確な審査により諾否を

決定。

・問合せ１１件
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申込み１件

・２５年度事業再構築円滑化等債務保証実績

保証先数１社、保証件数１件、

保証額 ９８百万円

審査期間 ５１日

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）については申込みなし。

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 １００．０％

（３）経営環境の変化への対応の円滑化

１）中小企業の事業再編・転換等の促進

［中期目標の内容］

地域の経済活動に貢献している優良な事業の部門を有する中小企業でさえも事業存続の危機に

ある中で、優良な事業の破綻を防ぎ、地域経済の活力や雇用を維持することが重要である。この

ため、機構は、経営環境の著しい変化に直面し、自主的な努力だけでは対応が困難な状況にある

中小企業の事業再編・転換等を促進するため、中小企業再生支援協議会への助言等の支援、再生

ファンドの組成の促進、再生支援に係る制度の周知や活用促進等により、全国的な再生支援機能

を強化するための支援を実施する。

また、企業が生産性向上を図るための事業活動等を支援する債務保証については、法律に基づ

き着実に実施する。

［事業の実績］

①中小企業再生支援協議会への支援

■再生支援協議会に対する助言・支援等

【２１年度】

・４７協議会に対して、延べ５，８０４回の支援

うち３９協議会７５案件について延べ２６０回の協働支援を実施。

・再生支援協議会の要請により２次対応個別支援チームへの外部専門家派遣を８案件４７５人日

実施。

【２２年度】

・４７協議会に対して、延べ５，０８２回の支援

うち３８協議会１０８案件について延べ２５５回の協働支援を実施。

【２３年度】

・４７協議会に対して、延べ４，１５３回の支援

うち４３協議会１８３案件について延べ３３６回の協働支援を実施

・再生支援協議会の要請により２次対応個別支援チームへの外部専門家派遣を２案件９６人日実

施。

【２４年度】

・４７協議会に対して、延べ５，５６４回の支援。

うち３４協議会１４１案件について延べ３７６回の協働支援を実施。

・再生支援協議会の要請により２次対応個別支援チームへの外部専門家派遣を６案件４１７人日

実施。

【２５年度】

・４７協議会に対して、延べ９，１０７件（２４年度５，５６４件）の助言等を実施。

うち３９協議会１７７案件については、より専門的な支援として延べ４１６件の協働支援を実
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施。

・協議会からの要請により、高度な案件への対応として外部専門家の派遣を実施。（４案件７０人

日）

■金融円滑法期限切れに対応した支援の実施

【２４年度】

・中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえ、２４年４月に公表された政策パッケージで示され

た方針に従い、全国の再生支援協議会をサポートするべく全国本部においても体制を強化し活

動。

【２５年度】

・金融円滑化法期限終了への対応として、２４年４月に公表された政策パッケージで示された方

針に従い、他機関との連携及び標準処理期間の短縮化並びに年間３千件程度の再生計画策定支

援を目指すべく、中小企業再生支援全国本部（以下「全国本部」という。）において、「暫定リ

スケ」といった再生手法等について新たなスキームを確立し、助言等を行うなど、全国の中小

企業再生支援協議会（以下「協議会」という。）の再生現場での活動を支援。

■中小企業再生支援協議会の機能強化

・中小企業再生支援協議会機能強化事業に係る事業実施要領及び各都道府県の商工会議所等と

の委託契約・委託実施要領等の制定を行い、事業実施の体制を整備。

■専門家等を対象とした研修やセミナーの実施

【２１年度】

・再生支援協議会、整理回収機構、事業再生ＡＤＲ、企業再生支援機構と「公表された私的整理

手続き」と多様化する地域中小企業再生の現実とあり方等を討論するセミナーを東京・大阪の

２箇所で開催（受講者数４１２人）。

・上記「再生支援セミナー」を実務的な論点をテーマとした実践的なパネルディスカッションを

中心に「中小企業再生支援地区別討論会」を実施（全国６箇所、受講者数５３７人、役立ち度

９３．３％）。

・再生支援協議会の専門家等に対する研修の成果

（研修回数 ９回、受講者数 ６４２人、受講者の役立ち度９８．１％）

【２２年度】

・再生支援協議会の専門家等に対する研修の成果

（研修回数３回、受講者数２３３人、受講者の役立ち度９９．０％）。

・金融機関等に対するセミナーの成果

（開催回数１回、参加者数３１５人、参加者の役立ち度９７．６％）。

【２３年度】

・再生支援協議会の専門家等に対する研修の成果

（研修回数 ２２回、受講者数 １，５３４人、受講者の役立ち度 ９８．０％）

・金融機関等に対するセミナーの成果

（開催回数 １７回、受講者数 １，００６人、受講者の役立ち度 ９８．９％）

【２４年度】

・再生支援協議会の専門家等に対する研修の成果

（研修回数 ２２回、受講者数 １，５３４人、受講者の役立ち度 ９８．０％）

・金融機関等に対するセミナーの成果

（開催回数 １７回、受講者数 １，００６人、受講者の役立ち度 ９８．９％）

【２５年度】

・再生支援協議会の専門家等に対する研修の成果

（研修回数 ３回、受講者数１８７名、役立ち度９９．４％）
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・金融機関等に対するセミナーの成果

（開催回数 ２回、受講者数８５３名、役立ち度９６．９％）。

②再生ファンドの組成促進等

■中小企業再生ファンドの組成促進

○中小企業再生ファンドの組成

【２１年度】

・事業再生に取り組む中小企業の資金調達の円滑化及び再生を支援する３件のファンド（総額９

４億円）に対し４５億円を出資（地域型ファンド１件、全国型ファンド１件に加え、初めての

広域ブロック型のファンドを九州地区で組成）。

・上記とは別に、２１年度内に全国型ファンドに対して出資を決定（１ファンド、出資額 ３０億

円（予定）、ファンド総額 ２０２億円（目標））。

・２１年度投資先企業数 １３社

・２１年度再生完了先 １５社

【２２年度】

・経済産業局、自治体、中小企業再生支援協議会、信用保証協会等との連携の下、組成実績のな

い地域を中心に地域金融機関やファンド運営会社に対して制度説明を行うとともに、先進事例

に関する情報を提供し、事業再生に取り組む中小企業の資金調達の円滑化及び再生を支援する

ファンドの組成を促進（新規組成３ファンド、ファンド総額２３３.５億円、機構出資契約額７

０億円を出資）。

・福島県内の金融機関、福島県信用保証協会と連携した東北地方初の中小企業再生ファンド（総

額３０億円）に対して１５億円の出資契約。

・石川県内の金融機関、石川県信用保証協会と連携した北陸地方初の中小企業再生ファンド（総

額５０億円）に対して２５億円の出資契約。

・全国の中小企業再生支援協議会での再生契約策定支援を受けた者等を主な対象とした、デット

投資主体の中小企業再生ファンド（総額１５３．５億円）に対して３０億円の出資契約。

・２２年度投資先企業数 １２社

・２２年度再生完了先 ３０社

【２３年度】

・経済産業局、都道府県、中小企業再生支援協議会等との連携のもと、組成実績のない地域を中

心に地域金融機関やファンド運営会社に対して制度説明を行うとともに、先進事例に関する情

報を提供し、事業再生に取り組む中小企業の資金調達の円滑化及び再生を支援するファンドの

組成を促進。

・神奈川県内外の金融機関、神奈川県内の信用保証協会、(公財)神奈川産業振興センターと連携

した神奈川県初の中小企業再生ファンド（１ファンド／総額２４億円）に対して１２億円の出

資契約を実施。

・２３年度投資先企業数 ２５社

・２３年度再生終了先 ３１社

【２４年度】

・中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえ、経済産業局、都道府県、中小企業再生支援協議会

等との連携のもと、組成実績のない地域を中心に地域金融機関やファンド運営会社に対して制

度説明を行うとともに、先進事例に関する情報を提供し、事業再生に取り組む中小企業の資金

調達の円滑化及び再生を支援するファンドの組成を促進。

・岡山県内の金融機関、信用保証協会と連携したファンドなど、制度創設以来、過去最大となる

１０の中小企業再生ファンド（総額２７５億円）に対して１３６億円の出資契約を実施。

・２４年度投資先企業数 ２９社

・２４年度再生完了先 ２５社

【２５年度】
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・経済産業局、都道府県、中小企業再生支援協議会等との連携のもと、組成実績のない地域を中

心に地域金融機関やファンド運営会社に対して制度説明を行うとともに、先進事例に関する情

報を提供し、事業再生に取り組む中小企業の資金調達の円滑にするため、再生を支援するファ

ンドの組成を促進。

・組成実績のなかった三重県や山口県における県内の金融機関、信用保証協会と連携したファン

ドなど、昨年度に引き続き過去最多となる１０の中小企業再生ファンド（総額３２８億円）に

対して１５４億円の出資契約を実施。

・２５年度投資先企業数 ３７社

・２５年度再生完了先 ２５社

■ファンドに対するモニタリングと情報提供

○ファンド運営状況のモニタリング

・既存全ファンドの組合員集会への参加のほか、ガバナンスの強化のため、投資委員会にもオブ

ザーバー参加するとともに、キーマンとの随時面談等を通じファンドごとのモニタリングシー

トを整備、運営状況を適時・的確に把握。

・ファンドからの投資報告により投資状況を定期的に把握するとともに、ファンドの決算資料よ

り投資先企業の財務状況等を把握。

・ファンドの運営及び投資先の育成支援状況を把握するため、運営中のファンドのファンド運営

者及び投資先企業を対象としたフォローアップ調査を実施。

○ファンドクローズに向けた具体的な取組み

・モニタリングシート（ファンドクローズ管理用）を活用し、終期の近いファンドについて、計

画的なクローズが行われるよう、半年毎のモニタリングを実施。

○ファンド運営者に対する情報提供等

・施策情報、支援事例等の情報・ノウハウの共有化を図るため、ファンド出資先連絡会を開催。

■産業活力再生法に基づく債務保証

・機構の全国ネットワークを活用し、金融機関（都銀、地銀、信金等）への訪問、中小企業再生

支援協議会、中小企業支援機関等へのパンフレット配布を通じて支援制度のＰＲを実施。

・各地の経済産業局と連携し、地域金融機関に対する改正産活法の事業再構築円滑化等債務保証

制度の説明を全国９箇所で実施。

・全国の地域本部と横断的に連携し、計５４先の地域金融機関（地銀、信金）を個別に訪問し制

度説明を実施。

■債務保証についての迅速な対応

【２１年度】

・事業再構築円滑化等債務保証について、４社１９件から債務保証の申込あり、迅速かつ的確な

審査により３社１６件の保証の応諾を決定（１,５４０百万円、平均審査期間４９日）し、残る

１社３件は２２年４月に応諾を決定（７５０百万円、審査期間５８日）。

応諾した案件のうち２社１２件（１，３２０百万円）の保証を実行。

残る１社４件（２２０百万円）と２２年４月に応諾した１社３件（７５０百万円）は、２２年

４月及び５月に保証を実行。

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）について２社２件から債務保証の申込あり、迅速

かつ的確な審査により１社１件の保証の応諾を決定（５００百万円、審査期間３０日）。残る１

社 1 件は、２２年５月に応諾（５００百万円、審査期間６３日）。

・審査期間１００日以内に諾否決定した案件の割合

１００％（４４．５日）

【２２年度】

・事業再構築円滑化等債務保証について、迅速かつ的確な審査により９社・３１件、５，５００

百万円（２１年度申込の１社・３件を含む）の諾否を決定。

・２２年度事業再構築円滑化等債務保証実績
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保証先数 １０社、保証件数 ３０件、

保証額 ４，９７０百万円

平均審査期間 ６０日

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）について、２１年度申込の１社に対し、迅速かつ

的確な審査により１件、５００百万円の諾否を決定。

・２２年度事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）実績

保証先数 １社、保証件数 １件、

保証額 ５００百万円

審査期間 ６３日

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 ９０．０％

平均審査期間 ６０日

【２３年度】

・事業再構築円滑化等債務保証について、収支計画を踏まえた事業リスクの合理的分散を図り、

迅速かつ的確な審査により７社・２４件、２，８４１百万円（２４年度実行の１社・１２件を

含む）の諾否を決定。

平均審査期間 ４８日

・２３年度事業再構築円滑化等債務保証実績

保証先数 ７社、保証件数１７件、

保証額 ２，６４１百万円

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）については申込みなし。

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 １００％

【２４年度】

・事業再構築円滑化等債務保証について、収支計画を踏まえた事業リスクの合理的分散を図り、

迅速かつ的確な審査により３社・１０件、２，３５０百万円の諾否を決定。

・２４年度事業再構築円滑化等債務保証実績

保証先数 ４社、保証件数２２件、

保証額 ３，３００百万円

平均審査期間 ５５日

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）については申込みなし。

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 １００％

・体制整備を実施（担保評価基準等の規程等の制定・改正）。

【２５年度】

・事業再構築円滑化等債務保証について、収支計画を踏まえ、迅速かつ的確な審査により諾否を

決定。

・２５年度事業再構築円滑化等債務保証実績

保証先数１社、保証件数１件、

保証額 ９８百万円

審査期間 ５１日

・事業再生円滑化債務保証（プレＤＩＰ保証）については申込みなし。

・標準審査期間１００日以内に諾否を決定する案件の割合 １００．０％

■産業競争力強化法に基づく債務保証

○産業競争力強化法に係る債務保証実施体制の整備

・規程等の改正、パンフレットの作成、金融機関へのパンフレット送付（９０行）

・金融機関等を訪問し、債務保証制度の説明を実施（１０回）。
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２）小規模企業共済制度及び中小企業倒産防止共済制度の確実な運営

［中期目標の内容］

機構は､両共済制度の対象となる事業者数の動向を踏まえた在籍者数を確保できるよう加入促

進を行う。

また、両共済制度に係る適切な指標を設定し、事務執行体制の見直しや業務・システム改善等

による効率化を行う。

さらに、両共済制度の安定的・継続的な運営を図るため、今後行われる制度の見直しに対応す

るとともに、各種提出書類の見直し及び業務処理期間の短縮化等により契約者サービスを向上さ

せる。

［事業の実績］

①加入促進対策の効果的な実施

・両共済制度の加入促進については、関係省庁、地方公共団体、地域支援機関、中小企業団体、

金融機関等と連携、以下の加入促進運動を展開。

・金融機関、委託団体、地方公共団体の役員等に対して、機構役員が地域本部とともに、制度普

及等の連携協力を直接働きかけ。

・制度の周知・普及については、パンフレット等広報資料の関係機関への配布、関係機関等の広

報誌（紙）、専門誌（紙）に両共済制度の紹介広告や記事の掲載を積極的に実施。

≪小規模企業共済制度における加入件数≫

（２１年度） ８０，７８５件

（２２年度） ９３，３０５件

（２３年度） １０３，３８８件

（２４年度） ９９，４９３件

（２５年度） １０６，６４７件

≪中小企業倒産防止共済制度における加入件数≫

（２１年度） ３０，４９７件

（２２年度） ３１，３７２件

（２３年度） ３３，７２８件

（２４年度） ３９，９７８件

（２５年度） ３６，９６４件

②審査等業務の効率化

【２１年度】

・外部委託を行っていない各業務について、マニュアル等に従って業務実施可能な定型業務と職

員等の判断が伴う非定型業務に分類を行っており、２１年度には、コスト要素を加味した業務

の細分化を行い、資料発送業務等を追加し、判断ミスが発生しやすい共済金等請求に係る審査

業務の一部を、業務の品質向上を図るために非定型業務に整理し直す等の事務執行体制の見直

しを実施。

・また、従前は裁判所に確認していたものを民間調査機関の調査結果をもって倒産を確認するな

ど倒産確認方法の簡素化、不備照会等の各種通知文書や届出文書の簡素化、文書保存方法の見

直しを図るなどの業務改善に取り組み、業務を効率化。

【２２年度】

・小規模企業共済の加入対象者が拡大されたことに伴い、加入審査項目が増加。外部委託を行っ

ていた加入審査業務について、定型的な業務と職員等の判断が必要な非定型業務を再分類し、

委託業務範囲の見直しを実施。外部委託業務部分については、審査項目数が増加したが、業務

マニュアル等を見直すことにより事務を効率化。また、職員等が行う業務については、システ
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ムの改修を行うことにより事務を効率化。

【２３年度】

・委託業務契約が満了を迎えることに伴い、これまでの実績を踏まえ外部委託を行う定型業務と

職員等の判断が必要な非定型業務の再分類を実施し、加入審査業務等の委託業務範囲の見直し

を実施。また、中小企業倒産防止共済法が改正されたことに伴い新規加入、掛金月額変更等が

増加したため、委託業務の処理件数が増加したが、業務マニュアル等を見直すことにより事務

を効率化し対応。

その他、中小企業倒産防止共済の共済金貸付において、反社会的勢力の排除に取組むため、様

式変更を実施。審査にあたっては、各地方公共団体等が発表している反社会的勢力情報を基に

簡易データベースを開発し、審査期間が大幅に延長されることのないように活用し事務を効率

化。

【２４年度】

・これまでのアウトソース結果に基づき、事務執行体制の見直しや委託業務の効率的な運用を検

討し、新たな委託業務契約を締結した。その結果、処理件数が増加する中、人員体制・業務マ

ニュアル化等の改善による円滑な業務の運営を実施し、事務処理の効率化につながった。

【２５年度】

・各業務の事務分析結果に基づき、事務手続きの見直しを行うことを念頭に、現行の業務内容の

洗い出し、システム検証、業務マニュアル作成等に着手。これらの取組みを基に、引き続き事

務処理を円滑にかつ確実に実施するための業務システムの改善を実施。また、外部委託した業

務内容を見直し、職員が行う事務処理の効率化を推進。

③契約者サービスの向上

１）業務の見直しと手続きの迅速化

【２１年度】

・両共済制度の見直しに際しては、契約者を対象とした制度改正要望調査、共済財政収支シミュ

レーション等の結果を取りまとめ、制度改正研究会、審議会に提出すると同時に、国会審議の

資料の作成等に協力。

・正確な事務処理推進の一環として、委託機関に対する事務取扱要領の内容の見直しを行い、記

載内容の統一化及び電子化を実施。

・共済金貸付の申請は、穴吹工務店等の大規模倒産もあり、年間４千件強の貸付の申請に対し、

審査の効率的な実施等により申請受理後貸付までの平均審査期間が７．１営業日となり、１０

営業日以内である割合は８６．０％。

【２２年度】

・中小企業倒産防止共済制度では、法律改正による申込金が廃止されることに伴い、申込時に掛

金を前納する場合の対応として、委託機関ごとに振込先を設定したバーチャル口座を開設し、

機構預金口座への直接振り込みを可能とするシステムを開発中。さらに当該振込データをダウ

ンロードし、契約者情報と突合させ契約者情報を更新させるシステムの開発に着手。

・審査の効率的な実施等により、貸付申請受理から貸付決定までの平均審査期間は６．１営業日、

１０営業日以内である割合は９３．１％。

【２３年度】

・新規加入者の掛金払込証明書について、新たに証明書発行システムの開発を行い、１０月～１

２月末までの新規加入者（２３年 ２１，３６６件）に対し、翌年２月に掛金払込証明書を発

行。

・２３年の両共済法の施行に伴うシステム開発並びに東日本大震災の被災者への特例措置に係る

システム開発を優先的に実施。共済加入者等関係管理システムの機能拡張については、２４年

度からシステムの要件定義策定について着手する。



- 97 -

・中小企業倒産防止共済制度の法律改正に伴う申込金廃止により、加入申込時に掛金の前納を希

望する場合の対応として、機構預金口座への直接振り込みを可能とした。

また、加入申込みと前納掛金の振り込み情報を迅速に突合させるために、バーチャル口座サー

ビスを利用するとともに、当該サービスを利用するためのシステム開発を実施。

・審査の効率的な実施等により、貸付申請受理から貸付決定までの平均審査期間は７．４営業日、

１０営業日以内である割合は８８．９％。

【２４年度】

・１０月に施行した小規模企業共済の反社会的勢力の排除への取組みについては、関係様式を変

更するとともに、契約者及び委託機関に対する周知を実施。

・年末における小規模企業共済掛金の前納申出について、必須としていた書類での申込みを、電

話による申込みも可能とすることにより、手続きを簡素化（受付件数３９８件：１１～１２月）。

・小規模企業共済掛金払込証明書の再発行について、新たにホームページに再発行受付フォーム

を設置し、確定申告時期（２月～３月）に集中する再発行依頼に対するサービスを強化（受付

件数１，６９９件）。

・審査の効率的な実施等により、貸付申請受理から貸付決定までの平均審査期間は７．４営業日、

１０営業日以内である割合は９２．９％。

【２５年度】

・年末における小規模企業共済掛金の前納申出について、必須としていた書類での申込みを、電

話による申込みも可能とすることにより、手続きを簡素化。（受付件数２７０件：１１～１２月）

・小規模企業共済掛金払込証明書の再発行について、ホームページに設置した再発行受付フォー

ムの利用を促進し、確定申告時期（２月～３月）に集中する再発行依頼に対するサービスを強

化。（受付件数２,６１０件／年、昨年度比１．５倍）

・審査の効率的な実施等により、貸付申請受理から貸付決定までの平均審査期間は６．３営業日、

１０営業日以内である割合は９５．９％。

２）契約者への情報提供の充実等

【２１年度】

・２０年度にアウトソーシングを行った電話相談業務については、オペレータ向けＦＡＱ（８４

０件）を作成し、一部は顧客の自己解決手段を提供するためにホームページにも公開（２７０

件）。さらに、加入、請求等の手続きの流れを５０件、共済事由別に共済金等を受け取るまでの

流れを説明する「共済金の受け取りナビ」を追加（ホームページアクセス数４５７万件、対前

年比２５％増）。

・また、２０年１２月に設置した「お客様相談応答業務緊急対策室」を中心に、請負先と連携し

て応答率の維持・向上を図った。

・相談応答案件から顧客ニーズの吸い上げ、共済制度の業務改善に反映するスキームの基本構想

を策定したほか、インターネットを利用した情報提供の基本戦略を策定。

【２２年度】

・共済金貸付請求ナビを新設（ホームページアクセス数６３０万件、対前年比１４０％増）。ホー

ムページを通じて、契約者等からの電子メールによる問合せに対応（２０６件／年）。

・電話応答・ＦＡＸ・メール・文書での相談対応業務を円滑に進めるコンタクトセンター（仮称）

を来年度稼働させるため、顧客ニーズの蓄積、分析等も行う共済加入者等関係管理システムの

開発に着手。

・両法の改正内容等については、周知文書及び約款等の送付、ホームページでの公開、加入者広

報誌、委託機関の機関誌への記事掲載等により、広く情報提供を実施。

【２３年度】

・顧客ニーズの蓄積、分析等も行う共済加入者等関係管理システムを開発し、電話応答・ＦＡＸ・

メール・文書での相談対応業務を円滑に進めるコンタクトセンターを７月４日開設。

・両法の改正内容等については、周知文書及び約款等の送付、ホームページでの公開、加入者広
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報誌、委託機関の機関誌への記事掲載等により、広く情報提供を実施。

【２４年度】

・電話相談業務については、コンタクトセンターにおける顧客への応答内容の分析等により、相

談応答マニュアル（トークスクリプト）を適宜追加作成するとともに、オペレータ向けＦＡＱ

（２８件／計９８件）を追加、更新。

・共済加入者等関係管理システムに蓄積される顧客応答履歴から、現行の業務・サービスに関す

る意見等を部門内で共有するとともに、対応可能なものについては順次、様式及び契約者通知

内容の変更を実施（倒産防止共済４様式）。

・復興特別所得税の導入等の税制改正に係る小規模企業共済の税法上の取扱いについて、パンフ

やホームページへの掲載、様式改定とともに、加入後の共済金や節税効果が試算できる「加入

シミュレーション」Ｗｅｂサービスを改修し、公開。

【２５年度】

・電話相談業務について、コンタクトセンターにおける顧客への応答の分析等により、オペレー

タ向け回答基礎資料（ＦＡＱ等）を適宜作成（３５件）、修正（２２件）。

・共済加入者等関係管理システムに蓄積される顧客応答履歴から、現行の業務・サービスに関す

る意見等を部門内で共有するとともに、対応可能なものについては順次、様式及び契約者通知

内容の変更を実施。

・機構ホームページでは、時期によって問合せの集中する内容が変わること、またそれに呼応し

てコンタクトセンターへの電話も多くなることを想定し、例えば掛金控除証明書の発送日程を

事前告知し、発送後は再発行の手続きに関する案内に切り替えるなどきめ細かく情報を提供。

また、問合せの多かった取扱金融機関の情報を月次で更新するなど顧客の利便性向上を推進。

・加入者に直接送付する資料は、可能な限り分かりやすさを重視したデザイン・レイアウト・説

明を採用し、加入者に対し制度の仕組みについて改めて理解を深めてもらうような取組みを実

施。

・インターネット広告に連動したインターネット、スマートフォン用の制度説明用ページを作成

し顧客への情報提供を強化。

３）災害等への機動的な対応

［中期目標の内容］

機構は、大規模な自然災害等が発生した場合には、被害を受けた中小企業の借り入れについて

の利子補給等を行うため、都道府県が貸付けを行う基金の設置に対し、機動的に支援を行う。

特に、東日本大震災への対応として、著しい被害を受けた中小企業等のために工場・事業場・

店舗等の整備・管理・譲渡等を実施するとともに、原子力発電所事故によって甚大な影響を被る

中小企業等を対象とする福島県が創設する貸付制度に支援を行うなど、機構の支援ツールを活用

した適切な措置を講じる。

また、東日本大震災で被害を受けた中小企業等の二重債務問題に対応するため、債権買取等を

行う産業復興機構への出資や事務経費への支援など、適切な措置を講じる。

［事業の実績］

■災害緊急相談窓口等の設置

○災害発生時において、速やかに災害緊急相談窓口等を設置するなどして、緊急的資金需要に迅

速に対応するための体制を整備し、相談の受付、機構､関係各機関の災害支援施策等の情報提供

を実施。また、小規模企業共済事業について、災害緊急相談窓口で災害時貸付に係る相談に対

応するとともに、被災者の緊急的資金需要に迅速に対応できるよう即日貸付を実施。

【２１年度】

・相談件数 １７件
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・小規模共済災害時貸付 ３件、６８０万円

【２２年度】

・相談件数 ６３３件

・小規模企業共済災害時貸付 ９件、２０百万円

【２３年度】

・相談件数 ７，０１８件

・小規模企業共済災害時貸付 ９８件、３６４百万円

【２４年度】

・相談件数 １，９９２件

・小規模企業共済災害時貸付 ２６件、１０７百万円

【２５年度】

・相談件数９１７件

・小規模企業共済災害時貸付 １５件、６０百万円

■口蹄疫等により被害を受けている中小企業者への支援

○「宮崎緊急支援対策室」の開設

・口蹄疫により被害を被った中小企業者に対し経営相談対応等を行うため、８月、宮崎市に相談

窓口を設置。機構の職員や専門家が相談対応（相談対応件数２０１件）。

○宮崎県口蹄疫復興中小企業応援ファンドの創設支援

・宮崎県が創設する宮崎県口蹄疫復興中小企業応援ファンドに対して、災害時融資制度を活用し

て創設を支援（１０月に２００億円の貸付）。

■東日本大震災で被災した中小企業者への支援

【２２年度】

○災害対策本部の設置

・２３年３月１１日に発生した東日本大震災で被災した中小企業への支援を実施するため、同日

「平成２３年東北地方太平洋沖地震災害支援本部」を設置したのに続き、より強力な対策を実

施すべく３月１４日付けで理事長を本部長とする「平成２３年東北地方太平洋沖地震災害対策

本部」を設置。さらに、中小企業の復興を支援する事業を強力に推進するため、４月１日より

震災緊急復興事業推進部の設置を決定。

○緊急対策（直ちに講じた措置）

・小規模企業共済制度における傷病災害時貸付に係る金利の適用及び掛金の納付期限の延長等

追加対策として傷病災害時貸付について、貸付金利の無利子化、貸付限度額の引上げ、償還期

間の延長及び据置期間の設定

さらに、「計画停電」の実施に伴い緊急経営安定貸付の適用

・倒産防止共済制度における共済貸付金の償還期限の延長等

・高度化事業に係る償還の猶予

・産業用地に係る割賦支払いの猶予

・機構施設（産業用地）について地方公共団体の要請に応じて提供（一時使用）

○現地支援拠点の設置（ネットワークを重視しつつ講じた措置）

・被害が甚大であった岩手県、宮城県、福島県に被災地域の中小企業者に対して経営支援を行う

現地支援拠点を設置（３月３１日に仙台市、盛岡市、４月１日に福島市に設置）。

○現地への専門家チームの派遣と震災復興支援アドバイザー制度の創設（ネットワークを重視し

つつ講じた措置）

・機構職員と外部専門家で構成される専門家チームを現地に派遣。被災地域の中小企業者及び地

方公共団体、関係機関等の要望や課題を把握し、必要なアドバイスを実施。
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・震災復興支援アドバイザー制度を創設。

【２３年度】

（緊急対策：直ちに講じた措置）

○フリーダイヤルの設置

・全支部において、２３年３月１１日に共済加入者向けのフリーダイヤルを設置。

○小規模企業共済制度

・掛金の納付期限の６か月間延長（希望者にはさらに６ヶ月間の最大１２ヶ月間延長）

最初の６か月７，７３７人、再延長５８８人

・災害時貸付けの適用及び特例（２４年９月末まで）

通常の災害時貸付けを適用するとともに、直接被害については、無利子。

無利子貸付 ７２１件、３，８３２百万円

有利子貸付 ５８件、 ２２７百万円

・契約者貸付けにおいて、延滞利子を１２ヶ月間免除。

適用者 ３，１９１人

○倒産防止共済制度

・掛金の納付期限の６か月間延長（希望者にはさらに６ヶ月間の最大１２ヶ月間延長）

最初の６か月１，６９４社、再延長９８社

・共済金貸付けの償還期限の６ヶ月間繰下げ（希望者にはさらに６ヶ月間延長）

最初の６ヶ月 ４６３社、再延長１６３社

・震災後に共済金貸付を受ける契約者について据え置き（６か月）後、償還開始を６か月延長 ９

社

・共済金貸付けの事由の拡充

「災害による不渡り」８社 ８０百万円

「特定非常災害による支払不能」１社 ５５０千円

・一時貸付金の償還期間の６か月間延長（希望者にはさらに６ヶ月間の最大１２ヶ月間延長）

最初の６か月 ５０３社、再延長４０社

・震災後に一時貸付けを受けた契約者について償還期限を

６か月延長 ８６社

（ネットワークを重視しつつ講じた措置）

（仮設施設整備事業）

○著しい被害を受けた中小企業者等の事業再開のための基盤整備等

・被災した地域等において、被災中小企業者等の事業再開のため、市町村の要請を受け早期の事

業活動再開を希望する複数の中小企業者等が入居する仮設店舗・仮設工場等の施設を整備し、

市町村に無償貸与、無償譲渡する事業を実施。

○迅速なニーズ把握と支援スキームの構築、支援体制の整備等

・震災発生直後から被災地調査等を実施し、補正予算成立前に仮設店舗・仮設工場等の施設を整

備することを決定。国（中小企業庁・局）と一体となって法施行前から被災６県の１０２市町

村に直接訪問し、制度の説明を開始するとともに具体的なニーズを把握。ニーズを基に中小企

業庁と協議を重ね仮設施設整備事業の枠組みの構築、基本事項や各種規定、法規制、技術的な

検討等を重ねるなど業務遂行の円滑化に注力。

○仮設施設の整備状況（２３年度末完成）

市町村数 ４６市町村

案件数 ３１８案件

区画数 １，７８９区画

入居事業者数 １，３６０事業者

仮設施設での従業者数 ６，８７９人

（高度化事業による復旧・復興支援）
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○特定地域中小企業特別資金事業（原発対策）の創設

・原発事故により移転を余儀なくされている中小企業者等に対し、福島県内の移転先において事

業を継続・再開するために必要な事業資金を貸し付ける「特定地域中小企業特別資金」を創設

（５月）。

制度創設後直ちに福島県に４２０億円を貸付

貸付先 ５５９先

貸付決定額 １０３億円。

・「特定地域中小企業特別資金」の概要

貸付期間２０年以内（うち据置期間５年以内）、設備資金・運転資金を対象、無利子・無担保、

貸付上限３千万円

○被災中小企業施設・設備等支援事業の創設

・被災県（青森県、岩手県、宮城県、福島県、千葉県）が復興事業計画の認定を受けた中小企業

グループ、機構が整備する仮設施設入居者、商工会・商工会議所に対して、施設・設備の整備

に必要な資金を貸し付ける「被災中小企業施設・設備整備支援事業」を創設（８月）。機構は必

要な資金を県に貸付。

被災５県に対して４７９億円を貸付

貸付先 ７６先

貸付決定額 ７７億円

被災県及び財団が実施する貸付審査への助言協力を実施：対象県５県 ６８先 １６２人日

○電力需給対策のための制度創設（再掲）

・電力需給対策として、省エネ・新エネ・自家発電等の設備を導入するために必要な資金を貸し

付ける制度を創設（８月）。

（利子補給を行う基金の運営）

・日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫が行う「東日本大震災復興特別貸付」等の借入を行う

中小企業者等のうち、事業所が全壊又は流出、または警戒区域等に事業所を有していた中小企

業者等や、一旦廃業した事業者であって新たに事業を開始する中小企業者等を対象として、借

り入れ後３年間利子補給を行うための基金を機構に創設（１００億円）し、その運営体制を整

備。

県の財団法人を経由して中小企業者等に利子補給を実施。

利子補給件数 １，９７７件

利子補給額 １３９百万円

（産業復興出資事業の創設）

・東日本大震災の影響により一時的に業況が悪化した中小・中堅企業者の資本増強等を支援する

ため、現行のファンド出資事業の運用を時限的に一部緩和した「産業復興出資事業」を創設（２

月）。

・東日本大震災により業況が悪化した中小企業に対して、設備投資や資本増強の資金

の提供を行い、早期復興を支援するファンド（１ファンド／総額８億円）に対して４億円

の出資契約を締結（２月）。

（産業復興機構への出資等）

○産業復興機構への出資

・東日本大震災で被害を受けた中小企業等の二重債務問題に対応するため、旧債務の買取等によ

って地域金融機関からの新規融資を可能にし、事業の迅速な再建の促進を支援する産業復興機

構（再生ファンド）を県及び地域金融機関との共同出資により設立（岩手・茨城・宮城・福島・

千葉の各県）。

・産業復興機構の組成促進に向けた体制整備のため、各県ごとの責任者及び担当者を明確化（７

月）。これらの取組みにより、業務方法書の認可後（１０月７日）速やかに第一号の出資契約（岩

手産業復興機構、１１月１１日）を実現。

・出資契約実績
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出資契約額 総額３７０．３億円（２９６億円）

○中小企業再生支援協議会の再生計画策定支援等を受けた被災中小企業等に対して利子補給を行

う基金の運営

・中小企業再生支援協議会（産業復興相談センター）の支援を受けて事業再生を図る被災中小企

業者等に対して、旧債務（再生計画等の対象となる債務）に係る利子の補てんを行うための基

金を創設し（１８４億円）、その運営体制を整備。

県の財団法人を経由して中小企業者等に利子補給を実施。

助成対象件数 ２件

助成金額 ４百万円

（震災復興支援アドバイザー派遣事業）

○被災中小企業者等からの支援ニーズに対応した復興支援の実施

・被災中小企業並びに被災地域の地方公共団体及び支援機関に対して震災復興支援アドバイザー

を派遣し、中小企業の事業再建並びに地域経済の再生及び新たなまちづくりに向けた計画の策

定等の支援を実施

○迅速なニーズ把握と支援体制の整備

・震災発生直後から被災地調査等を実施し、補正予算成立前に震災復興支援アドバイザー制度を

創設（４月１日）。機構のネットワークを活用し、制度の創設と同時に５７４人を震災復興支援

アドバイザーとして登録。

・その後も支援ニーズに応じて２６６人を追加登録。阪神・淡路大震災時に復興支援で活躍した

地方公共団体ＯＢなども追加登録。

・被災中小企業等からの相談や各種課題に迅速且つ的確に対応するため、仙台、盛岡、福島に復

興支援センターを設置。当該３センターに復興支援アドバイザーを常駐させ復興支援相談に対

応。東北支部に復興支援センター総括部を設置し、当該３センターを傘下に改編するなど現地

支援体制を構築。

・東北本部と日本政策金融公庫、仙台市、仙台商工会議所等と連携し、仙台駅前の仙台市情報・

産業プラザに中小企業支援合同相談窓口を開設に相談等に対応（２３年３月１８日～５月３１

日）

東北本部において、東北経済産業局、被災４県と連携し、復興支援施策説明会を開催（３６回、

３，１８０人）。また、支部職員がチームを編成し（２２人）、被害が大きい沿岸部を中心に青

森、岩手、宮城、福島の各県の３６市町村を訪問し、支援ニーズを発掘。さらに４県内の１４

５商工会に対してもニーズ調査を実施。これらの取組みを踏まえて、各地における震災復興セ

ミナーや個別相談会の開催、震災復興支援アドバイザー等による支援を実施。

・関東本部において、千葉県・静岡県において県が主催する震災被害等相談会において、機構相

談窓口を設置しワンストップ相談会を実施（４月８日～５月２６日 計１１回）。

茨城県の要請を受け、水戸市に「中小機構 関東 いばらき復興支援デスク」を開設。職員を派

遣し相談等に対応（５月１８日～７月２９日、３１日間）。

・震災復興支援アドバイザー制度の充実・強化を図るため、日本弁護士連合会（６月）、日本公認

会計士協会（１０月）、信金中金（１２月）との業務提携のための協定書を締結。

○支援実績

・アドバイザー派遣

支援先数 ２３２先

（中小企業：１３３先、地方公共団体等：９９先）

派遣件数 ２，５６８件

（中小企業：５０５件、地方公共団体等：２，０６３件）

派遣人日数 ２，４３１．５人日

（中小企業：４４１人日、地方公共団体等：１，９９０．５人日）

・震災に係る経営相談（出張相談を含む）

震災に係る経営相談件数２，５３４件

（東北支部２，４８１件、関東支部５３件）
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○市町村等への支援内容

・福島県及び福島市等の要請を受け、震災復興支援アドバイザー制度を活用し、放射線測定業務

及び測定結果を踏まえたアドバイスを実施（派遣人日数 ３０２人日、相談件数３６２件、測

定実績２３３回）

・特定地域中小企業特別資金事業（福島県）の貸付制度の運営支援として、(財)福島県産業振興

センターに震災復興支援アドバイザーを派遣（派遣人日数２６７人日）

・被災中小企業施設・設備等支援事業の貸付制度の運営支援として、みやぎ産業復興機構等に震

災復興支援アドバイザーを派遣（派遣人日数８６人日）

・被災した商工会議所からの要請に応じて、現地で定期的に出張相談窓口を開設（石巻市、いわ

き市 派遣人日数合計１９２．５人日 相談件数合計５２３件）。

・岩手県山田町、釜石市及び大船渡市の要請を受け常駐型の震災復興支援アドバイザーを派遣（派

遣人日数２４８人日）

・福島県商工会議所に対し弁護士を派遣（日本弁護士連合会との業務提携 相談件数２１件、派

遣人日数６日）

・福島県商工会議所に対し公認会計士を派遣（日本公認会計士協会との業務提携 相談件数７６

件、派遣人日数１８日）

・その他支援機関等が実施する経営相談会やセミナー等の講師派遣等を実施

（復興支援セミナー等の開催）

・中小企業大学校仙台校、東京校等において中小企業者及び支援担当者を対象とした復興支援研

修及びセミナーを実施（研修回数 ２０回、受講者数 ６０６人）

・東北支部において、商工会議所や金融機関と連携し、震災復興セミナー・個別相談会を開催（３

４回、参加者数１，９７０人）

（販路開拓支援）

○地域活性化パートナー企業等と連携した震災復興応援イベント

・大手百貨店、スーパー等の地域活性化パートナーとの連携により、被災地域の地域資源活用や

農商工連携の認定事業者を中心に販売・商談機会を提供（延べ１０９社）したほか、東邦銀行

が実施する商談会及び販売会への協力支援を２回実施。

○震災復興支援イベントの開催

・被災地域の中小企業の商品の展示即売会・商談会を行うイベントを開催。被災地域以外の各地

で開催することにより、国内の復興支援に係る機運を醸成。開催に当たっては、国内の地方公

共団体、民間企業、商店街組合等や外国大使館の協力を得て実施。

○復興に向けた海外展開支援

・東北地域の被災地域における企業を対象に、海外展開支援を目的とした国内展示・商談会を開

催。

展示・商談会１１回、出展企業２２５社、商談件数１，２５２件、成約件数（見込を含む）２

２１件

○中小企業総合展の活用

・機構が主催する中小企業総合展において、東北地域の企業による展示即売会等を開催（出展料

無料）

中小企業総合展（東京） ４８社

中小企業総合展（大阪） ５社

また、２４年５月に開催される中小企業総合（大阪）においても１０社の出展を決定。

○アンテナショップによる支援

・東日本大震災で被災した中小企業者を応援するため、１階ショップにて「東北支援特集」とし

て被災地域の商品を割引販売し、売上の一部を義援金として寄付。その後も、被災地域の商品
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に係る販売促進イベントを積極的に企画。

○Web を活用した支援等

・東日本大震災で被災した中小企業者を応援するため、アンテナショップのオンライン上に「東

北支援特集」として被災地域の商品を割引販売し、売上の一部を義援金として寄付。

○ＪＶＡによる復興企業の表彰

・創業の啓発と促進に向けて、模範となる起業家を表彰する「Ｊａｐａｎ Ｖｅｎｔｕｒｅ Ａｗ

ａｒｄｓ ２０１２」を実施。実施にあたり、東日本大震災復興賞、東日本大震災被災地支援特

別賞を創設。独自の生産技術を持ちながら復興に向けて雇用創出に積極的に取組む企業等を表

彰。

（復興支援情報等の提供）

○機構ホームページによる復興支援情報等の提供

・中小機構の支援策や仮設施設の整備状況を掲載。また、中小企業庁をはじめとした省庁や地方

公共団体、中小企業支援機関から発表される支援策やイベント・セミナー情報等をまとめて掲

載。

・仮設施設入居企業を取材し、被災中小企業の再建に向けた取組みを紹介。

○Ｊ－Ｎｅｔ２１による復興支援情報等の提供

・震災支援情報として、各省庁の震災関連情報のリンク集を作成するとともに、過去の震災にお

ける復興事例を紹介。

・「仮設施設入居企業からのメッセージ」を開設し、仮設施設入居企業のＰＲの場を提供。

○産業用地等の情報提供

・被災県における産業用地、工場跡地又は空き工場等、被災地での企業立地の利便を図る横断検

索Ｗｅｂを整備。

１２月以降 閲覧実績 ２，２８８件

（機構施設の貸与等）

○被災地方公共団体への用地提供

・東日本大震災で被災した地方公共団体から要請を受け、未分譲用地（石巻トゥモロービジネス

タウン、相馬中核工業団地、いわき四倉中核工業団地 計５１．６ｈａ）の貸与を行い、仮設

住宅・仮設施設整備事業用地等として活用。

【２４年度】

（継続中の措置）

○小規模企業共済制度

・災害時貸付けの適用及び特例（２６年３月末まで延長）

通常の災害時貸付けを適用するとともに、直接被害については、無利子。

無利子貸付 ９２件、６３５百万円

有利子貸付 １件、 ５百万円

・納付期限延長措置の終了後に掛金未納が続いた者に対し、個別事情に応じて掛金月額の減額等

の救済措置を実施（２０４件）。

・その他、共済金請求等の諸手続きについて、被災契約

者の状況に応じて、手続書類の省略等を行うなど、個

別事情に応じてきめ細かく対応。

○倒産防止共済制度

・一時貸付金の償還期限を６か月間延長後、さらに６か

月間の延長 ８２社

・震災後に一時貸付けを受けた契約者について償還期限

を６か月間延長 ２３社
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・その他、一時貸付金及び解約手当金請求について、被

災契約者の状況に応じて、手続書類の省略等を行うな

ど、個別事情に応じたきめ細かな対応を実施。

○高度化貸付事業

・災害復旧高度化事業の特例措置（被災中小業者及び県の資金負担の大幅軽減、据置期間の延長、

事業計画受付期限の延長等の措置）

２先（７件） ４．９億円を貸付決定

（仮設施設整備事業）

○被災中小企業者等の事業再開のための基盤を整備

・被災した地域等において、早期の事業活動再開を希望する複数の中小企業者等が入居する仮設

施設を整備する事業を実施。

・仮設施設を整備した５０市町村及び支援機関に対する役立ち度調査を実施（６１機関）。

役立ち度１００％

・仮設施設入居事業者を訪問し、調査を実施（６３７事業者訪問、有効回答数６３０事業者）。

役立ち度９８．９％

○仮設施設の整備状況（完成ベース）

市町村数 ５０市町村

案件数 ２５７案件（累計５７５件）

区画数 １，４７１区画（累計３，２６０区画）

面積 ８３，３３４㎡（累計２０９，４２２㎡）

事業者数 ２，７８４事業者

（前年同期比１，４２４者増）

従業者数 １１，７６９人

（前年同期比４，８９０人増）

（高度化事業による復旧・復興支援）

○特定地域中小企業特別資金（原発事故対策）の実施

・１５８先の事業者に対し１９．１億円の貸付決定（２３年度からの累計７１７先１２２億円の

貸付決定）。

○被災中小企業施設・設備整備支援事業（３セク貸付）の実施

・被災５県（青森県、岩手県、宮城県、福島県、千葉県）に対して４９９．３億円の追加資金を

交付（２３年度からの累計９７８．６億円の資金交付）。１８１先の事業者に対し、１２４．８

億円の貸付承認（累計２５５先の事業者に対し、２００．１億円の貸付承認）。被災県及び財団

が実施する貸付審査への助言協力を実施（対象県５県、７７先、１２３人日）。

（利子補給を行う基金の運営）

・日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫が行う「東日本大震災復興特別貸付」等の借入を行う

中小企業者等のうち、事業所が全壊又は流出、または警戒区域等に事業所を有していた中小企

業者等や、一旦廃業した事業者であって新たに事業を開始する中小企業者等を対象として、借

り入れ後３年間利子補給を行うための基金を機構に創設（１００億円）し、その運営体制を整

備。

県の財団法人を経由して中小企業者等に利子補給を実施。

利子補給件数 ３，４０７件

利子補給額 ４３０百万円

（産業復興出資事業の実施）

・出資対象を被災地の企業を対象とした組合に限定する制度改正を実施し、募集を継続。

（産業復興機構へ出資等）
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・東日本大震災で被害を受けた中小企業等の二重債務問題に対応するため、県及び地域金融機関

との共同出資により５県（岩手・宮城・福島・茨城・千葉）で設立した産業復興機構（再生フ

ァンド）に対し、３６億円を出資。

（債権買取実績）

・債権買取先数 ７４先 （累計 ７６先）

・債権買取額 ５６億円 （累計 ６１億円）

○各産業復興機構の運営者に対する事務経費の支援

・各産業復興機構の運営者に対する事務経費の支援について、交付要領等の実施体制を整備し、

助成を実施。

助成件数 １０件

助成金額 ６７百万円

○中小企業再生支援協議会の再生計画策定支援等を受けた被災中小企業等に対して利子補給を行

う基金の運営

・中小企業再生支援協議会（産業復興相談センター）の支援を受けて事業再生を図る被災中小企

業者等に対して、旧債務（再生計画等の対象となる債務）に係る利子の補てんを行うための基

金を創設し（１８４億円）、その運営体制を整備。

県の財団法人を経由して中小企業者等に利子補給を実施。

利子補給件数 １０７件

利子補給額 ６１６百万円

（震災復興支援アドバイザー派遣事業）

○被災中小企業者等からの支援ニーズに対応した復興支援の実施

・被災中小企業並びに被災地域の地方公共団体及び支援機関に対して震災復興支援アドバイザー

を派遣し、中小企業の事業再建並びに地域経済の再生及びまちづくりに向けた再建計画の策定

等の支援を実施。

○支援実績

・アドバイザー派遣

支援先数 ２４０先

（中小企業：１８０先、地方公共団体等：６０先）

派遣回数 ２，９８９回

（中小企業：９１５回、地方公共団体等：２，０７４回）

派遣人日数 ２，７７４．０人日

（中小企業：７８８．５人日、地方公共団体等：１，９８５．５人日）

役立ち度 ９７．３％

・震災に係る経営相談（出張相談を含む）

震災に係る経営相談件数２，９６９件

（東北本部２，９６７件、関東本部２件）

○市町村等への支援内容

・福島県及び福島市等の要請を受け、震災復興支援アドバイザー制度を活用し、放射線測定業務

及び測定結果を踏まえたアドバイスを実施（派遣人日数１７１．０人日、相談件数７６件、測

定実績３０６回）。

・特定地域中小企業特別資金事業（福島県）の貸付制度の運営支援として、(財)福島県産業振興

センターに震災復興支援アドバイザーを派遣（派遣人日数５１５．０人日）。

・被災中小企業施設・設備等支援事業の貸付制度の運営支援として、みやぎ産業復興機構等に震

災復興支援アドバイザーを派遣（派遣人日数６．０人日）。

・被災した商工会議所からの要請に応じて、現地で定期的に出張相談窓口を開設（石巻市 派遣

人日数合計１５６．０人日、相談件数合計５４４件）。

・岩手県山田町の要請を受け常駐型の震災復興支援アドバイザーを派遣（派遣人日数６２．０人

日）。
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・福島県内の商工会議所等に対し弁護士を派遣（日本弁護士連合会との業務提携 相談件数４件、

派遣人日数１日）。

・福島県内の商工会議所に対し公認会計士を派遣（日本公認会計士協会との業務提携 相談件数

１１１件、派遣人日数２７日）。

・その他支援機関等が実施する経営相談会やセミナー等の講師派遣等を実施。

（地方公共団体等への商業復興支援）

・地方公共団体や国土交通省等から要請のあった大船渡市、陸前高田市、南三陸町、気仙沼市、

女川町に対し、職員及びアドバイザーが現地ヒアリング等を行い、現状把握、課題の抽出、復

興構想・計画に対する助言等を実施（５市町、１６回）。

（復興支援セミナー等の開催）

・中小企業大学校仙台校において中小企業者及び支援担当者を対象とした復興支援セミナーを実

施（研修回数 ２０回、受講者数 ５５３人）。

・中小企業大学校各校において中小企業者等を対象にＢＣＰ（事業継続計画）をテーマとしたセ

ミナー及び研修を実施（研修回数 ６５回、受講者数 ２，０５４人）。

○販路開拓支援

（震災復興支援イベントの開催）

・被災地域の復興を支援するため、被災地域の中小企業の商品の展示即売会を行うイベントを開

催。開催に当たっては、外国大使館の協力を得て実施。

（中小企業総合展及び他機関主催イベントの活用）

・機構が主催する中小企業総合展において、東北地域の企業による展示即売会等を開催（出展料

無料）

中小企業総合展（東京） ４１社

中小企業総合展（大阪） ９社

また、２５年５月に開催される中小企業総合（大阪）においても８社の出展を決定。

・他機関主催のイベントにおいて、出展者枠内に復興支援枠を設置。支援対象者においては、無

料にて出展を支援。

出展企業数 １９社

○被災地域における海外展開支援

・被災地域中小企業に対し、国際展示会や海外バイヤーが参加する国内展示会等へ出展するため

の支援を実施

・海外展示会 出展企業数 ３０社

・国内展示会（商談会含む）出展企業数 ４４８社

・ＭＯＵ先である香港貿易発展局のＷＥＢマッチングサイトに、被災地域中小企業２６社の情報

を掲載し、中国、東南アジア地域のバイヤーとの商談支援。

・被災地域の東北ものづくり企業３０社の情報をＷＥＢサイトに掲載。世界最大級データベース、

コンパスを活用。欧米を中心に見積などの問い合わせを受けた（再掲）。

○ＪＶＡによる復興企業の表彰

・創業の啓発と促進に向けて、模範となる起業家を表彰する「Ｊａｐａｎ Ｖｅｎｔｕｒｅ Ａｗ

ａｒｄｓ ２０１３」を実施。実施にあたり、東日本大震災復興賞として、被災地で復興支援美

容室を展開し、被災した美容師の雇用創出に積極的に取組む企業を表彰。

（復興支援情報等の提供）

○機構ホームページによる復興支援情報等の提供

・中小機構の支援策や仮設施設の整備状況を掲載。また、中小企業庁をはじめとした省庁や地方

公共団体、中小企業支援機関から発表される支援策やイベント・セミナー情報等をまとめて掲

載。

・震災復興支援アドバイザーを活用した企業を取材して、その取組みを紹介。



- 108 -

○Ｊ－Ｎｅｔ２１による復興支援情報等の提供

・震災支援情報として、各省庁の震災関連情報のリンク集を引き続き公開するとともに、掲示板

機能により仮設施設入居企業のＰＲの場を提供。

（被災地域への企業誘致支援）

○産業用地等の情報提供

・被災県における産業用地、工場跡地又は空き工場等、被災地での企業立地の円滑化を図るため

の横断的な検索Ｗｅｂを整備。

閲覧実績 ４，６７６件

・企業等に対して被災県の情報提供、設備投資の情報収集を行う専門員を配置。

被災県へ投資可能性のある企業等訪問 ２３０件

被 災 県 へ 設 備 投 資 意 向 の あ る 企 業 等 の 情 報 を 地 方 公 共 団 体 へ 情 報 提 供

３件

（機構施設の貸与等）

○被災地方公共団体への用地提供

・東日本大震災で被災した地方公共団体から要請を受け、未分譲用地（石巻トゥモロービジネス

タウン、相馬中核工業団地、いわき四倉中核工業団地 計５１．６ｈａ）の貸与を継続し、仮

設住宅・仮設施設整備事業用地等として活用。

【２５年度】

（継続中の措置）

・小規模企業共済の災害時貸付けの適用及び特例（２７年３月末まで延長）

通常の災害時貸付けを適用するとともに、直接被害については、無利子。

無利子貸付 ３３件、１６６百万円

（仮設施設整備事業）

○被災中小企業者等の事業再開のための基盤を整備

・被災した地域等において、早期の事業活動再開を希望する複数の中小企業者等が入居する仮設

施設を整備する事業を実施。

○被災地ニーズを踏まえた支援例

・福島県における避難住民の帰還支援の一環として、被災中小企業６社（小売業５社、飲食業１

社）と商工会が入居する共同店舗を田村市に２か所整備。

○仮設施設の整備状況（完成ベース）

市町村数 ５１市町村

案件数 ４１案件（累計６１６件）

区画数 １５７区画（累計３，４１７区画）

面積 １０，４４６㎡（累計２１９，８６８㎡）

事業者数 ２，８１９事業者

（前年同期比３５者増）

従業者数 １１，９８３人

（前年同期比２１４人増）

（高度化事業による復旧・復興支援）

○特定地域中小企業特別資金貸付（原発事故対策）の実施

・事業再開する帰還者への貸付条件について、限度額の引き上げ及び償還期間の延長、追加貸付

を可能とする措置を実施、拡充に伴う貸付事業資金として福島県に２８３億円の貸付けを実施。

・７５先の事業者に対し１２．９億円の貸付決定（２３年度からの累計７９２先１３４．９億円

の貸付決定）。
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○被災中小企業施設・設備整備支援事業（３セク貸付）の実施

・被災５道県（北海道、岩手県、宮城県、福島県、千葉県）に対して３５０．６億円を貸付け（２

３年度からの累計１，３２９．２億円の資金交付）。２８４先の事業者に対し、１５６．２億円

の貸付承認（累計５３９先の事業者に対し、３５６．３億円の貸付承認）。被災道県及び財団が

実施する貸付審査への助言協力を実施（対象４道県２４先４１．０人日）。

（利子補給を行う基金の運営）

・日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫が行う「東日本大震災復興特別貸付」等の借入を行う

中小企業者等のうち、事業所が全壊又は流出、または警戒区域等に事業所を有していた中小企

業者等や、一旦廃業した事業者であって新たに事業を開始する中小企業者等を対象として、借

り入れ後３年間利子補給を行うための基金を機構に創設（１００億円）し、その運営体制を整

備。

県の財団法人を経由して中小企業者等に利子補給を実施。

利子補給件数 ４，１９２件

利子補給額 ４５７百万円

（産業復興出資事業の実施）

・出資対象を被災地の企業を対象とした組合に限定した募集を継続。

（産業復興機構へ出資等）

・東日本大震災で被害を受けた中小企業等の二重債務問題に対応するため、県及び地域金融機関

との共同出資により５県（岩手・宮城・福島・茨城・千葉）で設立した産業復興機構（再生フ

ァンド）に対し、７１億円を出資。

（債権買取実績）

債権買取先数 １４８先 （累計 ２２４先）

債権買取額 ９８億円 （累計 １５９億円）

○各産業復興機構の運営者に対する事務経費の支援

・各産業復興機構の運営者に対する事務経費の支援について、交付要領に基づき助成を実施。

助成件数 ２０件

助成金額 ４９百万円

○中小企業再生支援協議会の再生計画策定支援等を受けた被災中小企業等に対して利子補給を行

う基金の運営

・中小企業再生支援協議会（産業復興相談センター）の支援を受けて事業再生を図る被災中小企

業者等に対して、旧債務（再生計画等の対象となる債務）に係る利子の補てんを行うための基

金を創設し（１８４億円）、その運営体制を整備。

県等の財団法人を経由して中小企業者等に利子補給を実施。

利子補給件数 ２２８件

利子補給額 ９５５百万円

（震災復興支援アドバイザー派遣事業）

○被災中小企業者等からの支援ニーズに対応した復興支援の実施

・被災中小企業並びに被災地域の地方公共団体及び支援機関に対して震災復興支援アドバイザー

を派遣し、中小企業の事業再建並びに地域経済の再生及びまちづくりに向けた再建計画の策定

等の支援を実施。

・仮設施設入居事業者の本格復興を支援するため、震災復興支援アドバイザーによる巡回助言を

実施（岩手県４３５社、宮城県３３４社、福島県１２５社、計８９４事業者）。

○支援実績

・アドバイザー派遣

支援先数 ３００先

（中小企業：２３８先、地方公共団体等：６２先）
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派遣回数 ３，１１３回

（中小企業：１，１５７回、地方公共団体等：１，９５６回）

派遣人日数 ２，８２４．０人日

（中小企業：９８５．０人日、地方公共団体等：１，８３９．０人日）

役立ち度 １００．０％

・震災に係る経営相談（出張相談を含む）

震災に係る経営相談件数２，０６３件

（東北本部２，０６０件、関東本部３件）

○市町村等への支援内容

・福島県及び福島市等の要請を受け、震災復興支援アドバイザー制度を活用し、放射線測定業務

及び測定結果を踏まえたアドバイスを実施（派遣人日数６３人日、相談件数３２件、測定実績

９４回）。

・特定地域中小企業特別資金事業（福島県）の貸付制度の運営支援として、公益財団法人福島県

産業振興センターに震災復興支援アドバイザーを派遣（派遣人日数５９１．０人日）。

・被災中小企業施設・設備等支援事業の貸付制度の運営支援として、公益財団法人みやぎ産業復

興機構等に震災復興支援アドバイザーを派遣（派遣人日数２．０人日）。

・被災した商工会議所からの要請に応じて、現地で定期的に出張相談窓口を開設（石巻商工会議

所 派遣人日数５１．０人日、相談件数８５件、南三陸町商工会 派遣人日数４７．５人日、

相談件数１０２件）。

・福島県内の商工会議所に対し公認会計士を派遣（日本公認会計士協会との業務提携 相談件数

５０件、派遣人日数１０．０人日）。

・その他支援機関等が実施する経営相談会やセミナー等への講師派遣等を実施。

（地方公共団体等への商業復興支援）

・地方公共団体や中小企業庁・国土交通省等から要請のあった大船渡市、陸前高田市、南三陸町、

気仙沼市、女川町、富岡町に対し、職員及びアドバイザーが現地ヒアリング等を行い、現状把

握、課題の抽出、復興構想・計画に対する助言等を実施（６市町、６８回）。

（復興支援セミナー等の開催）

・中小企業大学校仙台校において、中小企業者を対象とした復興支援セミナーを自治体と連携し

て実施（研修回数５回、受講者数 ６１人）。

（警戒区域等に設定された地域の賑わい回復支援）

・原子力発電所事故に伴い、警戒区域等に設定された福島県の１２市町村を対象に、住民の帰還

や賑わいの回復を通じて、地元中小企業の活性化を図るための復興イベントを実施するために

必要な経費を助成することとし、富岡町、南相馬市（小高区）、川内村において開催されたイベ

ントに対して助成を実施。

（機構他事業との連携による販路開拓支援）

・被災中小企業の商談・展示会「東北３県いただきマルシェ」を東京、大阪で開催。延べ２２１

社の出展者に対して震災復興支援アドバイザーが販路開拓に関するヒアリング、アドバイスを

行い、課題解決へのアドバイス要望のあった１４社に対して震災復興支援アドバイザーを派遣

し、販路開拓の支援を実施。

（被災地域への企業誘致支援）

○産業用地等の情報提供

・被災県における産業用地、工場跡地又は空き工場等、被災地での企業立地の円滑化を図るため

の横断的な検索Ｗｅｂにより用地等情報を提供。

閲覧実績 ２，５２２件

・企業等に対して被災県の情報提供、設備投資の情報収集を行う専門員を配置。

*被災県へ投資可能性のある企業等訪問 ２８１ 件

*被災県へ設備投資意向のある企業等の情報を地方公共団体へ提供 ３件
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（機構施設の貸与等）

○被災地方公共団体への用地提供

・東日本大震災で被災した地方公共団体から要請を受け、未分譲用地（石巻トゥモロービジネス

タウン、相馬中核工業団地、いわき四倉中核工業団地 計５６ｈａ）の貸与を継続し、仮設住

宅・仮設施設整備事業用地等として活用。

・福島復興再生特別措置法の認定重点推進計画に基づき、福島県及び相馬市からの要請を受けて、

２５年７月にいわき四倉中核工業団地を福島県に、相馬中核工業団地を相馬市に無償で譲渡（２

団地、５８ｈａ）。

（４）期限の定められている業務

１）政令によって期限が定められた産業用地分譲業務等の着実な実施

［中期目標の内容］

中小企業基盤整備機構法(以下「機構法」という。) 附則第５条及び附則第６条第３項に掲げ

る産業用地分譲業務等については、着実に実施し、平成２６年３月までに終了する。

機構法附則第５条第１項第５号二に掲げる業務については、福島復興再生特別措置法の認定重

点推進計画に基づき、産業用地を無償で譲渡する。

［事業の実績］

○地方公共団体、関係機関等との連携強化

【２５年度】

・業務期限内に１件でも多くの企業立地を実現するとの方針のもと、以下の分譲促進活動を推進。

・団地特性に応じた業種や設備投資の動きがある業種へのアプローチにより、空知団地等に太陽

光発電や風力発電関連施設が立地（５件３４ｈａ）。また、震災復興の動きを背景に、北上産業

業務団地等東北地域を中心に物流関連施設が立地（７件１４ｈａ）。

・東日本大震災を契機とした防災意識の高まりを受け、ＢＣＰの観点から事業所移転・分散ニー

ズのある企業へのアプローチにより、津オフィス・アルカディアに立地（５件４ｈａ）。

・上記あらゆる分譲促進策を通じ、３６件７８ｈａを企業に譲渡。

・この結果、旭川リサーチパーク、津オフィス・アルカディア等７団地が完売。

○団地別の利活用促進策の検討

【２１年度】

・団地ごとにその特性、要因に応じた利活用促進策を検討し、見直しを実施。

（石巻トゥモロービジネスタウンの利活用促進策見直し）

・新市長のマニュフェストを受け、植物工場の誘致を図るべく従来の用途要件の弾力的な運用に

向けて市と連携の上で検討を行うよう促進策を見直し、勉強会を開催。

【２２年度】

（新潟中条中核工業団地の利活用促進策の見直し）

・利活用促進のための研究会において再整理した進出の可能性が高い分野へのアプローチを強化

するよう促進策を見直し、当該分野の企業への接触を重点的に実施。

（西薩中核工業団地の利活用促進策の見直し）

・地方公共団体が参画する自然エネルギー工業団地構想（団地内で発電された自然由来の電力の

売電構想）等を踏まえて利活用促進を図るよう見直しを実施。

【２３年度】

・再生可能エネルギー関連による利活用の可能性を検討し、関連イベントに出展し、ＰＲ。発掘

した有意企業に対して、事業計画に合致した立地条件の団地を紹介、降雨・日射量等必要なデ

ータを提供、アプローチを行った結果、釧路白糠団地において国内最大級のメガソーラー建設
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を計画する企業が立地を表明（４６ｈａ）。また、市況低迷下でも設備投資の動きのある環境・

新エネルギー・医療分野へのアプローチや、リスク分散を検討する企業への重点的な誘致活動

を実施した結果、再生可能エネルギー関連企業・医療機関・医療機器製造業等の誘致が決定。

【２４年度】

・団地別に再生可能エネルギー関連による利活用の可能性を検討し、関連イベントの出展、ＰＲ。

発掘した有意企業に対して、事業計画に合致した立地条件の団地を紹介、降雨・日照量等必要

なデータを提供するなどアプローチを行った結果、釧路白糠団地において大規模太陽光発電施

設を建設する企業が立地（４６ｈａ）。

・富山八尾中核工業団地、弘前オフィスアルカディアにおいては、医療・医薬品関連産業が多数

立地していることから、同業種にアプローチを実施した結果、４件が立地（１４ｈａ）。

○戦略的・機動的な産業用地の分譲

【２１年度】

・市況低迷下でも設備投資の動きのある食品工業及び環境・新エネルギー分野にターゲットを絞

り、需要調査、関連イベントの出展等による企業発掘、アプローチを実施した結果、食品関連

企業、リチウムイオン電池企業等への誘致を実現。

・企業の新たな設備投資は厳しい状況下にあったため、産業用地利活用面積は１７ｈａであった

ものの、２団地を完売（山梨ビジネスパーク、アルカディアソフトパーク山形）。

【２２年度】

・市況低迷下でも設備投資の動きのある環境・新エネルギー分野にターゲットを絞り、需要調査、

関連イベントの出展等による企業発掘、アプローチを実施した結果、太陽電池企業等の誘致を

実現。

・また、地方公共団体との連携のもと、団地の特性に応じたニーズ発掘、アプローチをさらに強

化し、弘前オフィス・アルカディアや能登中核工業団地への大規模立地（内定を含む）が実現。

・企業の設備投資環境は依然として厳しい状況にあるが、産業用地利活用面積は３０．９ｈａ（前

年度の１．８倍）。その結果、２団地（郡山ウェストソフトパーク、沼田団地）が完売となり、

機構発足後の完売団地数は累計２９団地。

【２３年度】

・市況低迷下でも設備投資の動きのある環境・新エネルギー・医療分野へのアプローチや、リス

ク分散を検討する企業への重点的な誘致活動を実施した結果、再生可能エネルギー関連企業・

医療機関・医療機器製造業等の誘致が決定（再掲）。

・企業の新たな設備投資は厳しい状況下にあったものの、３７．４ｈａ（前年比約２０％増）の

分譲等を行い、３団地を完売（海南インテリジェントパーク、新勝央中核工業団地、久留米ビ

ジネスパーク）。

なお、上記の３７．４ｈａの分譲等に加え、東日本大震災で被災した地方公共団体から要請を

受け、未分譲用地（石巻トゥモロービジネスタウン、相馬中核工業団地、いわき四倉中核工業

団地 計５１．６ｈａ）の貸与を行い、仮設住宅・仮設施設整備事業用地等として活用（再掲）。

【２４年度】

・設備投資の動きのある環境・新エネルギー・医療分野の企業へのアプローチや、リスク分散を

検討する企業への重点的な誘致活動を実施した結果、再生可能エネルギー関連企業・医療機関・

医療機器製造業等の立地が実現。

・以上の取り組み等により、１０２．２ｈａ（昨年比 約２．７倍）の譲渡等を行い、１団地を

完売（夕張緑陽団地）。

○企業等へのアプローチ

・産業用地利活用促進のために、企業等顧客層等へのアプローチを数多く実施。

*企業等との接触件数

（２１年度） ８，６８９件
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（２２年度） ９，０２９件

（２３年度） ８，７６２件

（２４年度） ８，７８１件

○地方公共団体等への譲渡

・最終年度も最後まで企業誘致活動を行いつつ、期限内に立地が実現されない案件の引継や分譲

方法等細部の説明を実施。

・各地方公共団体では厳しい財政事情にありながらも、これまで築き上げてきた良好な協力関係

により、一括譲渡の趣旨が理解され、２２の地方公共団体または土地開発公社に２３団地３５

０ｈａを譲渡。これにより、地方公共団体への引受を依頼した全ての用地の譲渡が実現。

○福島復興再生特別措置法に基づく無償譲渡

・福島復興再生特別措置法の認定重点推進計画に基づき、福島県及び相馬市からの要請を受けて、

２５年７月にいわき四倉中核工業団地を福島県に、相馬中核工業団地を相馬市に無償で譲渡（２

団地 ５８ｈａ）。(再掲)

○業務終了に向けた整備

・産業用地分譲業務の終了に向け、用地の整備状態の総点検を実施し、老朽化した境界杭の復元

工事など必要な工事を実施。

○期限が定められた産業用地分譲業務等

・業務期限の定められた産業用地は全て、企業または地方公共団体等へ譲渡（３２団地４８６ｈ

ａ）。

・機構設立時所有６３団地１，２１１ｈａを全て譲渡し業務終了。

・機構設立以降、５３２件の企業譲渡等実現。

２）その他の期限が定められている業務

［中期目標の内容］

機構法附則第８条に掲げる繊維業務(既往保証債務に係る業務を除く。)については、平成２２

年５月までに終了する。

また、機構法附則第８条の４に掲げる旧特定産業集積の活性化に関する臨時措置法に基づく業

務を、着実に実施する。

［事業の実績］

①繊維業務

【２１年度】

・自立事業の効果発揮を目指し、商品企画や事業立案等を支援するアドバイス事業を実施（８件）。

・繊維中小企業団体等が実施する展示会・求評会に対する助成事業を実施（１１件、１７０百万

円）。

・先進的な企業経営や情報化の推進を担う人材の育成を支援する助成事業を実施（４件、２２百

万円）。

・中国市場等海外市場におけるマーケティング、化学物質の規制等による安全性の向上、リサイ

クル促進策、オーガニックコットン・カシミヤ素材に関する適正表示等、繊維中小企業に資す

る調査・分析事業及び繊維ファッション業界とファッション教育界の連携を図る産業連携シン

ポジウム、ファッションデザインシンポジウムを実施（１６件）。

・ＩＴに関する産地研修を実施（研修回数２１回、受講者数１，６３８人）。

【２２年度】

・繊維中小企業団体等が実施する展示会・求評会に対する助成事業を実施（３件、２３，５９２

千円）。
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・繊維事業者に対する海外市場開拓セミナーを実施（セミナー回数３回、受講者数２３１人）。

②産業集積活性化業務

→「（１）政令によって期限が定められた産業用地分譲業務等の着実な実施」の項を参照。

・試作開発型事業促進施設について、入居企業等への譲渡又は地方公共団体等への移管に向けて、

関係地方公共団体と協議中。

３．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（１）現場重視の組織運営

［中期目標の内容］

・機構の組織は、その目標の実現のために業務の改善や新たなニーズに即応した事業が機動的に

実施されるよう、部門間の壁を廃した柔軟な組織運営、意思決定を行い、業務の効果的な実施

を図る。

・利用者との直接の接点となる部門に職員の重点的配置を行うとともに、全国的な組織としての

広域的な実施体制を整備し、各地域において、経済産業局、地方公共団体、地域支援機関等と

の連携を強化し、機動的に支援する。

・期限が定められた業務については、所定の期限に終了させるための体制を採る。

［事業の実績］

【２１年度】

■新規事業の実施、既存事業の一層の強化・効率化を図るための組織・人員配置の見直し

・２１年度新規事業である合宿型基礎力養成研修を実施するため、「社会人基礎力支援室」を設置

（４月）。

なお、本事業の終了に伴い同室は２１年度末に廃止。

・新連携、地域資源活用、農商工連携に係る業務について各施策の連携や効率的な運営を促進す

るため、本部担当３室を「連携推進課」に集約（４月）。

また、ハンズオン支援事業の統合運用に伴い、支部は、地域振興部と経営支援部にまたがって

いた業務を経営支援部に集約(２２年４月）。

・中小企業の海外展開に関する相談、アドバイス等機能強化を図るため、「経営相談課」を改組し

「海外展開相談課」を設置（４月）。

・高度化貸付先の支援強化を図るため、「事業支援室」を設置（７月）。

・財務会計・人事システムの本格稼働に伴い、業務を円滑に推進するため、「業務改革・システム

準備室」を改組し、「財務会計・人事システム業務推進室」を設置（８月）。

・「岩手・宮城内陸沖地震災害支援本部」については、所要の支援業務が終了したため廃止（１１

月）。

・国の中小企業経営支援体制連携強化事業（中小企業応援センター）の新設に伴い、同事業との

一体的運用を図るため、「新現役人材マッチング事業推進室」を新事業支援部から経営基盤支援

部への移管を準備（２２年４月に移管）。

・中小企業大学校の運営のあり方を検討・支援するため、「大学校運営支援室」の設置を準備（２

２年４月に設置）。

■新連携と専門家継続派遣の連携支援

○部門横断的な検討の実施

・１０部門にまたがる部門横断的なワーキンググループを設置し、プロジェクト支援と経営支援

の統合運用を検討（検討会１５回開催）。企業の成長促進を図るための総合支援体制構築に着手。

・各支部においてプロジェクト支援を行う部署と経営支援を行う部署を再編の上、プロジェクト

支援と経営支援の連携を担当するハンズオン支援統括プロジェクトマネージャーを配置（２２
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年４月）。

■本部支部間の連携促進

・本部企画部内に設置した「支部支援統括室」を通じて支部活動を支援（継続）。

・支部長会議（４回）、支部長連絡会議（４回）、企画調整部長会議（１回）、企画調整課長会議（１

回）、経営支援部長会議（１回）、経営支援課長会議（３回）、人材支援部長・校長会議（７回）

等を開催。また、ＴＶ会議システムを活用し、支部は本部開催の定例会議や事業部門主催の会

議に参加し、本部支部間の連携を強化。

■支部等への職員配置

・現場重視の視点から支部等に全職員の５割以上を重点的に配置（共済事業部門を除く）。

支部人員配置率 ５３．３％

■関係機関との連携強化による中小企業に対する支援サービスの向上

○業務提携の締結による支援ネットワークの構築（関係機関との連携）

・２１年度における新たな業務提携締結機関 ２０機関

[金融機関等] １０機関（千葉銀行、東京都民銀行、さわやか信用金庫、高崎信用金庫等）

[支援機関等] ５機関（高岡商工会議所、武生商工会議所等）

[大学] １大学（甲南大学）

[地方公共団体] ４市（四国中央市、京都市、高岡市、越前市）

・業務提携締結機関（累計） ２１２機関

[金融機関等] １５３機関

[支援機関等] ３４機関

[大学] ９大学

[地方公共団体] １６機関

○都道府県等との連携強化

・中小企業支援計画の策定に当たり、国が掲げる「対話と協力」という基本的な考え方に基づき、

国と都道府県等と意見交換会に参加し、連携を強化。

・各インキュベーション施設において、地方公共団体、大学、地域支援機関等との連携を図り、

施設運営委員会を設置、連携機関等からのニーズにきめ細かく対応。

・地方公共団体に、中小企業倒産防止共済制度の共済掛金の一部を助成する制度の創設を働きか

け、浜松市、千葉県、大阪府において制度の創設が実現。

○機構の多様な支援等の活用による地方都市の課題解決に向けた支援

[関東支部]

・省エネルギーをテーマにした中心市街地活性化事業への参画に伴い、機構を中心にした各関係

機関（関東経済産業局、飯田市、まちづくり会社）の連携体を構築。(財)省エネルギーセンタ

ーの省エネ診断事業を活用した機構支援策（専門家継続派遣）の活用を飯田市に働きかけ。

・その結果、業界団体・南信州食品産業協議会（半生菓子事業者約１４０社で構成）に対して、

機構が短期・集中的支援を行うこととなり、専門家継続派遣ほか機構支援策を展開。

・飯田市が策定中の「工業団地基本プラン」について半生菓子事業者が高度化事業を利用するよ

う提案。

・産業用地分譲業務については、２１年度に工事が完了した産業用地を所管する支部の体制を分

譲業務にシフトするように見直したほか、債権管理機能の強化と既立地企業への営業強化を図

るため、支部における債務者の定期的なモニタリングを行うための体制を整備。また、債務者

情報や審査情報等について情報ネットワークやＴＶ会議等により本部及び支部間で共有するな

ど、債権管理の徹底や分譲促進に向けて連携を図りながら事業を推進。

【２２年度】

■災害復興支援等に迅速に対応するための機動的な組織・人員配置の見直し

・宮崎県における口蹄疫発生に関する緊急支援を効果的に行うため、「宮崎県緊急支援対策室」を

設置（８月に設置、２２年度末をもって緊急対応から通常支援に移行することに伴い廃止）。

・２３年３月１１日に発生した東日本大震災で被災した中小企業への支援を実施するため、同日
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「平成２３年東北地方太平洋沖地震災害支援本部」を設置したのに続き、より強力な対策を実

施すべく、３月１４日付けで理事長を本部長とする「平成２３年東北地方太平洋沖地震災害対

策本部」を設置。

さらに、中小企業の復興を支援する事業を強力に推進するため、組織規程を改正し、新たに「震

災緊急復興事業推進部」の設置を準備（２３年４月１日から発足、これに伴い東北地方太平洋

沖地震支援本部は廃止）。

・被災中小企業等からの相談や各種課題に迅速かつ的確に対応するため、「中小企業復興支援セン

ター仙台」、「中小企業復興支援センター盛岡」を２３年３月３１日に設置。「中小企業震災復興・

原子力災害対策経営支援センター福島」を２３年４月１日に設置することを決定。

・「平成１９年新潟県中越沖地震災害支援本部」については、所要の支援業務が終了したため２２

年度末をもって廃止。

■新規事業の実施、既存事業の一層の強化・効率化を図るための組織・人員配置の見直し

・新事業創出支援事業（新連携、地域資源活用、農商工連携）によるプロジェクト支援と専門家

派遣による経営支援の連携支援により企業の成長促進を図るための総合支援を推進するため、

支部においては、プロジェクト支援を行う課と経営支援を行う課を経営支援部に統合（４月）。

本部においては、新事業創出支援事業を所掌する地域活性化グループを、専門家継続派遣事業

を所掌する新事業支援部に業務移管するとともに、新事業支援部内にハンズオン支援グループ

を設置（８月）。

・販路開拓支援事業を一体的に実施するため、地域活性化グループで実施していた販路開拓関連

事業を新事業支援部マッチング・交流推進課に移管し、販路開拓支援課に改組（８月）。

・業務の効率化を図るため、地域活性化グループで実施していた地域応援ファンド関連業務を地

域経済振興部に移管（８月）。

・以上の再編に伴い、地域活性化グループを廃止（８月）。

・業務の効率化を図るため、産学官連携推進課を廃止し、創業・ベンチャー支援課に統合（８月）。

・中小企業に対する支援業務を一体的に運用するため、海外展開相談課を経営基盤支援部から新

事業支援部に移管するとともに、経営相談業務を経営基盤支援部から新事業支援部へ移管（８

月）。

・業務の縮小に伴い、製造産業支援課、商業・サービス産業支援課、繊維産業支援室の２課 1 室

をものづくり・サービス産業支援課に集約統合（８月）。

・中小企業の海外展開支援の強化に伴い、国際課に関する業務を総合的に推進し、関係機関との

連携を効果的に行うため、企画部国際統括室（１課１室）と新事業支援部海外展開支援課を集

約統合し、新たに国際化支援センター（３課）を設置（１２月）。

・中小企業大学校の運営のあり方を検討・支援するため、「大学校運営支援室」を設置（４月）。

・中小企業大学校制度のあり方の検討を行うため、「大学校制度審議室」を設置（２月）。

・小規模企業共済法及び中小企業倒産防止共済法の一部改正に伴う共済制度運営に係る業務の変

更を円滑に実施するため、「改正共済法施行準備室」を設置（６月）。

・高度化事業の見直し等を検討・実施するため、「高度化融資制度改正準備室」を設置（７月）。

・機構事業の持続的な発展等を目的として人事制度の再構築を図るため、「人事制度改革推進室」

を設置（８月）。

・国から受託してきた中心市街地商業等活性化支援事業（人材育成業務）については、２３年度

の提案公募への参加を取り止めたため、同事業を所掌する「中心市街地支援室」について２２

年度末をもって廃止。

・国の中小企業支援ネットワーク強化事業の新設に伴い、中小企業支援ネットワーク強化サポー

ト本部事業を効果的に実施するため、「小規模企業支援室」及び「新現役人材マッチング事業推

進室」の２室を統合し「支援体制サポート室」に改編する準備に着手（２３年４月に設置）。

■産業用地分譲業務及び債務保証業務の強化

・機構全体として債務保証業務及び産業用地分譲業務の営業活動を強力に推進するため、本部・

支部において中小企業者と直接の接点を持つ業務を行う部署において、本来業務の推進に併せ

て両業務のＰＲ活動に取り組むこととし、事務分掌の見直しを実施（１１月）。

■支部等への職員配置
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・現場重視の視点から支部等に全職員の５割以上を重点的に配置（共済事業部門を除く）。

支部人員配置率 ５２．６％

■本部支部間の連携促進

・本部企画部内に設置した「支部支援統括室」を通じて支部活動を支援（継続）。

・支部長会議（４回）、支部長連絡会議（４回）、企画調整部長会議（１回）、企画調整課長会議（１

回）、経営支援部長会議（１回）、経営支援課長会議（３回）、人材支援部長・校長会議（８回）、

人材支援課長会議（２回）等を開催。また、ＴＶ会議システムを活用し、支部は本部開催の定

例会議や事業部門主催の会議に参加し、本部支部間の連携を強化。

■関係機関との連携強化による中小企業に対する支援サービスの向上

○業務提携の締結による支援ネットワークの構築（関係機関との連携）

・２２年度における新たな業務提携締結機関 ７機関

[金融機関等] ６機関（大阪証券取引所、三重銀行、北見信用金庫、高岡信用金庫、北陸信用

金庫 等）

[支援機関等] １機関（日本ベンチャーキャピタル協会）

・業務提携締結機関（累計）２１７機関

[金融機関等] １５７機関、[支援機関等] ３６機関、

[大学] ９大学、[地方公共団体] １５機関

○国や日本貿易振興機構、国際協力機構等の支援機関との連携

・経済産業大臣を議長として設置された中小企業海外展開支援会議に機構理事長が参加。各経済

産業局及び日本貿易振興機構等と協力し、地域の関係機関と共に効果的・効率的な中小企業の

海外展開支援を実施する体制を構築。

○都道府県等との連携強化

・中小企業支援計画の策定にあたり、国が掲げる「対話と協力」という基本的な考え方に基づき、

国と都道府県等と意見交換会に参加し、連携を強化。

・各インキュベーション施設において、地方公共団体、大学、地域支援機関等との連携を図り、

施設運営委員会を設置、連携機関等からのニーズにきめ細かく対応。

・地方公共団体に、中小企業倒産防止共済制度の共済掛金の一部を助成する制度の創設を働きか

け、小樽市、文京区において制度の創設が実現。

○関係機関との連携強化による支部独自の支援体制の構築

・近畿支部が大阪証券取引所、大阪中小企業投資育成と連携して「ビジネス・マッチング・コミ

ュニティ『平成社中北浜』」を開催。

大阪証券取引所のヘラクレス上場企業３社と、大阪中小企業投資育成及び近畿支部が選定した

未上場の支援企業１８社が結集。プレゼンテーションや交流会を通じ、未上場企業から上場企

業への企画書提案へつなげ、新商品の共同開発等のコラボレーションを図る。具体的には未上

場企業から上場企業への提案書を作成してもらい、主催の３者が内容を調査。その上で、上場

企業へのアポイント取得等、継続的に支援。

・北陸支部が高岡市、高岡商工会議所、高岡市商工会、高岡信用金庫と連携し、高岡市のものづ

くり企業を対象に銅器・漆器等の伝統品の販路開拓等に係る集中支援を実施。

アンテナショップ「Ｒｉｎ」にて展示イベントを実施（３０社約３００点出展）。本イベントを

契機に海外展示会への出展が決定。

■産業用地分譲業務

・機構全体として産業用地分譲業務の営業活動を強力に推進する仕組みを整備。また、審査情報

や債務者情報等について情報ネットワークやＴＶ会議等により本部及び支部間で共有するなど、

分譲促進や債権管理の徹底に向けて連携を図りながら事業を推進。

【２３年度】

■東日本大震災への迅速な対応

＜即時の対応、現地相談体制の整備＞
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・２３年３月１１日に発生した東日本大震災で被災した中小企業等からの相談や各種課題に迅速

かつ的確に対応し、中小企業への支援を実施するため、同日中に「平成２３年東北地方太平洋

沖地震災害支援本部」を設置するとともに、全支部に現地支援・特別相談窓口を設置。

さらに、より強力な対策を実施すべく２３年３月１４日付けで理事長を本部長とする「平成２

３年東北地方太平洋沖地震災害対策本部」を設置。

・被災地域内の中小企業等からの相談をきめ細かく受け止め、各種課題に迅速・的確に対応する

ため宮城県、岩手県にそれぞれ「中小企業復興支援センター仙台」、「中小企業復興センター盛

岡」を設置（２３年３月３１日）。また、震災及び福島第一原発事故に伴い経営に影響を受ける

中小企業等からの相談に対応するため福島県に「中企業震災復興・原子力災害対策経営支援セ

ンター福島」を設置（４月１日）。

さらに、茨城県水戸市に「中小機構 関東 いばらき復興支援デスク」を開設（５月１８日～７

月２９日）。

＜支援事業実行組織の立ち上げ、体制強化＞

・東日本大震災により被災した中小企業の復興を支援する事業を推進するため、新たに「震災緊

急復興事業推進部」を設置（４月１日）。

・現地における復興支援対策を担う復興支援センター総括部を東北支部に設置。現地支援拠点３

センターを復興支援センター総括部傘下に改編（５月９日）

・二重債務問題対策について、補正予算成立前から産業復興機構の組成促進に向けた体制整備の

ため、各県ごとの責任者及び担当者を明確化（７月）。

・東日本大震災の対応として、日本政策金融公庫等の復興特別貸付等を受ける被災中小企業等に

対して利子補給を行う財団等に助成を行う基金の運営に関する事務を行うため、経営基盤支援

部に「資金助成室」を設置（１０月～３月）。

・仮設施設整備事業において、案件が集中した宮城県沿岸北部、岩手県沿岸南部の円滑な事業推

進を図るため、大船渡市に作業拠点を設置（１１月）。

○人員の増強

・各復興支援センターを含む東北支部職員を増強（震災前３６人→５月４４人）。

・特定地域中小企業特別資金事業（福島県）の貸付制度の運営支援として（財）福島県産業振興

センターへ職員を派遣（１人 ６月）。

・震災緊急復興事業推進部を設置し、専任の職員を配置するとともに、仮設施設整備事業の推進

を図るため、部門・支部横断的に技術士・建築士・中小企業診断士等の職員に対し兼務辞令を

発令し技術担当職員と契約等調整担当職員による市町村毎のチームを編成。各役員及び管理職

を各被災県の担当責任者として指名し、事業進捗を管理。

仮設施設整備の案件増加、被災市町村の人員不足等に対応し、事業進捗の迅速化を図るため、

役員等管理責任者及び現地支援担当者等兼務職員を増強。さらに、被災地支援の最前線を経験

させるために、若手職員も兼務発令（役職員数９３人うち役員８人）。

・機構のネットワークを活用し、震災復興支援アドバイザー制度の立ち上げにと同時に５７４人

を震災復興支援アドバイザーとして登録（４月１日）。その後も支援ニーズに応じて２６６人を

追加登録。阪神・淡路大震災時に復興支援で活躍した地方公共団体ＯＢなども追加登録。

○現地支援拠点における相談対応

・東北支部と日本政策金融公庫、仙台市、仙台商工会議所等と連携し、仙台駅前の仙台市情報・

産業プラザに中小企業支援合同相談窓口を設置し、被災事業者等の相談対応を実施（２３年３

月１８日～５月３１日）。

・被災した商工会議所からの要請に応じて、現地で定期的に出張相談窓口を開設し、被災事業者

等の相談対応を実施（石巻市、いわき市 計１９２．５人日）。

・共済部門においては、仙台・盛岡・福島の各センターに相談窓口を設置。他支部の職員・嘱託

員が交代で土日を含め現地対応を実施（本部・他支部からの応援体制 ２３年３月３０日～５

月１４日 延べ１８人）。

・関東支部において、千葉県・静岡県で県が主催する震災被害等相談会に、機構相談窓口を設置

しワンストップ相談会を実施（４月８日～５月２６日 計１１回）。

・「中小機構 関東 いばらき復興支援デスク」において職員を派遣し相談等に対応（５月１８日

～７月２９日、３１日間、職員等派遣人数延べ５３人）。
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○現地調査等の実施による被害状況や支援ニーズの把握

・震災直後から現地調査（第１陣、２人）が東北支部に入り、仙台周辺の卸団地、商店街等の被

災状況を調査(２３年３月１５日～１６日)したほか、青森、岩手、宮城県に職員、専門家から

なる復興支援チーム（各３～４人、各３日間）が入り、被害状況を把握し、支援策の検討を実

施（２３年３月３１日～４月８日）。

・これらの調査を踏まえ、機構が仮設施設を整備する検討案の作成を開始し、中小企業庁との調

整を経て、４月１１日に東日本大震災により被害を受けた地域において仮設店舗、仮設工場等

の施設を整備することを決定。

・所属する部署を超えて役員及び本部・支部職員による調査チーム（役職員４３人うち役員６人）

を編成(中小企業診断士、技術士、建築士等機構職員のリソースを広く活用)。中小企業庁、東

北経済産業局と連携し、被災６県（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県）１０

２市町村を直接訪問し、市町村、商工会議所、商工会等に対し仮設施設整備事業についての説

明を開始するとともに、具体的なニーズについて把握（４月１１日～２２日）。その後、上記以

外の市町村に対しても関係資料を送付するなど制度を周知（１１２市町村）。

・これらの具体的なニーズについては、経済産業省を通じて補正予算等（一次、二次、三次及び

２４年度予算）に反映。

・地域経済振興部において、高度化貸付先８４先に対し他部門と連携し直接被害状況の確認を実

施（４月５日～２８日 調査派遣職員数３５人）。その状況を踏まえ支援策を策定。

・関東支部において、従来から支部横断的に実施している「地域連携タスクフォース」で構築し

た各県・支援機関との関係を活用し、各地方公共団体・支援機関等に対し、震災被害や風評被

害の状況や機構に対する要望等のヒアリングを実施（２３年３月２８日～４月２２日 計６回）。

・東北支部において、支部職員がチームを編成し（２２人）、被害が大きい沿岸部を中心に青森、

岩手、宮城、福島の各県の３６市町村を訪問し、支援ニーズを発掘。さらに４県内の１４５商

工会に対してもニーズ調査を実施。調査にあたっては、東北経済産業局や被災４県と連携。

・二重債務問題対策については、７月１日の岩手県第１回実務者会合を皮切りに中小企業庁とと

もに各県に設置された準備委員会等に主要メンバーとして参画。県、商工団体、金融機関、再

生支援協議会、経済産業局、財務局等と協議を重ね制度設計に反映（計４９回）。

○情報の共有と支援方策の検討

・災害対策本部を補佐する体制として、本部各部門及び北海道・関東・東北支部の管理職で構成

する幹事会を組織。２３年３月１４日を皮切りに、５月１１日まで計２２回開催し、情報共有、

支援対策の検討・展開を実施（５月１２日以降は仮設施設整備推進会議へ移行）。

・５月６日からは各担当役員、管理職、担当職員による「仮設施設整備事業推進会議」を原則毎

日開催し、仮設施設整備事業の実施方針決定（計２０６回）。決定した事項は資料集として整理

し、ＴＶ会議等を通じて現地担当者へ周知徹底。

○他機関との連携

・東北経済産業局、被災４県及び東北支部で連携し、復興支援施策説明会を開催（３６回、３，

１８０人）。

・震災復興支援アドバイザー制度の充実・強化を図るため、日本弁護士連合会（６月）、日本公認

会計士協会（１０月）、信金中金（１２月）との業務提携のための協定書を締結。

東北支部・関東支部においても、各県の弁護士会と被災企業支援のための覚書を締結。

■新規事業の実施、既存事業の一層の強化・効率化を図るための組織・人員配置の見直し

・国の中小企業支援ネットワーク強化事業の新設に伴い、中小企業支援ネットワーク強化サポー

ト本部事業を効果的に実施するため、経営基盤支援部に設置している「小規模企業支援室」及

び「新現役人材マッチング事業推進室」の２室を統合し、「支援体制サポート室」に改編（４月）。

・高度化融資制度の抜本的な見直しを検討・実施するため設置した「高度化融資制度改正準備室」

は、担当業務の終了に伴い、２３年度末をもって廃止。

・小規模企業共済法及び中小企業倒産防止共済法の一部改正に伴う共済制度運営に係る業務の変

更を円滑に実施するため設置した「改正共済法施行準備室」は、担当業務の終了に伴い、２３

年度末をもって廃止。
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・中小企業の海外展開支援業務の拡充に伴い、本業務を円滑に実施するため、国際化支援センタ

ーに「海外販路開拓支援課」を設置することを決定（２４年４月）。

・省エネ計測監視設備導入助成金事業については、２３年度をもって終了することから、同事業

を所掌する「環境経営支援室」を廃止。また、同事業のフォローアップ業務を「ものづくり・

サービス産業支援課」に移管することに伴い、同課を「ものづくり・環境経営支援課」に改編

することを決定（２４年４月）。

・企画部において業務所掌の明確化を図るため、同部に企画課、事業推進課を設置することを決

定（２４年４月）。

■職員の支部等への重点的配置、地域本部制の導入

・現場重視の視点から支部等に全職員の５割以上を重点的に配置（共済事業部門を除く）。

支部人員配置率 ５１．８％

・全国９箇所に設置している「支部」については、「現場主義」に徹したスピード感のある業務展

開を更に効果的・効率的に実現し、地域に密着した一層の業務推進を図るため、名称を「地域

本部」に変更することを決定（２４年４月）。

■産業用地分譲業務及び債務保証業務の強化

・機構全体として債務保証業務及び産業用地分譲業務の営業活動を強力に推進するため、本部・

支部において中小企業者と直接の接点を持つ業務を行う部署において、本来業務の推進に併せ

て両業務のＰＲ活動に取り組む体制を継続（継続）。

■本部支部間の連携促進

・本部企画部内に設置した「支部支援統括室」を通じて支部活動を支援（継続）。

・支部長会議（４回）、支部長連絡会議（３回）、企画調整部長会議（１回）、企画調整課長会議（１

回）、経営支援課長会議（７回）、人材支援部長・校長会議（５回）、人材支援課長会議（４回）、

仮設施設整備推進会議（２０６回）等を開催。また、ＴＶ会議システムを活用し、支部は本部

開催の定例会議や事業部門主催の会議に参加し、本部支部間の連携を強化。

■関係機関との連携強化による中小企業に対する支援サービスの向上

○業務提携の締結による支援ネットワークの構築（関係機関との連携）

・２３年度における新たな業務提携締結機関 １３機関

[金融機関等] ３機関（信金中央金庫、しののめ信用金庫、石巻商工信用金庫）

[支援機関等]１０機関（日本弁護士連合会、日本公認会計士協会、香港貿易発展局、北海道総

合研究機構等）

・業務提携締結機関（累計）２２９機関

[金融機関等] １６０機関、[支援機関等] ４５機関、

[大学] ９大学、[地方公共団体] １５機関

○国や日本貿易振興機構、国際協力機構等の支援機関との連携

・経済産業大臣を議長として設置された中小企業海外展開支援会議に機構理事長が参加。各経済

産業局及び日本貿易振興機構等と協力し、地域の関係機関と共に効果的・効率的な中小企業の

海外展開支援を実施する体制を構築。

○都道府県等との連携強化

・各インキュベーション施設において、地方公共団体、大学、地域支援機関等との連携を図り、

施設運営委員会を設置、連携機関等からのニーズにきめ細かく対応。

→東日本大震災からの復興に関する都道府県等との連携については「東日本大震災に対する迅速

な対応」に記載

○関係機関との連携強化による支部独自の支援体制の構築

・四国支部において、紙関連産業が集積し、四国で工業事業所数第二位を誇る四国中央市と連携

し、①顧客ニーズの把握・市場分析、②新商品開発の進め方、③販路開拓のための営業戦略・

手法をテーマにしたセミナーを開催するとともにセミナー受講企業からの支援要請を受け、専
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門家継続派遣事業、経営実務支援事業などの機構支援ツールを活用した支援を展開（５社）。

・九州支部主催のお客様懇談会において、奄美市の参加企業から、離島における施策ＰＲの充実

の要望を受け、九州支部にて対応を検討。奄美市は２２年、２３年と２年連続の風水害による

地元経済の落ち込みにより、産業の活性化が喫緊の課題となっており、奄美市、地元税理士協

会、地元メディアなど全島バックアップ体制を構築し、「地域資源・農商工連携事業を通じた地

域活性化」をテーマとしたセミナー・相談会を開催。セミナー実施後、地域活性化の機運が生

まれ、様々な相談が機構に寄せられたところ。その後、専門家継続派遣や熊本大インキュべー

ション施設の入居者支援などにより、引き続き支援を継続。

■産業用地分譲業務

・一層の分譲促進を目指し、産業用地分譲業務を機構全体で引き続き取組んでおり、TV 会議等に

より本部及び支部間で情報共有するなど、連携を図りながら事業を推進。

また、業務終了に向け、今後の方針や具体的な工程・地方公共団体との連携の在り方などにつ

いて、理事長以下、機構全体での検討を実施中。

【２４年度】

■新規事業の実施、既存事業の一層の強化・効率化を図るための組織・人員配置の見直し

・全国９箇所に設置している「支部」について、「現場主義」に徹したスピード感のある業務展開

を更に効果的・効率的に実現し、地域に密着した一層の業務推進を図るため、名称を「地域本

部」に変更（４月）。

・中小企業の海外展開支援業務の拡充に伴い、本業務を円滑に実施するため、国際化支援センタ

ーに「海外販路開拓支援課」を設置（４月）。

・省エネ計測監視設備導入助成金事業に係るフォローアップ業務を「ものづくり・サービス産業

支援課」に移管することに伴い、同課を「ものづくり・環境経営支援課」に改編（４月）。

・「平成２３年東北地方太平洋沖地震災害対策本部」について、名称を「東日本大震災対策本部」

に変更するとともに、本対策本部の下に、仮設施設整備事業及び復興支援のあり方等に関する

審議を行う「復興支援推進会議」を設置（６月）。

・被災地における中心市街地、商店街の活性化支援を一層推進するため、震災緊急復興事業推進

部に「商業復興支援課」を設置。（２月）。

・企画部に設置した「受託事業調整室」については、受託事業の減少に伴い、２４年度末をもっ

て廃止。

・財務会計部門のより効率的な業務運営を図るため、調達・管理グループと経理グループを統合

し、財務会計部門全般を所掌する「財務部」を設置することを決定（２５年４月）。

・中小企業等の国内・海外の販路支援を一体的に企画・推進するために、企画部に「販路支援企

画課」を設置することを決定（２５年４月）。

■機構をあげて緊急の課題に対応

・海外事業可能性調査（Ｆ／Ｓ）事業の円滑な推進を図るため、機構横断的な支援チームを編成

し対応（兼務者８３人、７月）。

・緊急経済対策として２４年度補正予算で措置された事業等の実施のため、部門横断的にチーム

編成し対応。

・「経営改善支援対策」（平成２５年３月６日「中小企業・小規模事業者経営改善支援対策本部」

決定）に基づき、営改善・資金繰りの施策紹介や個別相談に対応するため、３月８日より各地

域本部等（全国１０箇所）に「経営改善・資金繰り相談窓口」を設置。

・仮設施設整備事業の推進にあたっては、引き続き市町村毎の担当チームを編成し、迅速な整備

を実施。

■職員の地域本部等への重点的配置、地域本部制の導入

・現場重視の視点から地域本部等に全職員の５割以上を重点的に配置（共済事業部門を除く）。

地域本部人員配置率 ５０．２％

■産業用地分譲業務及び債務保証業務の強化

・機構全体として債務保証業務及び産業用地分譲業務の営業活動を強力に推進するため、本部・
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地域本部において中小企業者と直接の接点を持つ業務を行う部署において、本来業務の推進に

併せて両業務のＰＲ活動に取り組む体制を継続（継続）。

■本部地域本部間の連携促進

・本部企画部内に設置した「地域本部支援統括室」を通じて地域本部活動を支援（継続）。

・地域本部長会議（９回）、地域本部長連絡会議（９回）、企画調整部長会議（１回）、企画調整課

長会議（１回）、経営支援部長会議（１回）、統括ＰＭ・経営支援課長合同会議（３回）、新事業

創出支援事業担当職員・統括ＰＭ会議（３回）、インキュベーション事業担当課長会議（２回）、

人材支援部長・校長会議（７回）、人材支援課長会議（３回）、業務運営支援課長会議（９回）、

仮設施設整備事業推進会議（８回）、復興支援推進会議（１６回）等を開催。また、ＴＶ会議シ

ステムを活用し、地域本部は本部開催の定例会議や事業部門主催の会議に参加し、本部地域本

部間の連携を強化。

■関係機関との連携強化による中小企業に対する支援サービスの向上

○業務提携の締結による支援ネットワークの構築（関係機関との連携）

・２４年度における新たな業務提携締結機関 ８機関

[金融機関等] ４機関（城南信用金庫、尾西信用金庫、いちい信用金庫、岡崎信用金庫）

[支援機関等] ２機関（日本貿易振興機構、千葉県弁護士会）

[大学] １大学（千葉商科大学）

[地方公共団体] １機関（西条市）

・業務提携締結機関（累計）２３７機関

[金融機関等] １６４機関、[支援機関等] ４７機関、

[大学] １０大学、[地方公共団体] １６機関

・経済産業省と連携し、国が「経営力強化施策実施・地域モデル事業」に採択した企業のうち、

機構支援ツールを活用した企業についてフォローアップを実施。

・中小企業支援に係る連携強化を図るため、ＴＫＣ全国会・各地域会と本部・各地域本部におい

て、双方の支援メニュー、課題など情報提供・意見交換を実施（６回）。

○都道府県等との連携強化

・各インキュベーション施設において、地方公共団体、大学、地域支援機関等との連携を図り、

施設運営委員会を設置、連携機関等からのニーズにきめ細かく対応。

○関係機関との連携強化による地域本部独自の支援体制の構築

・北海道本部において、北海道農業法人協会等と連携し、北海道の農業経営者を支援。農業の経

営力強化等の課題に対応したセミナーを開催（４回開催、参加者数４３人）。これらから得られ

た知見等を農業者向け人材育成支援のベースとなる「農業経営者育成支援プログラム」として

とりまとめ。

・中部本部が中部経済産業局、県支援センター等と連携しながら、金型、鋳造、切削などのもの

づくり中小企業に対して、川下産業とのマッチングや技術提携に向けた「中部ものづくり基盤

技術展」を開催（８２社出展）。出展企業は中部地域のほかに東京都大田区、東大阪市、東北、

北陸、中国、四国の各地域のものづくり中小企業も出展（商談企業数４５社、商談件数１９３

件、商談成立２件）。

■産業用地分譲業務

・一層の分譲促進を目指し、産業用地分譲業務を機構全体で引き続き取組んでおり、本部・地域

本部産業用地部長を招集した会議を複数回開催し、情報を共有するなど、連携を図りながら事

業を推進。

業務終了に向けた具体的な工程について、総務部・企画部と連携し、役員以下、機構全体で検

討を実施。

【２５年度】
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■新規事業の実施、既存事業の一層の強化・効率化を図るための組織・人員配置の見直し

・財務会計部門のより効率的な業務運営を図るため、調達・管理グループと経理グループを統合

し、財務会計部門全般を所掌する「財務部」を設置（４月）。

・Ｗｅｂによる国内外の販路支援を推進するため、企画部に「販路支援企画課」を設置（４月）。

販路支援部の設置に伴い移管（１０月）。

・迅速な対応が求められる課題に対し機動的に対応できる体制を構築するため、本部において、

複数の課を統合し大くくり化すること等により課室数を削減（１０月）。

・地域本部によるワンストップサービスを本部がより効率的かつ一元的にバックアップできるよ

う、新事業支援部と経営基盤支援部を統合し、経営支援部を設置（１０月）。

・重点事業を推進するための課を新設{ものづくり連携支援課、支援機関サポート課（経営支援部）、

大学校運営支援課（人材支援グループ）}（１０月）。

・国内・海外の販路開拓支援を強化するため販路支援部を新たに設置し、部に販路支援課を設置

（１０月）。

・国際化支援センターの業務の一部を販路支援部に移管することに伴い、名称を国際交流センタ

ーに変更し、センターに国際交流課を設置（１０月）。

・組織活性化と業務改革に取り組むために、総務部に「業務改善推進室」の設置を決定（２６年

４月）。

・産業用地業務の終了に伴い、残務整理のために「産業用地部産業用地企画課」を存置（２６年

９月末まで）し、あわせて集積促進団地の企業誘致を行う「企業立地相談課」と産業用地譲渡

債権等の管理・回収を行う「用地債権等管理室」について、高度化事業部に移管することを決

定（２６年４月）。

■機構をあげて緊急の課題に対応

・仮設施設整備事業の推進にあたっては、引き続き市町村毎の担当チームを編成し、迅速な整備

を実施。

■職員の地域本部等への重点的配置

・現場重視の視点から地域本部等に全職員の５割以上を重点的に配置（共済事業部門を除く）。

地域本部人員配置率 ５０．３％

■債務保証業務の強化

・機構全体として債務保証業務の営業活動を強力に推進するため、本部・地域本部において中小

企業者と直接の接点を持つ業務を行う部署において、本来業務の推進に併せて当該業務のＰＲ

活動に取り組む体制を継続。

■本部地域本部間の連携促進

・本部企画部企画課内に設置した「地域本部支援統括ライン」を通じて地域本部活動を支援（継

続）。

・地域本部長会議（５回）、地域本部長連絡会議（３回）、企画調整部長会議（１回）、企画調整課

長会議（１回）、経営支援部長会議（１回）、統括ＰＭ・経営支援課長合同会議（３回）、新事業

創出支援事業担当職員・統括ＰＭ会議（３回）、インキュベーション事業担当課長会議（２回）、

人材支援部長・校長会議（６回）、人材支援課長会議（２回）、業務運営支援課長会議（８回）、

復興支援推進会議（７回）等を開催。また、ＴＶ会議システムを活用し、地域本部は本部開催

の定例会議や事業部門主催の会議に参加し、本部地域本部間の連携を強化。

■関係機関との連携強化による中小企業に対する支援サービスの向上

○業務提携の締結による支援ネットワークの構築（関係機関との連携）

・２５年度における新たな業務提携締結機関 １０機関

[金融機関等]大垣信用金庫、神奈川銀行、大同生命保険株式会社、京葉銀行、宮崎信用金庫、

都城信用金庫、南郷信用金庫、高鍋信用金庫、延岡信用金庫、湘南信用金庫

○都道府県等との連携強化

・各インキュベーション施設において、地方公共団体、大学、地域支援機関等との連携を図り、
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施設運営委員会を設置、連携機関等からのニーズにきめ細かく対応。

○関係機関との連携強化による地域本部独自の支援体制の構築

・関東本部において、２１世紀の日本を支える企業の創出を目的とした「チャレンジＫＡＮＴＯ

２１クラブ」を２１年度から実施。今年度は「目に見えない自社の資産を棚卸し、成長への道

標を描こう」をテーマにセミナーを実施。経営者自らがセミナーに参加することにより、経営

者同士の相互交流を通じて、新たな企業間連携に向けたマッチングが実現。参加企業に対して

専門家派遣事業による新規支援（４社）、継続支援（３社）を実施。

・近畿本部において、大阪府、大阪産業振興機構、東大阪市等と連携し、特徴ある技術を保有す

る中小企業と大手企業のマッチングにより新たな市場開拓を目的とした「ものづくりキャラバ

ン展示会」を実施。具体的には、大手企業との連携促進、効果的なマッチングを行うため、大

手企業１社を対象にした中小企業の展示・商談会を実施。参加企業はクリエイション・コア東

大阪入居企業、近畿本部と連携している支援機関の紹介企業の中から大手企業１社のニーズ（技

術課題等）にマッチした中小企業を事前に選抜。なお、２５年度は、プレゼン先対象企業を大

手企業のほか宇宙航空研究開発機構とも実施。

（具体的な成果）

◇宇宙航空研究開発機構との展示・商談会

・参加企業数２０社、宇宙航空研究開発機構参加人数１０人

・宇宙航空研究開発機構からの後日訪問４社

◇大手企業（電気資材メーカー）との展示・商談会

・参加企業数８社、大手参加人数５９人

・商談２社

◇大手企業（インテリア製品メーカー）との展示・商談会

・参加企業数２１社、大手参加人数６０人

・商談１０社

■産業用地分譲業務

・本部では設備投資の可能性がある企業の抽出を行い、これを地域本部が活用するなど連携した

企業誘致活動を展開。

・本部と地域本部が一体となって、地方公共団体等との協議を重ね、地方公共団体等への譲渡を

実施。

・本部と地域本部の協同した活動により、機構法附則第５条及び附則第６条第３項の産業用地を

全て譲渡（３２団地 ４８６ｈａ）。

（２）コーディネート能力等に優れた人材の育成と外部人材の有効活用

［中期目標の内容］

・職員に対する個々の適性や段階に応じた多様な研修制度の拡充や職員に利用者と直接接する業

務の経験を積ませることなどにより、企業経営や中小企業施策に精通し、さらには専門家活用

能力や支援プロジェクトを企画し、調整する能力等に優れた人材を育成する。

また、人的ネットワーク、専門知識・ノウハウ等を有する人材を確保するとともに、外部との

人事交流を積極的に行い、様々な専門スキルを持った多彩な人材を確保・育成する。

・業務の専門性の高い分野においては、知見を持った外部の人材を積極的に活用する。

・職員に対する業績評価制度を適正に運用し、その評価結果を処遇に適正に反映する。

［事業の実績］

【２１年度】

■研修派遣による人材育成

・２１年度研修計画に基づき、職員の適性や能力開発段階に応じた育成を図るための研修を実施。

（研修テーマ ７５テーマ、研修回数 １３２回、

受講者数 延べ１，７９９人）

・職員の「業務遂行能力の向上」を図るため、各階層別研修を実施し、特に、管理職層に対して
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は、部下に対する「スキル・ノウハウ提供、指導・育成能力等の向上」に資する研修を新規に

実施し、業務運営手法の組織的継承の重要性について認識を促進。

・職員の専門能力の向上、施策や支援ノウハウの共有、研修を通じたネットワークづくりや視野

の拡大を図るため、若手職員を中心として、中小企業診断士養成課程へ４人、省庁や外部研修

機関が実施する新政策、金融・経営、会計・内部監査等、専門分野の研修に６０人の職員を派

遣。

・各部門が実施する外部講師を招いての勉強会において、他部門の職員参加を受け入れるなど、

部門を越えて広く職員が勉強できる機会を拡充。

※共済部門職員勉強会「内部統制」、「事業継続計画」等

（延６２３人受講、うち他部門職員延８１人受講）

※経営支援情報センター職員勉強会「中小企業論」

（延５８人受講、うち他部門職員延２９人受講）

■業務経験の研鑚及び人事交流等

・利用者と直接接する経験を積むことができるよう、若手職員の配置とローテーションに配慮。

また、（財）全国中小企業取引振興協会や（財）全国商店街振興組合連合会等中小企業支援機関

等に派遣し、支援現場で研鑚。

・金融機関やシンクタンク等での勤務経験を持つ社会人 １３人を即戦力の人材として確保する

とともに、民間金融機関をはじめ、地方公共団体、中小企業支援機関から専門スキルを持った

人材を機構の本部・支部の各部署で受入れ。これら者の有する知識・経験をプロパー職員が吸

収できるよう配置に配慮。

・高度化事業の診断・助言等について、中小企業診断士の資格を有する職員や診断業務の実務経

験を志向する職員が部署の枠組みを超えて参加できるよう内部人材マッチング制度の運用を徹

底（参加者数７人、登録者数３２人）。

■外部人材の活用と制度の適正運用

・機構全体としての専門性・多様性の確保・強化のため、外部専門家の選考に当たり、公募のほ

か、関係機関からの推薦、専門家による推薦等、機構のネットワークを活かした人材発掘を行

い、特定分野において深い造詣を有する人材を確保。

・外部専門家の活用と適切な運用のため、２０年度に引き続き、個別制度の運営を審議する外部

人材制度小委員会を開催し、制度の点検を行いつつ適正な運用を実施。

■人事評価制度の運営

・２０年度に実施した目標管理制度による評価結果について、２１年度の職員の賞与及び昇給の

処遇に反映。

・２１年度より従来の目標管理制度を見直して導入した新人事評価制度（職員の業績、能力等を

総合的に評価する制度）の運用を開始し、年間を通じて職員説明会、評価研修を実施して、制

度の適正な運営を推進。

【２２年度】

■研修派遣による人材育成

・２２年度研修計画に基づき、職員の適性や能力開発段階に応じた育成を図るための研修を実施

（研修テーマ３８テーマ、研修回数５９回、受講者数延べ８３０人）。

・職員の「業務遂行能力の向上」を図るため、各階層別研修を実施し、特に、管理職層に対して

は、部下に対する「スキル・ノウハウ提供、指導・育成能力等の向上」に資する研修を実施し、

業務運営手法の組織的継承の重要性について認識を促進。

・職員の専門能力の向上、施策や支援ノウハウの共有、研修を通じたネットワークづくりや視野

の拡大を図るため、若手職員を中心として、中小企業診断士養成課程へ３人、省庁や外部研修

機関が実施する新政策、金融・経営、会計・内部監査等、専門分野の研修に４２人の職員を派

遣。

・各部門が実施する勉強会等において、他部門の職員参加を受け入れるなど、部門を越えて広く

職員が勉強できる機会を提供（開催回数１３回、参加者数１１９人）。

※経営支援情報センター主催の「国際化支援など 中小企業経営」に関するセミナー・勉強会
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等

■ＯＪＴによる職員の啓発活動

・機構の事業内容等を中小企業者等に対して広く周知するため、機構が行う広報活動の強化を目

的とした「広報活動の強化に関する指針」を策定。対人広報活動の強化として、各支部や各事

業部門において知識の習得、プレゼンテーション能力の向上を図ることを目的とした取組みを

実施。

■業務経験の研鑚及び人事交流等

・利用者と直接接する経験を積むことができるよう、若手職員を本部及び支部のフロントに配置。

また、全国商店街振興組合連合会に派遣するなどして支援現場で研鑚。

・民間金融機関をはじめ、地方公共団体、中小企業支援機関から専門スキルを持った人材を機構

の本部・支部の各部署で受入れ。これら者の有する知識・経験をプロパー職員が吸収できるよ

う配置に配慮。

・中小企業の海外事業展開に有益な情報を収集・分析を行うため、職員が主体的に海外調査を実

施。調査の実施にあたっては、担当部署以外の若手職員も数多く参加。今後、拡充が見込まれ

る国際化支援に資する人材を育成。

※国際化支援センターによる海外調査「中国・東南アジア地区の実地調査等」（参加者数２２人）

・内部人材キャリア形成マッチング制度を活用し、高度化事業における診断・助言や中小企業大

学校における実習講師等、中小企業者と接する業務に、他部署の職員の参加を促すことにより、

継続的に専門人材を育成・確保（参加者数延べ９人、３４人日／年）。

■外部人材の活用と制度の適正運用

・機構全体としての専門性・多様性の確保・強化のため、外部専門家の選考にあたり、公募のほ

か、関係機関からの推薦、専門家による推薦等、機構のネットワークを活かした人材発掘を行

い、特定分野において深い造詣を有する人材を確保。

・専門性や支援ニーズの高い分野については、適時、外部人材を採用。２２年度は国際化支援、

事業化支援等に係る専門家を充実。

※国際化支援アドバイザー：２２年度当初２８０人→２２年度末３０６人、海外販路開拓支援

アドバイザー ２２年度当初０人→２２年度末１８７人、地域活性化アドバイザー２２年度当

初４８６人→２２年度末６１１人、経営実務支援アドバイザー：２２年度当初２５０人→２

２年度末３０５人

・外部専門家の活用と適切な運用のため、２1 年度に引き続き、個別制度の運営を審議する外部

人材制度小委員会を開催し、制度の点検を行いつつ適正な運用を実施。

■人事評価制度の運営

・２１年度に実施した人事評価制度（職員の業績・能力等を総合的に評価する制度）による評価

結果について、２２年度の職員の賞与及び昇給の処遇に反映。

・また、年間を通じて人事評価制度に係る職員説明会、評価研修を実施して、制度の適正な運営

を推進。

【２３年度】

■多様な研修制度を講じた人材育成

・２３年度研修計画に基づき、職員の適性や能力開発段階に応じた育成を図るため多様な研修制

度を運用。３０テーマ、研修回数３８回、受講者数延べ３０９人。

・職員の「業務遂行能力の向上」を図るため、各階層別研修を実施し、特に、管理職層に対して

は、部下に対するスキル・ノウハウ提供、指導・育成能力等の向上」「専門家活用能力やプロジ

ェクトコーディネート能力の向上」に資する研修を実施し、業務運営手法の組織的継承の重要

性と率先垂範について意識を向上。

・職員の専門能力の向上、施策や支援ノウハウの共有、研修を通じたネットワークづくりや視野

の拡大を図るため、若手職員を中心として、中小企業診断士養成課程へ２人、省庁や外部研修

機関が実施する新政策、金融・経営、労務管理、会計・内部監査等、専門分野の研修に１９人

の職員を派遣。

・全国９支部の専門家派遣事業担当職員の支援能力向上を目的として、財務分析をテーマに、支



- 127 -

援事例を活用した実践的な研修を実施（研修回数３回）。

■現場業務経験による研鑚及び人事交流等

・利用者と直接接する経験を積むことができるよう、若手職員を本部及び支部のフロントに配置。

震災緊急復興事業には多数の職員が従事したが、一部の本部・関東支部若手職員も兼務発令に

より被災地支援の最前線に配置（４年目職員５人に兼務発令）。

・民間金融機関をはじめ、地方公共団体、中小企業支援機関から専門スキルを持った人材を機構

の本部・支部の各部署で受入れ。これらの者の有する知識・経験をプロパー職員が吸収できる

よう配置に配慮。

・内部人材キャリア形成マッチング制度を活用し、高度化事業における診断・助言等、中小企業

者と接する業務に、他部署の職員の参加を促すことにより、継続的に専門人材を育成・確保（参

加者数延べ１５人、３９人日／年）。

・中小企業の海外事業展開に有益な情報の収集・分析を行うため、職員が主体的に海外調査を実

施。調査の実施に当たっては、担当部署以外の若手職員も数多く参加。今後、拡充が見込まれ

る国際化支援に資する人材を育成。

■外部人材の活用と制度の適正運用

・機構全体としての専門性・多様性の確保・強化のため、外部専門家の選考にあたり、公募のほ

か、関係機関からの推薦、専門家による推薦等、機構のネットワークを活かした人材発掘を行

い、特定分野において深い造詣を有する人材を確保。

※機構全体の外部専門家（登録専門家、常設専門家）２３年度当初延べ３，８３９人→２３年

度末延べ４，３７８人

・専門性や支援ニーズの高い分野については、適時、外部人材を採用。２３年度は東日本大震災

の復興支援のため、被災企業、自治体、支援機関の様々なニーズに応じた人材を確保。

※震災復興支援アドバイザー ２３年度当初：５７４人→２３年度末８４０人

・常設専門家の年俸額等については、２２年度から組織横断的なチームにおいて検討を実施。常

設専門家の業務量、難易度等を勘案し、常設専門家の名称の整理や年俸額の見直し案（２３年

度水準から相当程度の削減）を策定するなど、常設専門家制度の体系化を図った。外部人材制

度小委員会での検討を行い、関係要領を改正し２４年度から適用を決定。

・その他、外部専門家の活用と適切な運用のため、２２年度に引き続き、個別制度の運営を審議

する委員会の開催等により、制度の点検を行いつつ適正な運用を実施。

・「新事業成長加速支援プログラム」の創設に併せて、経営上の重要な意思決定に関する助言及び

事業又は技術に係る成長性等に対する評価等を行う「イノベーションナビゲーター」登録専門

家制度を創設。

・インキュベーション施設入居企業への支援の質を低下させないよう配慮しつつ、インキュベー

ションマネージャーの人数を、３９人から３８人へ１人減員。

・「インキュベーションマネージャー研修」を実施し（２回）、企業支援サービスの質の向上を図

った。

■人事評価制度の運営

・２２年度に実施した人事評価制度（職員の業績・能力等を総合的に評価する制度）による評価

結果について、２３年度の職員の賞与及び昇給の処遇に反映。

・また、年間を通じて人事評価制度に係る職員研修を実施して、制度の適正な運営を推進。

【２４年度】

■多様な研修制度による人材育成

・２４年度研修計画に基づき、職員の適性や能力開発段階に応じた育成を図るため多様な研修制

度を運用。３１テーマ、研修回数４１回、受講者数延べ３３２人。通信教育講座について、６

２コース延べ５９人が活用。

・各等級段階に求められる職員の業務遂行能力の向上を図るために行う各階層別研修のほか、中

堅課長代理職員を対象とし、「専門家活用能力やプロジェクトコーディネート能力の向上」に資

する研修を実施。
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・職員の専門性向上、施策や支援ノウハウの共有、研修を通じたネットワークづくりや視野の拡

大を図るため、若手職員を中心として、中小企業診断士養成課程へ２人、省庁や外部研修機関

が実施する新政策、会計事務、労務管理、内部統制、情報管理、投資事業管理等の専門分野の

研修に１９人の職員を派遣。

・若手職員（４８人）が部門横断的な勉強会を立ち上げ、勉強テーマや講師の選定等含め若手職

員自らが自主的に運営（９月）。講師として招いた中小企業者や支援担当者、他部門の職員等多

様な人材との交流を通じ、職員の人材育成に貢献（１１回）。

・各地域本部担当職員の支援能力向上を図るため、支援事例に基づく実践的な研修を実施（専門

家派遣事業担当職員（３回）、新事業創出支援事業担当職員（２回））。

■現場業務経験による研鑚及び人事交流等

・利用者と直接接する経験を積むことができるよう、若手職員を本部及び地域本部のフロントに

配置。

・海外事業可能性調査（Ｆ／Ｓ事業）の実施にあたっては、担当部署以外の職員に兼務発令し対

応（８３人）。今後、拡充が見込まれる国際化支援に資する人材を育成。

・国際化支援に資する人材を育成するため、国際交流機構と交流人事を実施。職員をインドネシ

アに派遣。

・民間金融機関をはじめ、地方公共団体、中小企業支援機関から専門スキルを持った人材を機構

の本部・地域本部の各部署で受入れ。これらの者の有する知識・経験をプロパー職員が吸収で

きるよう配置に配慮。

・特に、中小企業金融円滑法期限切れに向けた中小企業再生支援協議会の体制強化を図るため、

再生支援に知見のある民間金融機関からの出向職員４人を非常勤専門職員として事業再生グル

ープに配置。

・内部人材キャリア形成マッチング制度を活用し、高度化事業における診断・助言等、中小企業

者と接する業務に、他部署の職員の参加を促すことにより、継続的に専門人材を育成・確保（参

加者数延べ１７人、３０人日／年）。

■外部人材の活用と制度の適正運用

・機構全体としての専門性・多様性の確保・強化のため、外部専門家の選考にあたり、公募のほ

か、関係機関からの推薦、専門家による推薦等、機構のネットワークを活かした人材発掘を行

い、特定分野において深い造詣を有する人材を確保。

※機構全体の外部専門家（登録専門家、常設専門家）２４年度当初延べ３，９００人→２４年

度末延べ４，３１１人

・専門性や支援ニーズの高い分野については、適時、外部人材を採用。２４年度はＦ／Ｓ事業等

に対応するため、国際化支援のニーズに応じた人材を確保。

※国際化支援アドバイザー ２４年度当初：３０５人→２４年度末３７１人

海外販路開拓支援アドバイザー ２４年度当初：２１８人→２４年度末２６５人

・その他、外部専門家の活用と適切な運用のため、２３年度に引き続き、個別制度の運営を審議

する委員会の開催等により、制度の点検を行いつつ適正な運用を実施。

・インキュベーションマネージャーを対象とした「インキュベーションマネージャー研修」を実

施。（２回）

・上述のインキュベーションマネージャー研修、また他のインキュベーション施設や支援機関と

の連携事業等を通じて、各施設のインキュベーションマネージャーが有する情報や支援ノウハ

ウを共有化。

・インキュベーション施設入居企業への支援の質を低下させないよう配慮しつつ、インキュベー

ションマネージャーの人数を３８人から３７人へ１人減員。

■人事評価制度の運営

・２３年度に実施した人事評価制度（職員の業績・能力等を総合的に評価する制度）の評価結果

について、２４年度の職員の賞与及び昇給の処遇に反映。

・また、年間を通じて人事評価制度に係る職員研修を実施して、制度の適正な運営を推進。

・「特殊法人整理合理化計画」（平成１３年１２月１９日閣議決定）等に基づき、２３年度業務実

績評価結果を２４年度役員報酬（業績給）に反映。役員退職手当については、経済産業省独立
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行政法人評価委員会の意見聴取を行い決定。なお、経済産業省独立行政法人評価委員会におけ

る２３年度業務実績評価結果において、役員の異動につながる評価はなかった。

【２５年度】

■多様な研修制度による人材育成

・２５年度研修計画に基づき、職員の適性や能力開発段階に応じた育成を図るため多様な研修制

度を運用。４８テーマ、研修回数５６回、受講者数延べ３１６人。通信教育講座について、４

２コース延べ４１人が活用。

・各等級段階に求められる職員の業務遂行能力の向上を図るために行う各階層別研修のほか、若

手職員を対象とし、経営支援業務の基盤として必要となる企業の計数管理・分析の能力向上を

ねらいとした研修、中堅課長代理職員を対象とし、「専門家活用能力やプロジェクトコーディネ

ート能力の向上」に資する研修、ハンズオン支援事業で蓄積された支援ノウハウを他部署の職

員へも共有し、職員全体の専門性向上に資する研修を実施。

・職員の高度専門能力向上、施策や支援ノウハウの共有、研修を通じたネットワークづくりや視

野の拡大を図るため、若手職員を中心として、中小企業診断士養成課程へ１人、省庁や外部研

修機関が実施する新政策、会計事務、内部監査、ＩＣＴ活用能力、投資事業管理等の専門分野

の研修にのべ５１人の職員を派遣。

・各地域本部担当職員の支援能力向上を図るため、支援事例に基づく実践的な研修を実施（専門

家派遣事業担当職員（５回）、新事業創出支援事業担当職員（２回））。

■現場業務経験による研鑚及び人事交流等

・利用者と直接接する経験を積むことができるよう、主任以下の若手職員を本部の事業部門及び

地域本部に積極的に配置。

・２５年１０月に組織改編を行い、柔軟かつ機動的な組織づくり、意思決定の迅速化及び責任の

明確化を図るため、組織の大括り化を意識した人員配置を実施。

・民間金融機関をはじめ、地方公共団体、中小企業支援機関から専門スキルを持った人材を機構

の本部・地域本部の各部署で受入れ。これらの者の有する知識・経験をプロパー職員が吸収で

きるよう配置に配慮。

・特に、中小企業金融円滑法期限切れに向けた中小企業再生支援協議会の体制強化を図るため、

再生支援に知見のある金融機関からの出向職員１人を事業再生支援センターに増員配置。また、

高度化事業における不良債権処理等の促進のためサービサーからの出向職員１名を高度化事業

部に配置。

・内部人材キャリア形成マッチング制度を活用し、高度化事業における診断・助言等、中小企業

者と接する業務に、他部署の職員の参加を促すことにより、継続的に専門人材を育成・確保（参

加者数延べ１４人、２５．５人日／年）。

■外部人材の活用と制度の適正運用

・機構全体としての専門性・多様性の確保・強化のため、外部専門家の選考にあたり、公募のほ

か、関係機関からの推薦、専門家による推薦等、機構のネットワークを活かした人材発掘を行

い、特定分野において深い造詣を有する人材を確保。

※機構全体の外部専門家（登録専門家、常設専門家）２５年度当初延べ３，７７１人→２５年

度末延べ４，１６９人

・その他、外部専門家の活用と適切な運用のため、２４年

度に引き続き、個別制度の運営を審議する委員会の開催

等により、制度の点検を行いつつ適正な運用を実施。

・インキュベーションマネージャーを対象とした「インキュベーションマネージャー研修」を実

施。（２回）

・インキュベーションマネージャー研修のほか、他のインキュベーション施設や支援機関との連

携事業等を通じて、各施設のインキュベーションマネージャーが有する情報や支援ノウハウ等

の共有化を実施。

・インキュベーション施設の管理業務について、一括発注による総合管理方式を導入することと

し、必要な体制の整備等を実施。
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■人事評価制度の運営

・２４年度に実施した人事評価制度（職員の業績・能力等を総合的に評価する制度）の評価結果

について、２５年度の職員の賞与及び昇給の処遇に反映。

・また、年間を通じて人事評価制度に係る職員研修を実施して、制度の適正な運営を推進するな

かで、評価制度の見直しを実施。

・「特殊法人整理合理化計画」（平成１３年１２月１９日閣議決定）等に基づき、２４年度業務実

績評価結果を２５年度役員報酬（業績給）に反映。役員退職手当については、経済産業省独立

行政法人評価委員会の意見聴取を行い決定。なお、経済産業省独立行政法人評価委員会におけ

る２４年度業務実績評価結果において、役員の異動につながる評価はなかった。

（３）適切な評価を踏まえた業務の改善と新たなニーズへの対応

［中期目標の内容］

・中小企業者等と直接の接点となる部門が収集する施策利用者等の情報をもとに、「企画」、「実施」、

「評価・検証」、「事業の再構築等」による事業評価を適切に行う。評価に際しては、相談件数な

どの「数」の評価に加え、企業の成長を客観的に判断できる事業については、企業の業績などの

「質」の評価に重点を置く。

なお、各事業における具体的な目標値については、事業目的に即した分かりやすい数値を中期

計画において設定する。

・中小企業者、地域支援機関や有識者等からなる外部評価委員会の設置等により客観的に評価を

行う。

・事後評価を徹底し、十分成果が得られていない事業や他の支援機関が十分類似のサービスを提

供している事業については、改善又は廃止して、新たなニーズに対応した事業やより効果の見込

まれる新たな手法での事業に資源を集中する。

特に、中小企業大学校の大学校施設については、まずは東京校について、中小企業者や中小企

業支援機関等のニーズ、利便性に配慮しつつ、売却等の処分に着手する

［事業の実績］

【２１年度】

■機動的な事業・業務の見直し（ＰＤＣＡの着実な実行）

○新連携と専門家継続派遣の連携支援

・事業化後のフォローアップ支援の必要性についてアンケート調査を実施（３６３社へアンケー

ト送付、２６６社より回答）。

・約５割の企業において、事業化後も継続的なフォローアップ支援が必要であることを確認し、

新たな支援スキームの検討を開始。

・プロジェクト支援と経営支援の統括プロジェクトマネージャー契約権限者を本部に統一すべく

検討を開始。

・プロジェクト支援等経営支援の旅費支給基準を統一するなど、規程の運用について見直しを実

施。

・優秀な外部専門家を獲得するため、新たな採用方法（招聘、昇格）についての検討を開始。

・各支部においてプロジェクト支援を行う部署と経営支援を行う部署を再編の上、プロジェクト

支援と経営支援の連携を担当するハンズオン支援統括プロジェクトマネージャーを配置。

・事業効果（アウトカム）の観点から支援の効果を測定するため、新連携支援事業、地域資源活

用支援事業、農商工連携支援事業においては、企業の業績等収集内容の見直しを実施。

（支援例）

・２０年１月、新連携に係るプロジェクト支援「高い安全性を有する純国産自由降下式救命艇シ

ステムの事業化」を開始。支援内容は、マーケティング調査、販売戦略立案、連携企業との調

整、安全性検証アドバイス、全社の中期計画の作成。

２０年７月、新連携に係る法認定。
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２１年７月、認定プロジェクトの事業化に成功。一方で、経営基盤の強化が必要に。

２１年９月、ＩＰＯを視野に入れつつ社員個々のレベルアップ、生産の効率化、原価管理シス

テムの構築を図るため、専門家継続派遣を開始。支援内容は、工場管理の基盤強化、人材育成。

※売上高の推移

１８年 １４億円、１９年 １７億円、２０年 １５億円、２１年 ２０億円

○中小企業大学校に係るニーズ調査等の実施

・過去に大学校の研修を受講した企業に対するニーズ調査を実施（１３，９１５社に送付、２，

５７５社より回答）。

・前年度に長期研修に派遣した企業に対し、研修の効果について調査を実施（２０４社に送付、

８２社より回答）。

・地域で活躍する企業に対し、中小企業大学校の知名度、活用度、潜在的ニーズ調査等を実施（２，

６０３社に送付、１，３００社より回答）。

・過去５年間に長期研修に派遣した企業に対し、研修成果、長期研修の必要性について調査を実

施（７３６社に送付、３４１社より回答）。

・これらの調査により、企業の抱える経営課題、ニーズ等を把握し、今後の大学校のあり方の検

討や大学校運営に活用。

○小規模企業共済制度と中小企業倒産防止共済制度に係るニーズ調査等の実施

・両共済制度の見直しに際して、契約者を対象とした制度改正の要望調査、共済数理シミュレー

ション等の結果を取りまとめ、制度改正検討会、審議会に提出。

○事業の成果調査の実施

・専門家継続派遣事業、販路開拓コーディネート事業、新連携支援事業、ビジネスマッチング、

ファンド出資事業、高度化事業、中小企業大学校、地域資源活用支援事業、農商工連携支援事

業等においては、利用者に対してアンケート調査やヒアリング調査を行うなど、企業の業績、

マッチング状況、事業の目標達成状況等の事業効果（アウトカム）や支援事例の収集に努めた。

・これらデータや支援事例等を活用して事業を評価。

■外部委員による評価の実施

○ファンド出資事業

・外部有識者からなる「ファンド事業評価委員会」を開催（２回）。ファンド出資事業の実績評価、

中長期的視点からの事業運営のあり方、現在の景気低迷環境下における組成促進策等について

検討。

○中小企業大学校

・経済産業局、地方公共団体、商工会議所・商工会、中小企業者等からなる大学校運営会議等の

開催や、企業・関係機関への訪問調査等を通じて、中小企業大学校に対する要望や意見を収集

し、研修事業の運営に反映。

○共済事業

・外部有識者からなる「共済事業有識者会議」を開催（２回）。法改正等による両制度の運営、普

及及び加入促進、繰越欠損金削減計画、資産運用、債権管理に関することについて、助言を受

け、事業運営に反映。

○インキュベーション施設

・大学、地方公共団体、他の中小企業支援機関等との連携支援効果の拡大と支援サービスの向上

を図るため、各インキュベーション施設において、大学、地方公共団体、中小企業支援機関等

と連携して、運営委員会を組織。連携機関からのニーズにきめ細かく対応（運営委員会開催回

数計２９回）。

○テストマーケティングショップ「Ｒｉｎ」

・外部有識者等からなる「経営委員会」を実施（２回）。同委員会での議論を踏まえ、従来のテス
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トマーケティング報告書に加えホームユーステストやモニターを使った商品評価を行い、事業

者に対する情報提供を実施。また、「Ｒｉｎ」出店後の事業者における変化の状況についてもア

ンケート調査を実施。

○Ｊ－Ｎｅｔ２１

・外部有識者からなる「中小企業ビジネス支援検索サイト（Ｊ－Ｎｅｔ２１）運営事業に係る評

価委員会」を開催（１回）。同事業の２１年度実績に対する評価と２２年度計画等について意見

を聴取し、コンテンツの改善等、今後の事業運営に反映。

○事業承継支援センター検討委員会

・事業承継支援センターの円滑な事業展開を図るため、「事業承継支援センター検討委員会」を開

催（１回）。事業承継支援センターの活動状況や支援事例等について意見交換。

■事業の見直し

・産業活力再生法の改正に伴い特定信用状債務保証制度の業務を廃止。

・これまでの実績・評価等を踏まえ、以下の事業について縮減等を決定（２２年度予算要求）。

※事業承継円滑化支援事業に係る施策説明会の回数縮減、日本ファッション・ウィーク（ＪＦ

Ｗ）の縮小、養成研修事業費の削減等

・高度化出資業務及び中心市街地活性化法に基づく出資業務については、都道府県等に対するヒ

アリング調査等により具体的なニーズの有無の把握に努めた。

・中心市街地活性化法に基づく債務保証については、金融機関等に対する制度普及活動を通じて、

ニーズの把握に努めた。その結果、個別案件の相談が具体化。問合せ、照会、相談が１５件あ

り、うち６件は債務保証制度の活用を検討。

■地域や中小企業のニーズの把握

○アンケート調査・ヒアリング調査の実施

・各事業において、支援終了後又は一定期間経過後にアンケート調査やヒアリング調査を行い、

地域や中小企業のニーズを把握。

○お客様懇談会の実施

・各支部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先企業の経営者から支援

ニーズを収集（９支部１２箇所、全１４回開催、１５５社出席）。収集した支援先企業からの意

見やニーズについては、広く内部で情報共有するとともに、お客様の意見を参考に適宜業務改

善を実施。

（改善例）

・専門家継続派遣、インキュベーション施設等について、利用期間や利用回数等について運用を

弾力化。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１等を活用し事業のＰＲの仕方を工夫。

■その他利用者ニーズの受信

・「お客様の声」、「利用者アンケート」を利用することにより、顧客ニーズや顧客提案を広く取り

入れ、顧客の立場に立った業務改善（経営相談、大学校研修等）を実施（継続）。

・利用者が自由に意見、クレーム等を出せるよう各窓口にお客様用のはがきを設置（継続）。

・利用者が自由に意見、クレーム等を出せるよう機構ホームページにおいて「中小機構へのお問

い合わせ」フォームを設置（継続）。

■地域ニーズに対応した事業展開

（創意工夫による支部独自の取組み）

○地域集中支援による地域活性化の促進

[東北支部]

・東北支部と山形大学を窓口とした各機関とのコラボレーションにより、米沢市の産業集積地に



- 133 -

おいて世代交代期を迎えた中小製造業の若手経営者、後継者に対する育成支援を実施。具体的

には米沢ものづくり若手経営者塾（６回シリーズ）等を開講、その後専門家継続派遣や中小企

業大学校での研修等の機構支援ツールを活用。

○広域の中小企業者を集めて支援（コラボレーションによる新事業・新商品の創出）

[北陸支部]

・２０年度に設立支援を行った、福井、石川、富山、新潟における地域の伝統や歴史を背景に技

術や素材に拘るモノづくり企業が結集した「越の国倶楽部」に対して、専門家の派遣やマッチ

ングの場の提供を行うことにより、新商品の開発を支援。それら商品の発表の場として機構が

運営するアンテナショップでイベントを開催（２１社参加）。「越の国倶楽部」の活動はテレビ、

新聞、雑誌等に取り上げられる（延べ３７回）。

○支援モデルを確立し広く活用

[北海道支部]

・北海道の資源を活用し事業を行う者に対して、地域の専門家の評価・助言及び消費者等の声を

反映させることで、よりマーケット志向の高い商品開発や改良につながる支援の仕組みづくり

に着手。北海道における流通、情報サービス、消費者モニタリングの企業・団体をグルーピン

グした「北海道支部パートナー」を形成し、専門家・消費者傾聴会、消費者モニタリング、ビ

ジネスマッチングを組み合わせたイベント等を実施。

○他機関との連携による効率的な支援

[九州支部]

・福岡県産業・科学技術振興財団、九州ニュービジネス協議会、福岡証券取引所と連携し、株式

公開を目指す九州・沖縄・山口の企業を支援するためのサポート組織「九州ＩＰＯ挑戦隊」を

設置（７月）。機構は企業の課題に応じて専門家を随時投入するほか、専門家継続派遣等、機構

支援ツールを効果的に活用。第１～２期入会企業は１６社。

○販路開拓支援拠点の構築

[近畿支部]

・関西でブランド力のある大企業等を販路パートナー、ＰＲパートナーとして組織化し、同パー

トナー機関等の協力により中小企業の新商品開発、ＰＲ、販路開拓に係るマッチングの場の提

供や新たな仕組みづくりに着手。パートナー機関等と連携した商談会等を展開。イベント等で

の広報のほか積極的な取材対応の結果、全国紙や業界紙等に取り上げられる。

○ものづくりノウハウを応用したサービス産業支援とイノベーションの創出

[中国支部]

・ものづくりノウハウの応用によるサービス産業に対する支援の有用性を実証、その普及を図る

とともに、専門家継続派遣等により生産性向上が求められる地域サービス産業の業績向上とイ

ノベーション創出を支援。中小企業支援機関との連携に加え、サービス産業に対して、ものづ

くりノウハウを応用した複合支援を実施。同支援プロセス・成果は中小企業支援機関支援担当

者等及びサービス産業経営者等を対象としたワークショップで紹介。

【２２年度】

■機動的な事業・業務の見直し（ＰＤＣＡの着実な実行）

○新事業創出支援事業と専門家派遣事業の連携支援

・２１年度に実施した施策利用者の支援ニーズを踏まえ、新事業創出支援事業によるプロジェク

ト支援と専門家派遣による経営支援の連携支援を促進。そこで、２２年度から各支部において

プロジェクト支援を行う部署と経営支援を行う部署を再編の上、プロジェクト支援と経営支援

の連携を担当するハンズオン支援統括プロジェクトマネージャーを配置し、プロジェクト支援

と経営支援の連携支援を実施する体制を構築。

○中小企業大学校の見直し・効率化に向けた検討

・地方公共団体に対する意向調査、中小企業に対するアンケート調査、民間研修機関に対するヒ
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アリング調査等を行うなど、中小企業大学校の見直し・効率化に向けた検討を実施。

○市場化テストのモニタリング

・市場化テストを導入した旭川校及び直方校において実施している研修運営や施設運営が適切に

行われているかについて、モニタリングや受講者、関係者へのヒアリング調査等を行うなどし

て業務実施状況を把握し、業務実績評価を実施。その結果を他の中小企業大学校における市場

化テストに活用。

○高度化事業

・都道府県に対する意向調査結果により、２２年度に適用期限を迎える「都道府県の貸付割合の

特例措置」について、３年間（２５年度まで）の延長を決定 。

○事業の成果調査の実施

・専門家継続派遣事業、販路開拓コーディネート事業、新連携支援事業、ビジネスマッチング、

ファンド出資事業、インキュベーション事業、中小企業大学校、高度化事業、地域資源活用支

援事業、農商工連携支援事業等においては、利用者に対してアンケート調査やヒアリング調査

を行うなど、企業の業績、事業化の状況、マッチングの状況、事業の目標達成状況等の事業効

果（アウトカム）や支援事例の収集に努めた。

・これらのデータや支援事例等を活用して事業評価と業務改善を実施。

■外部有識者等による評価の実施

○ファンド出資事業

外部有識者からなる事業評価委員会を開催し、ファンド出資事業の実績評価、中長期的視点か

らの事業運営のあり方、現在の市場環境における事業運営上の課題への取組みの方向性等につ

いて検討。

なお、２２年７月の制度改正（再編）は、２１年度開催の同委員会での意見を参考にしつつ実

施。

○インキュベーション事業

・支援効果の拡大と支援サービスの向上を図るため、各インキュベーション施設において、大学、

地方公共団体、中小企業支援機関等と連携して、運営委員会を組織。連携機関からのニーズに

きめ細かく対応（運営委員会開催計３７回）。

○中小企業大学校

・経済産業局、地方公共団体、商工会議所・商工会、中小企業者等からなる大学校運営会議等の

開催や、企業・関係機関への訪問調査等を通じて、中小企業大学校に対する要望や意見を収集

し、研修事業の運営に反映。

○共済事業

・外部有識者からなる「共済事業有識者会議」を開催（９月）。法改正等による両制度の運営・普

及、加入促進、資産運用等について、助言を受け、事業運営に反映。

○テストマーケティングショップ「Ｒｉｎ」

・外部有識者等からなる「経営委員会」を実施（２回）。

「Ｒｉｎ」運営事業の２１年度実績に対する評価と２２年度計画等について意見を聴取

し、今後の事業運営に反映。また、２３年度末に予定している「Ｒｉｎ」常設展示場の終了にと

もない、これまでの事業評価、今後の地域中小企業の販路開拓支援について意見交換。

○Ｊ－Ｎｅｔ２１

・外部有識者からなる「中小企業ビジネス支援検索サイト（Ｊ－Ｎｅｔ２１）運営事業に係る評

価委員会」を開催（１回）。同事業の２２年度実績に対する評価と２３年度計画等について意見

を聴取し、コンテンツの改善等、今後の事業運営に反映。
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○広報活動

・外部有識者からなる「広報アドバイザー会議」を開催（１回）。機構における広報活動について

２２年度実績に対する評価と２３年度活動計画等について意見を聴取し、今後の事業運営に反

映。

■ファンド出資事業の制度見直し

・２２年７月に制度改正（再編）を実施。従来５種類あったファンド区分のうち地域中小企業応

援ファンドを廃止し、残りを「起業支援ファンド」、「中小企業成長支援ファンド」、「中小企業

再生ファンド」の３種類に再編。

・同時に、中小企業向け投資比率の弾力化、出資限度額の引き上げ、起業支援ファンドにおける

創業初期段階のベンチャー企業向け投資への一層の重点化など、起業、新事業展開、転業、事

業再生等に取り組む中小企業の多様化する資金ニーズに、より重点的かつ柔軟に対応できる仕

組みを整備。

○高度化事業の事業メニューの見直し

・「連鎖化事業」、「経営改革事業」を廃止するため、中小企業庁において、省令改正の手続きの検

討を開始。

・その他事業メニューについては、支援ニーズを踏まえつつ、見直しの検討を開始。

■その他事業の見直し

○事業の廃止

・以下の事業・業務について２２年度をもって廃止。

※生活関連産業ビジネス拠点支援事業（日本ファッション・ウィーク）、感性価値創造活動推進

事業、繊維業務（機構法附則第８条、既往保証債務に係る業務を除く）、中小企業応援センター

に対する支援、中心市街地活性化法に係る債務保証等（業務停止）、産学官連携フォーラム、Ｂ

Ｉコーディネーター派遣事業、地域活性化新事業創出サポート事業、中小企業大学校における

Ｗｅｂ研修

・アンテナショップ「Ｒｉｎ」（常設展示場）について２３年度をもって終了することを決定。

○事業の縮小・効率化

・以下の事業・業務について業務を効率化。

※中小企業総合展（東京）とベンチャーフェアについて同時開催による効率化・節減、事業承継

円滑化支援等に係る施策普及セミナー・フォーラム等の開催回数の縮減、ＵＭＥＤＡプラザの

閉鎖、

・「なんでも相談ホットライン」を「経営相談ホットライン」に変更し、夜間土日対応の廃止を決

定。（２３年４月から）

○支援ニーズと支援効果の高い事業への重点化

・２１年度に実施した施策利用者の支援ニーズを踏まえ、新事業創出支援事業によるプロジェク

ト支援と専門家派遣による経営支援の連携支援を促進。

・中小企業の国際化に対する意欲や支援ニーズの増大を踏まえて、国際化に関する支援策を拡充。

■中心市街地活性化法に基づく債務保証

・中心市街地活性化法に基づく出資業務の一部・債務保証業務については、「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）等を踏まえて、新規受付を停止（２

３年３月）。

・高度化出資業務及び中心市街地活性化法に基づく出資業務の一部については、都道府県等に対

するヒアリング調査等により具体的なニーズの有無の把握に努めた。

■地域や中小企業のニーズの把握

○アンケート調査・ヒアリング調査の実施

・各事業において、支援終了後又は一定期間経過後にアンケート調査やヒアリング調査を行い、

地域や中小企業のニーズを把握。
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○お客様懇談会の実施

・各支部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先企業の経営者から支援

ニーズを収集（９支部１４箇所、全１５回開催、１５３社出席）。収集した支援先企業からの意

見やニーズについては、役員会等を通じて広く内部で情報共有するとともに、お客様の意見を

参考に適宜業務改善や新たな事業を実施。

・専門家継続派遣、インキュベーション施設等について、利用期間や利用回数、専門家の選択等

について運用を弾力化。

・「広報活動の強化の指針」を制定し、呼称についても「中小機構」「中小機構関東」等に統一。

・海外展示会に出展するにあたって必要な海外取引の契約実務や英語プレゼンテーションを学習

する研修を企画（２３年度実施予定）。

・Ｊ－Ｎｅｔ２１等を活用し事業のＰＲの仕方を工夫。

○その他利用者ニーズの受信

・「お客様の声」、「利用者アンケート」を利用することにより、顧客ニーズや顧客提案を広く取り

入れ、顧客の立場に立った業務改善（経営相談、大学校研修等）を実施（継続）。

・利用者が自由に意見、クレーム等を出せるよう各支部、大学校の窓口に加え、インキュベーシ

ョン施設にお客様用のはがきを設置（継続・改善）。

・より広く一般の方からの声を把握することを目的として、中小機構のホームページにある「お

問い合わせ」を分かりやすく、見やすく、利用しやすくするため、「ご意見・ご要望・お問い合

わせ」へと名称を変更し、アイコンをトップページの上段に移設するとともに、同アイコンの

リンク先のページレイアウトを分かりやすく変更。

■地域ニーズに対応した事業展開（創意工夫による支部独自の取組み）

・業務運営の効率化を進めつつ、創意工夫により地域ニーズに対して質の高い支援を展開。

○地域にノウハウを継承 [東北支部]

・２１年度から東北支部と山形大学を窓口とした各機関とのコラボレーションにより、米沢市の

産業集積地において世代交代期を迎えた中小製造業の若手経営者、後継者に対する育成支援を

実施。具体的には「米沢ものづくり若手経営者塾」（６回シリーズ）等を開講。その後、専門家

継続派遣や中小企業大学校での研修等の機構支援ツールを活用。

２２年度からは前年度の若手経営塾１期よりステップアップした「米沢ものづくりマネジメン

ト塾」（ ６回シリーズ、１３人）を開講。前年度開講した若手経営塾については、「米沢ものづ

くり若手経営者塾２期」（５回シリーズ）として山形大学、米沢元気プロジェクト（米沢市）、

米沢電振協等、地元コンソーシアムによる自主事業とし、これに東北支部が協力するという体

制で進めている。さらには、地域の要請に応じ、北上地域等同モデルを他地域へも展開。

○地域の創意を結集し新事業・新商品を創出 [四国支部]

・２１年度に一次生産者、中小企業者、地域活動家の三者による学習・交流をゼミ形式で行い、

新商品開発、コンソーシアム形成、販路拡大等地域特性を活かした農林水産業と地域資源の振

興モデルづくりに着手（四国サイコーダイガク）。

・２２年度においては、以下のビジネスが発現。

◇２２年１１月、旅学部から会社設立。瀬戸内海等の島々を巡るツアーや地域活性化イベント

を実施予定。

◇２３年１月、食学部からスイーツで四国のおもてなしをしようという NPO 設立。四国の豊か

な農産物を活用したスイーツを通じて、四国経済の活性化を図るとともに、四国のおもてな

しの文化を国内外に情報発信。

◇２３年２月、流通学部が四国産品販売会を首都圏で初めて開催。四国４県から１５社が参加

し、農水産品等アイデアあふれる商品を約４０種類出品。

○地域のブランドづくりを全面支援 [北海道支部]

・２１年度から北海道の資源を活用し事業を行う者に対して、地域の専門家の評価・助言及び消

費者等の声を反映させることで、よりマーケット志向の高い商品開発や改良につながる支援の

仕組みづくりに着手。北海道における流通、情報サービス、消費者モニタリングの企業・団体
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をグルーピングした「北海道支部パートナー」を形成。専門家・消費者傾聴会、消費者モニタ

リング、ビジネスマッチングを組み合わせたイベント等を実施。

２２年度においては、 「“おいし感動”ＨＯＫＫＡＩＤＯ！」と銘打って「マーケティング実

践塾」を主催。食に関する中小企業が顧客視点で商品開発、販売戦略を立案し、消費者に感動

を提供するための支援を充実。２２年１１月には、模擬商談会“おいし感動ＨＯＫＫＡＩＤＯ！”

を札幌市内で開催。

○地域から成長企業を発出 [九州支部]

・２１年７月、福岡県産業・科学技術振興財団、九州ニュービジネス協議会、福岡証券取引所と

連携し、株式公開を目指す九州・沖縄・山口の企業を支援するためのサポート組織「九州ＩＰ

Ｏ挑戦隊」を設置。入会企業は第１期１０社（２１年７月）、第２期６社（２２年２月） 、第

３期５社（２２年９月）の計２１社 。うち九州支部の支援先は１４社。

各機関が連携して専門家派遣、資金調達支援、販路開拓支援等、株式公開準備に向けた支援を

実施。九州支部は企業の課題に応じて専門家を随時投入するほか、専門家継続派遣等、機構支

援ツールを効果的に提供。

【２３年度】

■機動的な事業・業務の見直し（ＰＤＣＡの着実な実行）

○仮設施設整備事業

・震災発生直後から被災地調査等を実施し、仮設店舗・仮設工場等の施設を整備することを決定。

国（中小企業庁・東北経済産業局）と一体となって法施行前から１０２市町村に直接訪問し、

制度の説明を開始するとともに具体的なニーズを把握。ニーズを基に中小企業庁と協議を重ね

仮設施設整備事業の枠組みの構築、基本事項や各種規定、法規制、技術的な検討等を重ねるな

ど業務遂行の円滑化に注力。

・被災市町村との協力のもと、役割分担を明確にし、被災市町村と機構が共同で事業を実施する

体制を構築。

・仮設施設整備に適した土地がない、事業者からの要望に対して被災市町村の人員が不足する等

事業進捗に課題が生じたが、支援体制の強化、進捗管理の見える化と被災市町村・事業者との

情報共有を図る等ＰＤＣＡの着実な実行により事業を確実に推進。

・震災直後から本事業に携わった職員に対するヒアリング等を実施。効果のあった取組みや課題

を抽出し、評価を行うことにより将来の業務運営の一助となるよう整理。

○震災復興支援アドバイザー事業

・阪神・淡路大震災の経験や被災地の現地調査、被災市町村等へのヒアリングを通じ、補正予算

成立前の４月１日から、機構の専門家派遣制度のノウハウ等を活用し震災復興支援アドバイザ

ー事業を創設。

その後支援ニーズを踏まえ、登録専門家の増強を図るなど適切に対応。

○二重債務問題対策（産業復興機構）

・補正予算成立前から、機構内に体制を整備し、国（中小企業庁・局）と一体となって被災各県・

金融機関等関係機関と協議を行い、制度設計を実施。

中期計画及び業務方法書の変更認可後迅速に出資契約の締結、資金支出まで実施。

○高度化事業（被災中小企業者等に対する措置）

・東日本大震災で被害を受けた中小企業等を支援するため、震災直後から被災地域の貸付先に職

員を派遣し、被害状況等の調査を実施。本調査を踏まえ、貸付割合の特例措置、貸付手続きの

簡素化、無条件の償還猶予などを措置。

○市場化テストのモニタリング及び業務実施状況の把握

・市場化テストを導入した８校において実施している研修業務や施設運営が適切に行われている

かについて、受講者、関係者へのヒアリング調査等を含むモニタリングや民間事業者から提出

される報告（月次、四半期、年度）に基づき実施状況を把握。改善点が生じた時はその都度民

間事業者と協議し対処。また、３ヶ月毎の定例会議で民間事業者と協議し改善点について対応
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を要求。

○高度化事業（制度の見直し）

・条件変更制度の見直しに係る都道府県に対するアンケート調査、都道府県向けのブロック会議

における意見聴取を踏まえ、最終償還期限の延長の要件である「貸付債権の１／２が償還済み」

を削除し、個々の状況ごとに応じて柔軟に条件変更を行う考え方に変更し、都道府県に周知 。

また、条件変更を含むその他債権保全のあり方についても都道府県の意見を踏まえつつ検討を

継続。

○事業の成果調査の実施

・専門家継続派遣事業、販路開拓コーディネート事業、新連携支援事業、ビジネスマッチング、

ファンド出資事業、インキュベーション事業、中小企業大学校、高度化事業、地域資源活用支

援事業、農商工連携支援事業等においては、利用者に対してアンケート調査やヒアリング調査

を行うなど、企業の業績、事業化の状況、マッチングの状況、事業の目標達成状況等の事業効

果（アウトカム）や支援事例を収集。

・これらのデータや支援事例等を活用して事業評価と業務改善を実施。

○支部独自の取組み

・東北支部において、青森・岩手・宮城・福島の各県で東北経済産業局と連携し、復興支援施策

説明会を開催。また、支部職員がチームを編成し、沿岸部を中心に市町村（３６市町村）や商

工団体（１４５商工会）に対してニーズ調査を実施。ニーズを踏まえて、復興支援セミナーや

出張相談会を実施。

・関東支部において、茨城県からの要請を受け、水戸市に「中小機構 関東 いばらき復興支援デ

スク」を開設。

■外部有識者等による評価の実施

○ファンド出資事業

外部有識者からなる事業評価委員会（２回）を開催し、ファンド出資事業の実績評価、中長期

的視点からの事業運営のあり方、現在の市場環境における事業運営上の課題への取組みの方向

性等について検討。

○インキュベーション事業

・支援効果の拡大と支援サービスの向上を図るため、各インキュベーション施設において、大学、

地方公共団体、中小企業支援機関等と連携し、運営委員会を組織。連携機関からのニーズにき

め細かく対応（運営委員会開催計３８回）。

○中小企業大学校

・経済産業局、地方公共団体、商工会議所・商工会、中小企業者等からなる大学校運営会議等の

開催や、企業・関係機関への訪問調査等を通じて、中小企業大学校に対する要望や意見を収集

し、研修事業の運営に反映。

○市場化テスト

・学識経験者や弁護士等からなる官民競争入札等評価委員会を開催し、市場化テスト業務の実施

について各種意見等を収集し、研修事業の運営に反映。

○共済事業

・外部有識者からなる「共済事業有識者会議」を開催（２月）。法改正等による両制度の運営・普

及、加入促進、資産運用等について、助言を受け、事業運営に反映。

○テストマーケティングショップ「Ｒｉｎ」

・外部有識者等からなる「経営委員会」を実施（２回）。

「Ｒｉｎ」運営事業の２２年度実績に対する評価と２３年度計画等について意見を聴取し、今後

の事業運営に反映。また、「Ｒｉｎ」常設展示場の終了にともない、これまでの事業評価、今後
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の地域中小企業の販路開拓支援について意見交換。

○Ｊ－Ｎｅｔ２１

・外部有識者からなる「中小企業ビジネス支援検索サイト（Ｊ－Ｎｅｔ２１）運営事業に係る評

価委員会」を開催（２回）。同事業の２１～２３年度実績に対する評価と２４年度計画等につい

て意見を聴取し、コンテンツの改善等、今後の事業運営に反映。

・中小企業大学校については、実施する研修は真に必要なものに限り、研修企画面での機構の経

験・能力等に留意しつつ、市場化テストの活用等民間への委託を基本とする等の見直しを行う

こととし、中小企業大学校在り方検討委員会を設置し、その実施に着手。

・高度化事業については、事業仕分け結果を踏まえ、「連鎖化事業」、「経営改革事業」を廃止。

■その他事業の見直し

○事業の廃止

・アンテナショップ「Ｒｉｎ」（常設展示場）について２３年度をもって廃止。

○事業の縮小・効率化

・業務運営の効率化を図るため、経営相談業務のうち電話相談業務について、平日夜間及び土曜

日の時間外相談業務を廃止。

○支援ニーズと支援効果の高い事業への重点化

・中小企業の海外展開に対する意欲や急激な円高対策等支援ニーズの増大を踏まえて、国際化に

関する支援策を拡充。

・高度化出資業務及び中心市街地活性化法に基づく出資業務の一部については、都道府県等に対

するヒアリング調査等により具体的なニーズの有無の把握に努めた。

■地域や中小企業のニーズの把握

○アンケート調査・ヒアリング調査の実施

・各事業において、支援終了後又は一定期間経過後にアンケート調査やヒアリング調査を行い、

地域や中小企業のニーズを把握。

○お客様懇談会の実施

・各支部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先企業の経営者から支援

ニーズを収集（９支部１４箇所、全１５回開催、１５３社出席）。収集した支援先企業からの意

見やニーズについては、役員会等を通じて広く内部で情報共有するとともに、お客様の意見を

参考に適宜業務改善や新たな事業を実施。

※離島における機構メニューのＰＲの要望を受け、市、税理士会、地元メディア等と連携し地域

活性化に係るセミナー・相談会を開催。セミナー開催後に多数の相談が寄せられ、その中から

様々な支援案件を発掘し支援を実施。

※海外展示会に出展するに当たっての事前研修開催の要望を受け、展示会出展に必要な海外取引

の契約実務や英語プレゼンテーションを学習する研修を実施。

※Ｊ－Ｎｅｔ２１等を活用し事業のＰＲの仕方を工夫。

○その他利用者ニーズの受信

・「お客様の声」、「利用者アンケート」を利用することにより、顧客ニーズや顧客提案を広く取り

入れ、顧客の立場に立った業務改善（経営相談、大学校研修等）を実施（継続）。

・利用者が自由に意見、クレーム等を出せるよう各支部、大学校の窓口、インキュベーション施

設にお客様用のはがきを設置（継続）。

・より広く一般の方からの声を把握することを目的として、中小機構のホームページにある「お

問い合わせ」を分かりやすく、見やすく、利用しやすくするため、アイコンをトップ画面下部

に増設し、お問い合わせフォームに直接遷移するよう改善。

■地域ニーズに対応した事業展開（創意工夫による支部独自の取組み）
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・業務運営の効率化を進めつつ、創意工夫により地域ニーズに対して質の高い支援を展開。

○地域の創意を結集し新事業・新商品を創出

[北海道支部]

・２１年度から北海道の資源を活用し事業を行う者に対して、地域の専門家の評価・助言及び消

費者等の声を反映させることで、よりマーケット志向の高い商品開発や改良につながる支援の

仕組みづくりに着手。北海道における流通、情報サービス、消費者モニタリングの企業・団体

をグルーピングした「北海道支部パートナー」を形成。専門家・消費者傾聴会、消費者モニタ

リング、ビジネスマッチングを組み合わせたイベント等を実施。２３年度においては、 「“お

いし感動”ＨＯＫＫＡＩＤＯ！２０１１」と銘打って「マーケティングマネジメント実践塾」

を主催し、マインドマップスキルを活用した実践的な企画力、提案営業力を磨く講習会を開催

（７回、参加者１５４人）。９月には、研修成果の発表、企業の交流の場として“感動企業フォ

ーラム”を札幌市内で開催（１５８人参加）。

○地域から成長企業を発出

[九州支部]

・２１年７月、福岡県産業・科学技術振興財団、九州ニュービジネス協議会、福岡証券取引所と

連携し、株式公開を目指す九州・沖縄・山口の企業を支援するためのサポート組織「九州ＩＰ

Ｏ挑戦隊」を設置。

入会企業は第１期１０社（２１年７月）、第２期６社（２２年２月）、第３期５社（２２年９月）、

第４期４社（２３年４月）の計２５社。

各機関が連携して専門家派遣、資金調達支援、販路開拓支援等、株式公開準備に向けた支援を

実施。

九州支部は入会企業２５社に対して定期的に訪問し支援を実施。さらに、１６社に対して専門

家継続派遣等により企業の課題解決に向けた支援を実施。

【２４年度】

■機動的な事業・業務の見直し（ＰＤＣＡの着実な実行）

○市場化テストのモニタリング及び業務実施状況の把握

・市場化テストを導入した９校において実施している研修業務や施設運営が適切に行われている

かについて、受講者、関係者へのヒアリング調査等を含むモニタリングや民間事業者から提出

される報告（月次、四半期、年度）に基づき実施状況を把握。改善点が生じた時はその都度民

間事業者と協議し対処。また、３ヶ月毎の定例会議で民間事業者と協議し改善点について対応

を要求。

○事業の成果調査の実施

・専門家継続派遣事業、販路開拓コーディネート事業、新連携支援事業、ビジネスマッチング、

ファンド出資事業、インキュベーション事業、中小企業大学校、高度化事業、地域資源活用支

援事業、農商工連携支援事業等においては、利用者に対してアンケート調査やヒアリング調査

を行うなど、企業の業績、事業化の状況、マッチングの状況、事業の目標達成状況等の事業効

果（アウトカム）や支援事例を収集。

・仮設施設整備事業については、仮設施設を設置した全５０市町村と関係機関（計６１機関）に

対しヒアリング調査を実施。また仮設施設入居事業者に訪問ヒアリングを実施（有効回答数６

３０事業者）。事業の効果や課題を把握。

・これらのデータや支援事例等を活用して事業評価と業務改善を実施。

■外部有識者等による評価の実施

○ファンド出資事業

・外部有識者からなるファンド事業評価委員会を開催（１回）。ファンド出資事業の実績評価、中

長期的視点からの事業運営のあり方、現在の市場環境における事業運営上の課題への取組みの

方向性等について検討。

○インキュベーション事業

・支援効果の拡大と支援サービスの向上を図るため、各インキュベーション施設において、大学、

地方公共団体、中小企業支援機関等と連携し、運営委員会を組織。連携機関からのニーズにき
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め細かく対応（運営委員会開催計３８回）。

○中小企業大学校

・経済産業局、地方公共団体、商工会議所・商工会、中小企業者等からなる大学校運営会議等の

開催や、企業・関係機関への訪問調査等を通じて、中小企業大学校に対する要望や意見を収集

し、研修事業の運営に反映。

○市場化テスト

・学識経験者や弁護士等からなる官民競争入札等評価委員会を開催し、市場化テスト業務の実施

について各種意見等を収集し、研修事業の運営に反映。

○共済事業

・外部有識者からなる「共済事業有識者会議」を開催（３月）。両制度の運営・普及、加入促進、

資産運用等について、助言を受け、事業運営に反映。

・外部専門家で構成する「資産運用委員会」を２回開催（７月、１２月）。繰越欠損金削減計画な

ど、小規模企業共済資産の運用に関する重要事項について助言を受け、その後の資産運用に反

映。

○Ｊ－Ｎｅｔ２１

・外部有識者からなる「中小企業ビジネス支援検索サイト（Ｊ－Ｎｅｔ２１）運営事業に係る評

価委員会」を開催（２回）。同事業の２１～２４年度実績に対する評価と２５年度計画等につい

て意見を聴取し、コンテンツの改善等、今後の事業運営に反映。

・中小企業大学校については、今後実施すべき研修の内容、期間や規模についての見直し案を策

定するとともに、これまで民間委託の対象としていなかった企業向け長期研修及び地域支援機

関等向け研修の研修企画に係るものを除いた業務についても、民間競争入札の導入手続を実施。

また、東京校施設についても、不動産の専門家等で構成される第三者委員会を開催し、売却等

の処分に向けた検討を進めた。

・東日本大震災に係る原発事故対策の貸付制度（特定地域中小企業特別資金）について、避難指

示区域の解除・見直しにより帰還する中小企業者を支援するため、事業実施期間を延長。

・高度化事業のあり方について、内部検討会を設置（１５回の検討会を実施）。高度化事業の現状

と課題を整理し、見直しに必要となる改正内容等の抽出、検討を実施。

■その他事業の見直し

○事業の廃止

・中小企業支援ネットワーク強化サポート事業の廃止。

・新現役人材データベースについては、中小企業支援ネットワーク強化事業の終了に伴い、中小

企業庁に返還し、同データベースの管理業務も終了。

■緊急経済対策等政策課題への迅速な対応

・中小企業再生支援全国本部の体制増強、海外展開支援業務の拡充、認定支援機関に対する研修

及び協力業務（新規）、認定支援機関が実施する中小企業・小規模事業者の経営改善計画策定支

援（新規）、地域需要創造型等起業・創業促進補助金交付（新規）の実施を図るため、部門横断

的なチーム編成を行い、対応。また、引き続き東日本大震災に係る復興支援業務について部門

横断的な担当チームを編成するなど、迅速な支援を実施。

■新たな課題に対する検討

・中小企業者や中小企業と取引・連携を行う大企業等のニーズを踏まえ、新たな支援のあり方等

について検討に着手。

・高度化出資業務及び中心市街地活性化法に基づく出資業務については、商店街関係及び不動産

投資の外部有識者からのヒアリング等により、商業基盤施設に関する具体的なニーズを把握。

■地域や中小企業のニーズの把握

○アンケート調査・ヒアリング調査の実施
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・各事業において、支援終了後又は一定期間経過後にアンケート調査やヒアリング調査を行い、

地域や中小企業のニーズを把握。

○お客様懇談会の実施

・各地域本部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先企業の経営者から

支援ニーズを収集（９地域本部９箇所、全９回開催、９１社出席）。収集した支援先企業からの

意見やニーズについては、役員会等を通じて広く内部で情報共有するとともに、お客様の意見

を参考に適宜業務改善や新たな事業を実施。

※事業承継に係る自社の事情に即した相談への対応について要望を受け、窓口相談や専門家派遣

の活用を案内。

※ビジネスマッチング等、展示会への参加やバイヤーとのマッチング機会の拡大について要望を

受け、中小企業総合展等を紹介するとともに、バイヤー等と連携し、テスト販売の機会を提供

する機構主催イベントを案内。

○その他利用者ニーズの受信

・より広く一般の方からの声を把握することを目的として、機構のホームページにある「お問い

合わせ」について、匿名で受け付けるためのフォームを設置。

・「お客様の声」、「利用者アンケート」を利用することにより、顧客ニーズや顧客提案を広く取り

入れ、顧客の立場に立った業務改善（経営相談、大学校研修等）を実施（継続）。

・利用者が自由に意見、クレーム等を出せるよう各地域本部、大学校の窓口、インキュベーショ

ン施設にお客様用のはがきを設置（継続）。

■地域ニーズに対応した事業展開（創意工夫による地域本部独自の取組み）

・業務運営の効率化を進めつつ、創意工夫により地域ニーズに対して質の高い支援を展開。

○地域の創意を結集し新事業・新商品を創出

[北陸本部]

・越前市の自立型企業の創出を目的に、市及び支援機関と連携し、創業支援、大都市圏・海外販

路の出口支援や新事業創出支援を実施する ｢えちぜんプロジェクト～“元気な産業の森づくり”

支援｣を実施。創業支援については、越前市まちづくりセンター等と連携した「創業セミナー」

を開催し、中心市街地において新規創業（１社）。また、販路開拓支援について、東京インター

ナショナルギフトショーでのバイヤーマッチング支援を実施（参加企業４社、商談件数５件）。

加えて新事業創出について、機構支援ツールを活用し、法律認定に向けた取組を支援し、農商

工連携の認定（２件）を受けた。

○人材支援を契機とした経営支援を推進

[中国本部]

・中国本部において、広島校の研修を受講する中小企業及び地域支援機関等からの「人材育成及

びその他経営課題に係る相談」について、「中小企業施策コンシェルジュ事業」として、職員が

対応。公的機関等の支援施策の情報提供を実施するほか、必要に応じて、中小機構の支援施策

へのマッチングを支援（相談件数１５件）。

（支援事例）

インドネシア進出を検討する企業が、マーケット情報等について機構職員に相談。機構職員は

同企業に対し、Ｆ／Ｓ支援事業への申込みを提案。その後、同企業はＦ／Ｓ支援事業へ申込み

を行い、採択に至った。

○地域から成長企業を発出

[九州本部]

・２１年７月、福岡県産業・科学技術振興財団、九州ニュービジネス協議会、福岡証券取引所と

連携し、株式公開を目指す九州・沖縄・山口の企業を支援するためのサポート組織「九州ＩＰ

Ｏ挑戦隊」を設置。

入会企業は第１期１０社（２１年７月）、第２期６社（２２年２月）、第３期５社（２２年９月）、

第４期４社（２３年４月）、第５期３社（２４年５月）の計２８社。

各機関が連携して専門家派遣、資金調達支援、販路開拓支援等、株式公開準備に向けた支援を
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実施。

九州本部は入会企業２８社に対して定期的に訪問し支援を実施。これまで１７社に対して専門

家継続派遣等により企業の課題解決に向けた支援を実施。この結果、２４年度に２社の上場が

実現。

五洋食品産業（株）（第２期生、５月）

（株）エストラスト（第１期生、１１月）

○効果的なＰＲ活動

[九州本部]

・お客様の声を受け、九州本部の新たなＰＲ活動として、時間、場所を問わず、機構事業のＰＲ

が可能な状況を作り出し、効果的な広報活動を実施するため、動画コンテンツの企画、制作を

実施。インターネットを通じた動画配信により、九州本部の支援を複合的に受けた企業の取り

組み事例に加え、中小機構の支援施策を紹介するもの。２５年度以降、機構Ｗｅｂに公開して

複合支援の取り組みについて視覚的に理解を促進するほか、展示会出展時に来場者に向けて放

映することで九州本部の取り組みを具体的にアピール。

【２５年度】

○市場化テストのモニタリング及び業務実施状況の把握

・研修業務や施設運営が市場化テストにより適切に行われているかについて、受講者、関係者へ

のヒアリング調査等を含むモニタリングや民間事業者から提出される報告（月次、四半期、年

度）に基づき実施状況を把握。改善点が生じた時はその都度民間事業者と協議し対処。また、

３ヶ月毎の定例会議で民間事業者と協議し改善点について対応を要求。

○事業の成果調査の実施

・専門家継続派遣事業、販路開拓コーディネート事業、新連携支援事業、ビジネスマッチング、

ファンド出資事業、インキュベーション事業、中小企業大学校、高度化事業、地域資源活用支

援事業、農商工連携支援事業等においては、利用者に対してアンケート調査やヒアリング調査

を行うなど、企業の業績、事業化の状況、マッチングの状況、事業の目標達成状況等の事業効

果（アウトカム）や支援事例を収集。

・これらのデータや支援事例等を活用して事業評価と業務改善を実施。

■外部有識者等による評価の実施

○ファンド出資事業

・外部有識者からなるファンド出資事業評価・検討委員会を開催（１回）。ファンド出資事業の実

績評価、中長期的視点からの事業運営のあり方、現在の市場環境における事業運営上の課題へ

の取組みの方向性等について検討。

○インキュベーション事業

・支援効果の拡大と支援サービスの向上を図るため、各インキュベーション施設において、大学、

地方公共団体、中小企業支援機関等と連携して「運営委員会」を組織。連携機関からのニーズ

にきめ細かく対応。（運営委員会開催計４２回）

○中小企業大学校

・経済産業局、地方公共団体、商工会議所・商工会、中小企業者等からなる大学校運営会議等の

開催や、企業・関係機関への訪問調査等を通じて、中小企業大学校に対する要望や意見を収集

し、研修事業の運営に反映。

○市場化テスト

・学識経験者や弁護士等からなる官民競争入札等評価委員会を開催し、市場化テスト業務の実施

について各種意見等を収集し、研修事業の運営に反映。

○共済事業

・外部専門家で構成する「資産運用委員会」を２回開催（６月、３月）。繰越欠損金削減計画など、

小規模企業共済資産の運用に関する重要事項について助言を受け、その後の資産運用に反映。
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○Ｊ－Ｎｅｔ２１

・外部有識者からなる「中小企業ビジネス支援検索サイト（Ｊ－Ｎｅｔ２１）運営事業に係る評

価委員会」を開催（１回）。同事業の２５年度実績に対する評価と２６年度計画等について意見

を聴取し、コンテンツの改善等、今後の事業運営に反映。

・中小企業大学校については、今後実施すべき研修の内容、期間や規模について見直しを図り、

２６年度からの事業実施に向けて研修計画を策定。

企業及び中小企業支援担当者向け研修に係る業務並びに施設の運営等業務のうち研修企画に係

るものを除いた業務について、２６年４月から市場化テストによる民間委託を実施することと

し、官民競争入札等監理委員会の審議等を経て定めた実施要項に基づき民間競争入札を実施。

（東京校を除く。）

旭川校、仙台校、瀬戸校、関西校、広島校、直方校、人吉校については、２６年２月１９日契

約締結。三条校については、２６年２月２５日契約締結。

（事業実施期間：２６年４月１日～２９年３月３１日）

東京校施設の売却等については、中小企業者や中小企業支援機関等のニーズ、利便性に配慮

しつつ、処分に向けた検討を進めた結果、効率性・利便性の向上、小規模事業者、支援機関等

向け研修の充実や創業支援等新たな政策課題への対応の観点から、現東京校は長期研修に重点

化する一方、小規模事業者等向けの研修は都心部で賃貸施設を用いて実施（２６年１０月から

研修開始予定。）することにより、機動的な研修体制を構築することとした。また、東京校施設

の一部（宿泊棟）を創業支援施設に改修し、地域の創業拠点とすることとした（２６年１０月

から支援開始予定。）。

・高度化事業については、地域のニーズに応じた制度の見直しの検討を継続した結果、東日本大

震災に係る原発事故対策の貸付制度（特定地域中小企業特別資金）について、事業実施期間を

延長するとともに、避難指示区域の解除・見直しにより帰還する中小企業者を支援するため、

貸付限度額の引き上げ、償還期間の延長及び追加貸付けを可能とする拡充措置を実施。

■その他事業の見直し

○事業の廃止

・中心市街地商業活性化アドバイザー（商店街）派遣事業、商業活性化アドバイザー派遣事業の

廃止を決定（２６年４月）。

■緊急経済対策等政策課題への迅速な対応

中小企業・小規模事業者向け海外展開支援（新規）、小規模事業者向け販路開拓等支援（新規）、

創業促進補助金交付（拡充）、消費税転嫁対策に係る講習会（拡充）、中小企業再生支援全国本

部の体制増強（拡充）、認定支援機関が実施する中小企業・小規模事業者の経営改善計画策定支

援（継続）、経営者保証に依存しない資金調達等を希望する小規模事業者への支援（新規）等の

実施を図るための体制を整備。また、東日本大震災に係る復興支援業務について部門横断的な

担当チームにより支援を継続。

・高度化出資業務及び中心市街地活性化法に基づく出資業務については、学識経験者及び商店街

関係の外部有識者からの意見聴取を行い、業務の廃止の方針を決定。

■地域や中小企業のニーズの把握

○アンケート調査・ヒアリング調査の実施

・各事業において、支援終了後又は一定期間経過後にアンケート調査やヒアリング調査を行い、

地域や中小企業のニーズを把握。

○お客様懇談会の実施

・各地域本部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先企業の経営者から

支援ニーズを収集（５地域本部５箇所、全５回開催、４７社出席）。収集した支援先企業からの

意見やニーズについては、役員会等を通じて広く内部で情報共有するとともに、お客様の意見
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を参考に適宜業務改善や新たな事業を実施。

※ネット販売の仕組み作りについて要望を受け、自社ＨＰの充実について専門家による対応のほ

か、新商品に対するＷｅｂ強化販売策についてのアドバイスを実施。

○その他利用者ニーズの受信

・「お客様の声」、「利用者アンケート」を利用することにより、顧客ニーズや顧客提案を広く取り

入れ、顧客の立場に立った業務改善（経営相談、大学校研修等）を実施（継続）。

・利用者が自由に意見、クレーム等を出せるよう各地域本部、大学校の窓口、インキュベーショ

ン施設にお客様用のはがきを設置するとともに、機構のホームページでも受付を実施（継続）。

■地域ニーズに対応した事業展開（創意工夫による地域本部独自の取組み）

・業務運営の効率化を進めつつ、創意工夫により地域ニーズに対して質の高い支援を展開。

○地域の創意を結集し新事業・新商品を創出

[近畿本部]

・ｉＰＳ関連産業を日本の成長産業に押し上げるための一助となるべく、ｉＰＳビジネス促進拠

点の形成、ｉＰＳ関連機器開発への参入を促進。具体的にはＣＣ京都御車をｉＰＳ関連の情報

集約・発信、マッチング拠点として位置付け、確立するためにｉＰＳアカデミアジャパン（株）

と連携し、ｉＰＳ関連機器開発参入促進セミナーの開催、ＣＣ京都御車内にビジネス促進拠点

としてショールームを開設。ｉＰＳビジネス促進拠点の活動を通じて、近畿管内のものづくり

企業を中心において、開発プロジェクトが７件始動し、うち３件が製品化まで進んでいる。

○女性の感性を活用した特徴ある取組

[四国本部]

・２１年度に四国内の素晴らしい地域資源を活かし、中小企業者、農林水産業者等、地域が一体

となった新商品・新サービスの開発及び地域振興モデルの輩出に着手（四国サイコーダイガク）。

２５年度は、食に関する地域資源を活用した事業を行っている小規模事業者等を対象に、女性

の感性・意欲を事業にどのように生かしていくかというテーマの講義と新商品開発等の個別支

援を実施。

◇講義等：ワークショップ形式を中心とした講義開催（８回）。また、実地研修（２回）、交流

会（３回）を実施。

◇個別支援：講義において、支援の動機づけと基礎知識の習得を行った後、参加者ごとにテー

マを決めて、専門家派遣やテストマーケティング等を実施。

◇創業２件、事業化４件、商品化６件という成果が出ており、大手企業と商談中の参加者も存

在。

○離島などの地域をまるごと支援

[九州本部]

・九州本部において、従来の個社支援から一歩踏み込んで、特定の地域全体に対し地元自治体や

支援機関と連携した支援を行うことで、より効果的な地域活性化を目指す「地域まるごと支援

プロジェクト」を立ち上げ。九州地域の抱える大きな課題である離島振興の新たな取組みとし

て、長崎県新上五島町（五島列島）に対し、同町を代表する特産品である「五島手延べうどん」

について、業界の現状分析を皮切りに、マーケティングやブランディング、販路開拓（ネット

通販の基礎知識習得）まで、ワークショップ形式で一貫した支援を実施。

○地域から成長企業を発出

[九州本部]

・２１年７月、フクオカベンチャーマーケット協会、九州ニュービジネス協議会、福岡証券取引

所と連携し、株式公開を目指す九州・沖縄・山口の企業を支援するためのサポート組織「九州

ＩＰＯ挑戦隊」を設置。

入会企業は第１期１０社（２１年７月）、第２期６社（２２年２月）、第３期５社（２２年９月）、

第４期４社（２３年４月）、第５期３社（２４年５月）、第６期４社（２５年６月）の計３２社。

各機関が連携して専門家派遣、資金調達支援、販路開拓支援等、株式公開準備に向けた支援を

実施。

九州本部は入会企業３２社に対して定期的に訪問し支援を実施。これまで１８社に対して専門
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家継続派遣等により企業の課題解決に向けた支援を実施。この結果、これまでに２社の上場が

実現。

（４）業務運営の効率化

［中期目標の内容］

・一般管理費（退職手当を除く）については、これまでの効率化実績を踏まえ、同程度以上の努

力を行うとの観点から、具体的な目標(毎年度平均で前年度比３％以上の効率化)を設定する。

・運営費交付金を充当して行う業務経費（退職手当を除く）については、具体的な目標（新規追

加部分及び一般勘定資産の国庫納付に伴って当該年度に新規に運営費交付金で手当される部分

を除き、毎年度平均で前年度比１％以上の効率化）を設定する。

・総人件費については、平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、引き

続き着実に実施するとともに、「経済運営と構造改革に関する基本方針 2006」(平成１８年７月

７日閣議決定)に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続する。

・人員の合理化についての目標は、中期計画において定める。

・給与水準の検証を行い、これを維持する合理的な理由がない場合には必要な措置を講じること

により、給与水準の適正化に努め、その取組状況を公表する。

・契約については､原則として一般競争入札等によるものとし、「随意契約見直し計画」に基づく

取組みを着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。一般競争入札等により契約を行

う場合であっても、特に企画競争、公募を行う場合には、競争性、透明性が確保される方法に

より実施する。なお、入札・契約の適正な実施について、監事等による監査を実施する。

・管理会計を徹底し、財務会計情報を有効に活用し、業務を効率化させる。

・国以外からの財源を確保及び拡充するため、中小企業者等の負担に配慮しつつ、各種研修の受

講料、専門家の派遣料について、適切な受益者負担の見直しに努めるとともに、インキュベー

ション施設等の賃貸料等について、収支均衡に向けた見直しを行うなどにより、自己収入の確

保を図る。

・利用者への情報提供等の利便性の向上や内部管理業務の効率化､高度化のため、第一期目標期間

において作成した最適化計画を踏まえ、業務・システムの改善を行う。

・機構の自主性・自立性を確保するため、法令遵守に係る内部統制機能を強化する。また、重要

な業務については、外部有識者等からなる評価委員会等の意見を聞きながら業務運営を行うと

ともに、内部監査機能を充実させる。

［事業の実績］

■一般管理費（退職手当を除く）の削減

・（２１年度）・人件費の削減、虎ノ門事務所の賃借面積の削減等により２０年度と比較して、６．

８％の削減。

・（２２年度）第２期中期目標期間平均で６．２％の削減。２１年度と比較して、５．９％の削減。

・（２３年度）第２期中期目標期間平均で４．２％の削減。２２年度と比較して、０．１％の削減。

・（２４年度）第２期中期目標期間平均で４．９％の削減。２３年度と比較して、８．０％の削減。

・（２５年度）第２期中期目標期間平均で４．３％の削減。２４年度と比較して、２．５％の削減。

■運営費交付金（退職手当を除く）の削減

・（２１年度）２０年度と比較して、８．８％の削減（新規追加部分を除く）。

・（２２年度）第２期中期目標期間平均で９．７％の削減（新規追加分を除く）。２１年度と比較

して、１０．６％の削減（新規追加分を除く）。

・（２３年度）第２期中期目標期間平均で７．８％の削減（新規追加分を除く）。２２年度と比較

して、４．１％の削減（新規追加分を除く）。

・（２４年度）第２期中期目標期間平均で７．２％の削減（新規追加分を除く）。２３年度と比較

して、５．４％の削減（新規追加分を除く）。

・（２５年度）第２期中期目標期間平均で６．０％の削減（新規追加分を除く）。２４年度と比較

して、１．１％の削減（新規追加分を除く）。
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○総人件費の削減

・（２１年度）１７年度と比較して１２．５％の削減（２０年度対比４．９％の削減）。

・（２２年度）１７年度と比較して１６．５％の削減（２１年度比４．５％の削減）。

・（２３年度）１７年度と比較して１７．９％の削減（２２年度比１．８％の削減）。

・（２４年度）１７年度と比較して２５．０％の削減（２３年度比８．６％の削減）。

・（２５年度）１７年度と比較して２５．２％の削減（２４年度比０．４％の削減）。

○対国家公務員給与比較

（２１年度）１２１．２ポイント（２０年度１２５．３ポイント）

・地域勘案 １１４．５ポイント

・学歴勘案 １１７．２ポイント

・地域・学歴勘案 １１１．８ポイント

（２２年度）１１２．５ポイント（２１年度１２１．２ポイント）

・地域勘案 １０５．６ポイント

・学歴勘案 １０９．５ポイント

・地域・学歴勘案 １０３．７ポイント

（２３年度）１１３．９ポイント（２２年度１１２．５ポイント）

・地域勘案 １０７．０ポイント

・学歴勘案 １１０．７ポイント

・地域・学歴勘案 １０４．９ポイント

（２４年度）１１２．６ポイント（２３年度１１３．９ポイント）

・地域勘案 １０５．５ポイント

・学歴勘案 １０９．９ポイント

・地域・学歴勘案 １０３．９ポイント

（２５年度）１１２．３ポイント（２４年度１１２．６ポイント）

・地域勘案 １０４．９ポイント

・学歴勘案 １０９．６ポイント

・地域・学歴勘案 １０３．３ポイント

【２１年度】

○国との給与水準比較

対国家公務員指数（１２１．２（２０年度１２５．３））が高い要因

・全国的視点に立った施策を行うため、中期計画に従って職員の５割程度を支部に配置するとと

もに、本部と支部を２～３年で異動する人事政策を採用。このため、地方の給与水準より高い

本部採用・勤務職員を地方に配置することになり、機構全体の給与水準を押し上げていること。

・中小企業診断士（１１１人）等の有資格者も多く、大学卒以上の者の比率が国と比べると高い

こと。

大学卒以上の構成比：国５０．０％、機構８１．７％

※国の大学卒以上の構成比については、２１年国家公務員給与等実態調査より

○給与水準の適切性の検証

・国からの財政支出規模、機構における業務の効率化（一般管理費の削減、運営費交付金事業費

の削減、人件費の削減、職員数の削減）への取組み、繰越欠損金の状況等を勘案し、給与水準

の適切性の検証を実施。

○給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組み
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・給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組みについては、以下を実施済みであり、

２２年７月に公表予定（２０年度の取組みについては、２１年７月に公表）。

・役員報酬を１．８％引下げ（１８年度から５ヵ年で９％引下げ）。

・常勤役員の地域付加額の適用率を２２年度まで据置。

・俸給表を改定（昇給率の引下げによる昇給額の抑制）。

・自宅に係る住居手当を廃止（２１年１２月）。

・現給保障を廃止（２０年度を初年度とする５年間で段階的に解消）。

・地域手当の適用率を据置（１級地（東京特別区）８％、国家公務員は１６％→１７％への引上

げ）。

・２２年度においても１級地（東京特別区）８％に据置（国家公務員は１７％→１８％への引上

げ）。

・定期昇給を抑制（１８年度から継続、昇給幅を俸給表の８号俸間隔から６号俸間隔へ抑制）。

・広域異動手当導入を見送り（１８年度から継続）。

・エリア限定職制度を導入（２１年度創設）。

【２２年度】

○国との給与水準比較

（対国家公務員指数（１１２．５（２１年度１２１．２））が高い要因）

・全国的視点に立った施策を行うため、中期計画に従って職員の５割程度を支部に配置するとと

もに、本部と支部を２～３年で異動する人事政策を採用。このため、地方の給与水準より高い

本部採用・勤務職員を地方に配置することになり、機構全体の給与水準を押し上げていること。

・中小企業診断士（１１１人）等の有資格者も多く、大学卒以上の者の比率が国と比べると高い

こと。

大学卒以上の構成比：国５１．６％、機構７９．８％

※国の大学卒以上の構成比については、２２年国家公務員給与等実態調査より

○給与水準の適切性の検証

・国からの財政支出規模、機構における業務の効率化（一般管理費の削減、運営費交付金事業費

の削減、人件費の削減、職員数の削減）への取組み、繰越欠損金の状況等を勘案し、給与水準

の適切性の検証を実施。

○給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組み

・給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組みについては、以下を実施済みであり、

２３年７月に公表予定（２１年度の取組みについては、２２年７月に公表）。

・役員報酬を１．８％引下げ（１８年度から５ヶ年で９％引下げ）。

・常勤役員の地域付加額の適用率を据置。

・俸給表を改定（昇給率の引下げによる昇給額の抑制）。

・現給保障を廃止（２０年度を初年度とする５年間で段階的に解消）。

・地域手当の適用率を据置（１級地（東京特別区）８％、国家公務員は１７％→１８％への引上

げ）。

・定期昇給を抑制（１８年度から継続、昇給幅を俸給表の８号俸間隔から６号俸間隔へ抑制）。

・広域異動手当導入を見送り（１８年度から継続）。

・エリア限定職制度を継続（２１年度創設）。

・任期付職員制度を導入。

・業績賞与を引下げ（算定基礎額から扶養手当を除く）。

【２３年度】

○国との給与水準比較

（対国家公務員指数（１１３．９）が高い要因）

・全国的視点に立った施策を行うため、中期計画に従って職員の５割程度を支部に配置するとと

もに、本部と支部を２～３年で異動する人事政策を採用。このため、地方の給与水準より高い

本部採用・勤務職員を地方に配置することになり、機構全体の給与水準を押し上げていること。

・中小企業診断士（１１２人）等の有資格者も多く、大学卒以上の者の比率が国と比べると高い
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こと。

大学卒以上の構成比：国５２．６％、機構８１．１％

※国の大学卒以上の構成比については、２３年国家公務員給与等実態調査より

○給与水準の適切性の検証

・国からの財政支出規模、機構における業務の効率化（一般管理費の削減、運営費交付金事業費

の削減、人件費の削減、職員数の削減）への取組み等を勘案し、給与水準の適切性の検証を実

施。

（検証例）

・繰越欠損金の主因としては、小規模企業共済事業の繰越欠損金が、中小機構発足時（１６年７

月）の会計処理基準の変更（簿価評価から時価評価へ）により含み損が生じたことから積み上

がったもの。小規模企業共済法の改正（１６年）により、市場利回りに見合う予定利率の見直

し措置を実施したのをはじめ、２１年度に、基本ポートフォリオの改正と繰越欠損金解消計画

を策定し、引き続き、繰越欠損金の縮小に努めている。

機構発足時点の繰越欠損金９，３６３億円から２３年度決算時点で７，３３２億円と着実に繰

越欠損金が減少。

・機構は、中小企業者に対し経営全般にわたる具体的な課題解決に資する助言、診断指導などを

実施。また、商工会議所をはじめとする中小企業支援機関に対する助言、指導なども実施。こ

れらの業務は、高度な専門性を要するため、中小企業診断士などの有資格者が必要であり、事

業性の観点から、機構と同程度の規模、平均年齢等を勘案した民間コンサルティング会社との

給与水準の比較においても低い水準。

○給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組み

・給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組みについては、以下を実施済みであり、

２４年７月に公表予定（２２年度の取組みについては、２３年７月に公表）。

・常勤役員の地域付加額の適用率を据置。

・現給保障を廃止（２０年度を初年度とする５年間で段階的に解消）。

・地域手当の適用率を据置（国家公務員は１級地（東京特別区）１８％のところ８％で据置、２

５年度まで措置を決定）。

・広域異動手当導入を見送り（１８年度から継続）。

・エリア限定職制度を継続（２１年度創設）。

・任期付職員制度を継続（２２年度創設）。

・４３歳未満の昇給回復の見送り

○独立行政法人における役職員の給与の見直しについて

・国家公務員の給与減額支給措置を踏まえた国の要請を受け、給与引き下げについて、労使交渉

を開始（３月）。

【２４年度】

○国との給与水準比較

（対国家公務員指数（１１２．６）が高い要因）

・全国的視点に立った施策を行うため、中期計画に従って職員の５割程度を地域本部に配置する

とともに、本部と地域本部を２～３年で異動する人事政策を採用。このため、地方の給与水準

より高い本部採用・勤務職員を地方に配置することになり、機構全体の給与水準を押し上げて

いること。

・中小企業診断士（１１１人）等の有資格者も多く、大学卒以上の者の比率が国と比べると高い

こと。

大学卒以上の構成比：国５３．４％、機構７９．８％

※国の大学卒以上の構成比については、２４年国家公務員給与等実態調査より

○給与水準の適切性の検証

・国からの財政支出規模、機構における業務の効率化（一般管理費の削減、運営費交付金事業費

の削減、人件費の削減、職員数の削減）への取組み等を勘案し、給与水準の適切性の検証を実
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施。

（検証例）

・繰越欠損金の主因としては、小規模企業共済事業の繰越欠損金が、中小機構発足時（１６年７

月）の会計処理基準の変更（簿価評価から時価評価へ）により含み損が生じたことから積み上

がったもの。小規模企業共済法の改正（１６年）により、市場利回りに見合う予定利率の見直

し措置を実施したのをはじめ、２１年度に、基本ポートフォリオの改正と繰越欠損金解消計画

を策定し、引き続き、繰越欠損金の縮小に努めている。

機構発足時点の繰越欠損金９，３６３億円から２４年度決算時点で４，６２１億円と着実に繰

越欠損金が減少。

・機構は、中小企業者に対し経営全般にわたる具体的な課題解決に資する助言、診断指導などを

実施。また、商工会議所をはじめとする中小企業支援機関に対する助言、指導なども実施。こ

れらの業務は、高度な専門性を要するため、中小企業診断士などの有資格者が必要であり、事

業性の観点から、機構と同程度の規模、平均年齢等を勘案した民間コンサルティング会社との

給与水準の比較においても低い水準。

○給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組み

・給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組みについては、以下を実施済みであり、

２５年７月に公表予定（２３年度の取組みについては、２４年７月に公表）。

・常勤役員の地域付加額の適用率を据置。

・現給保障を廃止（２０年度を初年度とする５年間で段階的に解消）。

・地域手当の適用率を据置（国家公務員は１級地（東京特別区）１８％のところ８％で据置、２

５年度まで継続）。

・広域異動手当導入を見送り（１８年度から継続）。

・３６歳以上４２歳未満の昇給回復の見送り（国家公務員は回復措置を実施）。

・エリア限定職制度を継続（２１年度創設）。

・任期付職員制度を継続（２２年度創設）。

○独立行政法人における役職員の給与の見直しについて

・国家公務員の給与減額支給措置を踏まえた国の要請を受け、役員は４月から、職員は６月から、

それぞれ給与引き下げを実施。

○独立行政法人における役職員の退職手当の見直しについて

・俸給表を改定（昇給額の抑制）。

・国家公務員の退職金の減額措置を踏まえた国の要請を受け、退職手当の引き下げについて、役

員は２５年４月からの見直し実施を決定。職員は３月から労使交渉を開始。

【２５年度】

○国との給与水準比較

（対国家公務員指数（１１２．３）が高い要因）

・全国的視点に立った施策を行うため、中期計画に従って職員の５割程度を人事異動により地域

本部に配置している。このため、地方の給与水準より高い本部採用・勤務職員を地方に配置す

ることになり、機構全体の給与水準を押し上げていること。

・中小企業診断士（１０８人）等の有資格者も多く、大学卒以上の者の比率が国と比べると高い

こと。

大学卒以上の構成比：国５４．１％、機構８０．０％

※国の大学卒以上の構成比については、２５年国家公務員給与等実態調査より

○給与水準の適切性の検証

・国からの財政支出規模、機構における業務の効率化（一般管理費の削減、運営費交付金事業費

の削減、人件費の削減、職員数の削減）への取組み等を勘案し、給与水準の適切性の検証を実

施。

（検証例）

・繰越欠損金の主因としては、小規模企業共済事業の繰越欠損金が、中小機構発足時（１６年７
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月）の会計処理基準の変更（簿価評価から時価評価へ）により含み損が生じたことから積み上

がったもの。小規模企業共済法の改正（１６年）により、市場利回りに見合う予定利率の見直

し措置を実施したのをはじめ、２１年度に、基本ポートフォリオの改正と繰越欠損金解消計画

を策定し、引き続き、繰越欠損金の縮小に努めている。

機構発足時点の繰越欠損金９，３６３億円から２５年度決算時点で２，０００億円と着実に繰

越欠損金が減少。

・機構は、中小企業者に対し経営全般にわたる具体的な課題解決に資する助言、診断指導などを

実施。また、商工会議所をはじめとする中小企業支援機関に対する助言、指導なども実施。こ

れらの業務は、高度な専門性を要するため、中小企業診断士などの有資格者が必要であり、事

業性の観点から、機構と同程度の規模、平均年齢等を勘案した民間コンサルティング会社との

給与水準の比較においても低い水準。

○給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組み

・給与水準の適正化とコスト削減に向けた自己改革の取組みについては、以下を実施済みであり、

２６年７月に公表予定（２４年度の取組みについては、２５年７月に公表）。

・常勤役員の地域付加額の適用率を据置。

・地域手当の適用率を自主的に抑制（国家公務員は１級地（東京特別区）１８％のところ１０％

とした。２６年度まで措置を決定）。

・広域異動手当導入を見送り（１８年度から継続）。

・エリア限定職制度を継続（２１年度創設）。

・任期付職員制度を継続（２２年度創設）。

・３１歳以上３８歳未満の昇給回復の見送り。

○独立行政法人における役職員の給与の見直しについて

・国家公務員の給与減額支給措置を踏まえた国の要請を受け、給与引き下げを実施（２４年度か

ら継続）。

○独立行政法人における役職員の退職手当の見直しについて

・国家公務員の退職金の減額措置を踏まえた国の要請を受け、役員は２５年４月から、職員は２

５年６月から、それぞれ退職手当の引き下げを実施。

■契約の適正化

【２１年度】

○入札・契約の適正化

・「随意契約見直し計画」（１９年１２月策定）に基づき、２０年度に引き続き、随意契約による

ことが真にやむを得ないもの以外の契約については、原則として全て一般競争入札等とするこ

ととし、透明性・競争性・公平性の確保に向けた取組みを推進。

・「競争入札及び随意契約情報の公表に関する運用指針」に基づく契約締結情報や随意契約見直し

計画のフォローアップ状況等について、ホームページにおいて公表し、透明性の確保に引き続

き努力。

・「支出見直し計画」を策定（２１年６月）し、実質的な競争性の確保への取組みとして、公告期

間や提案書作成期間の十分な確保を図ることとしたほか、公益法人への支出状況等をホームペ

ージに公表。

・契約事務に係る規程は２０年度までに国の基準に準じた改正を終えており、２１年度も規程に

基づき適正に執行。契約事務に係る会計規程及び契約事務取扱要領はホームページにおいて引

き続き公表。なお、競争参加資格審査要領については、入札参加条件の拡大につながることか

ら、産業活力再生法に基づく支援決定を受けた事業者等が、自社の技術力を自ら証明すること

により、競争参加資格等級にかかわらず競争参加を可能する規程改正を実施。

・多くの入札者の参加を促し、競争性を確保するため、原則全ての案件において事前説明会を実

施。

・公募を経て随意契約となっている契約について、原則一般競争入札に移行する方向で見直しを

実施。

・政府調達及び一定要件の契約事案については、調達手続きの適正化及び客観性を確保するため、
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契約担当役のほか、副理事長、総務担当理事、企画担当理事等を委員とする「入札・契約手続

委員会」にて審議（１５回開催）。１者応札・応募となった案件については事後点検を実施。具

体的には、複数の応札者が見込めるかの観点から、案件ごとに、公告期間の妥当性、入札参加

資格の設定内容等の点検を行うとともに、透明性の確保の観点から、総合評価方式における評

価委員会の構成（外部有識者の活用）を点検。なお、２１年度の新たな取組みとして、１者応

札案件の入札参加辞退者へのアンケート調査を試行的に実施し、要因を分析。

・契約事務実施要領を改訂し、総合評価落札方式の導入・促進、契約事前確認公募の導入及び競

争性の確保の観点から、各契約方式別の調達手続きの手順の説明、入札公告期間や提案書作成

期間の十分な確保、入札参加要件の設定や仕様書作成の考え方等の事項を拡充するととともに、

支部等の契約担当者に対する説明会を開催（２１年１１月）。また、適正な契約手続きの執行や

一般競争入札等における真の競争性の確保を図るための取組みの推進について、理事長通知等

により周知・徹底。

・情報システム開発等の調達については、専門性が高いことから、事務フロー等の見直しを行い、

一定要件の契約事案については、ＣＩＯ及び情報システム部門の事前協議を義務づけるととも

に、開発仕様書等の様式の見直しを実施。

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（２１年１１月１７日閣議決定）に従って、

外部有識者（公認会計士、弁護士、学識経験者）及び監事を委員とする「契約監視委員会」を

設置。２０年度の全ての随意契約・１者応札案件と２０年度末時点で継続している１９年度以

前に締結された複数年契約を対象に自己点検して作成した改善案のうち、抽出された案件につ

いて同委員会で点検。その結果、改善案を着実に実行し、随意契約の見直し・競争性のある契

約の一層の推進が求められ、改善案をベースとした新たな「随意契約見直し計画」を策定。ま

た、同委員会において、公共工事の入札及び契約の適正化に係るガイドラインに則り、公共工

事案件の点検を受け、適正に行われていたとして、了承された。

・契約監視委員会の運営にあたっては、調達に直接携わらない監査統括室を委員会事務局とする

ことで、相互牽制機能を確保。

・入札・契約の適正な実施について、２１年度監査計画に基づき監事による監査を実施。また、

２０年度指摘事項の一層の競争性、透明性の確保のため、具体的事務手続の要点を定めた「契

約事務実施要領」を改訂し、契約担当者を集めて周知。

・監査法人監査により、法人レベルの内部統制評価の一環として、契約・検収・支払等の一連の

事務プロセスの適正性や牽制機能等に関する点検を受け、特段の指摘はなし。

・会計検査院の報告書「独立行政法人の業務、財務、入札、契約の状況に関する会計検査院の結

果について（２１年９月）」において、１者応札の事例の一つとして当機構の案件が１件報告さ

れており、より競争性の確保を図るため、入札参加要件の設定や仕様書作成の考え方について、

周知徹底。なお、報告書案件については２１年度の調達において入札参加要件の見直しを行い、

複数応札となっている。

・２１年度の全契約に占める随意契約の割合は、件数ベースで１７．６％（１５６件、２０年度

３０．８％・２９２件）、金額ベースで２３．０％（３４．７億円、２０年度２８．２％・５１．

９億円）となっており、２０年度と比較すると、件数ベースで１３．２ポイント（２０年度比

４７％減）、金額ベースで５．２ポイント（２０年度比３３％減）改善。計画では２０％以内を

目指すこととしていたが、３．０ポイント届かなかった。これは、契約支出総額が、事業費予

算の削減等の影響により、２０年度に比して１８％（３２億円）減少したことなどによる。随

意契約（金額ベース）２３．０％のうち事務室賃貸借契約、公共料金等の真にやむを得ない契

約が１９．５％で、その他の随意契約は３．４％。

・その他の随意契約については大幅に削減。

契約件数 ２２件(２０年度 １８５件)

２０年度比８８％減

契約金額 ５．２億円（２０年度 ２１．２億円）

２０年度比７５％減

なお、「その他の随意契約」は大型コンピュ－ターの賃借料等の長期契約であり、これらは現契

約の残存期間経過後、競争契約に移行予定。

・一者応札の件数比率は、２４．８％（２０年度３０．９％）となっており、２０年度と比較す

ると６．１ポイント改善。金額比率は、３２．０％（２０年度３４．０％）となっており２０

年度と比較すると２．０ポイント改善。
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・随意契約で再委託率が５０％以上の契約はない。また、同一の業者と競争性のない随意契約を

更新する場合は、更新内容の妥当性を検証。

・関連会社〔中小企業・地域シェアドサービス（株）〕、関連公益法人〔（財）企業共済協会〕との

役務等の契約は、全て一般競争入札の競争性のある契約形態となっている。

■四半期ごとの損益状況の把握と重要業績評価指標（ＫＰＩ）の導入

・財務会計システムを有効活用し、より迅速な財務状況の把握を目的として、四半期ごとに財務

データを役員会に報告し、定期的に損益状況を確認する体制を構築。

・事業の実施に当たり、問題の早期発見及び迅速な対応を図り、業務を効率化することを目的と

して、ＫＰＩの仕組みを導入。

・事業成果（アウトプット）を示すＫＰＩは、原則月次管理し、全役員・全管理職でデータを共

有。事業効果（アウトカム）を示すＫＰＩは事業特性等に応じて時間軸を設定し、四半期ごと

に役員会又は支部長会議に報告。

・四半期の実績をもとに、３ヶ月先の状況を予想しつつ、現時点での運営又は活動方針に反映。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

（ＫＰＩの活用事例／中小企業倒産防止共済事業）

・加入目標件数に関して、「加入件数は順調に推移しているか」などの確認を行い、進捗が遅れて

いる支部に対しては役員と本部がサポート。

・審査期間の短縮に関して、「審査業務は迅速に行われているか」、「人員体制は十分か」の確認を

行い、審査事務の効率化を進めるとともに、外部人材を活用するなど体制を整備。

■自己収入の確保

・大学校の受講料について、市場化テストへの対応、研修コスト、受講者の負担能力等を勘案し、

見直しの検討を継続。

・インキュベーション施設（１施設）において、収支均衡に向けて、約１７％の賃料値上げを実

施（２１年７月１日以降に締結する賃貸借契約に適用）。

・中心市街地商業活性化アドバイザー派遣・商業活性化アドバイザー派遣について、受益者負担

の見直しを決定（無料期間の短縮、２２年度より適用）。

・中小企業総合展について、出展料の増額を決定（２２年度以降に準備を開始する事業より適用）。

■業務・システムの最適化

・共済業務の業務・システムの最適化については、制度改正に伴うシステム開発の動向を踏まえ、

基幹系業務・システムの見直し及び顧客サービス向上の取組みの観点で最適化計画の見直しを

実施。顧客サービス向上の取組みについては、顧客満足度を向上させるために、顧客との関係

を構築することに力点を置く経営手法であるＣＲＭ（Customer Relationship Management）戦

略を立案し、実施計画を策定して実施。

・セキュリティ対策の強化、共通利用システムの信頼性の向上のため、以下の取組みを実施。

・２０年度セキュリティ診断の結果を受け、各個別システムのセキュリティホールへの対応を実

施。

・パスワードの強制変更機能を導入。

・情報セキュリティ基本方針を策定、公表。

・情報リテラシー向上のための研修会を開催（３６回、延７８７人参加）。

・全役職員等を対象に自己点検を実施。

・また、ネットワークの信頼性の向上のため、運用方法を改善。

■内部統制機能の強化に向けた取組み

・内部統制機能の強化に向けた取組みとして、「情報システム領域のセキュリティ管理」、「外部人

材の管理」について、業務プロセスを可視化したワーキングシートを作成するなどの内部統制

手法を構築するとともに、業務の改善点を抽出。こうした取組みを通じて運用面において統制

活動を推進。
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■内部監査機能の充実に向けた取組み

・ファンド出資事業の審査プロセスにおいて、外部有識者からなる出資先候補評価委員会を開催

（４回）。出資提案を受けているファンド組成計画等について意見を聴取し、出資決定の参考と

した。

・債務保証業務の審査プロセスにおいて、外部有識者からなる債務保証審査委員会を開催（２回）。

保証案件の適否について意見を聴取し、債務保証の決定の参考とした。

・小規模企業共済事業において、外部有識者からなる「資産運用委員会」を開催（５回）。基本ポ

ートフォリオの効率性の検証等運用状況について評価と助言を受け、資産運用に反映。

■内部統制に係る取組み

○理事長等のマネジメント

・役員会要領に従い、理事長は定期的又は臨時に役員会を開催し、業務運営の基本方針に関する

事項や中期計画及び年度計画に関する事項等について、副理事長以下の役職員から報告を受け

るとともに、機構の業務全般について指示できる体制を構築。また、機構の業務運営の方針の

決定、業務実績の評価、決算の状況把握等、機構の業務全般について理事長の意思を周知・徹

底。

・四半期ごとに支部長会議を開催し、理事長が支部長への期待を毎回口頭及び書面で伝えるとと

もに、ＫＰＩや支部の活動状況報告等を通じて支部の現状や抱える課題を把握、意見交換を行

いながら解決や方針の方向性を提示。

・機構のミッションの重要性や役割等については、ＴＶ会議システムを活用するなどして全役職

員に伝達するととともに、イントラネットや広報媒体の活用等により役職員に周知・徹底。

・支部職員や本部若手職員との対話を積極的に実施し、機構のミッションや業務への取組み姿勢

等を伝達。

・理事長の発案により、各支部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先

企業の経営者から支援ニーズを収集（９支部１２箇所、全１４回開催、１５５社出席）。その結

果については、役員会で報告され、内部で情報共有するとともに、お客様の意見を参考に適宜

業務改善を実施。

・内部統制の現状について、各部署から上がってくる決裁文書等を通じて日常的に把握している

とともに、監査統括室及び内部統制推進室（２０年１２月設置）を活用し状況を確認。

・内部統制の充実・強化の必要がある課題については内部統制推進室を中心として内部統制推進

のための手法を構築していくこととしている。２１年度においては、「情報システム領域のセキ

ュリティ管理」及び「外部人材の管理」について内部統制手法を構築することを計画。同計画

に基づき業務プロセスを可視化したワーキングシート等を作成し、業務監査統括室のモニタリ

ング等によりチェックする体制を構築。

○マネジメント管理

・年度末に部門単位で次年度計画案（評価指標の設定を含む）を策定し、企画部が取りまとめの

上、役員会で審議。

・理事長の発案により、年度計画については、四半期ごとの損益状況把握とＫＰＩの導入を図り、

損益状況や事業の進捗状況の管理を行う体制を構築。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

・この取組みに加え、事業の実績や成果調査の結果等を踏まえ、次年度以降の年度計画や予算等

に反映。

○監事による監査等の状況

・監事は、役員会・支部長会議等の重要な会議への出席や、理事長との意見交換の場を活用する

などして、理事長のマネジメント環境の整備について検証を実施。

・特に、理事長が新たに採り入れたＫＰＩによる事業進捗管理と四半期損益状況把握や、トップ

としてのメッセージを載せたイントラネットと広報媒体の活用等による役職員への機構のミッ

ションの重要性や役割の周知徹底等、理事長のリーダーシップの発揮について留意した監査を

実施。

・監事監査で把握した改善点等については、監事監査報告としてとりまとめ、理事長等との意見
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交換、役員会の場における説明を経たうえで、監事から理事長に通知。

・その後、理事長から監事に対して監事監査報告書で改善等を求めた事項に関する対応措置が報

告提出され、ＰＤＣＡサイクルを確立。

（２０年度監事監査報告書の対応確認事項）

・研修・ＯＪＴの充実による職員の専門能力向上

・小規模企業共済における資産運用について、信頼性の確保の観点から一層の情報開示の促進

・産業用地に係る地方自治体等との連携強化による分譲促進

・内部統制の運用強化（情報システムのセキュリティ管理、外部人材の管理）

・コンプライアンスに係る取組みの促進。

・新財務会計・人事システム（ＳＰＡＴ）の機能改善とシステム運用に係る習熟度の向上

・入札・契約の適正化に係る取組み状況

・給与水準の状況

・実物資産等保有資産の管理 等

○その他内部統制の強化

・内部統制の取組みを本格化させるとともに、情報セキュリティ対策等を強化。

・コンプライアンス啓発セミナーの開催（１回）、管理職研修を含む階層別研修の実施（７回）、

Ｑ＆Ａ形式に取りまとめた事例集の作成・配布を通じてコンプライアンスについて役職員への

周知徹底。

・企業倫理ホットラインの運用を継続。

・大規模災害時における安否確認システムを導入（２１年８月）。

・機構のミッションや情報セキュリティ基本方針については機構ホームページで公開。

・会計検査院、財政融資資金本省資金融通先等実地監査における指摘事項等については、支部を

含め周知・徹底、

■業務継続、顧客サービス維持のための取組み（新型インフルエンザ対応）

・新型インフルエンザの流行拡大にあっても機構業務の継続、顧客サービスの維持を図るため、

感染拡大防止策を策定し、実施を徹底。特に中小企業の資金需要に迅速に対応する必要がある

共済事業、受講者間に濃密な接触機会が恒常的に発生する中小企業大学校、施設管理者として

の責任を有するインキュベーション事業については、業務継続に係る対応計画等を速やかに策

定。

【２２年度】

■契約の適正化

○入札・契約の適正化

・「随意契約見直し計画」を４月に策定。同計画に基づき、随意契約によることが真にやむを得な

いもの以外の契約については、原則として全て一般競争入札等とすることとし、競争性・透明

性・公平性の確保に向けた取組みを推進。

また、真にやむを得ない随意契約である電力供給契約についても、２１年度監査報告を踏まえ、

２２年度において機構が契約当事者となっている中小企業大学校、インキュベーション等の４

０施設について競争入札を実施。

・「競争入札及び随意契約情報の公表に関する運用指針」に基づく契約締結情報等について、ホー

ムページに公表し、透明性の確保に引き続き努力。

・「支出見直し計画」（２１年６月策定）に基づき、引き続き、１者応札の回避等の実質的な競争

性の確保への取組みとして、公告期間や提案書作成期間の十分な確保を図ることとしたほか、

公益法人への支出状況等をホームページに公表。また、次回の入札手続きの参考とするため、

入札説明会に参加し応札・応募を辞退した者に対して、その理由等についてアンケート調査を

実施。２１年度に実施したアンケート調査結果をもとに公告期間の延長等に反映。２２年度は

１者応札案件のうち８件についてアンケート調査を実施し、要因を分析。

・契約事務については、国に準じた規程等に基づき適正に執行。契約事務に係る会計規程及び契

約事務取扱要領はホームページに引き続き公表。

・多くの入札者の参加を促し競争性を確保するため、工事や単純な入札案件を除き、調達内容に
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関する事前説明会を実施。１者応札の可能性がある案件については、調達情報を機構のホーム

ページに公表することに加え、関連業界団体・業界紙等へ情報提供を行い、調達情報を関係機

関ホームページに掲載してもらうなどの取組みを実施。

・随意契約見直し方針を組織全体に反映する観点から、本部契約担当職から支部契約担当職に特

例なく一般競争入札等による契約を行うよう改めて文書で要請するとともに、支部等において

随意契約を予定する場合には、本部契約担当理事に事前協議する仕組みを導入。

・企画競争による契約について、原則一般競争入札に移行する方向で見直しを実施。

・政府調達及び一定要件の契約事案については、調達手続きの適正化及び客観性を確保するため、

契約担当理事のほか、副理事長、総務担当理事、企画担当理事等を委員とする「入札・契約手

続委員会」にて審議（１５回開催）。主な観点として、前契約が１者応札・応募となった案件に

ついては、複数の応札者が見込めるかの観点から、公告期間の妥当性、入札参加資格の設定内

容等の点検を行うとともに、透明性の確保の観点から、総合評価方式における評価委員会の構

成（外部有識者を複数設置するなど）を点検。

・競争参加資格停止、低入札価格調査、談合情報対応に関する規程類については、その適用範囲

を工事契約のみから物品・役務契約等に拡げる改正を行い、契約事務の適正化の確保に努める

とともに、随意契約見直しの取組みについて支部等の契約担当者に対する説明会を開催（２２

年１２月）。

・情報システム開発等の専門性が高い調達については、ＣＩＯ及び情報システム部門の事前協議

を、引き続き実施。

・外部有識者（公認会計士、弁護士、学識経験者）及び監事を委員とする「契約監視委員会」で

は、２１年度の全契約のうち１者応札案件を中心に点検を受け、適正に行われていたとして、

了承された。なお、総合評価方式における透明性の確保について、当委員会の意見を踏まえ、

外部評価委員の登用による透明性の向上を図った。

・契約監視委員会における審議概要等について機構のホームページで公表。

・契約監視委員会の運営にあたっては、契約事務に直接携わらない監査統括室を委員会事務局と

することで、相互牽制機能を確保。

・入札・契約の適正な実施について、２２年度監査計画に基づき監事による監査を実施。また、

２１年度指摘事項である規程類の整備については、前述のとおり、競争参加資格停止等に係る

規程類を整備。

・機構の「反社会的勢力に対する基本方針」の決定に伴い、工事契約のみならず物品・役務の契

約を広くカバーする対応要領を制定。

・監査法人監査により、法人レベルの内部統制評価の一環として、発注・検収・支払等の一連の

事務プロセスの適正性や牽制機能等に関する点検を受けた。一部支部で納品書等の発行年月日

に欠落等が存在したことについて指摘を受け、対応を図った。

・随意契約によることが真にやむを得ないもの以外の契約については、原則として全て一般競争

入札等とすることとしており、「その他の随意契約」は、契約件数６件（２１年度２２件）、契

約金額４．７億円（２１年度５．２億円）となった。主なものは大型コンピュターの賃借料等

の長期契約であり、これらは現契約の残存期間経過後、競争契約に移行予定。真にやむを得な

い随意契約を含めた随意契約は、１２７件、３２．９億円と２１年度の１５６件、３４．７億

円から減少。

なお、電力入札については契約開始が年度末であったため、２２年度の実績には反映されてい

ない。

・２２年度の一般競争等（企画競争、事前確認公募を含む。）に占める一者応札・応募の実績は９

０件、２２．５億円と、２１年度の１８１件、３７．３億円から大きく改善。

・随意契約で再委託率が５０％以上の契約はない。また、同一の業者と競争性のない随意契約を

更新する場合は、更新内容の妥当性を検証。

・関連会社（中小企業・地域シェアドサービス（株））、関連公益法人（（財）企業共済協会）との

役務等の契約は、全て一般競争入札の競争性のある契約形態となっている。

■四半期毎の損益状況の把握と重要業績評価指標（ＫＰＩ）の活用

・財務会計システムを有効活用し、より迅速な財務状況の把握を目的として定期的な損益状況を

確認する体制を安定的に構築し、四半期毎に財務データを役員会に報告。併せて当該四半期に

おける管理会計情報の一つとして、特定の事業を詳細に分析し報告。これにより、機構の損益
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状況とともに当該事業の現状と見通しに係る活発な議論に資し業務改善実施の基礎を提供。

・重要業績評価指標（ＫＰＩ）については、追加、削除等の見直しを適宜行い、事業の進捗管理

を最適化。

・事業成果（アウトプット）を示すＫＰＩは、原則月次管理とし、全役員・全管理職でデータを

共有。事業効果（アウトカム）を示すＫＰＩは事業特性等に応じて時間軸を設定し、四半期毎

に役員会又は支部長会議（理事長以下監事を含む役員が出席）に報告。

・四半期の実績をもとに、３ヶ月先の状況を予想しつつ、現時点での運営又は活動方針に反映。

特に支部ごとの課題とその後の活動方針や組織全体として取り組むべき課題がある事業につい

ての分析と活動方針については重点的に支部長会議で意見交換。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

■自己収入の確保

・受益者負担のあり方については、各種研修の受講料、専門家の派遣料のほか無償で提供してい

る業務を含め全での事業・業務を対象に中小企業者等の負担に配慮しつつ見直しを実施。

・２２年度における受益者負担の見直しについては、以下のとおり。

◇中心市街地商業活性化アドバイザー（協議会）

無料期間５人日（基本計画認定地域１０人日）→３人日（基本計画認定地域５人日）

派遣期間上限６０人日（特例１２０人日）→特例期間の廃止

◇中心市街地商業活性化アドバイザー（商店街）

無料期間６人日→３人日

◇商業活性化アドバイザー

無料期間 ５人日→３人日

◇中小企業総合展

出展料改定

東京（２２年１１月以降）

５２，５００円／小間→１０５，０００円／小間

関西（２３年５月以降）

３１，５００円／小間→８４,０００円／小間

※ベンチャーフェア（５２，５００円／小間）については、中小企業総合展と同時開催とし

出展料も上記と同様に改正（東京１０５，０００円／小間、関西８４，０００円／小間）。

・２３年度以降の受益者負担の見直しについては、以下のとおり（予定）。

◇中小企業大学校の研修

中小企業診断士養成課程：２３年度より段階的に受講料を引き上げる予定。先ず２３年度は

１１５万円を１５０万円に引き上げ。ただし、国、都道府県、商工会、商工会議所等の職員

については据置。

経営後継者研修：１１２．５万円→１１５万円

中小企業支援担当者向け財務・税務入門等研修：５万円→５．５万円

・インキュベーション施設等について、収支均衡を念頭に置きつつ、着実な施設運営を実施。

・両共済法が２２年４月に改正されたことにより、同改正に伴うシステム開発を優先的に実施。

２１年度に策定した「共済加入者等関係管理業務・システム導入実施計画」に基づく共済加入

者等関係管理システムについては、以下の開発に着手。

※「電話応答・ＦＡＸ・メール・文書等での相談業務を円滑化・効率化するためのシステム機

能」、

「相談対応業務の質的向上等を図るためのデータ分析やテキストマイニング等のためのシス

テム機能」、

「共催担当者が共催業務のナレッジの共有化を図るためのポータルシステム機能」

・機構ＷＡＮの業務・システムの最適化については、セキュリティ対策の強化として、個別情報

システム管理・運用要領においてパスワードの管理を強化したほか、２２年度セキュリティ診

断の結果を踏まえ、各個別情報システムに対しセキュリティ対策の強化、共通利用システムの

信頼性の向上、ネットワークの信頼性の向上等を図った。

情報リテラシー向上のための研修会を開催（３５回、延べ参加者数５９８人）するとともに、
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全役職員等を対象に情報セキュリティに係る自己点検を実施。

■内部統制機能と内部監査機能の充実に向けた取組み

・２１年度に内部統制の手法を構築した業務について、各業務の実施プロセスとそれらに係る各

統制の有効性を再評価した上でワーキングシートの見直しを行い、業務の一層の適正性・効率

性の維持、向上を図った。

また、全部門を対象とした「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」を実施。措置未了のリス

クについては、優先度の高いものから順次対処。

・ファンド出資事業の審査プロセスにおいて、監査法人による現地調査を行うとともに、外部有

識者からなる出資先候補評価委員会を開催（４回／再生ファンドも含む）。出資提案を受けてい

るファンド組成計画等について意見を聴取し、出資決定の参考とした。

・債務保証業務の審査プロセスにおいて、外部有識者からなる債務保証審査委員会を開催（６回）。

保証案件の適否について意見を聴取し、債務保証の決定の参考とした。

・小規模企業共済事業において、外部有識者からなる「資産運用委員会」を開催（３回）。基本ポ

ートフォリオの効率性について検証。

また、資産運用委員会の助言を得て、運用委託先の評価基準を厳格化。

■内部統制に係る取組み

○理事長等のマネジメント

・役員会要領に従い、理事長は定期的又は臨時に役員会を開催し、業務運営の基本方針に関する

事項や中期計画及び年度計画に関する事項等について、副理事長以下の役職員から報告を受け

るとともに、機構の業務全般について指示できる体制を構築。また、機構の業務運営の方針の

決定、業務実績の評価、決算の状況把握等、機構の業務全般について理事長の意思を周知・徹

底。

・四半期毎に理事長以下監事を含む役員が出席する支部長会議を開催し、理事長が支部長への期

待を毎回口頭及び書面で伝えるとともに、ＫＰＩや支部の活動状況報告等を通じて支部の現状

や抱える課題を把握、意見交換を行いながら解決や方針の方向性を提示。

・機構のミッションの重要性や役割等については、ＴＶ会議システムを活用するなどして全役職

員に伝達するととともに、イントラネットや広報媒体の活用等により役職員に周知・徹底。

・支部職員や本部若手職員との対話を積極的に実施し、機構のミッションや業務への取組み姿勢

等を伝達。

・理事長の発案により、各支部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先

企業の経営者から支援ニーズを収集（９支部１４箇所、全１５回開催、１５３社出席）。その結

果については、役員会で報告され、内部で情報共有するとともに、お客様の意見を参考に適宜

業務改善を実施。

・前述の役員会や支部長会議での役職員からの報告、ＫＰＩ等による目標の達成状況や事業の進

捗状況の確認、「お客様懇談会」での利用者のニーズや意見の把握等を通じて、機構のミッショ

ンや中期計画・年度計画の達成に阻害要因（リスク）がないか洗い出しを行い、組織全体とし

て取り組むべき重要なリスクを把握。組織全体として取り組むべき重要なリスクや中期計画・

年度計画の進捗に遅れがあるものなどについては、要因分析等を行った上で、役員会や支部長

会議等において担当役職員に指示を出し、対応。

・内部統制の現状について、各部署から上がってくる決裁文書等を通じて日常的に把握している

とともに、監査統括室及び内部統制推進室を活用し状況を確認。

・内部統制の充実・強化の必要がある課題については内部統制推進室を中心として内部統制推進

のための手法を構築していくこととしている。

２２年度においては、２１年度に内部統制の手法を構築した「情報システム領域のセキュリテ

ィ管理」及び「外部人材の管理」について、各部門で業務の実施プロセスとそれらに係る各統

制の有効性を再評価した上でワーキングシートの見直しを行い、業務の一層の適正性・効率性

の維持、向上を図った。

また、監査統括室は同ワーキングシートの活用によるチェック体制を構築し、モニタリングを

徹底。

○マネジメント管理
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・年度末に部門単位で次年度計画案（評価指標の設定を含む）を策定し、企画部が取りまとめの

上、役員会で審議。

・理事長の発案で２１年度に導入した四半期毎の損益状況把握とＫＰＩにより、損益状況や年度

計画の進捗状況の管理を徹底。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

・この取組みに加え、事業の実績や成果調査の結果等を踏まえ、次年度以降の年度計画や予算等

に反映。

・また、全部門を対象とした業務リスクの洗い出しの結果を踏まえ、各業務に共通する事項とし

て、「反社会的勢力に対する基本方針」を策定し（２３年１月）、機構ホームページに掲載する

とともに「反社会的勢力に対応する規程」の策定手続きを実施（２３年４月施行）。

さらに、事業継続に関するリスクへの対応について、①情報・通信システムの健全性の維持、

②本部・支部間、支部・支部間の相互応援体制の確保、③食料の備蓄、④安否確認システム登

録情報の拡充等に努めた結果、東日本大震災に際しても、東北支部等の業務を円滑に再開する

ことができた。

○監事による監査等の状況

・監事は、役員会・支部長会議等の重要な会議への出席や、理事長との意見交換の場を活用する

などして、理事長のマネジメント環境の整備について検証を実施。

・特に、理事長が２１年度からに採り入れたＫＰＩによる事業進捗管理と四半期損益状況把握や、

トップとしてのメッセージを載せたイントラネットと広報媒体の活用等による役職員への機構

のミッションの重要性や役割の周知徹底等、理事長のリーダーシップの発揮について留意した

監査を実施。

・監事監査で把握した改善点等については、監事監査報告として取りまとめ、理事長等との意見

交換、役員会の場における説明を経た上で、監事から理事長に通知。

・その後、理事長から監事に対して監事監査報告書で改善等を求めた事項に関する対応措置を報

告（ＰＤＣＡの着実な実行）。

（２１年度監事監査報告書の対応確認事項）

・「独立行政法人の抜本的な見直し」等に係る対応状況／随意契約の見直し、不要資産の処分等、

給与水準の適正化等、官民競争入札等の導入、サービスの提供による自己収入の向上及び経費

削減に係る検討

・内部統制の強化・運用状況／内部統制機能の深耕、リスクの洗い出し及び対応、モニタリング

活動の充実、ＫＰＩ活動の充実、セグメント情報の充実、事業継続性の確保 等

・入札・契約の適正化の取組み状況／規程類の整備、総合評価方式、複数年度契約、随意契約の

更なる見直し

・ファンド出資事業運営の状況／投資先企業に対する経営支援の充実、リスク管理の充実 等

・その他／ニーズの把握・認知度向上、事業の重点化、個別事業に係る顧客情報の共有

○その他内部統制の強化

・内部統制の取組みを深化させるとともに、情報セキュリティ対策等を強化。

・コンプライアンス啓発セミナーの開催（１回）、管理職研修を含む階層別研修の実施（７回）、

Ｑ＆Ａ形式に取りまとめた事例集の作成・配布を通じてコンプライアンスについて役職員への

周知徹底。

・企業倫理ホットラインの運用を継続。

・大規模災害時における安否確認システムの登録情報等について拡充。

・機構のミッションや情報セキュリティ基本方針については機構ホームページで公開。

・会計検査院、財政融資資金本省資金融通先等実地監査における指摘事項等については、支部を

含め周知・徹底するとともに、債務保証業務及び産業用地分譲業務については組織全体で対応

する体制を構築。

・給与振込口座数の見直しを実施。２２年度財務省予算執行調査結果に基づく指摘に対応すべく、

給与振込口座数を２３年３月から原則１口座とした。

・決算処理にあたっては、あらかじめ監査日程の十分な確保及び期限の厳守、二重責任の原則の
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遵守、法令等の遵守等を明記した「決算処理方針」を定め、役員会に報告するとともに、各部

門長をはじめ担当職員へ周知徹底。

また、東日本大震災等に起因する事案ついては、適宜会計監査人と協議を実施。

【２３年度】

■契約の適正化

○入札・契約の適正化

・２２年度策定の「随意契約見直し計画」に基づき、随意契約によることが真にやむを得ないも

の以外の契約については、原則として一般競争入札等により調達を行った。また、前回 1 者応

札応募であった案件については、実質的な競争性が確保されるよう、公告方法、入札参加条件

の見直し等の改善を引き続き実施し、競争性・透明性・公平性の確保に向けた取組みを引き続

き推進。

・２３年度の特殊要因として、震災復興のための仮設施設整備事業の工事契約については、被災

事業者の事業再開の早期化に応えるため、緊急随意契約等により行い竣工までの時間短縮を図

った。業者選定方法については、迅速かつ継続的な供給体制の確立が必要となることから、当

初はプレハブ建築を得意とする特定業者間の見積競争方式としたが、地元企業の受注拡大に応

えるため、被災県単位の公募による協力業者登録方式と一般競争入札方式の３種類の方法を併

用。協力業者の選定基準は、外部有識者を構成員とする「仮設施設整備事業外部委員会」にお

いて決定し、さらに、随意契約による個別の工事の発注に際しては、複数の協力業者から価格、

工期、同時施工可能数などの見積り書の提出を受け、機構内に設置した４名の理事及び２名の

部長を委員とする「仮設工場等工事契約先決定委員会」で審議し業者選定を行う等、競争性、

公平性の確保に努めた。

・「契約情報の公表に関する事務取扱」に基づく契約締結情報等について、引き続き、適時適切に

ホームページに公表。また、国からの通知に基づき事務取扱を改正し、７月以降に締結した関

係法人との契約情報について公表。

・「支出見直し計画」（２１年６月策定）に基づき、引き続き、１者応札の回避等の実質的な競争

性の確保への取組みとして、公告期間や提案書作成期間の十分な確保を図ることとしたほか、

公益法人への支出状況等をホームページに公表。

・契約事務については、国に準じた規程等に基づき適正に執行。契約事務に係る会計規程及び契

約事務取扱要領はホームページに引き続き公表。

・多くの入札者の参加を促し競争性を確保するため、ホームページの入札情報については、その

周知の徹底及び利便性の向上を図ることとしＲＳＳ方式を導入。１者応札の可能性がある案件

については、ホームページでの公表に加え、関連業界団体・業界紙等へ情報提供を行うなどの

取組みを引き続き実施。また、業務内容及び業務量の明確化のため、工事や単純な入札案件を

除き、調達内容に関する事前説明会を引き続き実施。また、次回の入札手続きの参考とするた

め、入札辞退届について、理由記入欄を設問方式に改めた。なお、1 者応札の要因把握を随時

行えるよう、入札辞退届に辞退理由アンケートを追加。

・随意契約見直し方針を組織全体に反映する観点から、支部等において随意契約を予定する場合

には、本部契約担当理事に事前協議する仕組みを、引き続き実施。

・政府調達及び一定要件の契約事案については、調達手続きの適正化及び客観性を確保するた

め、契約担当理事のほか、副理事長、総務担当理事、企画担当理事等を委員とする「入札・契

約手続委員会」にて審議（１３回開催）。主な観点として、前契約が１者応札・応募となった案

件については、複数の応札者が見込めるかの観点から、公告期間の妥当性、入札参加資格の設

定内容等の点検を行うとともに、透明性の確保の観点から、総合評価方式における評価委員会

の構成（外部有識者を複数設置するなど）を点検。

・契約事務に係る要領等の改正内容の周知や会計事務の適正化を図るため、支部等の契約担当者

に対する説明会を開催（１月）。

・情報システム開発等の専門性が高い調達については、ＣＩＯ及び情報システム部門の事前協議

を、引き続き実施。

・外部有識者（公認会計士、弁護士、学識経験者）及び監事を委員とする「契約監視委員会」で

は、２２年度後半及び２３年度第３四半期までの契約のうち、１者応札案件を中心に点検を受

けた。その結果、総合評価方式における技術評価のあり方について所要の見直しを行うことと

した。なお、仮設施設整備事業の契約方法については妥当なものと了承された。



- 161 -

・契約監視委員会における審議概要等について機構のホームページで公表。

・契約監視委員会の運営にあたっては、契約事務に直接携わらない監査統括室を委員会事務局と

することで、相互牽制機能を確保。

・入札・契約の適正な実施について、２３年度監査計画に基づき監事による監査を実施。

・監査法人監査により、法人レベルの内部統制評価の一環として、発注・検収・支払等の一連の

事務プロセスの適正性や牽制機能等に関する点検を受けた。

・以上の取り組みの結果、震災関連を除く契約に占める随意契約の比率は前年度に比して、次の

とおり、改善。

【件数】

２２年度１９％→２３年度１３％（６ポイント低減）

【金額】

２２年度２９％→２３年度２４％（５ポイント低減）

（参考）震災関連契約実績２６９件、１７０億円

うち一般競争入札等 ８０件(30%)、２４億円(14%)

うち随意契約 １８９件(70%）、１４６億円(86%)

・２３年度の随意契約の主なものは、建物賃貸借契約、公共料金（自己保有施設における電力契

約を除く。）等の真にやむを得ないものであり、それ以外の随意契約が２件あるが、それらも２

３年度中に競争性のある契約に移行した。

・一般競争入札等における落札率（予定価格に対する落札額）の平均は７７％となっており、コ

スト削減が図られている。

・２３年度の一般競争入札等に占める一者応札・応募の実績は８６件、２５億円と、２２年度の

９０件、２３億円からほぼ横這いではあるが、一般競争入札等の件数が５５４件から６３９件

に増加したことから、1者応札比率は改善した。

【件数】

２２年度１６％→２３年度１４％（２ポイント低減）

【金額】

２２年度２８％→２３年度２２％（６ポイント低減）

・随意契約で再委託率が５０％以上の契約はない。また、同一の業者と競争性のない随意契約を

更新する場合は、更新内容の妥当性を検証。

・関連会社（中小企業・地域シェアドサービス（株））、関連公益法人（（財）企業共済協会）との

役務等の契約は、全て一般競争入札の競争性のある契約形態となっている。

・(株)アルカディア大村との間において、事務室借り上げに係る真にやむを得ない随意契約（２

百万円）を実施。

■四半期毎の損益状況の把握と重要業績評価指標（ＫＰＩ）の活用

・財務会計システムを有効活用し、より迅速な財務状況の把握を目的として定期的な損益状況を

確認する体制を安定的に構築し、四半期毎に財務データを役員会に報告。併せて当該四半期に

おける管理会計情報の一つとして、特定の事業を詳細に分析し報告。これにより、機構の損益

状況とともに当該事業の現状と見通しに係る活発な議論に資し業務改善実施の基礎を提供。

・重要業績評価指標（ＫＰＩ）については、追加、削除等の見直しを適宜行い、事業の進捗管理

を最適化。

・事業成果（アウトプット）を示すＫＰＩは、原則月次管理とし、全役員・全管理職でデータを

共有。事業効果（アウトカム）を示すＫＰＩは事業特性等に応じて時間軸を設定し、四半期毎

に役員会又は支部長会議（理事長以下監事を含む役員が出席）に報告。

・四半期の実績をもとに、３ヶ月先の状況を予想しつつ、現時点での運営又は活動方針に反映。

特に支部ごとの課題とその後の活動方針や組織全体として取り組むべき課題がある事業につい

ての分析と活動方針については重点的に支部長会議で意見交換。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

■自己収入の確保

・受益者負担のあり方については、中小企業者等の負担に配慮しつつ各種研修の受講料等の見直

しを実施。
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・２３年度の受益者負担の見直しについては、以下のとおり。

◇中小企業大学校の研修

中小企業診断士養成課程：２３年度より段階的に受講料の引き上げを実施。先ず２３年度は

１１５万円を１５０万円に引き上げ。ただし、国、都道府県、商工会、商工会議所等の職員

については据置。

経営後継者研修：１１２．５万円→１１５万円

中小企業支援担当者向け財務・税務入門等研修：５万円→５．５万円

・２４年度以降の受益者負担の見直しについては、以下のとおり(予定)。

◇中小企業大学校の研修

中小企業診断士養成課程：２４年度は１５０万円を１７０万円に引き上げ。ただし、国、都

道府県、商工会、商工会議所等の職員については据置。

経営後継者研修：１１５万円→１１７．５万円

・インキュベーション施設等について、収支均衡を念頭に置きつつ、着実な施設運営を実施。

・２３年度においては、両共済法の改正施行に伴うシステム開発並びに東日本大震災の被災者へ

の特例措置に係るシステム開発を優先的に実施。これに伴い、共済業務の業務・システムの最

適化については、工程表の見直しを行い、２４年度から基幹システム及びＣＲＭ（共済加入者

等関係管理システム）二次開発の要件定義策定に着手することに変更（３月）。なお、２２年度

に着手した「電話応答・ＦＡＸ・メール・文書等での相談業務を円滑化・効率化するためのシ

ステム機能」を中心とするＣＲＭ一次開発については、６月末にリリース。

・前中期目標期間において作成した最適化計画に基づき、「中小機構ＷＡＮシステムの再調達」を

行い、ＷＡＮシステム機器等の集約化とシステム機能の向上を図り、システム管理機能の効率

化及びセキュリティ管理機能の強化等のための導入作業を実施。

当該再調達により、セキュリティ対策のさらなる強化、共通利用システムの信頼性の向上、ネ

ットワークの合理化等を実現。

■内部統制機能と内部監査機能の充実に向けた取組み

・内部統制に係る活動の一環としてアドバイザー等外部専門家を活用した事業については文書（ワ

ーキングシート（Risk Control Matrix））におる統制活動を実施しており、関係各部門におい

て同文書の記載内容の一斉見直しを行い、関係職員間において同記載内容と認識と共有を促し、

業務の有効性・効率性の維持・向上を図った。また、昨年度に続き、全部門を対象とした「業

務リスクの洗出し及び対応状況調べ」を実施。業務に潜在するリスクを共有するとともに、措

置未了のリスクについては、頻度・影響度の高いものから順次対処。

・上記リスクの洗出し結果を踏まえ、各部門業務に共通する事項として、反社会的勢力への対応

リスクに着目し、「反社会的勢力に対する基本方針」を策定（２３年１月）し、併せて「中小企

業基盤整備機構反社会的勢力対応規程」を制定（４月）。また警察庁と合意書を取交わし、本部・

支部職員等の反社会的勢力からの身の安全確保、関連情報の提供等について都道府県警察本部

の協力を得られる仕組みを構築し、業務実施の適正、法令等遵守体制を確保。

・法令上必要な手続きの漏れや法令改正時の対応漏れを防止するため、全部門において法定手続

きの洗出しを行い、再認識を図るとともに、一覧化した手続きを定期的に見直す体制を整備。

共済事業に係る手数料支払いについて、過誤払等が発生しないよう支払い手続きの適正を期す

るためのチェック機能を整備。

・ファンド出資事業の審査プロセスにおいて、監査法人による現地調査を行うとともに、外部有

識者からなる出資先候補評価委員会を開催（１０回／再生ファンドも含む）。出資提案を受けて

いるファンド組成計画等について意見を聴取し、出資決定の参考とした。

・債務保証業務の審査プロセスにおいて、外部有識者からなる債務保証審査委員会を開催（５回）。

保証案件の適否について意見を聴取し、債務保証の決定の参考とした。

・監査統括室において、入札・契約・支払事務のプロセスの検証や上記ワーキングシートを活用

した内部統制活動のモニタリングを行うなど内部監査を実施。

また、情報セキュリティ監査計画に従い、支部監査時に情報セキュリティ規程や個別情報シス

テムに係る運用状況等についてヒアリングを実施。

■内部統制に係る取組み
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○マネジメント管理

・年度末に部門単位で次年度計画案（評価指標の設定を含む）を策定し、企画部が取りまとめの

上、役員会で審議。

・理事長の発案で２１年度に導入した四半期毎の損益状況把握とＫＰＩにより、損益状況や年度

計画の進捗状況の管理を徹底。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

・この取組みに加え、事業の実績や成果調査の結果等を踏まえ、次年度以降の年度計画や予算等

に反映。

○その他内部統制の強化

・内部統制の取組みを深化させるとともに、情報セキュリティ対策等を強化。

・管理職研修を含む階層別研修の機会を活用したコンプライアンス研修の実施（計５回（反社会

的勢力対応研修１回を含む））、Ｑ＆Ａ形式に取りまとめた事例集の配布を通じてコンプライア

ンスについて役職員への周知徹底。

・企業倫理ホットライン運用の継続。

・機構のミッションや情報セキュリティ基本方針については機構ホームページで公開。

・メール誤送信によるアドレス等個人情報の漏洩防止を図るため、メールマカジン配信管理シス

テムの運用を継続。

・新任者、個別情報システムの管理者等を対象に新任者ＶＴＲ研修、情報セキュリティ研修、リ

テラシー研修を実施（３７回、受講者３１４人）。

・会計検査院、財政融資資金本省資金融通先等実地監査における指摘事項等については、支部を

含め周知・徹底するとともに、債務保証業務及び産業用地分譲業務については組織全体で対応

する体制を構築。

・決算処理にあたっては、あらかじめ監査日程の十分な確保及び期限の厳守、二重責任の原則の

遵守、法令等の遵守等を明記した「決算処理方針」を定め、役員会に報告するとともに、各部

門長をはじめ担当職員へ周知徹底。

また、東日本大震災等に起因する事案ついては、適宜会計監査人と協議を実施。

○自然災害等事業継続リスクへの対応等における取組み

・事業継続に関するリスクへの対応については、東日本大震災発生時の対応の経緯を踏まえ、①

情報・通信システムの健全性の維持、②本部・支部間、支部・支部間の相互応援体制の確保、

③食料・飲料水、生活物資の備蓄補充、④安否確認システム登録情報の充実に努めた。

・また、「中央省庁業務継続ガイドライン（COOP）」を参考に、（東京湾北部地震発生を想定し）本

部各部門を対象とした「非常時優先業務」の洗出しを実施。同洗出し結果は、今後、業務継続

計画等、非常時における機構の対応を検討する際の判断材料として活用することを想定。

・災害による本部基幹サーバーにおけるデータの物理的ダメージを回避するため、近畿本部ファ

イルサーバとの同期を実施し、データ保全体制を構築。

・安否確認システムの登録情報等の充実を図るとともに、操作訓練を実施。

・今後の事業継続のあり方について検討を行うため、東北支部における被災から復旧・復興まで

の取組みを整理し、企画調整課長会議で共有。

（理事長等のマネジメント）

○リーダーシップを発揮できる環境整備

・役員会要領に従い、理事長は定期的又は臨時に役員会を開催し、業務運営の基本方針に関する

事項や中期計画及び年度計画に関する事項、東日本大震災への対応等について、副理事長以下

の役職員から報告を受けるとともに、機構の業務全般について指示できる体制を構築。また、

機構の業務運営の方針の決定、業務実績の評価、決算の状況把握等、機構の業務全般について

理事長の意思を周知・徹底。

・四半期毎に理事長以下監事を含む役員が出席する支部長会議を開催し、理事長が支部長への期

待を毎回口頭及び書面で伝えるとともに、ＫＰＩや支部の活動状況報告、東日本大震災に対す

る対応状況報告等を通じて支部の現状や抱える課題を把握、意見交換を行いながら解決や方針

の方向性を提示。
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○法人のミッションの役職員への周知徹底

・機構のミッションの重要性や役割等については、ＴＶ会議システムを活用するなどして全役職

員に伝達するととともに、イントラネットや広報媒体の活用等により役職員に周知・徹底。

・支部職員との対話を積極的に実施し、機構のミッションや業務への取組み姿勢等を伝達。

○組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等

・東日本大震災における被害状況の収集、支援ニーズの把握、支援施策の検討、支援施策の実行

等について、「東北太平洋沖地震災害対策本部」等の設置や「震災緊急復興事業推進部」の設置

を行うなど、組織体制の整備を図るとともに、役員会議、支部長会議等を活用し課題を把握。

組織全体として取り組むべき重要なリスクや新たな支援施策の実行に課題等があるものについ

ては、要因分析等を行った上で、役員会や支部長会議等において担当役職員に指示を出し、対

応。

・理事長の発案により、各支部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先

企業の経営者から支援ニーズを収集（９支部１４箇所、全１５回開催、１５３社出席）。その結

果については、役員会で報告され、内部で情報共有するとともに、お客様の意見を参考に適宜

業務改善を実施。

・前述の役員会や支部長会議での役職員からの報告、ＫＰＩ等による目標の達成状況や事業の進

捗状況の確認、「お客様懇談会」での利用者のニーズや意見の把握等を通じて、機構のミッショ

ンや中期計画・年度計画の達成に阻害要因（リスク）がないか洗い出しを行い、組織全体とし

て取り組むべき重要なリスクを把握。組織全体として取り組むべき重要なリスクや中期計画・

年度計画の進捗に遅れがあるものなどについては、要因分析等を行った上で、役員会や支部長

会議等において担当役職員に指示を出し、対応。

○内部統制の現状把握・課題対応計画の作成

・内部統制の現状について、各部署から上がってくる決裁文書等を通じて日常的に把握している

とともに、監査統括室及び内部統制推進室を活用し状況を確認。

・内部統制の充実・強化の必要がある課題については、内部統制推進室を中心として内部統制推

進のための手法を構築。

２３年度においては、アドバイザー等外部専門家を活用した事業においてワーキングシートを

活用した統制を実施。また、全部門を対象とした「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」を

実施したほか、全部門を対象とした法令上必要な手続き漏れを防止するためのチェック機能及

び共済事業に係る手数料支払いの適正を期するためのチェック機能を整備。

・監査統括室は内部監査等の実施に際し上記ワーキングシートを活用したモニタリングを実施。

（監事による監査等の状況）

○法人の長のマネジメントに留意した監事監査の実施

・監事は、役員会・支部長会議等の重要な会議への出席や、理事長との意見交換の場を活用する

などして、理事長のマネジメント環境の整備について検証を実施。

・特に、理事長が２１年度からに採り入れたＫＰＩによる事業進捗管理と四半期損益状況把握や、

トップとしてのメッセージを載せたイントラネットと広報媒体の活用等による役職員への機構

のミッションの重要性や役割の周知徹底等、理事長のリーダーシップの発揮について留意した

監査を実施。

○監事監査で把握した改善点等の法人の長等への報告

・監事監査で把握した改善点等については、監事監査報告として取りまとめ、理事長等との意見

交換、役員会の場における説明を経た上で、監事から理事長に通知。

・その後、理事長から監事に対して監事監査報告書で改善等を求めた事項に関する対応措置を報

告（ＰＤＣＡの着実な実行）。

（２２年度監事監査報告書の対応確認事項）

・「独立行政法人の事務・事業の見直し基本方針」等に係る対応状況／不要財産の国庫納付、随意

契約の見直し、給与水準の適正化等、官民競争入札等の導入、内部統制の更なる取組み 等

・小規模企業共済事業について／契約者に対するＣＲＭの充実、資金運用に係る情報開示、重要
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な訴訟案件の情報共有

・「共済業務・システムに係る最適化計画」対応

・その他／職員等に係る安全衛生対応、常設専門家に係る評価の適正化及び事務・事業費削減の

あり方

・２１年度監事監査指摘事項に対する評価／内部統制の強化・運用、ニーズ把握・認知度向上、

顧客情報の共有、情報セキュリティ管理関連、内部監査部門の充実

（対応状況の例）

・２２年度監事監査報告による提言を受け、新規加入者の掛金払込証明書について、新たに証明

書発行システムの開発を行い、１０月～１２月末までの新規加入者（２３年 ２１，３６６件）

に対し、翌年２月に掛金払込証明書を発行。

【２４年度】

■契約の適正化

○入札・契約の適正化

・２２年度策定の「随意契約見直し計画」に基づき、随意契約によることが真にやむを得ないも

の以外の契約については、原則として一般競争入札等により調達を行った。また、前回 1 者応

札応募であった案件については、実質的な競争性が確保されるよう、周知方法、入札参加条件

の見直し等の改善を引き続き実施し、競争性・透明性・公平性の確保に向けた取組みを引き続

き推進。

・２４年度の特殊要因として、震災復興のための仮設施設整備事業の工事契約については、被災

事業者の事業再開の早期化に応えるため、前年度に引き続き、主として緊急随意契約等により

行い竣工までの時間短縮を図った。業者選定方法については、迅速かつ継続的な供給体制の確

立が必要となることから、プレハブ建築を得意とする特定業者間の見積競争方式、被災県単位

の公募による登録業者間の見積競争方式、一般競争入札方式の３種類の方法を併用。大部分を

占めた見積競争による工事の発注に際しては、複数の協力業者から見積書等の提出を受け、機

構内に設置した４人の理事及び２人の部長を委員とする「仮設工場等工事契約先決定委員会」

で審議し業者選定を行う等、競争性、公平性の確保に努めており、業者選定に関する問題等は

生じていないことを確認。

・「契約情報の公表に関する事務取扱」に基づく契約締結情報及び関係法人との契約情報等につい

て、引き続き、適時適切にホームページに公表。

・「支出見直し計画」（２１年６月策定）に基づき、引き続き、１者応札の回避等の実質的な競争

性の確保への取組みとして、公告期間や提案書作成期間の十分な確保を図ることとしたほか、

公益法人への支出状況等をホームページに公表。

・契約事務については、国に準じた規程等に基づき適正に執行。契約事務に係る会計規程及び契

約事務取扱要領はホームページに引き続き公表。

・ホームページの入札情報については、その周知の徹底及び利便性の向上を図ることとしＲＳＳ

方式で提供。１者応札の可能性がある案件については、ホームページでの公表に加え、関連業

界団体・業界紙等へ情報提供を行うなどの取組みを引き続き実施。また、業務内容及び業務量

の明確化のため、工事や単純な入札案件を除き、調達内容に関する事前説明会を引き続き実施。

また、次回の入札手続きの参考とするため、入札辞退届による辞退理由アンケートを引き続き

実施。

・随意契約見直し方針を組織全体に反映する観点から、地域本部等において随意契約を予定する

場合には、本部契約担当理事に事前協議する仕組みを、引き続き実施。

・政府調達及び一定要件の契約事案については、調達手続きの適正化及び客観性を確保するため、

契約担当理事のほか、副理事長、総務担当理事、企画担当理事等を委員とする「入札・契約手

続委員会」にて審議（１１回開催）。

・契約事務に係る要領等の改正内容の周知や会計事務の適正化を図るため、契約実務アニュアル、

委託業務事務処理マニュアル、標準契約書等を改定し地域本部等の契約担当者に説明会を開催

するなど周知を徹底。

・外部有識者（公認会計士、弁護士、学識経験者）及び監事を委員とする「契約監視委員会」で

は、２３年度第４四半期及び２４年度上期までの契約のうち、１者応札案件を中心に点検を受

け、改善提案を受けた。

・契約監視委員会における審議概要等について機構のホームページで公表。



- 166 -

・契約監視委員会の運営にあたっては、契約事務に直接携わらない監査統括室を委員会事務局と

することで、相互牽制機能を確保。

・入札・契約の適正な実施について、２４年度監査計画に基づき監事による監査を実施。

・監査法人監査により、法人レベルの内部統制評価の一環として、発注・検収・支払等の一連の

事務プロセスの適正性や牽制機能等に関する点検を受けた。

・会計検査院及び内部監査等により指摘を受けた業務仕様書の改善、検査事務の適性化等につい

て、改善措置を講じるとともに、全職員に周知徹底。

・以上の取り組みを継続した結果、その他の随意契約について０件を達成。震災関連を除く契約

における随意契約は前年度からほぼ横這いとなった。

【件数】２３年度８２件→２４年度７８件

【金額】２３年度２８．５億円→２４年度２１．４億円

（参考：震災関連契約２４年度実績）

合計 １９７件、１０６．９億円

うち一般競争入札等 ３９件、 １１．２億円

うち随意契約 １５８件、 ９５．６億円

・２４年度の随意契約の主なものは、建物賃貸借契約、公共料金（自己保有施設における電力契

約を除く。）等の真にやむを得ないもののみ。

・一般競争入札等における落札率（予定価格に対する落札額）の平均は７７％となっており、コ

スト削減が図られている。

・２４年度の一般競争入札等に占める１者応札・応募の実績は、事前確認公募による１者応札が

１７件（１１．４億円）と前年度の１２件（２．６億円）より５件（８．８億円）増加したに

もかかわらず、全体では８４件（２９．９億円）と２３年度の８６件（２５．３億円）から２

件減少（金額は４．６億円増）となった。

・随意契約で再委託率が５０％以上の契約はない。

・関連会社（中小企業・地域シェアドサービス（株））との役務等の契約は、全て一般競争入札の

競争性のある契約形態となっている。

■四半期毎の損益状況の把握と重要業績評価指標（ＫＰＩ）の活用

・財務会計システムを有効活用し、より迅速な財務状況の把握を目的として定期的な損益状況を

確認する体制を安定的に構築し、四半期毎に財務データを役員会に報告。併せて当該四半期に

おける管理会計情報の一つとして、特定の事業を詳細に分析し報告。これにより、機構の損益

状況とともに当該事業の現状と見通しに係る活発な議論に資し業務改善実施の基礎を提供。

・重要業績評価指標（ＫＰＩ）については、追加、削除等の見直しを適宜行い、事業の進捗管理

を最適化。見直しにあたっては、全項目を対象とし、事業を直接担当する部署や職員からの提

案を反映されるよう、本部関係部門及び地域本部に対し、ヒアリングを実施。

・事業成果（アウトプット）を示すＫＰＩは、原則月次管理とし、全役員・全管理職でデータを

共有。事業効果（アウトカム）を示すＫＰＩは事業特性等に応じて時間軸を設定し、役員会又

は地域本部長会議（理事長以下監事を含む役員が出席）に報告。

・四半期の実績をもとに、３ヶ月先の状況を予想しつつ、現時点での運営又は活動方針に反映。

特に地域本部ごとの課題とその後の活動方針や組織全体として取り組むべき課題がある事業に

ついての分析と活動方針については重点的に地域本部長会議で意見交換。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

■自己収入の確保

・受益者負担のあり方については、中小企業者等の負担に配慮しつつ各種研修の受講料、イベン

ト出展料等の見直しを実施。

・２４年度の受益者負担の見直しについては、以下のとおり。

◇中小企業大学校の研修

中小企業診断士養成課程：民間の登録養成機関の受講料水準等を勘案し、２３年度より段階

的に受講料を引き上げ（２２年度１１５万円→２４年度１７０万円、２５年度１９０万円と

することを決定）。ただし、国、都道府県、商工会、商工会議所等の職員については据置。

経営後継者研修：２２年度は１１２．５万円であった受講料を１１７．５万円に引き上げ（２
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５年度１２０万円に引き上げを決定）。

◇他機関主催展示会の出展料

新事業創出支援事業による販路開拓支援の一貫として、これまで法律認定企業について他機

関主催展示会の出展料を無償としていたが、２４年度から原則出展料の１／３の受益者負担

とした（３展示会）。

・インキュベーション施設等について、収支均衡を念頭に

置きつつ、着実な施設運営を実施。

・共済業務の業務・システムの最適化については、法改正及び東日本大震災発生に伴う共済シス

テムの開発、その後の運用状況を勘案しつつ、システムの安全性・信頼性の確保の観点から、

最適化計画の改定を行うとともに、業務の効率化・合理化、利用者の利便性の維持・向上等に

向けたシステム開発のためのマスタファイルの整備等に係る請負業務先の調達手続きに着手。

・機構ＷＡＮの業務・システムの最適化については、システム管理機能の向上と効率化の一環と

して、グループウェア登録情報とファイルサーバ登録情報の統合機能の整備を行い、運用を開

始。

ＢＣＰの一環として導入した外部からのメール参照機能の運用を開始し、非常時への対策を強

化するとともに、機構外部での業務への活用を図るため試験運用を開始。

社会情報環境への対応としてタブレットやスマートフォン等を利用した情報交換の業務への利

用について、情報収集を行うとともに、情報セキュリティ面の検証を加味した実機による試験

運用を開始。

過年度に引き続き、情報セキュリティ対策の徹底として、年間実施計画を基にセキュリティ研

修等を実施。

■内部統制機能と内部監査機能の充実に向けた取組み

・全部門を対象とした「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」を更新。グループディスカッシ

ョンを通じ、業務に潜在するリスクの共有化を図るとともに、措置未了のリスクについては、

頻度・影響度の高いものから順次対処。

・内部統制活動の一環として、アドバイザー等外部専門家を活用した事業を行っている担当部署

において、ワーキングシート（Risk Control Matrix）による統制活動を実施。当該ワーキング

シートについては、記載内容の一斉見直し及び改善を行い、業務の有効性・効率性の維持、法

令遵守等を目的に、関係職員間で内容と認識の共有を図った。

・ファンド出資事業の審査プロセスにおいて、監査法人による現地調査を行うとともに、外部有

識者からなる出資先候補評価委員会を開催（１１回／再生ファンドも含む）。出資提案を受けて

いるファンド組成計画等について意見を聴取し、出資決定の参考とした。

・債務保証業務の審査プロセスにおいて、外部有識者からなる債務保証審査委員会を開催（３回）。

保証案件の適否について意見を聴取し、債務保証の決定の参考とした。

・内部監査に関しては、２４年度内部監査計画に基づき、内部監査を実施したほか、臨時監査計

画を策定した上で経理グループに対する内部監査を実施。監査の実施方法としては、地域本部

に対する内部監査チェックリスト（契約・事務プロセス、外部人材における内部統制の整備・

運用、個人情報保護、情報セキュリティ、文書管理）、本部の被監査部門に対する内部監査チェ

ックリストを個別に作成した上で当該チェックリストに基づく内部監査を実施。また、被監査

部門に対する事前調査として、事前ヒアリングを行い、監査プロセスの充実を図った。監査報

告については、監査ごとに内部監査報告書を作成した上で四半期ごとに理事長に報告。また、

情報セキュリティ監査計画に基づき、被監査部門に対して、情報セキュリティ管理規程に基づ

く対応状況のヒアリングを実施。

■内部統制に係る取組み

○マネジメント管理

・年度末に部門単位で次年度計画案（評価指標の設定を含む）を策定し、企画部が取りまとめの

上、役員会で審議。

・理事長の発案で２１年度に導入した四半期毎の損益状況把握とＫＰＩにより、損益状況や年度

計画の進捗状況の管理を徹底。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業
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務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

・この取組みに加え、事業の実績や成果調査の結果等を踏まえ、次年度以降の年度計画や予算等

に反映。

○その他内部統制の強化

・管理職研修を含む階層別研修の機会を活用したコンプライアンス研修の実施（計６回）。Ｑ＆Ａ

形式に取りまとめた事例集の配付等を通じてコンプライアンスについて役職員への周知徹底。

・企業倫理ホットライン運用の継続。

・機構のミッションや情報セキュリティ基本方針については機構ホームページで公開。

・メール誤送信によるアドレス等個人情報の漏洩防止を図るため、メールマカジン配信管理シス

テムの運用を継続。

・機構の事業利用者からの不満足の表明があった場合の処理についての基準及び手続きを定めた

「苦情処理規程」を３月に制定。２５年４月より同規程に基づき、苦情処理を適切に行ってい

くとともに、再発防止を図っていく。

・業務を行うにあたり事務ミスが発生した場合の対応についての基準及び手続を定めた「事務ミ

ス対応規程」を３月に制定。２５年４月より同規程に基づき、事務ミス対応を適切に行ってい

くとともに、再発防止を図っていく。

・内部監査の実施体制の確保と会計検査院の検査に係る調整をより的確に行う体制の確保を図る

ため、監査統括室の所掌を見直し（１０月）。

・産業基盤整備勘定における債務保証・出資業務の自己査定について、直接担当しない課による

二次査定を行うこととし、相互牽制体制を確立（３月）。

・会計検査院、財政融資資金本省資金融通先等実地監査における指摘事項等については、地域本

部を含め周知・徹底するとともに、債務保証業務及び産業用地分譲業務については組織全体で

対応する体制を構築。

・会計検査院より不当事項として指摘があった案件について、再発防止の措置を講じるとともに、

契約担当部署の長から関係部署に対して、周知徹底。

・決算処理にあたっては、あらかじめ監査日程の十分な確保及び期限の厳守、二重責任の原則の

遵守、法令等の遵守等を明記した「決算処理方針」を定め、役員会に報告するとともに、各部

門長をはじめ担当職員へ周知徹底。

○自然災害等事業継続リスクへの対応等における取組み

・事業継続に関するリスクへの対応については、東日本大震災発生時の対応の経緯を踏まえ、①

情報・通信システムの健全性の維持、②食料・飲料水、生活物資の備蓄、③安否確認システム

登録情報の充実に努めた。

・また、共済部門において、専門機関の協力により「大規模自然災害発生に対するＢＣＰ」案の

検討を進めた。今後、検討結果に基づき、推進計画を策定していく方針。

・災害による本部基幹サーバーにおけるデータの物理的ダメージを回避するため、近畿本部ファ

イルサーバとの同期により、データ保全体制を維持。

・震度５強以上の地震が発生した際、安否確認システムによる安否確認を実施。

・ＢＣＰの一環として導入した外部からのメール参照機能の運用を開始し、非常時への対策を強

化するとともに、機構外部での業務への活用を図るため試験運用を開始。

（理事長等のマネジメント）

○リーダーシップを発揮できる環境整備

・役員会要領に従い、理事長は定期的又は臨時に役員会を開催し、業務運営の基本方針に関する

事項や中期計画及び年度計画に関する事項、東日本大震災への対応等について、副理事長以下

の役職員から報告を受けるとともに、機構の業務全般について指示できる体制を構築。また、

機構の業務運営の方針の決定、業務実績の評価、決算の状況把握等、機構の業務全般について

理事長の意思を周知・徹底。

・四半期毎に理事長以下監事を含む役員が出席する地域本部長長会議を開催し、理事長が本部長

への期待を伝えるとともに、ＫＰＩや地域本部の活動状況報告を通じて地域本部の現状や抱え

る課題を把握、意見交換を行いながら解決や方針の方向性を提示。
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○法人のミッションの役職員への周知徹底

・機構のミッションの重要性や役割等については、ＴＶ会議システムを活用するなどして全役職

員に伝達するととともに、イントラネットや広報媒体の活用等により役職員に周知・徹底。

・今後の機構のあり方について本部全役職員との意見交換を行う「懇談会」を開催（３月～）。ま

た、地域本部職員との対話を積極的に実施し、機構のミッションや業務への取組み姿勢等を伝

達。

・２６年７月に機構設立後１０年の節目を迎えるに当たり、足元及び中長期の機構に対する経済

社会からの要請を踏まえつつ、機構の組織理念、業務内容、組織の基本構造、人材育成等につ

いて棚卸しを行い、あるべき姿を構築することを目的として、全職員参加型で部門横断的な検

討を指示。これを受け９月から「棚卸と改革」の検討を開始。具体的には、希望者を中心に７

つのＷＧを設置しテーマごとに課題・改善策について検討を実施したほか、全職員アンケート、

ＷＧ主査による集中討議等を行い、中間報告案を作成（２５年４月に役員会等で報告）。

○組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等

・役員会議、地域本部長会議等を活用し課題を把握。組織全体として取り組むべき重要なリスク

や新たな支援施策の実行に課題等があるものについては、要因分析等を行った上で、役員会や

地域本部長会議等において担当役職員に指示を出し、対応。

・理事長の発案により、各地域本部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支

援先企業の経営者から支援ニーズを収集（地域本部９箇所、全９回開催、９１社出席）。その結

果については、役員会で報告され、内部で情報共有するとともに、お客様の意見を参考に適宜

業務改善を実施。

・前述の役員会や地域本部長会議での役職員からの報告、ＫＰＩ等による目標の達成状況や事業

の進捗状況の確認、「お客様懇談会」での利用者のニーズや意見の把握等を通じて、機構のミッ

ションや中期計画・年度計画の達成に阻害要因（リスク）がないか洗い出しを行い、組織全体

として取り組むべき重要なリスクを把握。組織全体として取り組むべき重要なリスクや中期計

画・年度計画の進捗に遅れがあるものなどについては、要因分析等を行った上で、役員会や地

域本部長会議等において担当役職員に指示を出し、対応。

・「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」、「自然災害等事業継続リスクに対する対応」等の取組

みを推進。特に顧客となる中小企業と直接接する「アドバイザー等外部専門家」のリスクの管

理についてワーキングシートを活用した統制を実施。

・中小企業と取引・連携を行う大企業等のニーズを直接収集することを通じ、明らかになった課

題を踏まえ今後の事業のあり方について検討を指示（ものづくり中小企業を中心とした企業連

携の促進、Ｗｅｂと実際の商談会を融合した中小企業の国内外販路開拓支援、中小企業支援策

の認知度の向上 など）。

○内部統制の現状把握・課題対応計画の作成

・内部統制の現状について、各部署から上がってくる決裁文書等を通じて日常的に把握している

とともに、内部統制推進室を活用し状況を確認。

・アドバイザー等外部専門家を活用した事業においてワーキングシートを活用した統制を実施。

また、全部門を対象とした「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」を実施。

・法令上必要な手続きの漏れを防止するため、全部門・地域本部を対象に、事務・事業の実施に

係る法令手続きの実施状況を四半期毎に確認。

（監事による監査等の状況）

○法人の長のマネジメントに留意した監事監査の実施

・監事は、役員会・地域本部長会議等の重要な会議への出席や、理事長との意見交換の場を活用

するなどして、理事長のマネジメント環境の整備について検証を実施。

・特に、理事長が２１年度からに採り入れたＫＰＩによる事業進捗管理と四半期損益状況把握や、

トップとしてのメッセージを載せたイントラネットと広報媒体の活用等による役職員への機構

のミッションの重要性や役割の周知徹底等、理事長のリーダーシップの発揮について留意した

監査を実施。

○監事監査で把握した改善点等の法人の長等への報告
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・監事監査で把握した改善点等については、監事監査報告として取りまとめ、監事から理事長に

通知。

・その後、理事長から監事に対して監事監査報告書で改善等を求めた事項に関する対応措置を報

告（ＰＤＣＡの着実な実行）。

（２３年度監事監査報告書の対応確認事項）

・「独立行政法人の事務・事業の見直し基本方針」等に係る対応状況／随意契約の見直し、給与水

準の適正化等

・内部統制活動／統制環境、リスクマネジメント、統制活動、情報と伝達、モニタリング、ＩＴ

への対応 等

・窓口相談事業

・ビジネスマッチングイベント

・地域資源アンテナショップＲｉｎ常設展示場の廃止

・地域中小企業応援ファンド事業

・試作開発型事業促進施設の今後のあり方

・その他／サテライトオフィスのあり方、日本貿易振興機構との連携強化、賃貸施設の管理、事

業のスクラップ、契約のあり方、目標管理制度、大規模災害時における初動計画

・２２年度監事監査指摘事項に対する評価／ＢＣＰ 等

（対応状況の例）

・２３年度監事監査報告による提言を受け、自動車運行管理業務については、安全性やサービス

品質確保の観点から総合評価方式による入札の導入を進めた。

【２５年度】

■契約の適正化

○入札・契約の適正化

・２２年度策定の「随意契約見直し計画」に基づき、随意契約によることが真にやむを得ないも

の以外の契約については、原則として一般競争入札等により調達を行った。また、前回１者応

札応募であった案件については、実質的な競争性が確保されるよう、周知方法、入札参加条件

の見直し等の改善を引き続き実施し、競争性・透明性・公平性の確保に向けた取組みを引き続

き推進。

・２５年度震災復興のための仮設施設整備事業の工事契約については、被災事業者の事業再開の

早期化に応えるため、前年度に引き続き、主として緊急随意契約等により行い竣工までの時間

短縮を図った。業者選定方法については、特定業者間の見積競争方式、登録業者間の見積競争

方式、一般競争入札方式の３種類の方法を併用し、機構内に設置した４人の理事及び２人の部

長を委員とする「仮設工場等工事契約先決定委員会」で審議し、競争性、公平性の確保に努め

た。

・「契約情報の公表に関する事務取扱」に基づく契約締結情報及び関係法人との契約情報等につい

て、引き続き、適時適切にホームページに公表。

・「支出見直し計画」（２１年６月策定）に基づき、競争参加者拡大への取り組みとして引き続き、

競争性の確保への取組みとして、公告期間や提案書作成期間の十分な確保を図ることとしたほ

か、公益法人への支出状況等をホームページに公表。

・契約事務については、国に準じた規程等に基づき適正に執行。契約事務に係る会計規程及び契

約事務取扱要領はホームページに引き続き公表。

・ホームページの入札情報については、その周知の徹底及び利便性の向上を図ることとしＲＳＳ

方式で提供。１者応札の可能性がある案件については、ホームページでの公表に加え、関連業

界団体・業界紙等へ情報提供を行うなどの取組みを引き続き実施。また、業務内容及び業務量

の明確化のため、工事や単純な入札案件を除き、調達内容に関する事前説明会を引き続き実施。

また、次回の入札手続きの参考にするため、入札辞退届による辞退理由アンケートを引き続き

実施。

・随意契約見直し方針を組織全体に反映する観点から、地域本部等において随意契約を予定する

場合には、本部契約担当理事に事前協議する仕組みを、引き続き実施。

・政府調達及び一定要件の契約事案については、調達手続きの適正化及び客観性を確保するため、

契約担当理事のほか、副理事長、総務担当理事、企画担当理事等を委員とする「入札・契約手

続委員会」にて審議（１７回開催）。
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・契約事務に係る各マニュアルの改正内容の周知や会計事務の適正化を図るため、契約実務アニ

ュアル、委託業務事務処理マニュアル、標準契約書等を改定し地域本部等の契約担当者に説明

会を開催するなど周知を徹底。

・外部有識者（公認会計士、弁護士、学識経験者）及び監事を委員とする「契約監視委員会」で

は、２４年度後半及び２５年度前半の契約のうち、１者応札案件を中心に点検を受けた。

・契約監視委員会における審議概要等について機構のホームページで公表。

・契約監視委員会の運営にあたっては、契約事務に直接携わらない監査統括室を委員会事務局と

することで、相互牽制機能を確保。

・入札・契約の適正な実施を図るため、２５年度監査計画に基づき監事による監査を実施。

・監査法人監査により、法人レベルの内部統制評価の一環として、発注・検収・支払等の一連の

事務プロセスの適正性や牽制機能等に関する点検を受けた。

・以上の取り組みを継続した結果、その他の随意契約について、２４年度に引き続き０件を達成。

震災関連等を除く契約における随意契約は前年度から増加。

【件数】２４年度７８件→２５年度９５件

【金額】２４度２１．４億円→２５年度２３．４億円

（参考：震災関連契約２５年度実績）

合計 ３７件、１５．０億円、

うち一般競争入札等 ４件、 １．６億円

うち随意契約 ３３件、１３．４億円

（参考：創業関連契約及び再生関連契約２５年度実績）

合計 １４１件、３３．６億円

うち一般競争入札等４７件、 ７．３億円

うち随意契約 ９４件、２６．３億円

・２５年度の随意契約の主なものは、建物賃貸借契約、公共料金（自己保有施設における電力契

約を除く。）等の真にやむを得ないもののみ。

・一般競争入札等における落札率（予定価格に対する落札額）の平均は７７％となっており、コ

スト削減が図られている。

・２５年度の一般競争入札等に占める一者応札・応募の実績は、事前確認公募による一者応札が

２４件（１８．４億円）と前年度の１７件（１１．４億円）より７件（７．０億円）増加した。

また、全体では１００件（４４．０億円）と２４年度の８４件（２９．９億円）から１６件増

加（金額は１４．１億円増）となった。

・随意契約で再委託率が５０％以上の契約はない。

・関連会社（中小企業・地域シェアドサービス（株））との役務等の契約は、全て一般競争入札の

競争性のある契約形態となっている。

・財務会計システムを有効活用し、より迅速な財務状況の把握を目的として定期的な損益状況を

確認する体制を安定的に構築し、四半期毎に財務データを役員会に報告。併せて当該四半期に

おける管理会計情報の一つとして、特定の事業を詳細に分析し報告。これにより、機構の損益

状況とともに当該事業の現状と見通しに係る活発な議論に資し業務改善実施の基礎を提供。

・重要業績評価指標（ＫＰＩ）については、追加、削除等の見直しを適宜行い、事業の進捗管理

を最適化。見直しにあたっては、全項目を対象とし、事業を直接担当する部署や職員からの提

案を反映されるよう、本部関係部門及び地域本部に対し、ヒアリングを実施。

・事業成果（アウトプット）を示すＫＰＩは、原則月次管理とし、全役員・全管理職でデータを

共有。事業の状況を把握、予想しつつ、現時点での運営又は活動方針に反映。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

■自己収入の確保

・受益者負担のあり方については、中小企業者等の負担に配慮しつつ各種研修の受講料の見直し

を実施。

・２５年度の受益者負担の見直しについては、以下のとおり。

◇中小企業大学校の研修
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中小企業診断士養成課程：民間の登録養成機関の受講料水準等を勘案し、２３年度より段階

的に受講料を引き上げ（２２年度１１５万円→２５年度１９０万円）。ただし、国、都道府県、

商工会、商工会議所等の職員については据置。

経営後継者研修：２２年度は１１２．５万円であった受講料を１２０万円に引き上げ。

・インキュベーション施設等については、収支均衡を念頭に置きつつ着実な業務運営を実施。

・共済業務の業務・システムの最適化については、システムの安全性・信頼性の確保の観点から、

２４年度に改定した最適化計画を踏まえ、業務の効率化・合理化、利用者の利便性の維持・向

上等に向けたシステム開発に係る請負業務先を選定し、マスタファイル整備等の実施を開始。

また、マスタファイル整備等の実施に伴う機器導入一式の調達手続きに着手。

・機構ＷＡＮの業務・システムの最適化については、システム管理機能の向上と効率化の一環と

して、業務用クライアントパソコン３７５台の更新、ＷＡＮ二重化回線の更新及び災害用モバ

イル網の整備、グループウェア機能及びメール送受信機能の見直しと新規導入を実施。

■内部統制機能と内部監査機能の充実に向けた取組み

・全部門を対象とした「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」を実施。頻度、影響度、組織目

標達成への貢献度などの視点から、各部門において最優先で対応するリスクを洗い出した上で、

共有。併せて、措置未了のリスクについては、頻度・影響度の高いものから順次対処を進めて

いる。

・ファンド出資事業の審査プロセスにおいて、監査法人による現地調査を行うとともに、外部有

識者からなる出資先候補評価委員会を開催（１０回／再生ファンドも含む）。出資提案を受けて

いるファンド組成計画等について意見を聴取し、出資決定の参考とした。

・債務保証業務の審査プロセスにおいて、外部有識者からなる債務保証審査委員会を開催（２回）。

保証案件の適否について意見を聴取し、債務保証の決定の参考とした。

・内部監査に関しては、２５年度内部監査計画策定に当たり、主務省検査指摘事項を重点監査項

目として監査を実施。実施にあたっては、被監査部門への事前ヒアリング後、内部監査チェッ

クリストを策定し、当該チェックリストに基づく内部監査を実施。監査後には監査結果説明会

を開催し、「監査結果」に対する被監査部門の「事実及び問題認識」及び「改善方針」を求める

等の対応を行い、その後のフォローアップとして、監査指摘事項の対応状況をモニタリングし

て監査手続きの充実を図った。

・情報セキュリティ監査計画に基づき、情報システム基盤センターに対する情報セキュリティ監

査を実施。

・監査結果については、監査ごとに内部監査報告書を作成し四半期ごとに理事長に報告。

○マネジメント管理

・年度末に部門単位で次年度計画案（評価指標の設定を含む）を策定し、企画部が取りまとめの

上、届出。

・四半期毎の損益状況把握により、損益状況の進捗状況の管理を徹底。

・全役員・全管理職等が損益状況や事業の進捗状況を共有することにより、組織全体としての業

務改善や予算執行計画の見直し等を実施。

・この取組みに加え、事業の実績や成果調査の結果等を踏まえ、次年度以降の年度計画や予算等

に反映。

○その他内部統制の強化

・管理職研修を含む階層別研修の機会を活用したコンプライアンス研修の実施（計５回）。Ｑ＆Ａ

形式に取りまとめた事例集の配付等を通じてコンプライアンスについて役職員への周知徹底。

・企業倫理ホットラインの運用を継続。

・機構のミッションや情報セキュリティ基本方針については機構ホームページで公開。

・メール誤送信によるアドレス等個人情報の漏洩防止を図るため、メールマカジン配信管理シス

テムの運用を継続。

・機構の事業利用者からの不満足の表明があった場合の処理についての基準及び手続きを定めた

「苦情処理規程」に基づき、再発防止策を策定する等、苦情処理を適切に実施。

・業務を行うにあたり事務ミスが発生した場合の対応についての基準及び手続を定めた「事務ミ

ス対応規程」に基づき、再発防止策を策定する等、事務ミス対応を適切に実施。

・「苦情処理規程」及び「事務ミス対応規程」については、２６年３月に制定の「コンプライアン
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ス対応規程」に内容を含んだ上で廃止し、２６年４月より同規程に基づいて苦情処理、事務ミ

ス対応及びコンプライアンス対応等について適切に行っていくとともに、再発防止を図る。

・独立行政法人通則法に基づく主務省検査での指摘事項については、プロジェクトチームによる

会合（４回）を開催し、改善対応について進捗状況を確認、管理を実施。また、同チームにお

ける作業を監督する委員会を１回開催。指摘事項については、全て適切に対応。

・産業基盤整備勘定における債務保証業務・出資金管理業務については、内部監査を実施し、主

務省指摘事項への対応状況を確認。

・会計検査院より改善の処置を要求された地域ファンド融資事業等に係る事項については、指摘

の趣旨を踏まえ、必要とされる基金の規模を把握するための指標を都道府県に示すなどして、

都道府県が適時適切に基金の見直しを行えるよう所要の措置を講じた。

・決算処理にあたっては、あらかじめ監査日程の十分な確保及び期限の厳守、二重責任の原則の

遵守、法令等の遵守等を明記した「決算処理方針」を定め、役員会に報告するとともに、各部

門長をはじめ担当職員へ周知徹底。※２４年度と同じ記載

○自然災害等事業継続リスクへの対応等における取組み

・事業継続に関するリスクへの対応については、東日本大震災発生時の対応の経緯を踏まえ、①

情報・通信システムの健全性の維持、②食料・飲料水、生活物資の備蓄、③安否確認システム

登録情報の充実に努めた（継続）。

・災害による本部基幹サーバーにおけるデータの物理的ダメージを回避するため、近畿本部ファ

イルサーバとの同期により、データ保全体制を維持（継続）。【情報基盤 C】

・ＢＣＰの一環として外部環境でのメール利用を可能とする機能の運用を実施（継続）。

（理事長等のマネジメント）

○リーダーシップを発揮できる環境整備

・役員会要領に従い、理事長は定期的又は臨時に役員会を開催し、業務運営の基本方針に関する

事項や中期計画及び年度計画に関する事項等について、副理事長以下の役職員から報告を受け

るとともに、機構の業務全般について指示できる体制を構築。また、機構の業務運営の方針の

決定、業務実績の評価、決算の状況把握等、機構の業務全般について理事長の意思を周知・徹

底。

・理事長のリーダーシップのもと、日本再興戦略や小規模事業者への支援の重点化など国の政策

展開に貢献する強化業務を定め、２６年度から始まる第３期中期計画に反映。販路支援部の新

設など組織体制を整備し、その取組に着手。

・第３期中期計画を着実に実施していくため、理事長が担当役員及び地域本部長に対し、主要業

務の目標達成のための具体的な取組みを中心にヒアリング、意見交換を開始。

・主に四半期毎に理事長以下監事を含む役員が出席する地域本部長会議を開催し、理事長が本部

長への期待を伝えるとともに、地域本部の活動状況報告を通じて地域本部の現状や抱える課題

を把握、意見交換を行いながら解決や方針の方向性を提示。

・理事長の発意により、機構の認知度向上を図るため、動画共有サイト（ＹｏｕＴｕｂｅ）、ＳＮ

Ｓ、フェイスブックを活用した広報活動を実施。

・幹部職員の円滑な情報交換、事務所以外での情報収集を行うため、タブレット型情報端末を導

入。

・本部及び地域本部の各拠点間の情報共有を円滑に行うた

め、双方向の機能性を従来よりも向上させたテレビ会議

システムを導入。

○法人のミッションの役職員への周知徹底

・機構のミッションの重要性や役割等については、ＴＶ会議システムを活用するなどして全役職

員に伝達するととともに、イントラネットや広報媒体の活用等により役職員に周知・徹底。

・今後の機構のあり方について本部役職員との意見交換を行う「懇談会」を開催（２５年３月～）

し、機構のミッションや業務への取組み姿勢等を伝達。

・２６年７月に機構設立後１０年の節目を迎えるに当たり、足元及び中長期の機構に対する経済

社会からの要請を踏まえつつ、機構の組織理念、業務内容、組織の基本構造、人材育成等のあ

るべき姿を構築することを目的として、２６年４月に業務改善推進室の設置を決定し、より一
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層の見直しを推進。

○組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等

・役員会議、地域本部長会議等を活用し課題を把握。組織全体として取り組むべき重要なリスク

や新たな支援施策の実行に課題等があるものについては、要因分析等を行った上で、役員会や

地域本部長会議等において担当役職員に指示を出し、対応。

・各地域本部において「お客様懇談会」を開催。理事長自らが出席し、支援先企業の経営者から

支援ニーズを収集（５地域本部５箇所、全５回開催、４７社出席）。その結果については、役員

会で報告され、内部で情報共有するとともに、お客様の意見を参考に適宜業務改善を実施。

・機構内の情報共有化を促進するための部長級による情報連絡会議を開始。

・前述の役員会や地域本部長会議での役職員からの報告、「お客様懇談会」での利用者のニーズや

意見の把握等を通じて、機構のミッションや中期計画・年度計画の達成に阻害要因（リスク）

がないか洗い出しを行い、組織全体として取り組むべき重要なリスクを把握。組織全体として

取り組むべき重要なリスクや中期計画・年度計画の進捗に遅れがあるものなどについては、要

因分析等を行った上で、役員会や地域本部長会議等において担当役職員に指示を出し、対応。

・「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」、「自然災害等事業継続リスクに対する対応」等の取組

みを推進。

○内部統制の現状把握・課題対応計画の作成

・全部門を対象とした「業務リスクの洗出し及び対応状況調べ」を実施。

・法令上必要な手続きの漏れを防止するため、全部門・地域本部を対象に、事務・事業の実施に

係る法令手続きの実施状況を四半期毎に確認（継続）。

（監事による監査等の状況）

○法人の長のマネジメントに留意した監事監査の実施

・監事は、役員会・地域本部長会議等の重要な会議への出席や、理事長との意見交換の場を活用

するなどして、理事長のマネジメント環境の整備について検証を実施。

・特に、理事長が２１年度からに採り入れたＫＰＩによる事業進捗管理と四半期損益状況把握や、

トップとしてのメッセージを載せたイントラネットと広報媒体の活用等による役職員への機構

のミッションの重要性や役割の周知徹底等、理事長のリーダーシップの発揮について留意した

監査を実施。

○監事監査で把握した改善点等の法人の長等への報告

・監事監査で把握した改善点等については、監事監査報告として取りまとめ、監事から理事長に

通知。

・その後、理事長から監事に対して監事監査報告書で改善等を求めた事項に関する対応措置を報

告（ＰＤＣＡの着実な実行）。

（２４年度監事監査報告書の対応確認事項）

・「独立行政法人の事務・事業の見直し基本方針」等に係る対応状況／随意契約の見直し、人件費・

管理運営の適正化

・内部統制に係る体制整備の取組状況／内部監査体制の整備、監事監査の実効性確保のための体

制整備

・契約

・経営理念、業務内容、組織基本機能、人材育成に係る棚卸と改革

・事務所のあり方

・賃貸施設

・２３年度監事監査指摘事項に対する評価
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４．財務内容の改善に関する事項

（１）財務内容の改善

［中期目標の内容］

・繰越欠損金が発生している小規模企業共済勘定については、安全かつ効率的な資産運用に留意

しつつ、繰越欠損金の解消に向けた中期目標期間中の削減計画を策定することにより、その削

減に努める。

・施設整備等勘定及び出資承継勘定については、収支を改善するための取組みを着実に実行する。

・産業投資特別会計から出資を受けて実施した出資承継勘定のベンチャー企業に対する出資につ

いては、投資先の経営状況を適切に把握する等、適切に管理し、株式処分を促進する。

・産業投資特別会計による出資承継勘定の出資先法人（三セク）に対する出資については、適切

に経営状況の把握を行い、事業運営の改善を求め、経営状況の悪化が見込まれる場合は、関係

省庁及び他の出資者とも協議の上、可能な限り早期の株式処分を図る。

・その他出資事業については、出資先の経営状況を適切に把握するとともに、出資者として、当

該事業の政策的意義、地域経済への諸影響に留意しつつ、業務の改善等株主としての権利を活

用して適切に対処する。

・出資業務、債務保証業務、融資業務、施設整備等業務、共済業務といった財務の健全化を確保

すべき業務については、貸倒実績等を踏まえ、債権管理の徹底等を行うなど、適切な措置を講

じる。

［事業の実績］

■小規模企業共済勘定

○運用利回り

（２１年度） ４．１７％

（２２年度） ０．８７％

（２３年度） １．６２％

（２４年度） ４．５６％

（２５年度） ４．２８％

○小規模企業共済勘定の損益等

（２１年度） 繰越欠損金 ７，６０２億円

（２２年度） 繰越欠損金 ７，７４０億円

（２３年度） 繰越欠損金 ７，３３２億円

（２４年度） 繰越欠損金 ４，６２１億円

（２５年度） 繰越欠損金 ２，０００億円 （機構発足時 ９，３６３億円）

■施設整備等勘定

○インキュベーション施設等

・収支状況等の分析を行うとともに、大学や地方公共団体、支援機関等と連携した

入居者誘致活動を実施。

○産業用地分譲業務

・市況低迷下でも設備投資の動きのある環境・新エネルギー関連を中心に、需要調

査、関連イベントの出展等による企業発掘、アプローチを実施した結果、リチウムイオン電池

企業等の誘致を実現。

○土地割賦譲渡債権及び貸付債権の管理

・本部及び地域本部が一体となってモニタリングを実施し、債務者情報や審査情報等を共有する

など、債権管理を強化。
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・個別債務先の財務内容を分析することなどにより状況に応じた適切な管理を実施するとともに、

返済条件変更に係る運用指針に基づき、中長期的な資金収支等の検証を行い、債権回収の最大

化に注力。

○三セク出資（頭脳三セク及びＯＡ三セク）

・出資目的に照らし、経営状況、地方公共団体等の支援状況等も踏まえて出資を継続する必要性

の有無について出資三セクごとに判断。

・株主総会への出席や、決算時及び日常的なヒアリングを通じて、経営状況を適切に把握すると

ともに、事業の政策的意義、地域経済への諸影響に留意しつつ、業務の改善を求めるなど、株

主としての権利を活用して適切に対処。

■施設整備等勘定の損益等

（２１年度）当期総損失 ３億円、繰越欠損金 １８５億円

（２２年度）当期総損失 ０．７億円、繰越欠損金 １８５億円

（２３年度）当期総利益 １億円、繰越欠損金 １８４億円

（２４年度）当期総利益 ０．８億円、繰越欠損金 １８３億円

（２５年度）当期総損失 ０．２億円、繰越欠損金 １８４億円

（機構発足時繰越欠損金 ２２１億円）

■出資承継勘定

○旧産業基盤整備基金から承継した出資先ベンチャー企業の管理

・投資先の経営状況を適切に把握しつつ株式処分の可能性について検討。投資先企業と売却の協

議を実施。

○ファンドの管理（１ファンド）

・施策情報の提供や他ファンドにおける成功事例の発信等を通じて、ファンド運営会社の事業活

動を支援。

・モニタリングシート（ファンドクローズ管理用）を活用した管理を実施。

○出資事業（特定出資法人、繊維事業三セク）

・出資目的に照らし、経営状況、地方公共団体等の支援状況等も踏まえて出資を継続する必要性

の有無について出資三セクごとに判断。

・決算の報告等を通じて経営状況の把握を行うとともに、経営健全化計画の進捗状況についてヒ

アリングを行うなど、適切な管理を実施。

・中期目標計画期間中において、地方公共団体との協議等を実施。関係する地方公

共団体に対し支援強化を要請。

（２１年度）全８社に対し、地方公共団体含め延べ２９回の協議等を実施。

（２２年度）全８社に対し、地方公共団体含め延べ４１回の協議等を実施。

（２３年度）全８社に対し、地方公共団体含め延べ３９回の協議等を実施。

（２４年度）全７社に対し、地方公共団体含め延べ３５回の協議等を実施。

（２５年度）全６社に対し、地方公共団体含め延べ３６回の協議等を実施。

○出資承継勘定の損益等

（２１年度）当期総損失 ５億円、繰越欠損金 １５億円

（２２年度）当期総損失 １億円、繰越欠損金 １６億円

（２３年度）当期総損失 ０．５億円、繰越欠損金 １７億円

（２４年度）当期総損失 ０．５億円、繰越欠損金 １７億円

（２５年度）当期総利益 ２億円、繰越欠損金 １５億円

（機構発足時繰越欠損金 １５億円）

■その他出資先の管理

○出資事業（高度化三セク、中心市街地三セク等）

・出資目的に照らし、経営状況、地方公共団体等の支援状況等も踏まえて出資を継続する必要性

の有無について出資三セクごとに判断。
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・株主総会への出席や、決算時及び日常的なヒアリングを通じて、経営状況を適切

に把握するとともに、事業の政策的意義、地域経済への諸影響に留意しつつ、業務の改善を求め

るなど、株主としての権利を活用して適切に対処。

・課題を抱えている出資先や経営状況が芳しくない出資先に対しては、別途経営状況ヒアリング

や経営改善会議を通じて、経営改善計画の策定を要請するなどの取組みを実施。高度化三セクに

あっては巡回助言訪問を実施。

・地方公共団体等との協議等回数

（２１年度）７２社延べ２２６回。うち経営改善等協議は２２社延べ７５回。

（２２年度）５８社延べ１９１回。うち経営改善等協議は２６社延べ５５回。

（２３年度）５４社延べ１８６回。うち経営改善等協議は３８社延べ１１７回。

（２４年度）５２社延べ１６５回。うち経営改善等協議は３８社延べ７６回。

（２５年度）５０社延べ１４４回。うち経営改善等協議は３５社で延べ５９回。

※ＦＡＺ三セク

・上記出資事業のうち、産業基盤整備勘定の三セク（ＦＡＺ三セク）については、決算

の報告等を通じて経営状況の把握を行うとともに、経営健全化計画の進捗状況に

ついてヒアリングを行うなど、適切な管理を実施。

・地方公共団体との協議等回数

（２１年度）２７回、（２２年度）３４回、（２３年度）４２回、（２４年度）３６回、

（２５年度）４１回

■出資三セク事業全体のまとめ

・機構が株式を保有する第三セクターについては、２１年度期首時点では１０２社、２

５年度期末時点では９４社。

・株主総会への出席や、決算時及び日常的なヒアリングを通じて、経営状況を適切

に把握するとともに、事業の政策的意義、地域経済への諸影響に留意しつつ、業

務の改善を求めるなど、株主としての権利を活用して適切に対処している。

・地方公共団体等との協議等回数

（２１年度）１０２社延べ３３８回。うち経営改善等協議３１社延べ９７回。

（２２年度）８７社延べ２９８回。うち経営改善等協議３４社延べ７１回。

（２３年度）８２社延べ２４７回。経営改善等協議５９社延べ１７６回。

（２４年度）７９社延べ２２５回。経営改善等協議６３社で延べ１０９回。

（２５年度）７５社延べ２０６回実施。経営改善等協議６０社で延べ９６回。

■一般勘定

＜高度化事業＞

○都道府県と連携した不良債権処理

・都道府県の高度化担当者に対して、債権管理・回収に関する知識の向上を支援するための研究

会を開催。

（２１年度）５回、（２２年度）３回、（２３年度）２回、（２４年度）３回、（２５年度）２回

○不良債権処理の推進

・１７年度末の不良債権額１，７６５億円を２２年度までの５年間で概ね半減する目標を達成。

２２年度末不良債権額８５３億円

（削減率 ５１．７％≧５０．０％）

・これらの取組みなどにより

２５年度末不良債権額 ８９９億円、うち破産更生債権等 ４６６億円

○確実な貸付審査の実施

・現地支援等を積極的に行うとともに、都道府県との連携を密にし、計画初期段階から事業計画

の内容を把握することなどにより確実な審査を実施。

○一般勘定の損益等
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（２１年度）当期総損失 １億円、利益剰余金 ２５億円

（２２年度）当期総損失 １１５億円、繰越欠損金 ９５億円

（２３年度）当期総利益 １６０億円、利益剰余金 ６２億円

（２４年度）当期総利益 ４５億円、利益剰余金 ９４億円

（２５年度）当期総利益 １８２億円、利益剰余金 ２７４億円

■中小企業倒産防止共済勘定

・中小企業倒産防止共済制度における共済金貸付回収業務については、延滞発生直後の早期督促、

回収業務に関わる各種マニュアルの充実・改訂、債権保全調査員への業績評価及び定期的なモ

ニタリングの実施、職員及び債権保全調査員等への研修の実施等の回収向上を図るための各種

対策を継続的に実施し、累計回収率は８５．３％と高水準を維持。回収を進めるにあたっては、

制度運営に支障を来すことのないよう、着実な回収に取り組むと同時に、債務者の経営環境に

も配慮し、個別にきめ細かく対応するよう留意。

（累計回収率の推移：１９年度８５．１％、２０年度８５．２％、２１年度８５．３％、２２

年度８５．３％、２３年度８５．３％、２４年度８５．３％）

・債権保全調査員の回収活動に関わるモニタリングを実施（調査報告書に基づいて債権管理回収

役による進捗状況の精査と指導）。

・支払督促や仮差押等の法対応の迅速化及び償却の促進。

（２１年度）

事業貸付金残高 １，３４６億円（貸倒引当金 ▲２１３億円）

破産更生債権等 ２８６億円 （貸倒引当金 ▲２８６億円）

当期総利益 ０．０４億円

完済手当金準備基金・異常危険準備基金繰入 ２３億円

（２２年度）

・事業貸付金残高 １，１９５億円 （貸倒引当金 ▲２３９億円）

・破産更生債権等 ２８８億円 （貸倒引当金 ▲２８８億円）

・貸倒引当金繰入 ９１億円 うち東日本大震災に係る影響額 ３３億円

・当期総利益 ４億円

（２３年度）

・事業貸付金残高 １，０７０億円 （貸倒引当金 ▲２０５億円）

・破産更生債権等 ２４９億円 （貸倒引当金 ▲２４９億円）

・貸倒引当金戻入益 ６億円

・当期総利益 ４億円

・利益剰余金 ８億円

（２４年度）

・事業貸付金残高 ９５０億円 （貸倒引当金 ▲１５６億円）

・破産更生債権等 ２１４億円 （貸倒引当金 ▲２１４億円）

・貸倒引当金戻入益 ３１億円

・当期総損失 １億円

・利益剰余金 ７億円

・在籍件数の増加に伴う共済掛金収入の増（２３年度比＋６６３億円、＋８９％）

（２５年度）

・事業貸付金残高 ８４３億円 （貸倒引当金 ▲１２５億円）

・破産更生債権等 １９４億円 （貸倒引当金 ▲１９４億円）

・貸倒引当金戻入益 ６億円

・当期総利益 １億円

・利益剰余金 ７億円

・在籍者件数の増加に伴う共済掛金収入の増（２４年度比＋４２２億円、＋２９．９％）

■産業基盤整備勘定

○債務保証業務

・新規保証先については、確実な審査を実施し、保証後は業況に応じ適切な管理を実施。

・延滞・条件変更先及び業況悪化先については、貸付金融機関と連携し、状況の把握に努め、経
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営の改善を促し、業況に応じた層別管理を施した。

・回収の難易度に応じた求償権の効率的な管理を実施。回収を推進するため、債権管理・回収の

専門的知識と経験を有する専門員を活用し、管理回収を促進。また、実地調査により求償先の

状況を的確に把握し、状況に応じた回収交渉を促進

・回収実績等

（２１年度）

回収実績０．４億円、２１年度中の増額先１先、２１年度の求償権償却はなし

（２２年度）

回収実績０．２億円、求償権償却は２件､０．５億円

（２３年度）

回収実績０．２億円、求償権償却は２件、５億円

（２４年度）

回収実績０．２億円、求償権償却は５件､５．６億円

（２５年度）

回収実績０．１億円、求償権償却は２件､１．１億円

求償権残高 ２６億円

○産業基盤整備勘定の損益等

（２１年度）

総利益 ５億円、利益剰余金 ２１億円うち前中期目標期間繰越積立金 １７億円

（２２年度）

総損失 ３億円、利益剰余金 １８億円うち前中期目標期間繰越積立金 １７億円

（２３年度）

総利益 ０．５億円、前中期目標期間繰越積立金取崩額 ２億円

利益剰余金 １６億円 うち前中期目標期間繰越積立金 １５億円

（２４年度）

総利益 ０．２億円、前中期目標期間繰越積立金取崩額 ９億円

利益剰余金 ８億円 うち前中期目標期間繰越積立金 ６億円

（２５年度）

総利益 １０億円、前中期目標期間繰越積立金取崩額 ０．０２億円

利益剰余金 １８億円 うち前中期目標期間繰越積立金 ６億円

■工業再配置等業務特別勘定

○産業用地分譲等

・企業への譲渡及び地方公共団体等への一括譲渡により、業務期限の定められた全ての用地を譲

渡。

○土地割賦譲渡債権管理等

・本部及び地域本部が一体となってモニタリングを実施し、債務者情報や審査情報

等を共有するなど、債権管理を強化。

・個別債務先の財務内容を分析することなどにより状況に応じた適切な管理を実施

するとともに、返済条件変更に係る運用指針に基づき、中長期的な資金収支等の

検証を行い、債権回収の最大化に注力。

○工業再配置等業務特別勘定の損益等

（２１年度）

当期総利益０円、利益剰余金１３７億円、前中期目標期間繰越積立金１３７億円

（２２年度）

当期総利益０円、利益剰余金１０５億円、前中期目標期間繰越積立金１０５億円

（２３年度）

当期総利益３０億円、利益剰余金１３５億円、前中期目標期間繰越積立金１０５億円

（２４年度）

当期総利益０円、利益剰余金１０７億円、前中期目標期間繰越積立金７７億円
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（２５年度）

当期総利益７億円、利益剰余金１０５億円、前中期目標期間繰越積立金６８億円

■産炭地域経過業務特別勘定

○産業用地分譲等

・企業への譲渡及び地方公共団体への一括譲渡により、業務期限の定められた全

ての用地を譲渡。８団地を完売。

○土地割賦譲渡債権及び貸付債権管理

・本部及び地域本部が一体となってモニタリングを実施し、債務者情報や審査情報

等を共有するなど、債権管理を強化。

・個別債務先の財務内容を分析することなどにより状況に応じた適切な管理を実施

するとともに、返済条件変更に係る運用指針に基づき、中長期的な資金収支等の

検証を行い、債権回収の最大化に注力。

○産炭地域経過業務特別勘定の損益等

（２１年度～２５年度）

・当期総利益 ０円

・利益剰余金 ０円

■資金の運用

・独立行政法人通則法第４７条の規定による余裕金の運用に当たっては、同法のほ

か当機構法、経済産業省告示及び当機構内規に従い、その時々の金利情勢等を踏まえ、運用の安

全性・確実性を確保し、決済資金及び事業資金における予定外の収入の落ち込みや資金需要等に

備えられるよう流動性を確保するとともに、収益稼得のための効率性・収益性をできるだけ確保

することを基本方針とし、満期保有を原則として運用。

・運用計画については、年度初に運用総額等を定めた年間運用計画を作成し、必要

に応じて運用計画の見直しを行い、理事長の決裁を得て役員会に報告し、運用実績については、

毎月担当理事に、四半期ごとに役員会に報告することにより資金運用体制に適切なガバナンスが

課されている。２５年度においては、２４年度に引き続き、被災中小企業施設・設備整備支援事

業資金及び産業復興機構への出資など東日本大震災の対応に係る資金需要について円滑に対応

するとともに、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（２２年１２月７日閣議決定）

及び期中の運用環境や金利情勢の変化を踏まえた資金の運用を実施。

・運用収入実績

（２１年度）３９億円、（２２年度）３５億円、（２３年度）３０億円

（２４年度）２８億円、（２５年度）２６億円

（２）保有資産の見直し等

［中期目標の内容］

・保有財産の見直し等について、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成２２年１

２月７日閣議決定）を踏まえた措置を講じるものとする。

・特に、一般勘定資産については、２，０００億円を不要財産として、平成２３年度からの原則

４年間の分割で国庫納付するものとする。その際、小規模企業共済勘定の繰越欠損金の状況に

よる機構全体の債務超過や緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥ることがないよう、

財務の健全性を確保することに留意するものとする。

［事業の実績］

○職員宿舎

【２１年度】

・職員宿舎の廃止･集約化に係る計画に基づき、区分所有宿舎３９戸については、２
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１年１０月に入札を行い、売却を実行。八雲寮については、２２年３月に「職員宿舎

跡地売却」の公示を行い、２２年４月に入札を実施。

【２２年度】

・職員宿舎の廃止･集約化に係る計画に基づき、所有宿舎跡地（八雲独身寮跡地）に

ついては、２２年４月に入札を行い、売却を実行。

【２３年度】

・職員宿舎の廃止・集約化に係る計画（２０年３月策定）に基づき職員宿舎の廃止、

改修工事を実施した宿舎への集約化等の取り組みを継続実施。

【２４年度】

・「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成２４年１２月１４日公

表）に示された方針に従い、現在の入居職員が退去次第廃止することとした借り上げ宿舎（５宿

舎）について、２４年度末までに３宿舎を廃止。

所有宿舎（５宿舎）については、存置と所有宿舎近辺の借上げ宿舎への移行とのコスト比較を行

ったところ、存置の方が経済的であることから、継続して使用することを決定（２４年度利用率

５８％）。

【２５年度】

・「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成２４年１２月１４日公表）に示さ

れた方針に従い、現在の入居職員が退去次第廃止することとした借り上げ宿舎（５宿舎）につい

て、２５年度末までに３宿舎を廃止。

所有宿舎（５宿舎）については、存置と所有宿舎近辺の借上げ宿舎への移行とのコスト比較を行

ったところ、存置の方が経済的であることから、継続して使用することを決定（２５年度利用率

５７％）。

・宿舎制度の見直しにより、借上上限額見直し、自己負担の増額等を行い、宿舎に係る法定外福

利費を大幅に削減（２０年度比６３．０％の削減）。

・職員宿舎の廃止・集約化に係る計画（２０年３月策定）に基づき職員宿舎の廃止、改修工事を

実施した宿舎への集約化等の取り組みを継続実施。

２０年３月末時点：自己所有１３７戸、区分所有３９戸

２６年３月末時点：自己所有１０３戸（▲３４戸）、区分所有０戸（▲３９戸）

廃止宿舎数（所有）：７３戸（▲４１．５％）

【２１年度】

・地方事務所については、日本貿易振興機構の事務所との共用化等施設の徹底的

な効率利用・連携促進の一環として両機関の施設を有効活用すべく、会議室等の

相互利用を実施（機構５支部 計３８回、うち日本貿易振興機構会議室使用２６回、

機構会議室使用１２回）。 また、機能統合のあり方について主務省と協議を開始。

【２４年度】

・地方事務所については、日本貿易振興機構の事務所との共用化等施設の徹底的

な効率利用・連携促進の一環として両機関の施設を有効活用すべく、会議室等の相互利用を実施

（機構８地域本部 計５５回、うち日本貿易振興機構会議室使用２０回、機構会議室使用３５回）。

また、中小企業の海外展開支援に係る相互連携を強化し、利用者利用者の利便性

を図ること及び効果的な支援を行うことを目的として日本貿易振興機構とワンスト

ップサービスに係る業務協力に関する合意書を締結。

【２５年度】

・近畿本部について日本貿易振興機構大阪本部と同一ビルに入居（Ｈ２６．１）。

また、すでに同一ビルに入居している東北、沖縄その他の事務所についても、会議室の相互利用

の促進等を図っているところ（機構会議室３９回、日本貿易振興機構会議室３３回）。

・日本貿易振興機構と展示会やセミナーで連携することで中小企業の海外進出に係る業務の総合

的支援を実施。

【２３年度】

・地域資源アンテナショップＲＩＮ常設展示場は２３年度をもって廃止。
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○試作開発型事業促進施設

【２１年度】

・譲渡先として想定される相手方、方法、譲渡を行う時点、譲渡に当たっての技術的

課題の検討を実施。

・３施設について、地元の地方公共団体に対して、譲渡に向けたヒアリングを実施。

・施設ごとの収支及び将来の収支見通しを作成・分析し、稼働率の低い施設につい

ては、地方公共団体等と連携して重点的な企業誘致活動を実施。

（２１年度末平均入居率 ７５．７％、入居者数 ４０社）

・各施設の管理業務の一部を一括してアウトソーシングをすることで、業務の効率

化を実施。

【２２年度】

・５施設について、立地する地方公共団体に対し、将来的な移管に向けたヒアリング

を実施。２１年度にヒアリングを行った３施設と合わせ、全８施設について、地方公

共団体に対するヒアリングを完了。

【２３年度】

・試作開発型事業促進施設１施設について、将来的な移管に向けて、地方公共団体

と協議を開始。

【２４年度】

・試作開発型事業促進施設７施設について、入居企業等への譲渡または地方公共

団体等への移管に向けて、地方公共団体と協議中。

【２５年度】

・試作開発型事業促進施設について、入居企業等への譲渡または地方公共団体等

への移管に向けて、関係地方公共団体と協議中。

○インキュベーション施設

【２１年度】

・今後の取扱方針について検討中。２２年度、引き続き検討を行う予定。

・施設ごとの収支及び将来の収支見通しを作成・分析し、稼働率の低い施設につい

ては、地方公共団体等と連携して重点的な企業誘致活動を実施。

（２１年度末平均入居率 ８８．９％、入居者数 ５４６社）

・各施設の管理業務の一部を一括してアウトソーシングをすることで、業務の効率

化を実施。

・インキュベーション施設（１施設）において、収支均衡に向けて、約１７％の賃料値

上げを実施（２１年７月１日以降に締結する賃貸借契約に適用）。

【２３年度】

・インキュベーション施設２施設について、将来的な移管に向けて、地方公共団体と

協議を開始。

・２２年度の平均入居率が低い施設（７０％未満）について、施設運営・企業誘致の強化に取り

組んだ結果、いずれも入居率が改善（７０％以上）。

【２４年度】

・インキュベーション施設において、将来的な地方公共団体等への施設及び事業の

移管の観点から、運営期間が長い施設から移管等に向けた地方公共団体等との

協議を開始。併せて成功事例の輩出や入居率の改善等、将来の移管を円滑に進めるための基盤づ

くりの取組みを実施。

・将来的な移管方法等の検討の一環として、一部の地方公共団体と意見交換等を実

施。

・２３年度の平均入居率が低い１施設（７０％未満）について、施設運営・企業誘致の

強化に取り組んだ結果、入居率が改善（７０％以上）。

【２５年度】

・インキュベーション施設について、将来的な地方公共団体等への施設及び事業の

移管の観点から、運営期間が長い施設から移管等に向けた地方公共団体等との協議を開始すると

ともに、成功事例の輩出や入居率の改善等、将来の移管を円滑に進めるための基盤づくりの取組
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みを実施。

・２４年度の平均入居率が低い２施設（７０％未満）については、地方公共団体等と連携した入

居者誘致活動などの入居率改善に向けた取組みを実施。

○工業用水道施設

【２１年度】

・機構が運営管理している田川工業用水道施設については、理事長以下役員が率

先して関係地方公共団体、受水企業等とねばり強く交渉してきた結果、２５年度末

までに移管することで福岡県と合意。

【２２年度】

・田川工業用水道施設を２５年度末までに地方公共団体へ移管するため、工業用水

道事業承継に関する覚書に基づき、設備の更新工事に着手。

【２３年度】

・田川工業用水道運営業務の終了に向けた取組みについては、福岡県との協議に

基づき、施設の更新工事等必要な工事の実施、給水区域追加の大臣認可の取得

等、同県への早期移管に向けた所要の措置を実施。

【２４年度】

・田川工業用水道運営業務の終了に向けた取組みについては、福岡県との協議に

基づき、必要な施設更新工事等を実施。また、同県の同意のもと、移管の前提とな

る水利組合及び関係市町との覚書・確認書の変更を実施。

【２５年度】

・田川工業用水道については、２６年１月に福岡県と譲渡契約を締結し、３月に

移管を完了。

【２１年度】

・旧法人時代に取得した福利厚生施設（宿泊施設会員権）については、その利用状

況、保有に係る経費、保有の必要性等の検討を行った上で、供用廃止を決定（２２年３月）。

【２２年度】

・福利厚生施設として利用する共有持分権については、２２年６月に売却を決定し、

評価委員会の承認を得て１０月に入札公告を実施。

【２３年度】

・福利厚生施設として利用する共用持分権については、売却価格及び売却手法の

変更について評価委員会の意見聴取し、売却を完了（３月）。

【２２年度】

・第１種信用基金については２３年３月に２８億円を国庫納付。

【２２年度】

・第２種信用基金については、経過業務に係る債務保証残高の減少に応じて基金額

の見直しを実施し、２２年８月に０.４億円を国庫納付。

【２３年度】

・第２種信用基金については、経過業務に係る債務保証残高の減少に応じて基金額

の見直しを実施し、１.６億円を国庫納付（８月）。

【２４年度】

・第２種信用基金については、経過業務に係る債務保証残高の減少に応じて基金額

の見直しを実施し、１０月に０.２億円を国庫納付。

・事業再生円滑化債務保証、事業再構築円滑化等債務保証について、２３年度末ま

での実績を踏まえ、基金規模の見直しを実施し、３月に８１億円を国庫納付。

【２５年度】

・第２種信用基金については、経過業務に係る債務保証残高の減少に応じて基金額

の見直しを実施し、９月に１５百万円を国庫納付。

【２２年度】
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・産業基盤整備勘定の出資等業務に係る出資金については、その一部（４億円）を２

３年３月に国庫納付。

【２２年度】

・施設整備等勘定における出資先第３セクターの清算による回収金３．３億円を２３

年３月に国庫納付。

【２３年度】

・産炭地域振興事業債調整分利子補給資金等交付金については、利子補給事業の

終了に伴い、その残余を国庫納付（０．１億円、１１月）。

【２３年度】

・一般勘定資産については、機構全体の財務の状況や震災復興等緊急の中小企業

対策等に対する資金需要等を踏まえつつ国庫納付を実施（５００億円 ３月）。

【２４年度】

・一般勘定資産については、東日本大震災の発生により二重ローン対策など緊急

の中小企業対策等に必要な資金確保を求められたことから、主務省と協議を行

い、緊急の中小企業対策等への支出を優先。

【２５年度】

・一般勘定資産については、東日本大震災に係る二重ローン対策など緊急の中小

企業対策等に必要な資金確保を求められたことから、主務省と協議を行い、緊急

の中小企業対策等への支出を優先。

【２４年度】

・一般勘定における前中期目標期間繰越積立金については、終了した事業の残余

額１．３億円及び旧繊維法に基づく業務についてその実施に必要となる額を除いた額８．６億円

について国庫納付を実施。

■その他実物資産

○中小企業大学校 ※各大学校の施設活用状況：校外研修等を除く

・旭川校

（２１年度）研修回数５８回、全受講者数１，３２８人、３，７３３人日

（２２年度）研修回数６８回、全受講者数１，６８５人、４，５１１人日

（２３年度）研修回数７０回、全受講者数１，３９２人、３，５６０人日

（２４年度）研修回数７３回、全受講者数１，５０１人、３，８３７人日

（２５年度）研修回数７６回、全受講者数１，５３９人、４，４１３人日

・仙台校

（２１年度）研修回数４８回、全受講者数１，２２１人、５，６４３人日

（２２年度）研修回数４４回、全受講者数１，３４８人、６，１９２人日

（２３年度）研修回数２６回、全受講者数７４８人、４，２０８人日

（２４年度）研修回数５５回、全受講者数１，１４５人、５，５６３人日

（２５年度）研修回数５６回、全受講者数１，５３７人、６，６４５人日

・三条校

（２１年度）研修回数３８回、全受講者数１，２０８人、４，９１５人日

（２２年度）研修回数３５回、全受講者数１，１３４人、４，８５５人日

（２３年度）研修回数４１回、 全受講者数１，１８９人、４，４５０人日

（２４年度）研修回数５４回、全受講者数１，３８９人、４，８４７人日

（２５年度）研修回数５０回、全受講者数１，３６７人、５，２１２人日

・東京校

（２１年度）研修回数１２４回、全受講者数３，９０７人、４７，６８７人日
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（２２年度）研修回数１１８回、全受講者数３，８１５人、４８，５０４人日

（２３年度）研修回数１２０回、全受講者数３，９５６人、４０，５５５人日

（２４年度）研修回数１１９回、全受講者数４，１０６人、４１，７４９人日

（２５年度）研修回数１３７回、全受講者数４，８１２人、４９，６６２人日

・瀬戸校

（２１年度）研修回数３６回、全受講者数１，１３４人、５，６６９人日

（２２年度）研修回数４１回、全受講者数１，１６８人、５，７６１人日

（２３年度）研修回数３６回、全受講者数１，０５１人、４，９０３人日

（２４年度）研修回数４８回、全受講者数１，２０７人、５，７２４人日

（２５年度）研修回数５３回、全受講者数１，２６３人、５，９５７人日

・関西校

（２１年度）研修回数３３回、全受講者数１，１６５人、６，６３６人日

（２２年度）研修回数３５回、全受講者数１，２６３人、７，３８６人日

（２３年度）研修回数４５回、全受講者数１，４１８人、７，５６４人日

（２４年度）研修回数５８回、全受講者数１，７７６人、８，７１４人日

（２５年度）研修回数６５回、全受講者数１，９４９人、１０，１２８人日

・広島校

（２１年度）研修回数５０回、全受講者数１，４１２人、６，９５３人日

（２２年度）研修回数５１回、全受講者数１，４４３人、６，８２２人日

（２３年度）研修回数５９回、全受講者数１，６５２人、７，２８０人日

（２４年度）研修回数７２回、全受講者数１，８８７人、８，７１３人日

（２５年度）研修回数６９回、全受講者数１，８２４人、８，０５０人日

・直方校

（２１年度）研修回数６５回、全受講者数１，５３２人、５，８９３人日

（２２年度）研修回数６９回、全受講者数１，７０４人、５，７７１人日

（２３年度）研修回数７９回、全受講者数１，６３６人、５，５６４人日

（２４年度）研修回数８２回、全受講者数１，６９７人、５，９２４人日

（２５年度）研修回数８１回、全受講者数１，５２８人、５，３７４人日

・人吉校

（２１年度）研修回数４０回、全受講者数９４９人、４，０２３人日

（２２年度）研修回数３６回、全受講者数 ８９７人、４，５５４人日

（２３年度）研修回数４１回、全受講者数７９７人、４，３５１人日

（２４年度）研修回数７２回、全受講者数１，０８１人、４，５０３人日

（２５年度）研修回数６８回、全受講者数１，０４３人、４，２９８人日

・地域活性化や地域支援機関との連携強化を図るため、地域支援機関、中小企業等

に研修の場を提供するとともに、地域団体に交流の場を提供するなど、施設の有

効活用を促進。

・東京校施設の売却等の処分については、宿泊を伴う長期研修の実施が困難なこ

とに加え、施設の一部を売却することについても地元中小企業団体等から強い反対があったた

め、施設売却を行わず有効活用する方策を経済産業省とともに検討。その対応として、①短期研

修は小規模事業者等の利便性向上のため都心にサテライト校を設置、②東京校は長期研修に重点

化、③サテライト校への移転に伴って不要となる宿泊施設にて先進的な創業促進事業を実施する

ことに変更。

・受益者負担のあり方については、中小企業者等の負担に配慮しつつ各種研修の

受講料の見直しを実施

○中心市街地都市型産業基盤施設
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・中心市街地活性化に資する施設については、適切な運営管理、積極的な活用を推進し、高い平

均入居率を確保。

（２１年度）９４．３％、（２２年度）９４．３％、（２３年度）９３．２％、

（２４年度）９１．９％、（２５年度）９０．９％

○その他実物資産等

【２１年度】

・中小企業者及び中小企業支援機関の支援を行うに当たり、現場重視の視点から全国に支部等を

展開。事務所については、利用者の利便性と効率性を勘案し、賃借にて設置。

・地域資源の認定企業等の商品（常時約１，６００アイテム）を展示・販売し、顧客の商品に対

する評価および生の声を事業者にフィードバックするため、東京表参道にアンテナショップ「Ｒ

ｉｎ」を賃借にて設置（来店者数 ７５，０３７人／年）。

【２２年度】

・中小企業者及び中小企業支援機関の支援を行うにあたり、現場重視の視点から全国に支部等を

展開。事務所については、利用者の利便性と効率性を勘案し、賃借にて設置。

・地域資源の認定企業等の商品（常時約１，６００アイテム）を展示・販売し、顧客の商品に対

する評価および生の声を事業者にフィードバックするため、東京表参道にアンテナショップ「Ｒ

ｉｎ」を賃借にて設置（来店者数 ７５，９１８人／年）。

・福利厚生施設として利用する共有持分権については、２２年６月に売却を決定し、評価委員会

の承認を得て１０月に入札公告を実施。

【２３年度】

・地域資源アンテナショップＲＩＮ常設展示場は２３年度をもって廃止。

・福利厚生施設として利用する共用持分権については、売却を完了（３月）。

・中小企業者及び中小企業支援機関の支援を行うにあたり、現場重視の視点から全

国に支部等を展開。事務所については、利用者の利便性と効率性を勘案し、賃借にて設置。賃料

改定時期にある事務所については賃料改定交渉を実施。

【２４年度】

・中小企業者及び中小企業支援機関の支援を行うにあたり、現場重視の視点から全国に地域本部

等を展開。事務所については、利用者の利便性と効率性を勘案し、賃借にて設置。虎ノ門事務

所を含む３事務所で賃料改定を実施。

【２５年度】

・中小企業者及び中小企業支援機関の支援を行うにあたり、現場重視の視点から全

国に地域本部等を展開。事務所については、利用者の利便性と効率性を勘案し、

賃借にて設置。

・近畿本部について日本貿易振興機構大阪本部と同一ビルに入居（Ｈ２６．１）。

■金融資産

【２１年度】

・機構の金融資産の保有の必要性、規模の適切性について検討を実施。共済契約

者の共済金等に係る機構全体の財産に対する先取特権が法定されている趣旨を踏まえると、資金

の国庫納付によって機構の財産的基盤が削がれ、契約者の期待や機構全体の事業基盤が損なわ

れことが懸念されるため、一定の財産を保有しておく必要があると判断。

【２３年度】

・金融資産については、全勘定においてその使途、保有の必要性の判断を行うとと

もに、会計検査院による指摘を踏まえ、勘定・経理区分及び機構全体の財務状況等を勘案し、

必要に応じて国庫納付を実施。

一般勘定 ５００億円（３月）

なお、前中期目標期間繰越積立金のうち繰越事由が終了したものについて国庫

納付することとして、主務省等と協議を実施。

産業基盤整備勘定 １．６億円（８月）

小規模企業共済勘定 ０．８億円※（１２月）

※運営費交の清算収益化額に相当する額の資金。

【２４年度】
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・金融資産については、全勘定においてその使途、保有の必要性の判断を行うとと

もに、会計検査院による指摘を踏まえ、勘定・経理区分及び機構全体の財務状況

等を勘案し、必要に応じて国庫納付を実施。

産業基盤整備勘定（経過業務） ０．２億円（１０月）

産業基盤整備勘定（基金規模見直し）８１億円（３月）

なお、前中期目標期間繰越積立金のうち繰越事由が終了したものについて国庫

納付することとして、主務省等と協議を実施。

一般勘定（終了業務）１．３億円（９月）

一般勘定（旧繊維） ８．６億円（９月）

【２５年度】

・金融資産については、全勘定においてその使途、保有の必要性の判断を行うとと

もに、会計検査院による指摘等を踏まえ、国庫納付を実施。

産業基盤整備勘定（経過業務）１５百万円（９月）

一般勘定資産 ４５億円（３月）

■知的財産

【２１年度】

・工業所有権（特許権）については、旧中小企業総合事業団時代、バイドール法適用

前の研究開発等助成事業を実施した際の工業所有権を保有（１０件 1 百万円）。

委託を受けた研究開発実施者等において、使用の必要が生じた場合は当該工業

所有権の使用を許諾。

・管理においては、補助金適正化法の規定に基づき処分制限期間（８年間）を保有

の期限と設定し、当該期間を経過した工業所有権については、逐次、権利放棄をし

てきており、今後についても同様に権利放棄していく計画。

・戦略的基盤技術高度化支援事業２６プロジェクト（２１年１１月事業終了）について

は、日本版バイドール制度に則り、研究開発実施者からの必要な同意を取りつけ

た上で、特許権を研究実施者の帰属としている。なお、研究開発実施者の特許の

出願等に必要な、機構への事前報告等の事務手続きについては、委託契約書の

条項等に則り適切に実施。

・商標権については、ロゴや制度の愛称（経営セーフティ共済）等、利用者保護の観

点から必要と判断したものについて登録し管理。

【２２年度】

・工業所有権（特許権）については、旧中小企業総合事業団時代、バイドール法適用

前の研究開発等助成事業を実施した際の工業所有権を保有（９件 ０．４百万円）。

委託を受けた研究開発実施者等において、使用の必要が生じた場合は当該工業

所有権の使用を許諾。

・管理においては、補助金適正化法の規定に基づき処分制限期間（８年間）を保有

の期限と設定し、当該期間を経過した工業所有権については、逐次、権利放棄をし

てきており、今後についても同様に権利放棄していく計画。

・戦略的基盤技術高度化支援事業２６プロジェクト（２１年１１月事業終了）について

は、日本版バイドール制度に則り、研究開発実施者からの必要な同意を取りつけ

た上で、特許権を研究実施者の帰属としている。

なお、研究開発実施者の特許の出願等に必要な、機構への事前報告等の事務手

続きについては、委託契約書の条項等に則り適切に実施。

・商標権については、ロゴや制度の愛称（経営セーフティ共済）等、利用者保護の観

点から必要と判断したものについて登録し管理。

【２３年度】

・工業所有権（特許権）については、旧中小企業総合事業団時代、バイドール法適用

前の研究開発等助成事業を実施した際の工業所有権を保有し、補助金適正化法

の規定に基づき処分制限期間（８年間）を保有の期限と設定し管理を実施。当該期

間を経過した工業所有権については、逐次、権利放棄してきており、２４年度に全

て権利放棄予定（２３年度末 ２件 ０．０９百万円）。

・戦略的基盤技術高度化支援事業２６プロジェクト（２１年１１月事業終了）について
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は、日本版バイドール制度に則り、研究開発実施者からの必要な同意を取りつけ

た上で、特許権を研究実施者の帰属としている。

なお、研究開発実施者の特許の出願等に必要な、機構への事前報告等の事務手

続きについては、委託契約書の条項等に則り適切に実施。

・商標権については、ロゴや制度の愛称（経営セーフティ共済）等、利用者保護の観

点から必要と判断したものについて登録し管理。

【２４年度】

・工業所有権（特許権）については、２４年度末までに全て権利放棄。

・戦略的基盤技術高度化支援事業２６プロジェクト（２１年１１月事業終了）について

は、日本版バイドール制度に則り、研究開発実施者からの必要な同意を取りつけた上で、特許権

を研究実施者の帰属としている。

なお、研究開発実施者の特許の出願等に必要な、機構への事前報告等の事務手

続きについては、委託契約書の条項等に則り適切に実施。

・商標権については、ロゴや制度の愛称（経営セーフティ共済）等、利用者保護の観

点から必要と判断したものについて登録し管理。

【２５年度】

・商標権については、ロゴや制度の愛称（ジェグテック、経営セーフティ共済）等、利

用者保護の観点から必要と判断したものについて登録し管理。

５．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

（１）予算計画（別紙１）

（２）収支計画（別紙２）

（３）資金計画（別紙３）

６．短期借入金の限度額

■短期借入金の実績

（２１年度）３３億円、（２２年度）２４億円、（２３年度）１９億円、

（２４年度）１５億円、（２５年度）１７億円

７．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

【２１年度】

・職員宿舎の廃止･集約化に係る計画に基づき、区分所有宿舎３９戸については、２

１年１０月に入札を行い、売却を実行。八雲寮については、２２年３月に「職員宿舎

跡地売却」の公示を行い、２２年４月に入札を実施予定。

【２２年度】

・職員宿舎の廃止･集約化に係る計画に基づき、所有宿舎跡地（八雲独身寮跡地）に

ついては、２２年４月に入札を行い、売却を実行。

【２４年度】

中小企業大学校仙台校の土地等の一部について、宮城県の要請を受け、譲渡。

８．剰余金の使途

【２２年度】

・中小企業倒産防止共済勘定の利益剰余金は、償却資産の減価償却に充当する。

【２３年度】

・一般勘定の利益剰余金については、新事業展開の促進、経営基盤の強化、再生

支援等に係る業務に充当。

・産業基盤整備勘定の利益剰余金については、債務保証業務に充当。

・中小企業倒産防止共済勘定の利益剰余金については、償却資産の減価償却に充

当。
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・工業再配置等業務特別勘定の利益剰余金については、産業用地業務に充当。

【２４年度】

・一般勘定の利益剰余金については、新事業展開の促進、経営基盤の強化、再生

支援等に係る業務に充当。

・産業基盤整備勘定の利益剰余金については、債務保証業務に充当。

・中小企業倒産防止共済勘定の利益剰余金については、償却資産の減価償却に充

当。

・工業再配置等業務特別勘定の利益剰余金については、産業用地業務に充当。

【２５年度】

・一般勘定の利益剰余金については、新事業展開の促進、経営基盤の強化、再生

支援等に係る業務に充当。

・産業基盤整備勘定の利益剰余金については、債務保証業務に充当。

・中小企業倒産防止共済勘定の利益剰余金については、中小企業倒産防止共済業

務に充当。

・工業再配置等業務特別勘定の利益剰余金については、産業用地業務に充当。

９．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

（１）施設及び設備に関する計画

【２１年度】

・小金井宿舎及び旭が丘宿舎の一部の耐震・改修工事を実施（２１年度工事等費用

は、３０４百万円）。

・中小企業大学校の修繕については、内容の緊急性、重要性を考慮し、研修実施に

負担のないように整備を実施。

・工場、事業場の整備に関して、地方公共団体から要請実績なし。

【２２年度】

・祖師谷宿舎改修工事等を実施（２２年度工事等費用は、１６９百万円）。

・田川工業用水道施設を２５年度末までに地方公共団体へ移管するため、工業用水

道事業承継に関する覚書に基づき、設備の更新工事に着手。

【２３年度】

・中小企業大学校各校において修繕を実施。

・港北宿舎及び府中宿舎の改修工事を実施（２３年度工事等費用は、１０２百万円）。

・福岡県との協議に基づき、施設の更新工事等必要な工事の実施、給水区域追加

の大臣認可の取得等、同県への早期移管に向けた所要の措置を実施。

・東日本大震災への対応として、著しい被害を受けた中小企業等のために工場・事

業場・店舗等の整備等を実施。

完成件数 ４６市町村、３１８案件

【２４年度】

・中小企業大学校各校において修繕を実施。

・田川工業用水道運営業務の終了に向けた取組みについては、福岡県との協議に

基づき、必要な施設更新工事等を実施。また、同県の同意のもと、移管の前提とな

る水利組合及び関係市町との覚書・確認書の変更を実施。

・東日本大震災への対応として、著しい被害を受けた中小企業等のために工場・事

業場・店舗等の整備等を実施。

累計完成件数 ５０市町村、５７５案件

【２５年度】

・中小企業大学校各校において修繕を実施。

・田川工業用水道については、移管に必要な設備更新を完了。

・東日本大震災への対応として、著しい被害を受けた中小企業等のために工場・事

業場・店舗等の整備等を実施。

累計完成件数 ５１市町村、６１６案件
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（２）人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

【２１年度】

・中小企業の経営課題解決等のための支援業務に重点的に人員を配置。

・また、人員数については期初の常勤職員数７９２人に対し、２１年度末時点の同職

員数を７７４人とし、引き続き人員を抑制。

※専門職員、嘱託職員等を含む常勤職員数は期初８８０人に対し、２１年度末８２９人。

【２２年度】

・中小企業の経営課題解決等のための支援業務に重点的に人員を配置。

・また、人員数については期初（２１年度）の常勤職員数７９２人に対し、２２年度末時

点の同職員数を７３３人とし、引き続き人員を抑制。

※任期付職員等を含む常勤職員数は期初（２１年度）８８０人に対し、２２年度末７９

４人。

【２３年度】

・中小企業の経営課題解決等のための支援業務に重点的に人員を配置。

・また、人員数については期初（２２年度）の常勤職員数７９１人に対し、２３年度末時

点の同職員数を７１５人とし、引き続き人員を抑制。

※任期付職員等を含む常勤職員数は期初（２２年度）８６２人に対し、２３年度末７６

８人。

【２４年度】

・中小企業の経営課題解決等のための支援業務に重点的に人員を配置するととも

に、引き続き、東日本大震災への対応に必要な人員として２８人（２４年度期初）を

配置。

・特に海外販路開拓支援に注力するため、国際化支援担当として全国で兼務者８３

人（７月）を配置。

・また、人員数については期初（２３年度）の常勤職員数７４５人に対し、２４年度末時

点の同職員数を６９２人とし、引き続き人員を抑制。

※任期付職員等を含む常勤職員数は期初（２３年度）８１８人に対し、２４年度末７５９人。

【２５年度】

・中小企業の経営課題解決等のための支援業務に重点的に人員を配置するととも

に、引き続き、東日本大震災への対応に必要な人員として１７人（２５年度期初）を

配置。

・中小企業の国内外への販路開拓支援や大企業等が発する技術ニーズと中小企業

のマッチング支援体制の抜本的な強化を図るため、２５年１０月に販路支援部を創

設し３５人を配置。

・また、人員数については第２期中期計画の期初（２１年度）の常勤職員数７９２人に

対し、２５年度末時点の同職員数を６８９人とし、引き続き人員を抑制。

※任期付職員等を含む常勤職員数は第２期中期計画の期初（２１年度）８８０人に対し、２５

年度末７６０人。

（３）積立金の処分に関する事項

【２１年度】

・前中期目標期間の最終事業年度末における積立金２５８億円については、主務大臣の承認を受

けて前中期目標期間繰越積立金として２１４億円（うち中期計画で定めるものとして１９２億

円）計上。４４億円を国庫納付。

・一般勘定（繊維業務を除く）に係る中期目標期間を超える債務負担行為

前中期目標期間繰越積立金 １８億円

２１年度充当額 １７億円

２１年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １億円

・産業基盤整備勘定（第二種信用基金に係る債務保証業務）

前中期目標期間繰越積立金 １７億円

２１年度充当額 ０億円
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２１年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １７億円

・一般勘定（機構法附則第８条に掲げる旧繊維法に係る業務）

前中期目標期間繰越積立金 １４億円

２１年度充当額 ５億円

２１年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ９億円

・工業再配置等業務特別勘定(機構法附則５条に掲げる産業用地分譲業務)

前中期目標期間繰越積立金 １４３億円

２１年度充当額 ６億円

２１年度末前中期目標期間繰越積立金残高１３７億円

【２２年度】

・主務大臣の承認を受けた前中期目標期間繰越積立金（２１年度末残高１８０億円）

については、下記の事業・業務等に充当（充当額３７億円、２２年度末残高１４３億円）。

・一般勘定（機構法附則第８条に掲げる旧繊維法に係る業務を含む）

２１年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ２６億円

２２年度充当額 ５億円

２２年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ２１億円

・産業基盤整備勘定(第二種信用基金に掲げる債務保証業務)

２１年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １７億円

２２年度充当額 ０億円

２２年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １７億円

・工業再配置等業務特別勘定（機構法附則第５条に掲げる産業用地分譲業務）

２１年度末前中期目標期間繰越積立金残高１３７億円

２２年度充当額 ３２億円

２２年度末前中期目標期間繰越積立金残高１０５億円

【２３年度】

・主務大臣の承認を受けた前中期目標期間繰越積立金（２２年度末残高１４３億円）については、

下記の事業・業務等に充当（充当額６億円、２３年度末残高１３７億円）。

また、事務・業務が終了したものについては、国庫納付を行うこととして、関係省庁と協議を

開始

・一般勘定（機構法附則第８条に掲げる旧繊維法に係る業務を含む）

２２年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ２１億円

２３年度充当額 ４億円

２３年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １７億円

・産業基盤整備勘定(第二種信用基金に掲げる債務保証業務)

２２年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １７億円

２３年度充当額 ２億円

２３年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １５億円

・工業再配置等業務特別勘定（機構法附則第５条に掲げる産業用地分譲業務）

２２年度末前中期目標期間繰越積立金残高１０５億円

２３年度充当額 ０億円

２３年度末前中期目標期間繰越積立金残高１０５億円

【２４年度】

・主務大臣の承認を受けた前中期目標期間繰越積立金（２３年度末残高１３７億円）については、

下記の事業・業務等に充当（充当額 ４９億円）。また、事務・業務が終了したものについては、

国庫納付を実施（１０億円）。

２４年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ８８億円

・一般勘定（機構法附則第８条に掲げる旧繊維法に係る業務を含む）

２３年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １７億円

２４年度充当額 ３億円

２４年度国庫納付額 １０億円

２４年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ４億円

・産業基盤整備勘定(第二種信用基金に掲げる債務保証業務)

２３年度末前中期目標期間繰越積立金残高 １５億円
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２４年度充当額 ９億円

２４年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ６億円

・工業再配置等業務特別勘定（機構法附則第５条に掲げる産業用地分譲業務）

２２年度末前中期目標期間繰越積立金残高１０５億円

２４年度充当額 ２７億円

２４年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ７７億円

【２５年度】

・主務大臣の承認を受けた前中期目標期間繰越積立金（２４年度末残高８８億円）については、

下記の事業・業務等に充当（充当額１１億円）。

２５年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ７７億円

・一般勘定（機構法附則第８条に掲げる旧繊維法に係る業務を含む）

２４年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ４億円

２５年度充当額 １億円

２５年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ３億円

・産業基盤整備勘定(第二種信用基金に掲げる債務保証業務)

２４年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ６億円

２５年度充当額 ２百万円

２５年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ６億円

・工業再配置等業務特別勘定（機構法附則第５条に掲げる産業用地分譲業務）

２４年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ７７億円

２５年度充当額 １０億円

２５年度末前中期目標期間繰越積立金残高 ６８億円

（４）その他機構の業務の運営に関し必要な事項



別紙①

【予算】 （単位：百万円）

収入 7,846,748 697,778 27,654 10,926 6,251,713 784,476 24,239 48,788 1,173

運営費交付金 139,187 109,629 － － 21,741 7,817 － － －

その他の補助金等 104,192 104,171 － 21 － － － － －

政府出資金 83,900 58,900 25,000 － － － － － －

借入金等 45,065 1,415 － － － － 2,600 41,050 －

貸付等回収金 2,981,928 387,877 － 415 2,344,448 247,432 － 1,756 －

貸付金利息 44,523 11,822 － 87 31,530 984 － 100 －

業務収入 3,168,125 10,053 308 9,770 2,617,685 502,608 21,201 5,410 1,091

運用収入 1,262,116 5,982 2,338 151 1,228,885 24,452 74 152 82

受託収入 5,157 4,839 － 8 － － 310 － －

その他収入 12,554 3,091 9 474 7,424 1,182 54 319 1

支出 6,584,848 601,302 12,673 11,236 5,442,786 438,396 23,734 54,603 118

業務経費 3,503,891 130,851 910 5,476 3,133,110 221,143 5,809 6,499 94

貸付金 2,834,724 309,086 － － 2,308,912 216,725 － － －

他勘定貸付金 18,500 18,500 － － － － － － －

出資金 73,341 73,327 － － － － － － 14

受託経費 4,888 4,570 － 8 － － 310 － －

借入金等償還 73,306 3,955 － 5,048 － － 16,900 47,403 －

支払利息 937 11 － 115 107 － 354 351 －

代位弁済費 132 － 132 － － － － － －

一般管理費 7,319 5,099 120 257 656 528 361 289 11

その他支出 67,808 55,904 11,512 331 － － － 61 －

※端数処理の関係で合計が合わないことがあります。

第二期中期目標期間（21年4月～26年3月）の実績

合計 一般勘定
産業基盤
整備勘定

施設整備等
勘定

小規模企業
共済勘定

中小企業倒産
防止共済勘定

工業再配置等
業務特別勘定

産炭地域経過
業務特別勘定

出資承継
勘定
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別紙②

【収支計画】 （単位：百万円）

費用の部 3,983,704 175,708 3,328 10,204 3,212,938 547,942 21,093 11,624 867

経常費用 3,957,686 172,819 3,328 10,188 3,210,591 530,687 20,121 9,092 861

業務経費 3,892,179 137,872 1,352 9,015 3,207,632 513,551 15,321 6,602 833

受託経費 4,868 4,550 － 8 － － 310 － －

一般管理費 24,904 17,104 373 1,008 2,171 1,745 1,351 1,123 28

減価償却費 5,405 4,153 － 1 739 511 2 － －

引当金繰入 29,043 8,800 1,600 14 － 14,869 2,707 1,053 －

財務費用 938 130 － 115 41 5 350 297 －

その他の費用 350 211 2 27 8 6 79 17 0

臨時損失 26,017 2,889 － 16 2,347 17,255 973 2,533 5

固定資産売却除却損 4,327 1,871 － － 2 12 0 2,443 －

有価証券売却損 1,458 － － － 1,458 － － － －

投資有価証券売却損 806 － － － 804 － － － 2

関係会社株式処分損 137 28 － 16 － － － 90 3

販売用不動産譲渡損 973 － － － － － 973 － －

完済手当金準備基金繰入 17,201 － － － － 17,201 － － －

異常危険準備基金繰入 42 － － － － 42 － － －

国庫納付金 1,073 990 － － 83 － － － －

第二期中期目標期間（21年4月～26年3月）の実績

合計 一般勘定
産業基盤
整備勘定

施設整備等
勘定

小規模企業
共済勘定

中小企業倒産
防止共済勘定

工業再配置等
業務特別勘定

産炭地域経過
業務特別勘定

出資承継
勘定
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収益の部 4,792,959 198,174 3,527 9,998 4,003,309 548,674 17,333 11,624 319

経常収益 4,750,873 172,764 2,533 9,799 4,001,277 539,087 14,388 10,711 314

運営費交付金収益 138,444 109,487 － － 21,018 7,939 － － －

資産見返運営費交付金戻入 3,021 2,536 － － 438 47 － － －

資産見返補助金等戻入 1,366 1,002 － － 52 2 － 310 －

補助金等収益 18,892 11,826 － 21 － － － 7,044 －

貸付金利息 44,163 11,822 － 87 31,530 624 － 100 －

事業収入 4,423,527 23,794 186 9,177 3,850,782 522,410 13,967 2,980 232

受託収入 5,157 4,839 － 8 － － 310 － －

財務収益 15,936 5,972 2,339 151 1,035 6,132 74 152 82

責任準備金戻入益 91,567 － － － 91,567 － － － －

支払備金戻入 4,807 － － － 4,807 － － － －

倒産防止共済基金戻入益 1,892 － － － － 1,892 － － －

その他の収益 2,099 1,485 9 355 48 40 37 125 1

臨時利益 42,087 25,410 994 199 2,033 9,588 2,945 913 5

生命保険会社株式会社化割当分配金 2,016 － － － 2,016 － － － －

関係会社株式評価損戻入益 64 33 4 6 － － 1 19 2

貸倒引当金戻入益 31,981 24,100 117 53 － 4,214 2,710 787 －

保証債務損失引当金戻入益 854 39 815 － － － － － －

賞与引当金戻入益 0 － － － － － － － 0

退職給付引当金戻入益 1,361 799 58 140 16 6 234 103 3

完済手当準備基金戻入益 2,743 － － － － 2,743 － － －

異常危険準備基金戻入益 2,593 － － － － 2,593 － － －

償却債権取立益 475 439 － － － 32 － 4 －

純利益（△純損失） 809,256 22,467 199 △205 790,371 732 △3,760 － △548

13,255 4,637 1,102 － － 12 7,504 － －

総利益（△総損失） 822,511 27,104 1,301 △205 790,371 745 3,743 － △548

※端数処理の関係で合計が合わないことがあります。

工業再配置等
業務特別勘定

産炭地域経過
業務特別勘定

出資承継
勘定

前中期目標期間繰越積立金取崩額

合計 一般勘定
産業基盤
整備勘定

施設整備等
勘定

小規模企業
共済勘定

中小企業倒産
防止共済勘定
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別紙③

【資金計画】 （単位：百万円）

資金支出 18,301,712 3,428,157 318,638 74,019 12,061,000 2,128,528 97,535 132,983 60,853

業務活動による支出 6,320,012 430,142 1,667 5,861 5,435,274 434,804 6,710 5,430 123

投資活動による支出 11,823,718 2,936,653 304,634 62,694 6,619,364 1,692,259 73,300 74,183 60,630

財務活動による支出 139,535 57,230 12,300 5,379 234 88 16,901 47,404 －

次期中期目標期間への繰越金 18,447 4,132 36 84 6,128 1,377 623 5,966 101

資金収入 18,301,712 3,428,157 318,638 74,019 12,061,000 2,128,528 97,535 132,983 60,853

業務活動による収入 6,930,019 547,757 2,684 11,155 5,522,568 816,253 20,912 7,514 1,177

運営費交付金による収入 139,187 109,629 － － 21,741 7,817 － － －

その他の補助金等 102,597 102,547 － 50 － － － － －

貸付等回収金 2,889,417 295,148 － 334 2,344,448 247,755 － 1,732 －

事業収入 3,216,143 11,440 315 9,952 2,634,300 534,201 19,701 5,144 1,091

受託収入 9,582 9,211 － 96 － － 276 － －

その他の収入 573,092 19,781 2,369 723 522,079 26,481 935 638 86

投資活動による収入 11,218,881 2,820,472 290,925 62,740 6,515,885 1,311,090 73,849 84,320 59,600

財務活動による収入 127,550 58,900 25,000 － － － 2,600 41,050 －

前中期目標期間よりの繰越金 25,262 1,028 28 124 22,547 1,186 174 99 77

※端数処理の関係で合計が合わないことがあります。

出資承継
勘定

第二期中期目標期間（21年4月～26年3月）の実績

合計 一般勘定
産業基盤
整備勘定

施設整備等
勘定

小規模企業
共済勘定

中小企業倒産
防止共済勘定

工業再配置等
業務特別勘定

産炭地域経過
業務特別勘定
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